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中国天然ガス市場自由化と不可欠施設の開放・分離規制の在り方 
――日本欧州の経験を中国に―― 
 
序論 
本稿は、政府より参入、価格等の規制を受ける規制産業の一つであるガス事業に関する
経済法的研究である。 
規制産業に対する政府規制の中には、競争を排除するためのものもあるし、それとは逆
に、競争を導入するためのものもある。「規制緩和」という言葉がよく知られてきたが、そ
の緩和されようとされてきた規制は、即ち前者の競争を排除するためのものである。周知
のように、規制緩和は政府の市場における役割を縮小することを意味し、しかし、政府は
市場から全て撤退するというわけにもいかない。例えば「市場の失敗」が存在する自然独
占分野において、政府の規制が依然として必要である。本稿の研究対象であるガス事業の
卸売と小売の輸送分野がその一つの例である。他方、競争を導入するための規制を強化す
る必要もある。これを「規制改革」ともよくいわれる。規制緩和は世界的な流れとなって
いる中、中国もその影響を受けている。しかし、どんな規制を緩和すべきなのか（本稿で
は、「自由化」ともいう）、またどんな規制を留保し、あるいはどんな規制を強化すべきな
のかについて、各国あるいは各地域の特有な事情もあるため、必ずしも意見が一致してい
るわけではない。つまり、その規制の在り方について議論があるわけである。中国もその
例外ではない。 
本稿は、ガス事業における各種の規制の中、前記卸売と小売の輸送分野においてガスを
輸送するためのパイプライン等のインフラストラクチャー（本稿では「インフラ」と略称
し、「不可欠施設」という）の開放と分離に関する規制を主たる検討の対象とする。このよ
うな不可欠施設の開放と分離に関する規制は、実はガス事業を自由化するにあたって欠か
せない核心的な規制である。その在り方に関する研究は、中国にとって重要な課題となっ
ている。それにもかかわらず、これに関する詳細な研究は、中国において欠けている。本
稿の研究はこのような背景がある。日本と欧州連合の先進的経験を研究し、中国に提言を
行うことを含めて、両規制の在り方を明らかにすることが本稿の目的である。そのほか、
不可欠施設の開放と分離規制の問題は、電力等のネットワーク産業にも共通する問題であ
り、この関係で本稿の研究は一層意義をもつものであると考えられる。 
 
１、ガス事業一般について 
本論に入る前に、まずガス事業についてもう少し簡単に説明したい。 
ガス事業には、天然ガス事業と液化石油ガス事業（即ち LP ガス事業）があるが、本稿の
対象は前者である。前者には、通常巨額の投資を要する輸送ガスパイプラインあるいはパ
イプライン網（本稿では、都市ガス分野の小売輸送に用いる「ガス導管」もガスパイプラ
インという）の整備が必要であるのでこの点では後者に比べると特徴的である。そのため
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に、ガス事業を前記のように「ネットワーク産業」ともいうわけである。 
本稿において、天然ガスを「ガス」とも略称するため、天然ガス事業を「ガス事業」と
も略称する。ガス事業は、おおむね、ガスの生産または輸入分野、ガスの卸売分野、ガス
を卸売事業者に輸送する卸売輸送分野、ガスの貯蔵分野、ガスの小売分野及びガスをエン
ドユーザーである需要家に輸送する小売輸送分野によって構成される（下記図 1、21参照）。
これらの分野の中、競争に向かうあるいは適する分野とそうでない分野がある（下記図 3
参照）。従前、ガス事業全体が、自然独占性や公益性の観点から競争に向かわないあるいは
適さない事業として考えられていたため、「自然独占事業」、「公益事業」として政府の規制
や公的所有の下におかれていた。1970 年代後半になると、技術の進歩、理論の発展によっ
て、ガス事業を競争に適する分野とそうでない分野に分けるようになり、そして、競争に
適する分野への参入等の一部の規制を撤廃することによって、競争に適する分野に競争を
導入するようになった。これをガス事業の「規制緩和」、「民営化」あるいはガス市場の「自
由化」という。競争に適する分野を「競争的分野」と言うのに対して、そうでない分野を
「非競争的分野」という。非競争分野に対しては、参入、価格等の規制を維持している。
ガス事業において、前記の生産または輸入分野、卸売分野、貯蔵分野及び小売分野は競争
的分野で、残りの卸売輸送と小売輸送分野は非競争的分野であると考えられている2。卸売
輸送と小売輸送分野において、ガスの卸売輸送あるいは小売輸送というサービスを提供す
るのは、通常ガスパイプラインあるいはガスパイプライン網（以下パイプラインあるいは
パイプライン網を「パイプライン（網）」と略称する）を通じて提供するが、そのガスパイ
プライン（網）は、既述のように、それを整備するには通常巨額の資金を必要とし、自然
独占性を有するものである。そのため、卸売輸送と小売輸送分野は非競争的分野であり、「自
然独占分野」ともいわれる。 
本来競争できる分野だけに競争を導入し自由化すればよいのであるが、しかし、ガス事
業の場合、電気通信、電力など他の事業にもいえることであるが、競争的分野と非競争的
分野は、上流と下流の関係にある。競争的分野に参入する場合、非競争的分野の施設を利
用しなければならない。これを「ボトルネック」といい、非競争的分野の施設を「不可欠
施設」という。例えば、ガスの卸売分野に参入する場合、売り手の生産業者あるいは輸入
業者にとっても、買い手の卸売事業者にとっても、パイプラインで輸送する場合、その卸
売輸送パイプライン（網）の利用は必要不可欠である。同様に、ガスの小売分野に参入す
る場合、売り手の小売業者にとっても、買い手のエンドユーザーにとっても、小売輸送パ
                                                  
1 久谷一朗ほか「家庭用ガス市場の自由化がもたらしたもの―イギリスの事例を中心に―」
エネルギー経済第 36 巻第 1 号（2010 年 2 月）31 頁を参照した上、筆者が作成したもので
ある。 
2 OECD, Policy Brief: Restructuring Public Utilities for Competition, 2002, pp. 1-2 
http://www.oecd.org/dataoecd/60/10/21554964.pdf 
OECD 編・山本哲三監訳『構造分離―公益事業の制度改革―』（2002 年）3 頁。 
OECD, Restructuring Public Utilities for Competition, 2001, p9. 
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イプライン（網）の利用は必要不可欠である。これらの卸売と小売の輸送パイプライン（網）
は、即ち前記の不可欠施設である。 
そのほか、LNG で輸送する場合の LNG 基地、ガスパイプライン（網）で輸送する場合
安定供給のための貯蔵施設も、前記と同様な理由から、不可欠施設となる場合がある。以
上の卸売と小売の輸送パイプライン（網）、LNG 基地、貯蔵施設、またその他の付属施設
を合わせて、前に言及したガス市場の「インフラ」ともいう。 
しかし、これらの不可欠施設を保有しているのは、既存事業者である。そこで、ガス市
場を自由化するため、前記のように、それらの施設を新規参入事業者に利用させなければ
ならない。このことを「不可欠施設の開放規制」という。欧州では「第三者アクセス」（Third 
Party Access: TPA）、米国では「オープン・アクセス」（Open Access）、OECD では「アク
セス規制」（Access Regulation）という。 
不可欠施設の開放規制の中には、義務化による強制的なもの（「規制型開放規制」）と、
そうでないもの（「交渉型開放規制」）がある。上下流の関係にある競争的分野と非競争的
分野という両方の分野で従事する「垂直統合型」の既存事業者は、競争的分野での利益を
確保するため、不可欠施設を競争者である新規参入者に開放するに当たって、拒絶し、遅
延し、差別する傾向がある。そのような状況は、新規参入事業者にとって、競争的分野に
順調に参入することができないし、参入できたとしても既存事業者との公平な競争を期待
できないことを意味する。この問題を解決するため、既存業者の非競争的分野で従事する
部門（以下「非競争部門」あるいは「独占部門」という）を競争的分野で従事する部門（以
下「競争部門」あるいは「非独占部門」という）から分離させるという方法がある。これ
を「アンバンドリング（unbundling）規制」あるいは「分離規制」という（以下「分離規
制」と通称する）。すなわち「不可欠施設の分離規制」である。分離規制には、社内の会計
分離から、社内の機能あるいは部門分離、所有と経営の分離、分社化の法人分離、地域所
有分離を含めての所有分離までいくつのレベルの分離がある。前二者を「行為規制」、「行
動規制」、「行動措置」あるいは「行為アプローチ」（以下「行為規制」と通称する場合があ
る）というのに対して、最後の三者を「構造規制」、「構造措置」あるいは「構造アプロー
チ」（以下「構造規制」と通称する場合がある）という。真中の所有と運営の分離について
は行為規制なのか構造規制なのか議論のあるところである3。そのほか、「垂直分離」という
場合、構造規制をとる場合を指す4。所有分離を「完全分離」、その以外の分離を「非完全分
離」という。このように、非競争的な分野において、前記参入、価格規制のほか、開放と
分離規制も必要である。 
このように、最初に言及したように、非競争的分野の「不可欠施設の開放規制」と「不
可欠施設の分離規制」という二つの規制は、ガス市場自由化における核心的な規制であり、
ガス市場の自由化にとっては欠かせない規制である。しかし、すべての不可欠施設を例外
                                                  
3 同前掲注、OECD 編山本哲三訳 22 頁、OECD（2001）p20. 
4 同前掲注、OECD 編山本哲三訳 23 頁、OECD（2001）p20. 
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なく新規参入者に開放すべきなのか、また、すべての非競争部門を競争部門から分離させ
るべきなのかというと、実は議論のあるところである。その理由について次の 3 の問題所
在のところで説明する。その前に、問題の理解をしやすくするため、次の 2 の部分におい
てガス事業を含む公益事業に関する規制の全体像について概観したい。 
 
 
図１：ガス事業の商流構造 
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国内生産事業者、パイプラインによる海外輸入事業者、
LNG による海外輸入事業者、新規参入生産・輸入事業者 
小売事業者、新規参入小売事業者 
需要家 
新規参入卸売事業者 
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図２：ガス事業の物流構造 
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注： 
①、パイプライン輸送：       、LNG 船輸送： 
②、本稿において、自社と他社のガス輸送を区別しない場合、特に欧州と中国の場合、卸
売ガスと小売ガスのそれぞれの輸送を「卸売輸送」と「小売輸送」と総称する。日本ガス
事業法において、他社のガスを輸送する場合、卸売輸送と小売輸送を区別せず、両方とも
「託送」というが、本稿において、他社のガスを輸送する場合、「卸売託送」または「小売
託送」という。なお、原文に忠実にするため、「卸売託送」と「小売託送」という用語を使
用せず、「託送」を使用する場合もある。 
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図３：ガス事業の主要な規制構造（欧州を例に） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注： 
①：参入規制 
②：利用料金あるいは価格設定規制 
②*：利用料金あるいは価格公表規制 
③：規制型開放規制 
③*：交渉型開放規制 
④：分離規制（各レベル分離明記） 
生産・輸入分野（競争的分野）： 
競争分野ではあるが、LNG 基地は不可欠施設とされ、②、②*、③、
④（会計分離、法人分離）規制がある。 
卸売輸送分野（非競争的分野）： 
①、②、②*、③、④（会計分離、ITO 独
立卸売輸送系統運営者分離モデル、ISO 独立
系統運営者分離モデル、FOU 完全所有分離
モデル）規制がある。 
小売輸送分野（非競争的分野）： 
①、②、②*、③、④（会計分離、法人分
離）規制がある。 
卸売分野（競争的分野）： 
規制がない。 
小売分野（競争的分野）： 
規制がない。 
貯蔵分野（競争的分野）： 
競争分野ではあるが、貯蔵施設は不可欠施
設とされ、②－③、②*－③*、④（会計分離、
法人分離）規制がある。 
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2、世界の規制の流れ：「第 1 世代モデル」から「第 2 世代モデル」へ、さらに「第 2 世
代モデル」の「第 1 段階改革」から「第 2 段階改革」へ 
ここでいう「世界の規制」とは、主として欧米で行われてきた公益事業に関する規制の
ことを指し、ガス市場の自由化はその一環である。競争が導入されたか否かによって、こ
れまでの規制を「第 1 世代モデル」と「第 2 世代モデル」5に分けることができると思われ
る。したがって、「第 1 世代モデル」は、競争のないモデルであり、その代表として、第二
次大戦後、米国で行われた民間所有の下での「規制強化」モデルと、米国のような規制強
化の代わりに英国で行われた「国有化」モデルがある。これに対して、「第 2 世代モデル」
は、競争のあるモデルであり、1970 年代後半から米国で行われた「規制緩和」モデルと英
国で行われた規制改革を伴う「民営化」モデルがある。繰り返しになるが、競争が導入さ
れたかどうかが区分のポイントである。 
次に、「構造規制」レベルの分離が実施されたか否かによって、「第 2 世代モデル」をさ
らに「第 1 段階改革」と「第 2 段階改革」に分けることができると考える。したがって、「第
1 段階改革」は、不可欠施設の開放、会計分離、部門あるいは機能分離等「行為規制」に留
まる段階の改革であり、米国の場合で言うと、卸売輸送業務と販売業務の分離を要求し、
実質としては法人分離を要求する 1992 年オーダー636 号が発出される前の段階であり、イ
ギリスの場合でいうと、1995 年ガス法によりガス事業を小売事業者、卸売事業者、輸送事
業者という 3 形態に分割する前の段階であり、また欧州の場合、法人分離を要求する 2003
年ガス指令が発出される前の段階である。これに対して、「第 2 段階改革」は、いうまでも
なく、「第 1 段階改革」の上に、さらに「構造規制」を実施した段階である。「構造規制」
レベルの分離が実施されたかどうかが区分のポイントである。 
日本と中国のガス市場自由化の段階を以上のような区分の中に位置付けるとすれば、日
本は 2005 年第 3 次ガス事業法の改正により 2012 年の現段階まで会計分離のみが規定され
ているので「第 2 世代モデル」の「第 1 段階改革」に属し、中国も 1998 年の石油業界の再
編により業界の水平独占が打破されたが、垂直統合が強化され競争部門と非競争部門の分
離は全くなかったので、現段階では「第 1 段階改革」に属するというべきであろう。 
 
3、「過少投資」の問題：「第 1 世代モデル」下の「過少投資」の問題と再び「第 2 世代モ
デル」下の「過少投資」の恐れ 
ここでいう「過小投資」とは、前記ガス市場の「インフラ」の整備への投資が過少とな
ることを指す。 
                                                  
5 下記の文献より示唆を得た筆者独自の表現である。生島靖久訳『インフラストラクチャー
の改革―民営化と規制と競争の経済学―』（2005 年）28－31 頁（日本語版）。 
Ioannis N. Kessides, Reforming infrastructure - privatization, regulation, and 
competition (2004), pp. 30-33（英語版）。 
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「第 1 世代モデル」から「第 2 世代モデル」へ転換した重要な理由の一つは、「第 1 世代
モデル」の非効率のほか、規制下の低価格低収益の結果、インフラ整備への投資が過少と
なったからである6。 
「第 2 世代モデル」下の「過少投資」の恐れというのは、「第 1 段階改革」あるいは「第
2 段階改革」によって、不可欠施設の開放、分離の結果、インフラへの投資インセンティブ
が損なわれ、インフラ整備への投資が再び「過少」となる恐れがあるということである。 
本稿において、「過少投資」を問題にする（最初に説明したいのは、本稿は、この問題に
偏るのではなく、むしろ「過少投資」の問題があるからこそ、その問題を解決するため、
如何に不可欠施設の開放と分離規制が展開されるべきなのかという規制の全体の在り方に
ついて研究するもので、「過少投資」の問題を意識した上での両規制の在り方について事業
法と競争法の両方のアプローチから検討することが本稿の中心課題である）理由は、単な
るインフラ投資者の投資インセンティブを保護するあるいは投資者の利益を保護するため
だけではなく、ガス市場自由化の前提となる競争基盤の整備に関わる問題であると考える
からである。つまり、一投資者の利益の保護を超えてそれ以上の意味があるからである。 
ガス事業は、電力事業と同様に、前記のような「ネットワーク産業」である。ネットワ
ークの大きさは、市場の大きさ、あるいは競争の範囲の大きさを決める。一部の地域にお
いてネットワークができていない場合、各地域の範囲でしか競争の展開ができない。全国
的なネットワークができた場合、全国範囲の競争の展開が可能となる。規模の経済を活か
し、ガスの地域間（内々）格差をなくすために、全国範囲の競争を展開する必要があり、
そのために国全体のネットワークの整備が必要である7。国全体の競争基盤の整備ができて
いなければ、全国範囲の自由化の展開は描いた餅で飢えをしのぐのと同じことである。 
そのほか、ガスの将来性8を考えて、ガスを全国に普及するためにも全国的なのネットワ
ークの整備が必要である。また、ガスの供給源を多元化し、ガス供給のセキュリティーを
向上するためにも、国全体あるいは欧州のように全地域大のネットワークの整備が必要で
ある9。 
しかし、ガス市場の自由化を目的とする前記のような 2 段階の改革において実施される
不可欠施設の開放という「行為規制」と不可欠施設の分離規制の中の「構造規制」は、こ
のようなネットワークの構築に悪影響を及ぼす場合がある。なぜかというと、まず、「第 1
段階改革」の不可欠施設の開放という「行為規制」から考えると、不可欠施設の開放は、
                                                  
6 同前掲注、日本語版 32－33 頁。英語版 p33－35．また、 MacAvoy, Paul W. The natural 
gas market: sixty years of regulation and deregulation. Yale University Press, c2000.を
参照。 
7 植草益編著『講座・公的規制と産業②都市ガス』（1994 年、NTT 出版）341 頁。 
8 森島宏『天然ガス新世紀―持続可能なエネルギーシステムに導く』（2003 年、ガスエネル
ギー新聞出版）を参照。 
9 藤島弘治「欧州のガス供給セキュリティー戦略」エネルギー経済（2009 年 12 月第 35 巻
第 6 号）48 頁。 
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垂直統合型の既存事業にとっては、あたかも敵に塩を送るが如く、自己の施設を競争者に
開放することを意味するため、既存事業者は、自己が必要とする以上の施設の建設や容量
の拡大に消極的となる傾向があり、その結果、インフラの整備は「過少」となることが考
えられるからである。つまり、不可欠施設の開放は、事業者のインフラへの投資インセン
ティブを損ない、インフラの整備は「過少」となるからである。それから、「第 2 段階改革」
の「構造規制」について、ガス事業は上下流一貫した産業であるため、構造規制の実施に
よって、範囲の経済性を犠牲にし、市場需要の予測が難しくなり、投資回収のリスクが高
くなり、インフラの整備に悪影響を及ぼす場合があると考えられるからである。 
この 2 段階の改革は、競争的な市場基盤を整備するための必要不可欠なソフト面の整備
であると言えるとすれば、インフラとしてのネットワークの構築は競争的な市場基盤を整
備するための必要不可欠なハード面の整備であるともいえるであろう。競争的な市場基盤
を整備するには、両方の整備がともに必要であるため、ソフト面の整備において、ハード
面の整備に影響を及ぼす場合、このようなソフト面の整備を避けなければならない。ソフ
ト面を整備するため、ハード面の整備に悪影響を及ぼすような自由化は、バランスのとれ
ない性急な自由化となり、「行き過ぎた自由化」となる10。 
したがって、インフラの整備を促進・保護するため、この 2 段階の改革において、イン
フラ整備の状況に鑑みて、不可欠施設の開放という「行為規制」を実施すべきかどうか、
また、分離規制の「構造規制」を実施すべきかどうかを個別具体的に判断する制度がなけ
ればならない。つまり、前述１の部分の最後のところで提起した問題に対する答えではあ
るが、すべての不可欠施設を開放させるべきであるというわけではなく、すべての非競争
部門を競争部門から分離させるべきであるというわけでもない。実際問題としても、日本
と欧米においては、この点を考慮して規制を展開してきた。例えば、事業法分野の規制の
関係でよく知られているのは前記の欧州の第三者アクセス（TPA）の適用免除規定である。
また、競争法分野の規制で、よく知られているのは、米国の不可欠施設の理論（Essential 
Facility Doctrine: EF 理論）とそれに関連する Trinko 判決がある。日本においても「特例
措置」という規定がある。 
他方、インフラの整備を促進することを理由に、むやみに不可欠施設の開放、分離の適
用を免除するというように、別の極端に走ることにもなってはいけない。不可欠施設の開
放、分離規制の適用免除は、あくまでも原則の下での例外である。そうでなければ、「不十
分な自由化」となりかねない。したがって、如何に具体的な状況に合わせて、「行き過ぎた
自由化」にもならず、「不十分な自由化」にもならない「バランスのとれた自由化」を実現
するため、例外としての適用免除を伴った適正な規制の展開が求められているのである。
                                                  
10 八田達夫「『全面自由化』の前に『完全自由化』を！」エネルギーフォーラム（2006 年 7
月）28 頁から示唆を得た。「全面自由化」というのは、家庭需要家を含めた市場開放の程度
あるいは自由化の範囲のことで、「完全自由化」というのは、既存の自由化の範囲において
自由かつ公正な競争の展開が期待できるということである。 
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両規制の在り方について、かつ事業法と競争法の両方のアプローチから検討することが、
本稿の中心課題である。 
ガス市場自由化によるインフラ投資インセンティブへの影響に関して、問題提起をする
文献はいくつかあるが11、ほとんど問題提起に留まり、あるいは単に適用免除をすべきだと
提言するだけで、適用免除の条件、判断の基準、または不可欠施設理論運用の限定条件等
について、且つ同問題を配慮した上での不可欠施設の開放と分離規制の在り方について、
理論的にも実務的にも、特に実務に関しては、事業法と独禁法両方からの実際の規制の展
開について検討し纏まった研究は、日本においても中国においてもまだないようである。 
中国において現在日本の「ガス事業法」というような法律がまだ存在していない。今「天
然ガス法」あるいは「石油天然ガス法」という法律を制定しょうとしているところである12。
もし不可欠施設に関する規定を設けようとするならば、その規定に反映すべき規制のあり
方について今から検討しなければならない。他方、「天然ガス法」あるいは「石油天然ガス
法」の母法たる「中華人民共和国能源法」（以下「エネルギー法」と略称する）という法律
が現在制定される途上にある13が、2007 年 12 月 4 日公表された同法の意見募集稿14（以下
「エネルギー法」草案と称する）により、同草案において、開放に関する規定が設けられ
ている。しかし、分離、適用免除に関する規定がなく、問題の多い規定の仕方であると考
えられる。また、2008 年から施行された中国の「反壟断法」の実施において、不可欠施設
の開放と分離に関する規制の実績がまだないため、その規制のあり方についても検討する
必要がある。要するに、中国の天然ガス市場の自由化を推進するため、事業法の制定にお
いても、反壟断法の施行においても、不可欠施設の「過少投資」の問題を意識した上での
不可欠施設の開放と分離規制の在り方についての検討は、一つ極めて重要な課題であり、
そのための政策提言を含めて、両規制の在り方を明らかにすることが本稿の目的である。 
本稿では、日本と欧州連合（本稿において「欧州連合」を「欧州」と略称し、「EU」と
表現する場合もある）は、それぞれ天然ガス市場自由化の先進国と地域として、特に、天
然ガスの海外輸入依存という点において中国と共通しているため、それぞれの経験は、中
国にとって大きな参考価値があると考えられるため、中国はもちろん、日本と欧州の前記
両規制の展開を本稿の検討対象にした次第である。 
したがって、以下では、第一部において、規制に関する一般的な理論とガス事業に特有
                                                  
11 植草益編『日本の産業システム①エネルギー産業の変革』（2004 年、NTT 出版）281 頁。
八田久谷一郎ほか「欧州におけるガス事業制度」エネルギー経済（2009 年 2 月第 35 巻第 1
号）52 頁。公益事業学会『日本の公益事業―変革への挑戦―』（2005 年、白桃書房）207
－208 頁。塩原俊彦『パイプラインの政治経済学』(2007 年、法政大学出版局)7 頁。 
12 艾江涛「能源领域距“有法可依”尚有距离—访中国法学会能源法学研究会会长叶荣泗—」
能源评论 2011 年 12 期 20 页。 
http://www.indaa.com.cn/zz/nypl/201112/201112/P020111229519039417717.pdf 
13 同前掲注。 
14 「中华人民共和国能源法(征求意见稿)」（2007 年 12 月 4 日公表）  
http://www.law-lib.com/fzdt/newshtml/20/20071204085749.htm 
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の事情を概観し、第二部において、中国の事情と課題を説明し、第三部と第四部において
それぞれ日本と欧州経験について考察し、最後の結論の部分において中国に対する政策提
言を含めて結論を結ぶ、という構成である。 
 
第一部 理論的概観 
第1章 一般論 
第1節 規制の類型 
１、経済的規制と社会的規制 
規制の目的から、規制を経済的規制と社会的規制に分けることが一般的にできる15。経済
的目的を実現するための「経済的規制」とは、「自然独占や情報偏在が存在する分野におい
て資源配分非効率性の発生の防止と利用者の公平な利用の確保を主な目的として、企業の
参入・退出、価格、サービスの量と質、投資、財務・会計等の行動を許認可等の手段によ
って規制することをいう」16。つまり、電力、ガス等自然独占性のある産業において、それ
に対処するため参入・退出、価格、投資等に関して行う規制と、自然独占性がなくても金
融等のような産業において存在する情報の偏在に対処するため価格等に関して行う規制で
ある17。参入・退出規制、価格・料金規制はその代表である。 
これに対して、社会的目的を実現するための「社会的規制」とは、「労働者や消費者の安
全・健康・衛生の確保、環境の保全、災害の防止等を目的として、財・サービスの質やそ
の提供に伴う各種の活動に一定の基準を設定したり、特定行為の禁止・制限を加えたりす
る規制である」18。 
もっとも社会的規制には、実質的に参入・退出規制等の経済的規制として機能している
ものもあるため、両者を完全に区別することが困難な場合がある19。しかし、理論的観点や
政策的観点からみれば、経済的規制と社会的規制の分類は極めて有効であるとされている20。
日本において、特に対米貿易黒字のため米国からの市場開放の要請とバブル崩壊に対処す
る時期にある平成 5(1993)年 11 月に細川護煕首相（当時）の私的諮問機関として経済改革
研究会（平岩外四座長）が提出した『規制緩和について（中間報告）』（通称「平岩レポー
ト」）は、経済的規制と社会的規制について、規制緩和を考える基本原則として、「経済的
規制は『原則自由』に」、「社会的規制は『自己責任』を原則に最小限に」とすることを掲
げている21。 
                                                  
15 植草益『社会的規制の経済学』（1997 年、NTT 出版社）8 頁。 
16 植草益『公的規制の経済学』（1991 年、筑摩書房）24 頁。 
17 同前掲注、公益事業学会 2 頁、植草益（1991）30－31 頁。 
18 同前掲注、植草益（1997）11 頁。 
19 江藤勝『規制改革と日本経済―何が行われ、何が生じ、何が問題か―』（2002 年、日本
評論社）7 頁。植草益（1991）34 頁。 
20 同前掲注、植草益（1991）34 頁。 
21 国立国会図書館調査及び立法考査局『経済分野における規制改革の影響と対策』（2009
年）4 頁。 
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本稿の研究対象である不可欠施設の規制、特に不可欠施設の開放と分離に関する規制は、
自然独占性に対処するための規制であるので、経済的規制というべきであろう。 
 
２、構造規制と行為規制 
「構造規制」と「行為規制」についていえば、前者は市場の構造と関連する規制で後者
はそれ以外の事業者の行為に関する規制である22。例えば、参入・退出規制、分離規制の中
のクラブ所有、法人分離、所有分離等は構造規制で、価格・料金規制、不可欠施設の開放
規制、会計分離、機能あるいは部門分離等は行為規制である。産業組織論におけるハーバ
ード学派の構造―行動―成果（Structure-Conduct-Performance: SCP）パラダイムによる
と、構造は行為を決定し、行為は成果を決定する。このハーバート学派の考え方23はシカゴ
学派やオーストリア学派、あるいは後述するコンテスタブル理論により批判されたが、SCP
パラダイムは競争状況分析の一つの基本ツールとして用いることができる24。 
したがって、少なくとも、構造規制と行為規制は密接な関係にあるといえる。実際問題
としても、構造規制のない行為規制のみの規制は、自由な競争あるいは公平な競争を展開
するには不十分であり、また規制機関の負担が重く、規制コストが高いとも指摘されてい
る25。ただし、行為規制より、構造規制の方が、事業者からの抵抗が強い。それ故に、本稿
では、構造規制が実施されたかどうかによって、「第二世代モデル」における自由化の展開
を「第 1 段階改革」と「第 2 段階改革」に分けたのである。また、構造規制を行う場合、
安定供給の問題や本稿で問題とされるインフラ整備への影響のような新しい問題が再び出
てくるという問題もある26。 
 
３、伝統的規制とインセンティブ規制 
価格・料金規制は前記経済的規制の中枢である27。それを伝統的規制とインセンティブ規
制に分けることができる28。「伝統的規制」には、「費用積み上げ方式」と「レートベース方
式」がある29。費用積み上げ方式は、標準的な事業者の営業費用、借入金利子、配当などす
べての費用を総括原価として消費者に負担させるように価格を設定する方式であるのに対
                                                  
22 OECD 編山本哲三他訳『規制緩和と民営化』(1993 年) 9－10 頁。同前掲注、植草益ほか
編著（1994）136－146 頁（ここには「行為規制」を「行動規制」というが、表現の違いだ
けで実質は変わらない）。OECD 編山本哲三監訳『構造改革―公益事業の制度改革―』（2002
年）23 頁。岸井大太郎ほか編著『経済法―独占禁止法と競争政策―（第 5 版補訂）』（2008
年、有斐閣）9－10 頁。 
23 小西唯雄編著『産業組織論と競争政策』（2000 年、晃洋書房）15－26 頁。 
24 Jones and Sufrin, EC Competition Law (3rd edn., Oxford, 2008), pp. 22-23 
25 同前掲注、OECD 編山本哲三監訳（2002 年）28 頁。 
26 同前掲注、公益事業学会 16 頁。 
27 同前掲注、 植草益（1991）153 頁。 
28 依田高典『ネットワーク・エコノミクス』（2001 年、日本評論社）166 頁。 
29 同前掲注、167 頁。 
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して、レートベース方式は、資産価値（レートベース）に公正報酬率を乗じたものを事業
報酬額として、そして営業費用を加えて消費者に負担させるように価格を設定する方式で
ある30。米国において長い間採用されてきた「公正報酬率規制」（Fair Rate of Return 
Regulation: 略称 ROR 規制）は、この後者のレートベース方式である。日本の「総括原価
方式」31は、米国の ROR 規制を輸入したもので、「コスト・プラス」方式ともいわれる32。 
伝統的規制、特に公正報酬率規制の利点は、①社会的受容性と公平性を持ち、②規制の
ラグ効果が働き、③投資の安定性とサービス水準の確保ができることである。他方、問題
点は、主として経済的な非効率を招くことである。第 1 に、公正報酬率規制では政府の査
定能力の限界のため技術的非効率（X 非効率性: X-inefficiency）が発生し、また報酬が資産
に依存するので過剰資産の傾向（アバーチ・ジョンソン効果：Averch-Johnson Effect）が
生じる。第 2 に、政府と企業の交渉による公正報酬率の決定には恣意性が付きまとい、政
府が企業に取り込まれてしまう事態（捕虜理論：Captured Theory あるいはレント・シー
キング：Rent- Seeking）が起こりかねない。また、情報の非対称性のため政府の規制能力
には限界があり、規制コストも高くつく33。 
伝統的規制には前記の欠点があるため、それを克服するため登場してきたのは「インセ
ンティブ規制」（Incentive Regulation: IR 規制）である。つまり、事業者にある程度の裁
量権を与え、望ましい経済的効果を達成しようとするための規制方式である。インセンテ
ィブ規制には、①余剰の残余請求権の一部を事業者に認める「利潤分配規制」（Profit 
Sharing: PS 規制）（「社会契約(Social Contract)」とも呼ばれる）、②価格上限の範囲内で
リバランシングを認める「プライス・キャップ規制」（Price Cap: PC 規制）（例えばイギリ
スの RPI-X 方式）、③他の事業者の指標を物差しにする「ヤードスティック(Yardstick)規制」、
④事業免許を競売にかける「フランチャイズ・ビッディング(Franchise Bidding)」、⑤規制
スキームに裁量性を持たせ事業者に自己選抜させる「ベイズ型プリンシパル・エージェン
ト(Principal Agent)規制」、⑥伝統的規制とインセンティブ規制の混合・複数のインセンテ
ィブ規制の混合である「ハイブリッド(Hybrid)規制」等がある34。 
料金規制は、不可欠施設の開放規制とともに、インフラの整備に大きな影響を持つもの
である。インフラ投資を促進するため、料金規制は重要な手段となる。 
 
４、非対称規制 
新規参入事業者に比べ、不可欠施設を所有する既存独占事業者にのみ一方的に課する規
                                                  
30 長岡貞男・平尾由紀子『産業組織の経済学―基礎と応用―』（1998 年、日本評論社）232
頁。 
31 同前掲注、植草益（1994）184 頁。 
32 山本哲三『規制改革の経済学―インセンティブ規制、構造規制、フランチャイズ入札―』
（2003 年、文真堂）258 頁。 
33 同前掲注、依田高典 166 頁。 
34 同前掲注、167－168 頁。 
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制を「非対称規制」という。例えば、不可欠施設の開放、分離、情報の管理、不可欠施設
の利用料金の認可・届出・公表の義務、ユニバーサルサービス義務等の規制は非対称規制
である35。 
本稿の主な検討対象となる不可欠施設の開放と分離はまさに非対称規制である。 
 
５、公的規制と私的規制 
規制をする主体による分類である。「公的規制」とは、「司法機関、行政機関、立法機関
による私人ないし経済主体の行動の規制をいう」36。これに対し、「私的規制」とは、「例え
ば私人（親）が私人（子供）の行動を規制することをいう」37。 
「市場の失敗」を補正するため、「公的関与」が必要であるとされる38。例えば、ミクロ
経済レベルでは、自然独占性、公共財、非価値財、外部性、情報の非対称性、リスク、不
完全競争、不公正行為等の「市場の失敗」がある。また、マクロ経済レベルでは、例えば、
分配の不公正、不完全雇用、景気循環、インフレ等の「市場の失敗」がある。これに対し
て、マクロ経済レベルでの「公的関与」は、経済の安定的成長、通貨の安定、分配の公正、
完全雇用等を目的とする政策である。ミクロ経済レベルでの「公的関与」は、①公的提供、
②公的誘導、③公的規制を内容とする政策である39。 
「公的提供」とは、市場で財・サービスが十分には供給されない性格をもつ公共財を政
府が財政収入をもって提供する、ないしそのような財・サービスを私企業や公企業が提供
する場合に財政支援する政策である。「公的誘導」とは、経済リスクや外部不経済への対応、
産業の発展等を目的として、金銭的・非金銭的手段を通じて、経済主体の行動を誘導する
政策である。これに対して、「公的規制」は、不完全競争、自然独占性、外部性、公共財、
非価値財、情報の非対称性等の市場の失敗に対処する目的で、政府が法的権限をもって経
済主体の行動を規制するものである40。 
 
６、直接規制と間接規制（事前規制と事後規制） 
規制の方式による分類である。自然独占や外部不経済、非価値財等の前述した「市場の
失敗」に対処するため、政府が経済主体の意志決定に直接に介入する規制は、「直接規制」
である。直接規制は、政府が許可、認可という法手段によって経済主体の意志決定に直接
的に介入するという特徴をもっている41。また、直接規制は、事前に経済主体の意志決定に
介入する規制であるため、「事前規制」ともいう。 
                                                  
35 同前掲注、公益事業学会 8－9 頁、植草益（1991）216-221 頁。 
36 同前掲注、植草益（1991）3 頁。 
37 同前掲注。 
38 同前掲注、植草益（1997）5 頁。 
39 同前掲注。 
40 同前掲注、5－6 頁。 
41 同前掲注、植草益（1991）24 頁。 
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これに対して、政府が、市場を基本とし、経済主体の意志決定に直接的に介入すること
なく、市場機構の機能を阻害する行為だけを制限するための規制は、「間接規制」である42。
間接規制において、政府が経済主体の行動についてルールを設定し、そのルールに違反し
たときにのみ事後的に規制するため、間接規制を「ルール型規制」ともいう43。間接規制は
「事後規制」である。 
 
７、誘導型規制と誘因型規制 
直接規制でもなく間接規制でもなく中間に位置する規制は、誘導型規制と誘因型規制で
ある。「誘導型規制」は、課税、補助金等の経済的手段による市場機構重視型規制である。
「誘因型規制」は、ヤードスティック規制、プライス・キャップ規制、排出権規制等経営
判断重視型規制である44。 
 
直接規制、間接規制、誘導型規制と誘因型規制という前記四種の規制を「広義の公的規
制」というのに対し、直接規制を「狭義の公的規制」という45。 
先進主要国において、規制は、直接規制（事前規制）→誘導・誘因型規制→間接規制（ル
ール型規制・事後規制）へと変化する傾向がある46。「規制緩和」は、このような流れであ
る。日本において、1998 年に改定された「規制緩和推進 3 カ年計画」は、日本の経済社会
を「自己責任原則と市場原理に立つ自由で公正な社会」とすることを強調し、また、行政
の在り方について、「事前規制型の行政から事後チェック型の行政に転換」することを打ち
出した47。 
私見によれば、直接規制は、公益事業の場合、前述した「第 1 世代モデル」と「第 2 世
代モデル」の間で、その内容は変わると思われる。具体的にいうと、「第 1 世代モデル」下
の直接規制、例えば、参入退出規制、価格規制は、競争排除型の規制であるのに対し、「第
2 世代モデル」下の直接規制、例えば、事業法において展開された不可欠施設の開放規制、
分離規制は、競争擁護型の規制である。後にも言及する「規制の失敗」や「規制緩和」及
び「規制改革」は、厳密にいうと、「第 1 世代モデル」下の競争排除型規制としての「直接
規制」、「事前規制」あるいは「狭義の公的規制」についての失敗、緩和あるいは改革のこ
とをいうと理解されるべきであろう。そして、間接規制は「第 1 世代モデル」に存在せず、
「第 2 世代モデル」にしか存在しない規制類型となる。 
本稿の主要な検討対象である不可欠施設の開放及び分離規制は、以上に照らすと、「第 2
世代モデル」下の規制であり、事業法における展開は、「直接規制」、「事前規制」あるいは
                                                  
42 同前掲注。 
43 同前掲注、植草益（1997）6 頁。 
44 同前掲注、7 頁。 
45 同前掲注、6 頁。 
46 同前掲注。 
47 同前掲注、国立国会図書館調査及び立法考査局 4－5 頁。 
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「狭義の公的規制」であり、独占禁止法における展開は、「間接規制」、「事後規制」あるい
は「広義の公的規制」であると理解されるべきであろう。 
 
第2節 規制緩和の根拠 
一、規制の失敗論 
これはいわゆる「規制の失敗」あるいは「政府の失敗」という議論である48。経済状況の
変化、技術の進歩等の理由もあるが、規制緩和が主張される一つ大きな理由は、規制はそ
の手段が失敗するからである。 
規制は、そもそも「市場の失敗」49を補正するためのものである50。「経済的規制」を例に
すると、前記のように、公益事業において、「自然独占性」や「情報非対称性」を主要な根
拠に、「破滅的競争」51を回避するため、政府が、各事業法を通じて、「直接規制」としての
参入退出規制、価格料金規制等を行う。理論的には、例えば自然独占という市場の失敗を
このような公益事業規制に通じて克服し、社会厚生上最善ないし次善の状態が達成できる。
しかし、実際には、規制それ自身に失敗のメカニズムが内在するため、規制が失敗するの
である52。このような「規制の失敗」に内在するメカニズムについて、いろいろな指摘があ
るが53、本稿では以下のように二つにまとめることができると考える。 
第 1 に、効率を高めるインセンティブの欠如54。規制55の下では、競争が排除され、かつ
報酬も保証されるため、事業者の効率性を高めるインセンティブが欠如している。その結
果、資源の配分、企業の経営は非効率となる。その代表としてあげられているのは、例え
ば、前記アバーチ・ジョンソン効果と X 非効率性の問題である56。 
アバーチ・ジョンソン効果とは、前記レートベース規制の下では、企業は許容された報
酬率水準を実現しながら、報酬額をより大きくするために、一定の生産量に対して企業が
資本に過剰に投資する傾向があり、企業資本とその他の生産要素の利用の組み合わせとい
                                                  
48 同前掲注、小西唯雄編著 246 頁。 
49 「市場の失敗」について、同前掲注、植草益（1991）8－21 頁を参照。「狭義的市場の失
敗」としてあげられたのは、公共財、外部性、自然独占、不完全競争、情報偏在、リスク
等がある。論理的では、分配の公正、経済の安定性、非価値財は、市場の失敗に含めるべ
きではないとしつつも、それらを「狭義的市場の失敗」に加えて、「広義的市場の失敗」と
する。 
50 同前掲注、植草益（1991）21 頁。 
51 「破滅な競争」とは、ガス事業のようなインフラに巨額な投資を要する産業は、費用低
減産業であるため、先に大きなシェアを獲得した業者は最後に勝ち残って独占者となって
振舞うほか、負けた業者の投資は無駄になるような競争のことである。武蔵武彦ほか『現
代産業組織論』（1997 年、放送大学）152 頁。 
52 同前掲注、依田高典 21－22 頁。 
53 同前掲注、小西唯雄編著 246 頁。 
54 同前掲注、長岡貞男・平尾由紀子 234 頁。 
55 すでに指摘したように、ここでの「規制」は「第 1 世代モデル」下の「狭義の公的規制」
を指す。 
56 同前掲注、長岡貞男・平尾由紀子 234 頁、小西唯雄編著 247 頁。 
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う点で資源の配分が非効率になるという効果である57。 
同様の規制の下で、企業は、事業費用と事業報酬を積み上げた総括原価の分の収入が保
証されているので、費用上昇を価格引き上げに比較的容易に転嫁ができ、事業費を節約す
る誘因が欠如するために発生する非効率性を、X 非効率性という58。 
第 2 に、規制当局の限界59。例えば、規制当局は十分な情報をもたず、適正な料金規制の
ため多大な費用を発生させ、効率的に規制を行うことができず60、また業界のレント・シー
キングによって規制の捕虜（レギュラトリー・キャプチャー）となりやすい61。 
伝統的な料金規制の下では、それらを有効かつ適切に実施するためには、被規制企業の
財務会計等の詳細なデータの収集・加工を必要とし、規制コストは高くなる。他方、規制
当局は、一般に企業に比べ情報が不足しており、また企業の提供する情報・資料をそのま
ま基礎にして規制を策定・実施することがあるため、規制が消費者より業界の利益に偏る
傾向があり、効率的な規制を行うことができない。また、規制当局が企業の利益や政治な
どによって左右され、とりわけ企業のロビー活動によって企業側の意向を強く反映する傾
向があり、本来規制すべき利益団体を逆に擁護することになってしまうのである。企業は
あらゆる独占レントを費やしても公益事業免許の特権を保持しようとするため、実際の社
会厚生の損失は独占による「死荷重」よりもはるかに大きいとも指摘されている62。 
 
二、規制の不要論 
そもそも規制が不必要である、あるいは不要な規制を撤廃すべきであるという主張であ
る。代表的なものとしては、以下の三つがある。 
 
１、シカゴ学派の規制緩和論 
この学派（Friedman, M., Stigler, G. J., Posner, R.など）63に従えば、自然独占が成立す
るときでも、国有化や公的規制に比べて私的独占の方が社会的コストが小さい。産業が高
度に集中化した構造であっても、競争は本質的に頑健である。規制は既得権を享受する企
業がその地位を引き続き獲得するための制度であると批判し、規制の撤廃を主張する64。 
また、この学派のデムゼッツ（Demsetz）は、規制の失敗に鑑みて、「公益事業規制は必
要か」という根源的な疑問を投じた65。彼は公益事業の免許が「競り（bidding）」に掛けら
れるならば、公益事業規制は必要ないと考えた。自然独占的産業においてさえ、潜在的参
                                                  
57 同前掲注、長岡貞男・平尾由紀子 234 頁。 
58 同前掲注、小西唯雄編著 247 頁。 
59 同前掲注、長岡貞男・平尾由紀子 235 頁。 
60 同前掲注、小西唯雄編著 247－248 頁。 
61 同前掲注、長岡貞男・平尾由紀子 235－236 頁。 
62 同前掲注、依田高典 22 頁。 
63 Stigler, G. J., Memoirs of an Unregulated Economist, Basic Books, 1988. New York. 
64 同前掲注、小西唯雄編著 250 頁、公益事業学会 5 頁。 
65 Demsez, H. “Why regulate utilities” Journal of Law and Economics (1968), 11: 55-65 
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入者がより低廉な価格を申し出るのであれば、既存企業といえども独占的価格を設定でき
なくなる。市場の中の競争（competition in the market）ではなく、市場を求める競争
（competition for the market）が市場支配力を制限できるのである。この場合、問題なの
は規模の経済性ではなくて、固定資本の転用性なのである66。つまり、規模の経済の問題と
関係しなくなるためそのための規制は不要である。 
 
２、コンテスタブル理論 
自然独占性が発揮される分野では参入規制と価格規制が必要であるという考え方は、長
期的には独占が解消するので規制が不要であるというシカゴ学派を除けば、当然として受
け入れられていた。しかし、シカゴ学派に所属するデムゼッツ（Demsetz）の 1968 年の論
文で展開されたフランチャイズ・ビッディング理論から刺激を受けて、70 年代半ばからニ
ューヨーク大学のボーモル（Baumol）67やプリンストン大学のスタッフによって新しい考
え方として生まれてきたのはこの「コンテスタブル理論」である68。 
この理論によると、市場が「コンテスタブル市場（Contestable Market）」であれば、た
とえ公益事業といえども潜在的な競争が「神の見えざる手」のように作用するので、独占
企業は超過利潤を獲得できないということである。コンテスタブル市場の条件として、「参
入退出の完全性」である。参入退出が完全なコンテスタブル市場では、既存の独占企業が
超過利潤を貪る限り、潜在的参入企業は「ヒット・エンド・ラン戦略」即ち電撃的に参入
し、すぐさま退出することによって、「クリーム・スキミング」即ち既存企業の超過利潤を
かすめ取ることができる。そして、既存の独占企業は、新規企業の参入を防ぐためには、
平均費用と等しい価格を設定せざるを得ない69。したがって、市場がコンテスタブルであれ
ば、潜在参入企業の圧力によって自動的に社会厚生上望ましい資源配分が実現するので、
公益事業規制は不必要である70。 
この理論が成り立つには、完全コンテスタブル市場としての前提条件71が必要であるが、
現実世界の市場は、それが完全競争的でないのと同様、完全コンテスタブルではなさそう
である。しかし、完全競争モデル同様、コンテスタブル理論は政策や成果の評価のためベ
                                                  
66 同前掲注、依田高典 22 頁。競争入札制度あるいはフランチャイズ・ビッディングの理論
である。固定資本の転用性というのは、固定資本の経営者或は所有者が変わっても固定資
本自体が引き続き利用されることを指す。 
67 Baumol, W. J., J. C. Panzar and R. D. Willig, Contestable Markets and the Theory of 
Industrial Structure, Harcourt Brace and Jovanovich, 1982. 
68 同前掲注、武蔵武彦ほか 155 頁。 
69 同前掲注、依田高典 7－8 頁。 
70 同前掲注、23－24 頁。 
71 その仮定条件とは、①全企業は同質的な費用関数・需要関数を持つこと、②全企業は参
入退出が自由で「埋没費用（Sunk Cost）」が存在しないこと、③既存企業は時間ラグをも
ってしか価格を変更できないこと、④消費者は価格差異に対して時間ラグなく反応できる
こと。同前掲注、依田高典 24 頁。 
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ンチマークを提供する点で大きく評価されている72。 
このように、コンテスタブル理論は、規模の経済性が必ずしも自然独占の理論的根拠に
はならないし、望ましい政策の対象が、市場集中度のような構造指標ではなく、参入退出
を自由にし、十分な潜在的競争圧力を確保することであるとする点で、規制緩和政策の理
論的支柱を与え、規制緩和政策の理論的基礎とみなされ、現代の産業組織政策に対してシ
カゴ学派以上に大きな影響力を持つと評価されている73。 
 
３、新オーストリア学派の企業家精神論 
新オーストリア学派は、メンガー（Mengerl）を創始とする 19 世紀後半から第 2 次大戦
までオーストリアを根拠地としたオーストリア学派の流れを受け継ぎ、第 2 大戦後主とし
てアメリカを活躍の場とする論者たちによって構成されている。ミーゼス（Mises）、ハイ
エク（hayek）はその指導者である74。新オーストリア学派の論者は「知識の不完全性」を
前提とした「市場のプロセス」分析の重要性を強調する。このメカニズムを解明するため、
新オーストリア学派の論者達は「企業家精神」の概念を用いるのである。 
同派の代表論者であるガーズナー（Kirzner）75によれば、不完全な市場において、企業
家は不確実な情報の下で、いち早く利潤機会を察知し、他者に先駆けてその機会を事業化
する役割を担っているのである。市場の競争とはこのような企業家の利潤機会の獲得、し
かも動態的な獲得競争である。有望な市場にいち早く参入した者には超過利潤が発生する
が、それはこの企業家が誰よりも早く優れた技術や製法、製品の導入をはかったからであ
って、やがてその利潤機会を求めて新たな企業家が登場するために、超過利潤や市場支配
力は一時的な現象である。政府の許認可などの何らかの規制や干渉さえなければ、自由な
企業家精神が発揮され、市場では動態的な競争過程が常に進行していく。このプロセスを
通じて新たな利潤機会が次々と発見され、企業のみならず消費者にとっても望ましい成果
が実現する。逆に企業が規制を受けているとき、企業家精神あるいは経営努力を発揮する
余地が制限され、そのような成果を望めない。したがって、望ましい政策は、規制の撤廃
を基本とする政策であるとする76。 
 
三、規制の改革論 
従来自然独占として公益事業規制が行われてきた産業の多くは、その後技術の進歩、理
論の発展によって、競争分野と非競争分野を分けるようになった。競争分野に対して、従
                                                  
72 同前掲注、依田高典 26 頁。 
73 堀内俊洋『産業組織論』（2000 年、ミネルヴァ書房）75 頁。同前掲注、小西唯雄編著 56
頁。 
74 同前掲注、小西唯雄編著 41 頁。 
75 Kirzner, I. M., Competition and Entrepreneurship, Chicago, University of Chicago 
Press, 1973 
76 同前掲注、堀内俊洋 77－78 頁、小西唯雄 45－46 頁。衣笠達夫『公益企業の費用構造―
Contestable Market 理論による分析―』（多賀出版社、1995 年）4 頁。 
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来かけられてきた規制を撤廃し、競争法に任せることができる。これは「部分緩和」とい
われる77。緩和されなかった非競争分野に残った従来の規制は、非効率性のため、次第に改
革の対象となる。これは規制の改革論である。価格料金のインセンティブ規制はその代表
である。 
また、競争分野における従来の規制を緩和、あるいは撤廃するだけでは、当分野におけ
る競争の展開はまだできない。競争分野の競争が展開できるため、非競争分野に対し新し
い規制をかけなければならない。この「新しい規制」というのは、「第 1 世代モデル」には
なかった規制のことである。不可欠施設の開放規制、分離規制、情報開示規制等がその例
である。これらの規制も、従来になかった規制として、規制改革論の重要な一部となる。
規制と競争が併存しているため、この場合の競争は「規制された競争」78ともいわれる。例
えば、不可欠施設の開放規制がなければ、新規参入者は競争分野に参入することができな
い。また、分離規制がなければ、既存の「垂直統合型」の事業者は、新規参入者に対して、
不可欠施設の開放に当たって、拒絶し、遅延し、差別する傾向があるので、競争分野にお
ける新規参入者と既存事業者との公平な競争の展開が期待できない。 
そのほか、規制の緩和によって影響を受けた社会的問題、例えば安定供給の問題、ユニ
バーサルサービスの問題、また本稿の検討課題であるインフラ整備の問題等という新しい
問題もまた出てくるので、それに対処するための規制改革論もある。 
以上を要するに、三つの場面で規制の改革が必要である。その具体的な内容と関連する
理論について、以下において、簡単に紹介したい。 
 
１、非競争分野の料金インセンティブ規制 
①「利潤分配規制」（Profit Sharing: PS 規制）（「社会契約(Social Contract)」とも呼ばれ
る） 
PS 規制とは、公正報酬（率）以上の利潤（率）を達成した場合、企業に超過利潤の一部
を留保することを許容し、生産効率化のインセンティブを与える規制である79。この規制方
式はアメリカの電気事業において実際的方策として多く実施されてきたので有名である。
例えばアリゾナ州の規制当局は 1984 年 11 月にこの規制を導入した。1986 年 1 月当時 20
州で 36 事項にわたって実施されたといわれる80。 
②「プライス・キャップ規制」（Price Cap: PC 規制） 
PC 規制は、従来の公正報酬率規制（ROR 規制）による料金改定を廃止して、規制者と
被規制者との間で価格改定契約を結び、この価格を上限としてこれ以下の価格改定は原則
自由とするものである。PC 規制における価格の上限は Pｔ＝Pｔ－１（１＋RPI－X＋Z）と表
                                                  
77 同前掲注、植草益（1991）209 頁。 
78 公益事業学会『現代公益事業の規制と競争』（電力新報社、1989 年）12 頁。 
79 同前掲注、依田高典 169 頁。 
80 同前掲注、植草益（1991）167－168 頁。 
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せる（Pｔ：ｔ期の平均価格、RPI：物価上昇率、X：生産性向上率、Z：制度・投資・原料等
の調整率）81。 
同規制は 1983 年にイギリスの British Telecommunications 公社を民営化するときに、
Littlechild82が提案したもので、企業に内部効率化の刺激を与えるとともに行政コストの節
減も図った画期的な価格規制方式である83。それ以来、非常にたくさんの国と産業で導入さ
れている84。 
③「ヤードスティック(Yardstick)規制」 
これは、公益事業の特徴は地域独占が多いことから、地域の独占企業の経営実績を比較
して間接的競争を作り出す規制である。同規制の根拠となる経済理論は Shleifer85によって
与えられている。1986 年のイギリスの水道事業にこの制度の導入を Littlechild86によって
初めて提唱された87。 
④「フランチャイズ・ビッディング(Franchise Bidding)」（「免許入札制」ともいう） 
政府が特定企業に独占的な事業免許権を与えると、競争の刺激がないために、当該企業
が内部効率化を怠る傾向がある。この弊害を軽減・除去する手段として古くから実施され
てきた一つの方法は、事業免許権の賦与を一定の期間に限定し、この期間終了後に競争入
札によって特定企業に免許権を与える方式である。この方式が、免許入札制である88。 
免許入札制については、1859 年にイギリスの Chadwick89が当時のフランスの水道事業
等で実施されていた免許入札制を研究して、ビクトリア社会改革の一環として規制産業に
この制度を導入することを提唱して、理論的にも政策的にも検討が開始されたといわれる90。
その後、1910 年に Wilcox91もこの制度に注目したが、1986 年に Demsetz92が自然独占の規
制の方法として理論的に再評価する論文を発表して、学会でも一躍注目されるようになっ
た。さらに 1972 年に Posner93がアメリカのケーブル・テレビジョンの独占権に対して免許
                                                  
81 同前掲注、依田高典 172 頁。 
82 Littlechild, S. Regulation of British Telecommunications Profitability, London: 
HMSO, 1983. 
83 同前掲注、植草益（1991）169 頁。 
84 同前掲注、依田高典 173 頁。 
85 Shleifer, A., “A Theory of Yardstick Competition”, RAND Journal of Economics, 16:  
319-327, 1985 
86 Littlechild, S. Economic Regulation of Privatised Water Authorities, London: HMSO, 
1986. 
87 同前掲注、依田高典 174-175 頁。 
88 同前掲注、植草益（1991）162 頁。 
89 Chadwick, E. “Results of Different Principles of Legislation and Administration in 
Europe; Of Competition for the Field, as Compared with Competition within the Field of 
Service,” Journal of Royal Statistical Society, 22, 381-420, 1859. 
90 同前掲注、植草益（1991）163 頁。 
91 Wilcox, D. F., Municipal Franchise-Vol.1-, Chicago, University of Chicago Press, 1910 
92 Demsetz, H. (1968). 
93 Posner, R. A., “The Appropriate Scope of Regulation in Cable Television Industry,” 
Bell Journal of Economics and Management Science, 3, 98-129, 1972 
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入札制の導入を提唱して、新たな議論を呼ぶことになった。1988 年のロンドン・ビジネス・
スクールの研究によると、イギリスの地方自治体が私企業に公共サービスの提供を委託す
るにあたって免許入札制を採用したケースで、この制度導入以前に比較して平均して 22％
の費用削減を実現できたということである94。 
 
２、不可欠施設の開放 
不可欠施設の開放に関する規制は、二つの分野において展開されてきた。一つは、事業
法の分野である。「直接規制」あるいは「事前規制」がその特徴である。もうひとつは、競
争法の分野である。「間接規制」あるいは「事後規制」がその特徴である。事業法における
展開の詳細については、後の各部において紹介するが、ここでは、競争法の展開において
発展してきた「不可欠施設の法理（Essential Facilities Doctrine）」あるいは「不可欠施設
の理論」について簡単に説明したい。 
「不可欠施設の法理」とは、①財・サービスの提供に一定の施設の利用が不可欠である
こと、②代替施設の構築が極めて困難であること、③不可欠施設の保有者が競争者等によ
る当該施設の利用を拒絶したこと、④施設の利用を認めることが保有者にとって可能であ
ること、⑤利用を拒否することを正当化する特段の事情が存在しないこと、といった要件
を充足すれば不可欠施設の利用拒絶を違法とするという考え方である95。これは、競争にと
って不可欠の基幹設備を保有する事業者に対して、公正な条件で、新規参入者の基幹設備
へのアクセスを命ずる法理であり、アメリカの反トラスト法の展開において最初に採用さ
れた理論である。1912 年グループ・ボイコットに関する Terminal Rail Road 事件96におい
て、セントルイス市への唯一のアクセスとなる鉄道橋梁を保有するジョイント・ベンチャ
ーが、ジョイント・ベンチャー会員以外についても橋梁を使用させるよう義務付けた判例
によって確立された。1970 年年代に入り、規制産業であった通信・エネルギー等の分野に
おいて自由競争が芽生えつつあったが、自由化の最大の問題はこうした産業においては基
幹施設が、独占企業に保有され、独占企業は、基幹設備への接続を拒否することにより、
容易に新規参入者を駆逐することができる点にあった。これは「ボトルネック問題」とも
称される。1973 年 Otter Tail 事件97により、本理論が、独占企業の基幹設備へのアクセス
の問題に適用されることになったことにより、規制産業に競争原理を導入するための基礎
的競争条件が整備されることになった98。1983 年 MCI v. AT&T 事件99において、合衆国第
七巡回区高裁は不可欠施設理論適用の前記①－④の四要件を判示した。 
                                                  
94 同前掲注、植草益（1991）163 頁。 
95 土田和博「独占禁止法の射程と限界」金井貴嗣ほか編著『独占禁止法（第 3 版）』（弘文
堂、2010 年 6 月 15 日）444 頁。 
96 United States v. Terminal Rail Road Association, 224 U.S. 383. 
97 Otter Tail Power Co. v. United States, 410 U.S. 366(1973) 
98 越知保見『日米欧独占禁止法』（商事法務、2005 年）491 頁。 
99 MCI Communication Corp. v. AT&T Co., 708 F. 2d 1081 (7th Cir. 1983) 
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欧州や日本にも「不可欠施設の法理」の展開あるいは議論はあるが、詳細について各部
で述べることにする。 
 
３、不可欠施設の分離 
分離規制の中「構造規制」の部分は、前にも指摘したように、「行為規制」より既存事業
者からの抵抗が強い。その抵抗の理由について、大別して二つの誘因があると指摘されて
いる100。それは「競争制限的誘因」と「効率性誘因」である。 
「競争制限的誘因」というのは、既存事業者にとって、「構造規制」がなければ新規参入
者に対し自分に有利な差別対価、プライススクイズ等が容易にできるからである。立場を
変えると、新規参入者との公平な競争を展開させるため、分離が必要である。 
「効率性誘因」というのは、次のような内容である101。 
①規模・範囲の経済性：垂直的統合とボトルネック独占によって様々な効率性を追求で
きる。それは単に技術的規模・範囲の経済性のみならずネットワークの一元的設計・管理
の経済性、ネットワーク外部性の享受、資金調達・研究開発の優位性をも含む102。 
②取引費用の節約：特定企業間の取引だけに有効に使える「資産特殊性」のために発生
する「機会主義」や「ホールドアップ問題」つまり事後的に取引相手から不利な条件を押
し付けられるリスクを回避する103。 
③垂直的外部性の内部化：下流企業の中間投入財の需要増大によって上流企業の利潤増
加につなげることができる。例えば「二重マークアップ」つまり垂直の各段階で独占的マ
ークアップが数珠つながりになるリスクを回避する104。 
④ただ乗り防止：説明や保守のような販売サービスを他業者に任せて、販売サービス抜
きで廉価販売するような業者のただ乗り行為を排除する。 
⑤不完備契約対策：すべての将来の状態に関する契約を書くことができない場合、履行
義務を明確に特定する費用が膨大に掛けることへの対処である105。 
「効率性誘因」が正当化できる場合で、かつ、「競争制限的誘因」による競争制限効果と
比較して効率性がより大きい場合には、分離を実施すべきでない場合がありうる。 
 
 
                                                  
100 同前掲注、依田高典 54 頁。 
101 同前掲注、55－56 頁。 
102 Greenwald, B. C. and W. W. Sharkey, “The Economics of Deregulation of Local 
Exchange Telecommunications” Journal of Regulatory Economics 1, 4: 319-339, 1989 
103 Coase, R., “The Nature of the Firm,” Economica 4: 386-405, 1937, Williamson, O. E., 
“Trasaction Cost Economics,” in R. Schmalensee and R. D. Willig (eds.), Handbook of 
Indutrial Organization Vol. Ⅰ: 135-182, 1989 
104 Spengler, J. J., “Vertical Integration and Antitrust Policy,” Journal of Political 
Economy 53: 347-352, 1950 
105 Hart, O. and B. Homstom, “The Theory of Contracts,” in T. Bewley (ed.), Advances in 
Economic Theory, Cambridge University Press, 1986. 
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第2章 本稿の考え方 
第1節 原則と例外 
第 1 章においてガス事業を含め規制産業全体に関わる規制の類型、規制緩和の現実的及
び理論的根拠について「一般論」として概観した。規制緩和は、世界的な潮流として、そ
の必要性と全体の成果については積極的に評価されている106。規制緩和は大前提で、その
実施は原則である。つまり、不可欠施設の開放と分離規制の実施は原則である。他方、「過
少投資」を回避するため、「ベストな規制」（best practice）、「質の高い規制」（high quality 
regulation）107、あるいは本稿でいう「バランスのとれた自由化」を実現するため、以下の
ような特殊な事情に対する一定の配慮、場合によって例外として、開放と分離規制の適用
免除も必要であると考える。 
重要な点であるため、繰り返して説明することになるが、不可欠施設の開放と分離規制
は大原則で、「過少投資」を回避するための両規制に対する一定の配慮、あるいは適用免除
は、あくまでもその大原則の下での例外であり、その例外を認めることによって、両規制
による「行過ぎた自由化」が回避されると同時に、安易にその例外を認めることによる「不
十分な自由化」となることも回避されるべきである。このように、原則と例外とのバラン
スをよくとって規制を展開していくべきであることは、本稿の考え方であり、趣旨でもあ
る。 
 
一、産業の特殊性 
１、ガスの将来性 
ガスの将来性がなければ、インフラ整備の必要性がなくなり、本稿の研究意義もなくな
る。ガスの将来性を説明するため、以下では二つの代表的なものを簡単に紹介したい108。 
                                                  
106 OECD, OECD Reviews of Regulatory Reform, China: Defining the Boundary 
between the Market and the State, 2009, p. 195 
107 OECD, OECD Reviews of Regulatory Reform, Taking Stock of Regulatory Reform: A 
Multidisciplinary Synthesis (Complete Edition), 2005, pp.6-7 
108 天然ガスの将来性について、石井彰の著書である「天然ガスが日本を救う―知らざる資
源の政治経済学―」（日経 BP 社、2008 年）とエネルギーフォーラム（2010 年 4 月号）に
掲載された同氏の発言も参照されたい。特に後者の同氏の発言において、ガス事業の将来
性に大きな影響を与えたアメリカで起きた「シェールガス革命」が紹介されているため、
ここでは、その一部を紹介したい。その内容は概ね次のようである。 
現在二つの要因が中長期的に天然ガス市場の構図を根本的に変えようとしており、全体
的なトレンドとして上流側にも下流側にも好ましい結果をもたらすと考えられる。言わば、
「天然ガス・ルネッサンス」の兆しである。その二つの要因とは、「シェールガス革命」を
中心とする非在来型天然ガスの開発技術の技術革新と、日本を含む世界各国の対温暖化政
策である。 
2007 年以降に北米でシェールガスの生産量が急上昇し、シェールガス革命と言われてい
ることは、最近の日本でも広く知られつつある。04 年以降、石油価格高騰につられて天然
ガス価格が上昇したため、それまで生産コストが高いと考えられていた、緻密な地層のシ
ェール（頁岩）に含まれる希薄な天然ガス資源を開発するインセンティブが生じた。試行
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一つ目は、森島宏博士の著書『天然ガス新世紀』109である。それによると、次のような
内容が紹介されている。 
人類は、主に木材、石炭、石油及び天然ガスの 4 種の燃料資源を順に使ってきた。燃料
資源と利用するには、採取、利用、輸送、貯蔵など各分野の技術の発達が必要である。人
類の発展初期には技術も未熟であり、利用できる資源も限られていた。地上の資源より地
下資源が取り扱いにくく、個体より液体、そして気体が最も扱いにくい。従って、地上の
個体資源である木材から利用が始まり、次に地下資源に移り、個体の石炭、液体の石油、
気体の天然ガスへと移行したことは当然なことである110。しかし、天然ガスはその他の資
源に比べると、優れた特性を持っている。まず、ガスの発熱量が高い。木材 1500～
2000kcal/kg、石炭 5000～8000kcal/kg、石油 8000～1 万 1000kcal/kg に対して、天然ガス
は 1 万 3000kcal/kg。発熱量は、大まかに言うと成分元素の発熱量の和である。主要元素の
発熱量は、水素分子は 3 万 4000kcal/kg、炭素は 7800kcal/kg である。従って、水素含有量
が多いほど発熱量が多い。燃料資源の水素対炭素比は、木材の 1 対 10 から、石炭 1 対 1、
石油 2 対 1、天然ガス 4 対 1 と、高水化の方向に進んできた。自然界には天然ガスの主成分
であるメタン CH4 以上に水素比率の高い物質はない。天然ガスは究極の高カロリーエネル
ギー資源である。次に、環境性がいい。20 世紀の後半、石炭が石油にエネルギーの主役を
譲ったのは供給力が不足したからではない。大気汚染などの環境面を含む総合的な社会的
価値評価によるものである。現在では二酸化炭素など、温暖化ガスの放出量も重要な評価
基準になっている。燃料排気ガス中の二酸化炭素は、炭素含有量に比例する。各燃料の炭
素対水素比を比べると、木材 10 対 1 から、石炭 1 対 1、石油 1 対 2、天然ガス 1 対 4 へと、
環境性が向上する方向に進んできた。メタンより炭素比率が少ない炭化水素資源はない。
天然ガスは環境上からも究極のクリーンエネルギー資源である111。 
天然ガスの資源量は豊富にある。天然ガスがどのように優れたものであっても、十分な
                                                                                                                                                  
錯誤の結果、北米のベンチャー企業を中心に、多段階水圧破砕（マルチステージ・フラク
チャリング）と微細精密地震探査（マイクロ・サイスミック）と言う画期的な新技術が出
現して、シェールガスの生産コストを劇的に低下させた。 
一方で、シェールガスは、背斜構造や層位封鎖構造など、希少な地質構造に集積されて
いる在来型天然ガス資源やタイトサンドガス資源と異なり、それらを含む天然ガス資源全
体を生成、排出する根源岩、ソースそのもので、地質構造ではない普遍的に存在する地層
であり、莫大な資源量を胚胎している。在来型ガス田の背斜構造や層位封鎖構造は、言わ
ば地質構造における少数の「貴種」たる王侯貴族であるのに対し、シェール層は圧倒的多
数の言わば地質の人民大衆である。この差異の意味は大きく、世界の政治体制の歴史同様
に、天然ガス世界では、王侯貴族たる在来型資源の支配は過去のものとなり、今後、言わ
ば共和制が普遍的なものとなる。（石井彰「『非在来型』革命に揺れるアジアの LNG 市場」
エネルギーフォーラム（2010 年 4 月号）70 頁） 
109 森島宏『天然ガス新世紀―持続可能なエネルギーシステムに導く究極の化石燃料―』（ガ
スエネルギー新聞、2003 年）。 
110 同前掲注、森島宏 4 頁。 
111 同前掲注、5－6 頁。 
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量がないと、人々の役に立つことはできない。天然ガスの資源の量を表すには、「埋蔵量」
と「資源量」という言葉がある。資源量というは、採取できるかどうかとは関係なく、さ
らに発見されたかどうかにも関係なく、地球上に存在するすべての量を指す。地球の歴史
によって定まっており、本来不変な量である。英語ではリソースである。これに対して、
埋蔵量は、ある時点で技術的、経済的に採取可能な量のことである。時代とともに変動し、
減少することもある。英語ではリザーブと呼ばれる。埋蔵量も資源量も限りあるものであ
るから、長年生産を続ければリプレースができなくなり、可採年数は減少していくはずで
ある。一体いつまで採取ができるのか、それを表すのが究極可採資源量である。これは残
存可採埋蔵量と未発見回収潜在量との和である。天然ガスの未発見回収潜在量は、現時点
では約 50 年分と推定されている。これを残存可採埋蔵量に加えると、究極可採資源量とし
て 100 年以上112ということである。この量は、既に大きな量ではあるが、最近いくつかの
理由から、天然ガスの埋蔵量が将来さらに増大する可能性があるとの期待が高まっている
113。そのほか、地球上には、「非在来型天然ガス」と呼ばれるガスがまた大量に存在してい
る。通常のガス田ガス、随伴ガス、水溶性ガスなど、従来から採取されてきた経済性のあ
る天然ガスが、在来型の天然ガスであるのに対して、非在来型天然ガスとは、これまで生
産性が低いなどの理由で商業的生産が困難であった次のようなガスを指す。①タイトサン
ドガス、②コールベッドメタン（炭層ガス）、③シェールガス（頁岩層ガス）、④地圧水溶
性ガス、⑤メタンハイドレート。しかし、これらのガスも技術が進み、社会的、経済的条
件が整うと、商業的な生産が可能になる114。タイトサンドガス、コールベッドメタン（炭
層ガス）、シェールガス（頁岩層ガス）の 3 種は既に米国では生産が始まり、全米ガス生産
量の 20％115を占めるようになってきている。これらの 3 種のガスの原始埋蔵量（既発見資
源量）は、全世界で約 1 万 tcf（兆立法フィート）と推定されており、仮に回収率 50％とす
ると、その可採埋蔵量は 5000tcf になり、在来型天然ガスと同じぐらい多いことになる。ま
た、地圧水溶性ガス、メタンハイドレートについては、経済的回収可能かどうかは現段階
では不明なものがあるが、さらに莫大な資源量116が推定されている117。 
現在、天然ガスの 90％は動力や熱のエネルギー源として利用されている。コンバインド
サイクル発電やコージェネレーションなどの分野で、天然ガスは最高のエネルギー効率を
                                                  
112 OECD/IEA の 2009 年時点の推定は 130 年である。OECD/IEA, World Energy Outlook 
2009, p389 
113 同前掲注、森島宏 9－11 頁。 
114 同前掲注、20－21 頁。 
115 2008 年米国の非在来型ガスの生産量は全米生産量の 50％強を占めている。なお、2030
年は 60%ぐらいに達すると推定されている。OECD/IEA, World Energy Outlook 2009, 
p456 
116 2008 年末まで非在来型の埋蔵量は、在来型の埋蔵量 400tcm（＊35.3=14120tcf）に近
い 380tcm であり、資源量は、900tcm で、在来型の埋蔵量の 2 倍以上があると推計されて
いる。OECD/ IEA, World Energy Outlook 2009, p389 
117 同前掲注、森島宏 46 頁。 
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与えている118。天然ガス利用技術の中で、あらゆる意味で今後、最も大きなインパクトを
与えると予想されるのが、燃料電池である。その影響は、従来のガス産業の枠を超えて、
電力、石油、石炭を含むエネルギーシステムや環境問題、住宅及び家庭電気システム、自
動車交通運輸、都市及び地域開発計画など広い範囲に及ぶ。燃料電池によるエネルギーの
小規模分散利用、熱と電気のコージェネレーション、環境と効率に配慮したその利用など
が、社会や生活のあり方、人々の意識にまでも変化をもたらすことになると考えられる119。 
燃料電池の燃料は水素である。水素を製造するには、いくつの候補の中、資源量、環境性、
経済性、便利性などから、当面、天然ガスが最も有力な候補となる120。太陽光など再生可
能なエネルギーから電力で水を電気分解したり、バイオマスから水素を製造したりする方
法は、現時点ではまだ経済性が低いからである。したがって、天然ガスを 21 世紀のエネル
ギーの主役とするシステムは、未来にやってくると期待される水素システムへの懸け橋と
して極めて有効であると考えられる121。 
二つ目は、本稿の研究の出発点となる中国の事情に特化したもので、中国能源網首席技
術総監督韓暁平の見解に対する報道122である。 
それによると、2010 年 4 月 22 日中国非在来型石油ガスサミットにおいて、前記の韓暁
平は、次のような見解を発表した。 
風力発電、太陽発電これらいわゆる新エネルギーは、中国将来の文明の進展を支えるこ
とは全くできない。中国のこれからの 100 年の発展が依頼できるエネルギーは、天然ガス
しかない。石炭が豊富で、石油が不足で、天然ガスが少ないのは、中国のエネルギー資源
の現状であるとこのように考えられてきたが、最近、国土資源部の最新データにより、チ
ベット高原の内側だけで地圧水溶性ガス123が 350 億トン標準油当量、シェールガスが 100
万億立方メートルを有する。全国にはタイトサンドガスが 100 万億立方メートルを有し、
さらに在来型天然ガスは 38 万億立方メートル、炭層ガスは 36.8 万億立方メートルを有す
る。こんな豊富な可採埋蔵量は、中国 150 年か 200 年の文明の進展を支えるには十分であ
る。 
以上からわかるように、天然ガスは大変将来性のあるエネルギー源である。結論として
は、天然ガスが普及されるべきである。また実際の消費量を見ると、一次エネルギー消費
における天然ガスの割合も増加してきた。OECD/IEA の統計124によると、OECD メンバー
だけで、1973 年の 19％から 2008 年の 23.7％に増加した。また、米国エネルギー省(DOE)
                                                  
118 同前掲注、59 頁。 
119 同前掲注、113 頁。 
120 同前掲注、130 頁。 
121 同前掲注、254-255 頁。 
122 中国能源网代松阳「韩晓平：中国未来 100 年文明进程将依靠天然气」。 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=93625 
123 中国語では「天然气水合物（可燃冰）」という。 
124 OECD/IEA, Natural Gas Information 2009, p. 142 
28 
 
の EIA の統計125と BP（英国石油）社の統計126に基づいた筆者の計算により、世界全体で
1980 年の 19％から 2008 年の 24.1％に増加している。2011 年 3 月 11 日東日本大震災によ
る福島原発事故の影響を受けて、天然ガスの重要性は一層高まっており、天然ガスの「黄
金時代」が来ているのではないかとさえ言われている127。 
 
２、ガス事業は装置産業である。 
しかし、天然ガスを普及するには、インフラの整備が必要である。天然ガスは、気体で
あるため、パイプラインで輸送するか、マイナス 162 度で液化し、容積を約 600 分の 1 に
して LNG タンカーで海上輸送することになる。ガス資源と消費地の離れる距離により、パ
イプラインや LNG 基地等のインフラの整備の状況が変わるが、これらのインフラの整備が
なければ、ガスをユーザーの手に届くことができない。しかも、これらのインフラを整備
するには、巨額の資金が必要であるため、「規模の経済性」あるいは「自然独占性」が働く
と当時に、大きな埋没費用も発生する128。そのために政府の参入・料金規制が必要である
が、いずれにしてもインフラの整備が必要である。 
一方で、市場を自由化する場合、ユーザーが供給業者を選択するとき、あるいは買い手
側が売り手側を選択するとき、その選択の範囲は、インフラの整備の状況によって変わる。
インフラが繋がっていない供給業者に選択しようとしても仕様がない。インフラ整備の状
況は、市場の大きさ、あるいは自由化の範囲を決めているわけである。国全体のガス市場
を作るには、あるいはガス市場の自由化を全国範囲に拡大したい場合には、全国的なガス
のインフラを整備しなければならない129。インフラの整備は、ガス市場自由化の重要な条
件である。したがって、開放と分離規制を実施するにあたって、インフラの整備に悪影響
を及ぼすようなことを回避すべきであると考える。 
 
３、ガス事業は、上下流一貫した産業である。 
ガス事業が上下流一貫した産業である一つの重要な印としては、巨額投資を必要とする
新規プロジェクトを立ち上げる場合のテーク・オア・ペイ（take or pay）条項130付きの長
                                                  
125 EIA, International Energy Outlook 2009, Highlights, p. 1 
http://www.eia.doe.gov/oiaf/ieo/highlights.html 
126 BP, Primary energy consumption table by fuel type, Statistical Review 2009 
http://www.bp.com/sectiongenericarticle.do?categoryId=9023766&contentId=7044197 
127 OECD/IEA, World Energy Outlook 2011, pp. 170-173; OECD/IEA, IEA special report 
explores potential for ‘golden age’ of natural gas, 6 June 2011 
128 野村宗訓『イギリス公益事業の構造改革―競争移行期のユーティリティズ・ポリシー―』
（税務経理協会、1998 年）4－5 頁。 
129 植草益編『日本の産業システム①エネルギー産業の変革』（NTT 出版、2004 年 280 頁。
周志斌等著《中国天然气经济发展问题研究》（2007 年 石油工业出版社）303 页。 
130 テーク・オア・ペイ条項とは、ガス取引契約における引取下限数量を定めた条項であり、
買主による引き取り数量が契約書中に規定する数量に買主固有の理由で不足した場合、買
主は実際にはガスを引き取らないものの、その分の品物代を金銭にて支払わなければなら
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期契約を締結することであると思われる。 
天然ガスは、グリーンなエネルギーではあるが、比較的に価格の高いエネルギーでもあ
るため、石炭、石油、電力等のその他の代替エネルギーとの競合の中、市場の需要は不確
実性のあるものである131。天然ガスの販売価格の上限は競合燃料価格や最終需要家の支払
負担能力、あるいは政策的介入などから決まってくるから、天然ガスの販売価格をむやみ
に高く設定することはできない132。なお、天然ガスは、既に述べたように、パイプライン
によって輸送するか、あるいは LNG の方式で輸送するかという二通の方法がある。この輸
送方法、さらに輸送距離によって輸送コストに大きな差が出てくる133。当然ながら、新規
天然ガス・プロジェクトに着手する場合、市場に受け入れられる程度のコストのコントロ
ールが必要である。 
新規天然ガス・プロジェクトに着手するか否かを判断するとき、例えばパイプラインに
よって輸送する場合、輸送コストのみならず、天然ガスの埋蔵量、探鉱・開発・生産コス
ト、出荷前の処理コスト、契約販売量、販売価格、配給網が整備していない場合その整備
のコスト等をすべて総合的に判断しなければならない134。このように、新規の天然ガス・
プロジェクトを着手するには、多くの不確定な要素が含まれている。また、規制緩和によ
り、それぞれの市場では新規参入者が加えて競争が激しくなるにつれて、市場の不透明感
が増し、事業者にとって長期需要の想定が一層難しくなる135。 
他方において、新規の天然ガス・プロジェクトを立ち上げるには、巨額の投資が必要で
ある。中国西部の新疆ウイグル自治区などで生産された天然ガスを遠く離れた東部沿岸の
上海などで消費する「西気東輸」プロジェクトを例にすると、幹線パイプラインの輸送距
離だけで 3900km に達し、上流部門の開発投資は 34 億ドル、パイプラインの建設投資は
59 億ドル、下流の配給網整備投資は 83 億ドル、総費用は 176 億ドルにも達する136。 
天然ガスの販売価格に上限がある前提の下で、このような巨額な投資資金の回収期間は
次第に長期化となり、天然ガスの販売契約期間は 20－25 年の長期間となり、さらに、その
投資資金の回収を確実にするために、天然ガスの売り手はテーク・オア・ペイ条項を契約
に付け、買い手が契約量を引き取れない場合には買い手に全量ないし一定量の代金支払い
義務を負わせ、売り手も供給量を確保する義務を負う。巨額の投資を必要とする新規プロ
ジェクトを開発する場合、その投資を確実に回収するため、テーク・オア・ペイ条項付き
                                                                                                                                                  
ないとする規定である。 
131 张抗等著《中国石油天然气发展战略》（2002 年 中国石化出版社）561、620 页。天然ガ
スは、決して「皇帝の娘は嫁に憂えることはない」ようなことではないとも指摘している。 
132 小島直ほか『天然ガス産業の挑戦―伸びゆく各国の動向とその展望―』（専修大学出版、
2004 年）23 頁。 
133 同前掲注、小島直 22 頁。 
134 同前掲注、23 頁。 
135 同前掲注、植草益編（2004 年）263 頁。 
136 同前掲注、小島直 23 頁。計画段階の推計である。 
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の長期契約が結ばれるのが通常である137。 
要するに、新規プロジェクトを立ち上げる場合、上下流の協調が非常に重要なことであ
る。下流の市場の確保ができなければ、上流のプロジェクトの立ち上げはできない。同様
に、上流の長期安定供給の確保がなければ、下流の需要の開拓もできない138。テーク・オ
ア・ペイ条項付き長期契約が締結されることによって、供給と需要のマッチは確実なもの
となり、巨額の投資を必要とする新規プロジェクトの立ち上げは実現可能となるというわ
けである139。他方、開放と分離規制は、ガス事業のこうした上下流の一貫性あるいは協調
性を否定する側面がある。例えば、不可欠施設の開放規制の場合、同規制の下で、新規参
入は可能となり、それによって、需要は不確実となる。需要が不確実となれば、パイプラ
イン等のインフラの整備を含めプロジェクトの立ち上げに不利が影響を及ぼすと考えられ
る。また、分離の場合、分離によって、上下流の協調は難しくなるだけではなく、範囲の
経済性、あるいは取引費用の削減の視点から、最終財としてユーザーに提供するガスのコ
ストは高くなる可能性がある140。ガスのコストが高くなれば、販売価格も高くなるため、
需要は減ってしまって、ガスの普及、インフラの整備にマイナスの影響が出ると考えられ
る。したがって、開放と分離規制を実施するにあたって、ガス事業のこうした上下流の一
貫性あるいは協調性の特徴を考慮する必要もある。 
日本の都市ガス産業の製造部門と供給部門の垂直統合へのインセンティブは、需要の不
確実性と取引費用の増加によって高まるという研究結果も見られる141。さらに、「長年に渡
り『買い主』として LNG 事業に携わってきた電力・ガス会社が上流権益の獲得に本腰を入
れ始めた」という報道142にあるような動きは日本にある143。上流プロジェクトに参加する
背景と意義等について、プロジェクトに参加している事業者が次のように説明している。
「売主側も先行き不透明な中で確実な需要を元に新規プロジェクト立ち上げたいという事
情があったと思います」144。「本プロジェクト参加の意義は 4 点ほどあります。1 点目は、
当社の主力燃料である LNG の安定的な調達ができること。2 点目は柔軟な調達が図れるこ
と。3 点目は経済的な調達の側面からエネルギー供給の確実性を向上させると同時に、4 点
                                                  
137 同前掲注、小島直 24 頁。 
138 同前掲注、张抗等著 560-561 頁。植草益ほか『講座・公的規制と産業②都市ガス』（NTT
出版、1994 年）340 頁。 
139 テーク・オア・ペイ条項付き長期契約は市場閉鎖効果を有し自由化の展開を妨げる一面
もあるため、自由化を展開する国・地域において問題視されていることではある。 
140 同前掲注、植草益（2004 年）249 頁。 
141 橋本悟「都市ガス産業の製造部門と供給部門の垂直統合についての一考察」公益事業研
究第 61 巻第 2 号（2009 年）1 頁。 
142 座談会「変貌する日本の LNG 調達体制―今、なぜ上流権益の獲得を目指すのか！？」
エネルギーフォーラム 2010 年 4 月号 64 頁。 
143 山口正康『炎の産業「都市ガス」―進化するクリーンエネルギーのすべて―』（エネル
ギーフォーラム、2009 年）第 3 章「LNG 長期売買契約から上流参加へ」も参照されたい。 
144 同前掲注、座談会 64 頁。 
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目として事業機会の拡大を達成できるものと期待しています」145。このように、分離規制
を実施する場合、垂直統合による範囲の経済性のあることにも留意すべきであるというこ
とである。 
 
二、発展段階の相違性 
これはガスの普及の程度とインフラ整備の状況のことをいう。つまり、ガスが普及して
いるかどうか、またインフラの整備が完成しているか否かによって、開放と分離規制は異
なってくることがあり得る。ガスの普及、インフラ整備ができている国あるいは地域にと
って、開放と分離規制のインフラ整備に対する影響を考慮する必要はないが、そうでない
国あるいは地域にとっては、もし影響があるとすれば、当然にそれを考慮すべきであると
思われる。特に、発展し始めたばかりの中国において、ガスの普及とインフラの整備はま
だまだである。米国を例にして、2008 年の人口を見ると、米国は 3.1 億に対し中国は 13.4
億146、2008 年のガス消費量を見ると、米国は 6580.27 億 m3に対し中国は 775.65 億 m3147、
一次エネルギー消費における割合を見ると、米国は 23.9%148に対し中国は 3.9％149、幹線パ
イプラインの総延長を見ると、米国の 49.1 万 km150に対し、中国はその前年の 2007 年は
約 3 万 km151である。このように、米中のガスの普及とインフラの整備の状況には大きな差
があるわけである。したがって、中国において、開放と分離規制の実施がインフラの整備
に対する影響は考慮されるべきで、特に新規インフラの場合である。 
 
三、海外資源依存程度の相違性 
米国エネルギー省の EIA の予測により、2006 年世界全体の LNG の輸入量の 41％も占め
る日本は、国内天然ガスの需要が引き続きほとんど LNG の輸入に依存する。中国は、2006
年から 2030 年まで国内天然ガスの生産量が平均 3.1％で増加するが、需要の増加には追い
つけない。2030 年に、中国は天然ガスの総消費量の 3 分の 1 以上を輸入に依存する152。 
天然ガスの需要が海外からの輸入に依存する場合、長期的安定供給確保と原料調達コス
                                                  
145 同前掲注。 
146 総務省統計局ホームページ「2－4 主要国の人口の推移（1999－2009 年）」により。
http://www.stat.go.jp/data/sekai/02.htm#h2-04 
147 同前掲注、OECD/IEA, Natural Gas Information 2009, pp46-47. 
148 同前掲注、p. 492 
149 国家统计局《中国能源统计年鉴 2009》（中国统计出版 2010 年）243 页。 
150 DOE/EIA,  About U.S. Natural Gas Pipelines - Transporting Natural Gas, 
http://www.eia.doe.gov/pub/oil_gas/natural_gas/analysis_publications/ngpipeline/index.
html 
151 竹原美佳「中国の LNG 輸入トレンドをよむ―日本への影響―」石油・天然ガスレビュ
ー2009.3 Vol.43 No.2, 35 頁。 
http://oilgas-info.jogmec.go.jp/report_pdf.pl?pdf=200903_033a%2epdf&id=2558 
152 DOE/EIA, International Energy Outlook 2009, Natural Gas Import Dependence, 
http://www.eia.doe.gov/oiaf/ieo/nat_gas.html 
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トの低減は大変重要な課題となる。前記の日本のガス事業者が上流のプロジェクトに参加
することは、原料調達コストの低減のためであるが、都市ガス事業者の上流部門における
権益の確保が LNG の安定供給に資することでもあり、かつ安定供給によって原料調達コス
トの低減をもたらすと指摘されている153。また、上流の供給の確保がなければ、あるいは
リソースの制約がある場合、下流の公正な競争の展開は必ずしもできるとは言えないとい
う意見もある154。 
他方、前記座談会において、次のような意見が示されている。「アジアの中で中国や韓国
が政府主導で大胆な行動に出ています。かなり大きなロットでの調達や上流進出も志向し
ています」155。「加えて近年は LNG プロジェクト自体が大型化の方向にありますから、そ
の中で発言権を持って、きっちりプロジェクトを立ち上げていくとなると、日本も需要を
まとめていくことが必要だと思います」156。 
都市熱エネルギー部会ガス政策小委員会下の制度・運用検討 WG が平成 19 年 3 月 20 日
日付の「今後のガス事業制度改革における検討課題について」157という報告書を出してい
る。同報告書では、今後の制度改革の検討に当たっての基本方針について、次のように述
べられている。 
「今後の制度改革の在り方については、「安定供給の確保」、「環境への適合」を十分に考
慮しつつ「市場原理の活用」を進めるという「エネルギー政策基本法」（平成 14 年 6 月制
定）の基本方針に沿って検討を進めていく必要がある」158。 
また、同 WG における審議の過程で出された主な意見の中、次のような意見があった。 
「全面自由化により、自由化範囲が販売量ベースで倍増することから、従来以上に需要
想定の不確実性や需要離脱リスクが拡大するおそれがある。この結果、長期契約が困難に
なるなどエネルギーセキュリティ確保の取組への影響、スポット調達の比率が上昇するこ
となどに伴う需要家が負担するコストの増加、価格変動リスクの拡大などが見込まれるこ
とに留意すべき」159。 
日本ガス市場全面自由化の動向について、ある報道160が次のように指摘している。「自由
化範囲の拡大是非が焦点となるが、部会委員には慎重論が多く、現行対象範囲での据置き
                                                  
153 竹中正康『都市ガス産業の総合分析』（2009 年、NTT 出版）45－46 頁。 
154 同前掲注、野村宗訓 10 頁。 
155 同前掲注、座談会 68 頁。 
156 同前掲注。 
157 「今後のガス事業制度改革における検討課題について」（平成 19 年 3 月 20 日） 
http://www.enecho.meti.go.jp/info/committee/data/070514wg-1.pdf 
158 同前掲注、「今後のガス事業制度改革における検討課題について」2 頁。 
159 都市熱エネルギー部会ガス政策小委員会下の制度・運用検討 WG「WG における審議の
過程で出された主な意見」（平成 19 年 3 月 20 日） 
http://www.enecho.meti.go.jp/info/committee/data/070514wg-2.pdf 
160 「都市ガス自由化拡大検討、温暖化・保安重視で当面凍結濃厚」エネルギー2009 年 6
月 18 日 5 頁。 
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が濃厚となっている。この日都市ガス業界の委員は、2000 年から 2007 年度まで順次実施
してきた一連の規制改革実施時に比べて、天然ガスの調達環境の変化や温暖化対策および
保安対策への強化要請など「以前とは事業環境が異なる」（高橋晴樹・日本ガス協会副会長）
ことを強調」。このように、海外資源に大きく依存するという日本の実情は、ガス市場自由
化のあり方にも実際に影響している。これは、ガス事業の一つの国による特殊性の表れで
あろう。 
 
第2節 より具体的な検討の必要性 
以上において、ガス事業の特殊性について考察した。しかし、特殊性があるからと言っ
て、直ちに不可欠施設の開放規制や分離規制を実施すべきではない、あるいは適用免除す
べきであるというわけにはいかない。目標と目標を達成する手段との関係で、よく言われ
るように、目標は正しいとしても、手段も適当でなければならない。具体的に言うと、例
えば、より非競争制限的な措置を講ずるとか、時限のある適用免除とか、特定プロジェク
ト限定の適用免除とか、また特殊地域限定の適用免除などが考えられる。 
まず、不可欠施設の開放義務の適用免除について考えると、不可欠施設の開放義務を免
除すると、不可欠施設を持つ事業者にとっては、上下流の市場を独占することができ、安
定的に投資の回収ができるが、新規参入が排除されたため、ガス料金は高くなり、消費者
が犠牲になるわけである。もし、その代わりに、託送料金を高めに設定したらどうか、と
いう選択肢も考える必要がある。託送料金を高く設定することによって、インフラを持つ
既存事業者にとっては、新規参入によって上下流市場で失われた販売利益と託送料金の収
入との比較で、もし後者の方が高ければ、インフラへの投資インセンティブが阻害される
ことはないだろう。 
他方、託送料金が高くなるため、ガス料金にも制限がある場合、あるいは料金の引き上
げには限度があるため、新規参入者も既存事業者もガスの製造あるいは提供に効率を高め
るしかない。これを「サービス・ベース競争」という161。つまり、インフラ設備所有者の
新規参入者へのインフラ設備貸出しを義務化し、そのもとで卸売あるいは小売の競争を実
現させるものである。これに対して、「設備ベース競争」という競争がある162。それは、新
規参入者が自前のインフラ設備を建設して既存事業者と競争するものである。もし託送料
金が高ければ、新規参入者の自前のインフラ設備を建設するインセンティブが高くなるわ
けで、このことはインフラ整備の促進に有利である。 
そもそも、不可欠施設である以上、新規参入者は、巨額投資のため自前のインフラ設備
の建設ができず、託送の利用しかない。しかし、あるインフラが本当に不可欠施設である
かどうかを容易に判断することができない。もし不可欠施設でなければ、前記の「設備ベ
ース競争」に任せばいい。もし本当に不可欠施設であれば、投資インセンティブを保護す
                                                  
161 同前掲注、竹中正康 80 頁。 
162 同前掲注。 
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るために免除するのかそれとも料金を高く設定するのかという二通の選択肢を択一する。
不可欠施設であるかどうか、免除すべきかどうかについて、その判断基準、具体的な条件
を明確にするため、日本と欧州の規制とその運用について具体的に検討する必要がある。 
さらに、分離規制についても、長所と短所があり、議論のあるところである163。分離に
よって、上下流市場における競争は促進されるが、資源調達や安定供給の確保という観点
から、特にインフラの整備を含めて新規プロジェクトの立ち上げに対しマイナスの影響が
生じる可能性がある。しかし、他方、分離によって、インフラの整備が促進される場合も
ある。例えば、分離規制がなく垂直統合のままの場合、既存事業者は、新規参入を阻止す
るため、設備の容量をギリギリまで建設し、あるいは容量の増設を渋るなどするわけで、
分離によって、このような問題が解消できる。また、分離によって、資源の供給源が多元
化し、逆に最も安定的な供給体制が出来上がったとの見方もある。したがって、どういう
場合、どういう判断基準で分離規制を免除するのか、日本と欧州の実際的運用を具体的に
検討する必要がある。なお、繰り返して説明しなければならないのは、適用免除或は例外
に関する具体的な検討が、不可欠施設の開放と分離規制の在り方に関する検討の重要な側
面ではあるが、本稿の中心課題は、それにとどまらず、それを配慮した上での両規制（両
規制間相互の関係を含めて）の在り方について全般的に検討することであるということで
ある。しかし、「過少投資」を回避するための適用免除或は例外に関する検討なしでは、両
規制の在り方についての検討もあり得ない。 
 
第二部 中国の事情 
第 3 章 中国天然ガス事業の概観 
第 1 節 エネルギー政策における天然ガスの位置付け 
 （１）中国のエネルギー消費が直面する主な問題 
 これを、大きく言うと、二つがあると考えられる164。一つは、安定供給の問題である。
もう一つは環境汚染・地球温暖化の問題である。この二つの問題は、どこの国にとっても
ありうる問題であるが、中国の場合はまた特有な事情がある。 
まず安定供給の問題について。周知のように、1978 年「改革開放」政策が実施されて以
来、中国は高い経済成長率を維持してきた165。実質 GDP 成長率は、1979 年から 2008 年
までの 30 年間で年平均 9.8％という高成長率である166。それに伴い、エネルギーの消費も
大幅に増加してきた。BP（英国石油）社の統計データに基づいて計算すると、同期 1979
                                                  
163 藤原淳一郎「しのびよる所有権分離（オーナーシップ・アンバンドリング）―欧州にお
ける電力・ガスの新たな火種―」エネルギー2006 年 11 月号 23 頁。 
164 江泽民《中国能源问题研究》（上海交通大学出版社 2008 年）21-26 頁。 
165 主要国・地域の「年代ごとの経済成長率」（社会実情データ図録、2009 年 10 月 3 日更
新） 
http://www2.ttcn.ne.jp/honkawa/4500.html 
166 「通商白書 2009」（日本経済産業省、2009年 9月 9日更新） 
http://www.meti.go.jp/report/tsuhaku2009/2009honbun/html/i1230000.html 
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年から 2008 年までのエネルギー消費の増加率は年平均で 11.8%である167。同統計により、
2009 年中国の一次エネルギー消費は 21 億 7700 万トン（石油換算）で、同年世界 1 位の米
国の 21 億 8200 万トン（石油換算）とわずかの差である168。WSJ（ウォール・ストリート・
ジャーナル）の報道により、IEA（国際エネルギー機関）は、2009 年に中国は米国の 21
億 7000 万トンよりも 4%多く 22 億 5000 万トン（石油換算）のエネルギーを消費し、米国
を抜いて世界一のエネルギー消費国となったという報道を発表した169。これに対して、中
国政府は IEA の統計が予測値に過ぎず正確ではないことを理由にそれを否定している170。
しかし、2010年中国は米国を越えて世界一のエネルギー消費国となると予測されている171。 
エネルギー消費が大幅に増加する一方、国内の生産供給が需要に追い付かず、エネルギ
ー全体の自給率は下がってきた172。IEA 統計により 2007 年中国のエネルギー自給率は 93%
である173。また、同統計により、自給率が下がった原因は主として石油の自給率が下がっ
たからである174。中国が石油の純輸入国になったのは、1993 年であり、当時の輸入依存度
はまだ 6%であった175。しかし、2009 年中国の原油の輸入は１億 9900 万トンで、原油消費
量全体の 51.29%を占め、輸入依存度は初めていわゆる 50%の警戒線を超えた176。しかも、
輸入先は、中東、アフリカ等ほとんど政局の不安定な地域に集中し、輸入された原油はテ
ロ等の脅威にさらされるマラッカ海峡を通さなければならないため、安定供給の問題があ
                                                  
167 Historical data, Workbook from 1965-2009, BP. 
http://www.bp.com/productlanding.do?categoryId=6929&contentId=7044622 
168 Statistical Review of World Energy 2010, BP. P40. 
http://www.bp.com/liveassets/bp_internet/globalbp/globalbp_uk_english/reports_and_pu
blications/statistical_energy_review_2008/STAGING/local_assets/2010_downloads/stati
stical_review_of_world_energy_full_report_2010.pdf 
169 “China Tops U.S. in Energy Use”, WSJ, July 18, 2010. 
http://online.wsj.com/article/SB10001424052748703720504575376712353150310.html 
170 「能源局官员否认中国成全球第一大能源消费国 称数字不可信」（鳳凰網、2010 年 7 月
21 日） 
http://finance.ifeng.com/news/20100721/2428040.shtml 
171 「周大地：我国即将成为世界第一能源消费大国」（中国能源研究会、2010 年 6 月 21 日） 
http://cers.org.cn/nyyjh/tpxw/201006/t20100621_319396.htm 
172 Energy Balances of non-OECD Countries 2009, IEA, p451. 
http://www.iea.org/publications/free_new_Desc.asp?PUBS_ID=1078 
「エネルギー白書 2010」（日本経済産業省）p56. 
http://www.enecho.meti.go.jp/topics/hakusho/2010/1.pdf 
173 Energy Balances of non-OECD Countries 2009, IEA, p451. 
http://www.iea.org/publications/free_new_Desc.asp?PUBS_ID=1078 
「エネルギー白書 2010」（日本経済産業省）p56. 
http://www.enecho.meti.go.jp/topics/hakusho/2010/1.pdf 
174 Energy Balances of non-OECD Countries 2009, IEA, p188. 
175 「2009 年原油产量下降 对外依存度约为 51.3%」（新浪網、2010 年 1 月 22 日） 
http://finance.sina.com.cn/chanjing/cyxw/20100122/11557293309.shtml 
176 「国家能源局：中国原油进口依存度首超警戒线」（人民網、2010 年 3 月 29 日） 
http://ccnews.people.com.cn/GB/11242361.html 
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ると指摘されている177。また、この 3、4 年間、中国の原油生産が横ばいとなって、年間生
産量は 1.8 億トンから 1.9 億トンの間に留まって、2015 年に 2 億トンに達せるかどうかも
問題で、将来大幅な増産は難しいとされている178。中国国土資源部が 2010 年 4 月に公表し
た「2009 年中国国土資源公報」により、2009 年の原油生産は 2001 年以来初めての減産と
なった179。そのため、国外輸入のほか、国内において石油を代替するエネルギーを探さな
ければならない180。 
石油安定輸入の問題のほか、エネルギー全体の安定供給の問題もある。前記のように、
中国のエネルギー消費は米国を超えて世界一の消費国となるところである。それにしても、
一人当たりのエネルギー消費はまだ米国の五分の一である181。もし中国のエネルギー消費
がこれからも 2000 年以来年平均 8.9%の増加率で増加していくと、2020 年中国のエネルギ
ー消費は現在世界全体のエネルギー消費の半分以上を占めることになり、これまで需要に
応じいくらでも供給をしてきたが、この状態はもう続けられないと考えられている182。中
国のエネルギー消費が大幅に増加した原因は、粗放的な経済の成長、輸出生産等による加
工産業の偏重のほか、エネルギーの効率が低い点にあると指摘されている183。中国の GDP
は世界全体の 7%を占めるが、エネルギー消費は世界全体の 17.7%を占めている184。エネル
ギーの消費を節約するために、経済・産業の構造を変えるほか、エネルギーの効率性を高
めなければならない185。 
次に、大気汚染・地球温暖化の問題について。中国の一次エネルギー消費構造の特徴
は石炭が全体の 70%前後を占めている点である。石炭消費の割合は世界の平均より 41.5%
も高い。2009 年の内訳を見ると、石炭は 70.1%、石油は 18.7%、天然ガスは 3.85%、その
他（水力発電、原子力発電、風力発電）は 7.35%である186。石炭の消費が多いため、二酸
化硫黄等の排出による大気汚染、地球温暖化をもたらす二酸化炭素の排出の問題は大きい。
                                                  
177 「国家能源局：中国原油进口依存度首超警戒线 (2)」（人民網、2010 年 3 月 29 日） 
http://ccnews.people.com.cn/GB/142056/142140/11242468.html 
178 「中国石油产量全球第四 相比巨大需求还差过半」（人民網、2010 年 2 月 9 日） 
http://energy.people.com.cn/GB/10958286.html 
179 「2009 年中国国土資源公報」5 頁。（中国国土資源部、2010 年 4 月 9 日）
http://www.mlr.gov.cn/zwgk/tjxx/201004/P020100414360818094638.pdf 
180 「中国“十二五”期间将用价格杠杆鼓励以气代油」（鳳凰網、2010 年 6 月 20 日） 
http://finance.ifeng.com/news/industry/20100620/2326423.shtml 
181 「中国去年人均能源消费为美国 1/5」（中国能源研究会、2010 年 8 月 12 日） 
http://cers.org.cn/nyyjh/nyyw/201008/t20100812_325676.htm 
182 「周大地：我国即将成为世界第一能源消费大国」（中国能源研究会、2010 年 6 月 21 日）
http://cers.org.cn/nyyjh/tpxw/201006/t20100621_319396.htm 
183 同前掲注。 
184 同前掲注。 
185 「提高能源利用效率须多策并举（热点研究）」（人民網、2010 年 4 月 30 日） 
http://energy.people.com.cn/GB/11497794.html 
186 「张洪涛：中国能源结构调整——少用煤，发展气」（国務院参事室、2010 年 6 月 18 日） 
http://www.counsellor.gov.cn/Item/7100.aspx 
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大気汚染物の中、70%の煙とほこり、90%の二酸化硫黄、70%の二酸化炭素、67%の二酸化
窒素は石炭の燃焼による排出である187。石炭主体の中国のエネルギー消費構造は、大気汚
染物の排出が下がらない主な原因であり、石炭の消費による汚染は中国の大気汚染の重要
な特徴であると指摘されている188。また、2009 年、中国は二酸化炭素の排出量が 70 億ト
ンを超えて、同年世界第二の排出国である米国の 59 億トンとの差が拡大しているという
BP 社の報告があると報道されている189。中国が米国を超えて世界一の排出国となったのは
2008 年である。2009 年 12 月 18 日デンマークのコペンハーゲンで開催された国連気候変
動枠組条約第 15 回締約国会議（COP15）に出席した中国の温家宝総理は、2020 年単位 GDP
当たりの二酸化炭素の排出は 2005 年のそれより 40－45%に減少すると国際社会に宣言し
た190。それを達成するため、中国のエネルギー消費構造における石炭の割合を減らさなけ
ればならない。 
 
（２）天然ガスに対する期待 
 石油の輸入先の集中化と海運路線の単一化に対して、天然ガスの方が比較的に多元化し
ている191。中国の天然ガスの輸入は、陸上のパイプラインによる輸入と海上の LNG 船によ
る輸入をともにしている。現在、中国西北の輸入路線、中国西南の輸入路線、中国東北の
輸入路線と中国海上の輸入路線という四つの輸入路線が計画あるいは形成されている。中
国海上の輸入路線は言うまでもなく LNG 船による輸入であるが、その他の輸入路線は全部
陸上のパイプラインによる輸入である。中国西北の輸入路線には、またロシアからの輸入
路線と中央アジアのトルクメニスタン・ウズベキスタン・カザフスタン三カ国からの輸入
路線という二つの路線がある。ロシアからの輸入路線は「中俄西線」ともいい、年間輸入
量は 300 億立方メートルで、建設はまだ始まっていないが、2015 前に輸入を始めると計画
されている192。これに対して、中央アジア 3 カ国からの輸入路線193は、「中亜管道」ともい
                                                  
187 CNPC: “Status and Developing Future of China’s Natural Gas Sector” – Liu 
Keyu(The Ninth U.S.-China Oil & Gas Industry Forum, September 27-29, 2009)p10. 
http://www.uschinaogf.org/Forum9/pdfs/lt-8-CNPC-LiuKeyu_english.pdf 
188 「以煤为主的能源结构导致大气污染物排放总量居高不下」（国際能源網、2009 年 4 月 23
日） 
http://www.in-en.com/article/html/energy_0748074861334961.html 
189 「BP 报告：2009 年中国化石燃料二氧化碳排放增加 全球下降」（鳳凰網、2010 年 6 月
11 日） 
http://finance.ifeng.com/news/hqcj/20100611/2306387.shtml 
190 「温家宝：中国坚定不移地为应对气候变化作出不懈努力和积极贡献」（新華網、2009 年
12 月 19 日） 
http://news.xinhuanet.com/world/2009-12/19/content_12668048.htm 
191 「天然气进口通道多元化格局形成」（人民網、2010 年 6 月 21 日） 
http://paper.people.com.cn/zgnyb/html/2010-06/21/content_549152.htm?div=-1 
「进口加自产 天然气来源多元化格局初成」（中国能源網、2009 年 11 月 16 日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=56135 
192 「中俄能源合作续新篇」（中国石油、2009年 10月 16日） 
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い、3 カ国合計で年間 600 億立方メートルの輸入量で、2009 年 12 月から一部の輸入は始
まっている194。中国西南の輸入路線というのは、ミャンマーからの輸入路線であり、「中緬
管道」ともいい、年間輸入量は 120 億立方メートルである。西南路線の建設は既に始まっ
て、2011 年輸入が開始する計画である195。中国東北の輸入路線というのは、ロシアからの
輸入路線であり、「中俄東線」ともいい、年間輸入量は 380 億立方メートルで、2015 年前
に輸入を開始すると計画されている196。陸上パイプラインによる輸入計画を合計すると、
年間 1400 億立方メートルである。中国の海上輸入路線には、現在稼働中、建設・計画中の
LNG 基地は 9 か所がある。その中、国有石油企業 CNOOC（中国海洋石油総公司）が操業
する広東の大鵬 LNG（輸入能力年間 570 万トン）が 2006 年に初めて LNG 輸入を開始し
た。2008 年の福建 LNG（輸入能力年間 260 万トン）、2009 年の上海 LNG（輸入能力年間
300 万トン）が続き、現在 3LNG 基地が LNG を輸入している。建設あるいは計画中の基地
の多くは 2015 年までに操業を開始すると計画されている。輸入先は豪州、インドネシア、
マレーシア、カタール等に多様化している。輸入能力は拡張計画中の年間 1880 万トンの輸
入能力を除いて、年間 3060 万トンである197。ガス体に換算すると、3060 万トンは約 422.3
億立方メートル（0.138 億立方メートル/1 万トン LNG）に相当し、拡張計画中の 1880 万
トンも入れると、全体で約 681.7 億立方メートルである。陸上パイプラインによる輸入計
画、拡張計画を含めて LNG 輸入能力を合計すると、年間輸入能力は約 2000 億立方メート
ルである。 
 国内生産において、2003 年から 2007 年までに行われた最新の中国全国石油と天然ガス
                                                                                                                                                  
http://news.cnpc.com.cn/system/2009/10/16/001261090.shtml 
193 中国エネルギーの新しい「シルクロード」とも呼ばれている。 
「中国能源的新丝绸之路」（人民網、2009 年 12 月 18 日） 
http://energy.people.com.cn/GB/10607401.html 
194 「中亚天然气合作项目投产」（中国石油、2009 年 12 月 15 日） 
http://news.cnpc.com.cn/system/2009/12/15/001269161.shtml 
「中乌两国签署天然气购销框架协议」（中国石油、2010 年 6 月 11 日） 
http://news.cnpc.com.cn/system/2010/06/11/001292959.shtml 
「中哈签署天然气管道二期工程建设协议 胡锦涛主席和纳扎尔巴耶夫总统共同出席签字仪
式」（中国石油、2010 年 6 月 13 日） 
http://www.cnpc.com.cn/cn/xwzx/xwygg/%e4%b8%ad%e5%93%88%e7%ad%be%e7%bd%
b2%e5%a4%a9%e7%84%b6%e6%b0%94%e7%ae%a1%e9%81%93%e4%ba%8c%e6%9c%
9f%e5%b7%a5%e7%a8%8b%e5%bb%ba%e8%ae%be%e5%8d%8f%e8%ae%ae.htm 
195 「中缅油气管道项目正式开工」（中国石油、2010 年 6 月 4 日） 
http://news.cnpc.com.cn/system/2010/06/04/001292063.shtml 
196 「中俄能源合作续新篇」（中国石油、2009年 10月 16日） 
http://news.cnpc.com.cn/system/2009/10/16/001261090.shtml 
197 坂本茂樹「アジア太平洋： 発展途上経済ガス市場、LNG 輸入本格化を念頭に市場環境
整備（段階的ガス価格引き上げなど）」（JOGMEC 石油天然ガス資源情報、2010 年 8 月 20
日） 
http://oilgas-info.jogmec.go.jp/report_pdf.pl?pdf=1008_out_m_c_gas_price%2dlng%2epdf
&id=3648 
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資源評価198の結果により、中国の原油生産は緩やかな増加の段階に入り、2030 年まで 2 億
トンの水準に維持するのに対して、天然ガスの生産は速い増加の段階に入り、2030 年に年
産 2500 億立方メートルに達し、石油と「天下を二分する」ことになる199。国内の資源量か
ら見ると、同結果により、石油の可採資源量は 212 億トンで、探査の段階は中期に入って
いるのに対して、天然ガスの可採資源量は 22 万億立方メートルで、探査の段階はまだ初期
であり、未発見回収潜在量は大きい200。非在来型資源について、非在来型のオイルシェー
ル・オイルサンドは前記在来型の石油に対し補足的な役割を果たすという評価に対して、
非在来型の炭層ガスは前記の在来型の天然ガスに対し重要な役割を果たすという評価であ
り、全体として、エネルギー消費構造における天然ガスの割合を高める資源の基礎がある
と考えられている201。しかし、この評価は、後になって注目を集めた非在来型のシェール
ガスとメタンハイドレートについて評価に入れていない。中国国土資源部は 2009 年 9 月
25 日青蔵高原の永久凍土で大量なメタンハイドレートを発見したと発表した202。中国は世
界第三の凍土大国で、凍土総面積は 215 万平方キロメートルを有し、メタンハイドレート
の総資源量は 350 万トン（石油換算）があると推測されている203。この発見は、中国が「貧
油国」から脱出した大慶油田の発見に匹敵する意義を有すると位置付けられている204。ま
た、同年 9 月 27 日、国家エネルギー局が主催した「第四次中米能源政策対話」において、
中国が非常に豊富な非在来型天然ガスを有し、そのうち、タイトサンドガスの資源量は 100
万億立方メートルに達し、炭層ガスの資源量は 30 万億立方メートル、シェールガスは 100
万億立方メートルを有すると紹介されている205。これに対し、在来型天然ガスの資源量を
入れて合計すると、中国全体の天然ガスの資源量は 300 万億立方メートルを超え、石油に
                                                  
198 「我国天然气资源评价」（中国燃気設備網、2009 年 8 月 7 日） 
http://www.ccgas.net/conn/x1.asp?id=80&cnmai=1 
199 「新一轮全国油气资源评价结果表明 我国石油可采资源量 212 亿吨」（中国国土資源網、
2008 年 8 月 18 日） 
http://www.clr.cn/front/read/read.asp?ID=139401 
「中国 115 个盆地常规油气资源的评价」（国際石油網、2010 年 8 月 25 日）図１、図２。 
http://coal.in-en.com/oil/html/oil-0949094974738729.html 
200 「新一轮全国油气资源评价结果表明 我国石油可采资源量 212 亿吨」（中国国土資源網、
2008 年 8 月 18 日） 
http://www.clr.cn/front/read/read.asp?ID=139401 
201 「石油、天然气、煤层气、油页岩、油砂资源评价成果」（中国国土資源部油気資源戦略
研究中心、2010 年 1 月 7 日） 
http://www.sinooilgas.com/NewsShow.asp?NewsID=10786 
202 「国土资源部：我国首次在陆域冻土带钻获"可燃冰"」（中国政府網、2009 年 9 月 28 日） 
http://www.gov.cn/gzdt/2009-09/28/content_1428497.htm 
203 「青海发现可燃冰 堪比大庆油田 冻土层可燃冰够全国用 90 年」（中国能源網、2009 年
12 月 23 日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=50545 
204 同前掲注。 
205 「中国推动非常规天然气开发具有良好资源基础」（新華網、2009 年 9 月 27 日） 
http://news.xinhuanet.com/fortune/2009-09/27/content_12118129.htm 
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換算すると、2600 億トンに相当し、年間中国の一次エネルギー消費を 20 億トンで計算し、
かつ天然ガスの利用効率が石炭より 50－80%も高いことを考慮に入れて、これらの資源は
中国の低炭素経済の発展を 130－200 年支えることができるとされている206。 
 エネルギーの安定供給の問題と環境汚染・地球温暖化の問題を解決するには、省エネル
ギーと二酸化炭素等の汚染物の排出の減少は必要である。これを達成するには、エネルギ
ー効率の向上と再生可能エネルギーの導入が有効な手段であると考えられる。 
まず、天然ガスの利用を増加することによってエネルギー全体の効率性を高めることが
できる207。2008 年中国のエネルギー全体の利用効率は 36.8%で、世界平均の 50%に比べる
と低い水準である。その原因は、一次エネルギー消費において石炭の割合が 70%で世界平
均の 28%に比べると高すぎで、天然ガスの割合が 3.5%で世界平均の 23%に比べると低すぎ
であるからである208。したがって、一次エネルギー消費における天然ガスの割合を高めな
ければならない。また、2008 年中国の石炭から電気への転換効率は約 35%であるのに対し
て、天然ガス利用のコンバインドサイクル発電効率は 50－55%で、コージェネレーション
のエネルギー利用効率はさらに 70%以上である209。したがって、天然ガスの利用を増加す
ることは、エネルギーの効率性を高める有効な手段である。もし天然ガスの割合を 15－20%
に引き上げると同時に、天然ガスを燃料とする分散電源システムであるコージェネレーシ
ョンを普及すれば、中国はエネルギーの利用において後発優位を得ることができるとされ
ている210。もし天然ガスの割合を 20%に上げれば、エネルギーの効率を 50%以上に上げる
ことができる211。人当たりの平均エネルギー消費を 3tec /p. a（石油換算で 2.1 トン）に抑
え、経済発展を世界の中等発展レベルに達させるには、天然ガスの割合を 17%に引き上げ
ることが必要であるとされている212。 
次に、天然ガスの利用を増加することは再生可能エネルギーの導入に必要である213。再
生可能なエネルギーの中、風力発電と太陽光発電は、非安定的なエネルギーである。例え
ば、風力について、風のある時とない時がある。また太陽光について、夜になると太陽が
なく、昼間でも太陽のある時とない時がある。それらを利用するには、調節が必要である。
                                                  
206 「韩晓平：天然气供应安全呼唤全面改革开放」（中国能源網、2010 年 1 月 6 日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=66943 
207 「华贲：中国低碳能源战略刍议」（中国能源網、2009 年 9 月 18 日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=49637&page=3 
208 同前掲注。 
209 同前掲注。 
210 华贲  「低碳发展时代的世界与中国能源格局」中外能源（2010 年第 15 巻第 2期）7頁。 
211 「【独家专访】华贲：天然气是发展低碳经济的关键能源」（中国能源網、2010 年 7 月 17
日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=120023 
212 「建设工业园区冷热电联供的能源系统」（中国能源網、2009 年 10 月 10 日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=51477&page=3 
213 「5 万亿新兴能源规划：天然气革命是核心」（中国能源網、2010 年 8 月 9 日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=118540 
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それを調節するには、蓄電池と分散型電源の利用という二つの方法がある。しかし、蓄電
池の方が高コストである。これに対して、天然ガスを燃料とする分散型電源の方が非常に
効率である214。 
エネルギーの効率性の向上と再生可能エネルギーの導入はまたともに低炭素経済を発展
する重要な手段である。世界各国において、低炭素経済を発展するには、三つの共通な手
法がある。一つ目はエネルギーを節約することとエネルギー効率を高めることで、その評
価基準としては減少したエネルギー総消費量と一人当たりのエネルギー消費である。二つ
目は二酸化炭素を排出しない原子力発電と再生可能エネルギーの割合を引き上げることで
ある。三つ目は二酸化炭素回収技術（CCS）による石炭等の化石燃料のグリーンな利用で
ある215。天然ガスの利用はこの三つの中二つともかかわっている。したがって、天然ガス
は低炭素経済の発展において重要なエネルギーであるとも言われている216。 
 
（３）天然ガスに対する政策 
 天然ガスに対する政策は当然に時期によって変わる。本稿にとって重要なのはこれから
の政策がどうなるのかのことである。これからの天然ガスに対する政策は、現在策定中の
国家のエネルギー戦略と企画からみることができると考えられる217。その策定中の国家エ
ネルギー戦略と企画は三段階によって構成すると説明されている218。その三段階とは、第
一段階の現在から 2050 年までの「国家エネルギー戦略」、第二段階の現在から 2030 年まで
の「国家エネルギー戦略発展中長期企画」と、第三段階の 2011 年から 2016 年までの「“十
二五”エネルギー企画」である219。国家エネルギー戦略と企画の策定は、2010 年 1 月に成
                                                  
214 「5 万亿新兴能源规划：天然气革命是核心」（中国能源網、2010 年 8 月 9 日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=118540 
215 「华贲：中国低碳能源战略刍议」（中国能源網、2009 年 9 月 18 日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=49637&page=3 
216 「【独家专访】华贲：天然气是发展低碳经济的关键能源」（中国能源網、2010 年 7 月 17
日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=120023 
217 公表されている現行戦略と企画としては「エネルギー発展“十一五”企画（2006-2010
年）」（http://news.xinhuanet.com/fortune/2007-04/11/content_5960916.htm）と「エネル
ギー中長期発展規画綱要（2004-2020 年）」
（http://news.xinhuanet.com/zhengfu/2004-07/01/content_1559228.htm）がある。前者は
2011 年から“十二五”新五カ年企画によって代わり、後者は情勢の変化によって後述する
策定中の戦略によって変わる。「国民経済と社会発展“十一五”五カ年企画（2006-2010 年）」
（http://news.xinhuanet.com/misc/2006-03/16/content_4309517_1.htm）においてエネル
ギーに関する政策はあるが、その内容は前記同期の「エネルギー発展“十一五”企画（2006
－2010 年）」（http://news.xinhuanet.com/misc/2006-03/16/content_4309517.htm）におい
て具体化されている。 
218 「吴吟：用价格杠杆鼓励以天然气代替石油」（中国能源研究会、2010 年 6 月 21 日） 
http://cers.org.cn/nyyjh/tpxw/201006/t20100621_319394.htm 
219 同前掲注。 
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立し温家宝首相を主任とした「国家エネルギー委員会」220の責務ではあるが、その策定を
具体的に実施する機関は 2008 年 7 月に成立した「国家エネルギー局」221である。2010 年
は“十一五”（2006－2010 年）エネルギー発展規画実施の最後の年であるが“十二五”企
画を制定する年でもある。2010 年 4 月に開かれた国家エネルギー委員会が成立してから初
めての全体会議において、国家エネルギー戦略と企画の制定に関しても指示が出されてい
る222。 
 まだ策定の段階ではあるが、主要な内容について、主として三つの場面において各策定
の担当者によって紹介されている。その三つの場面とは、2010 年 6 月 7 日－12 日に行われ
た「中国工程院第十次大会」223、2010 年 6 月 19 日に行われた「中国エネルギー戦略と“十
二五”エネルギー発展フォーラム」224と 2010 年 7 月 20 日に行われた「国家エネルギー局
エネルギー経済情勢発表会」225である。中国工程院第十次大会及び中国エネルギー戦略と
“十二五”エネルギー発展フォーラムにおいて、前記「国家エネルギー戦略」と「国家エ
ネルギー戦略発展中長期企画」についての紹介があった。「“十二五”エネルギー企画」に
ついては、中国エネルギー戦略と“十二五”エネルギー発展フォーラム及び国家エネルギ
ー局のエネルギー経済情勢発表会において説明されている。そのほか、「“十二五”エネル
ギー企画」の一つ子企画として天然ガスと大きく関連する「新興エネルギー産業発展企画」
（2011-2020 年）226についての紹介もあった。 
 まず、「国家エネルギー戦略」と「国家エネルギー戦略発展中長期企画」において、六つ
の子戦略が紹介されていて、天然ガスについては、子戦略の三において述べられている。
それにより、天然ガスの利用の増加はエネルギー消費構造を変える一つの重点である227。
                                                  
220 「国务院决定成立国家能源委员会 温家宝任主任」（新浪網、2010 年 1 月 27 日） 
http://news.sina.com.cn/c/2010-01-27/221919560637.shtml 
221 「国家能源局成立大会在京召开」（新浪網、2008 年 7 月 31 日） 
http://finance.sina.com.cn/g/20080731/17585154080.shtml 
222 「国家能源委员会第一次全体会议（全文）」（金融界、2010 年 4 月 23 日） 
http://finance.jrj.com.cn/2010/04/2303577343962-1.shtml 
223 「中国科学院第十五次院士大会、中国工程院第十次院士大会在京隆重开幕」（人民網、
2010 年 6 月 8 日） 
http://politics.people.com.cn/GB/1024/11808789.html 
224 「中国能源战略与“十二五”能源发展论坛」（新浪網、2010 年 6 月 19 日） 
http://finance.sina.com.cn/focus/125nyfzlt/index.shtml 
225 「国家能源局 2010 年上半年能源经济形势新闻发布会」（中国能源網、2010 年 7 月 20
日） 
http://www.china5e.com/special/show.php?specialid=302 
226 「新能源产业规划将公布 天然气市场全面看好」（人民網、2010 年 8 月 16 日） 
http://energy.people.com.cn/GB/12452373.html 
227 「工程院副院长杜祥琬:40 年后洁净能源占半壁江山」（和訊網、2010 年 6 月 12 日） 
http://news.hexun.com/2010-06-12/123971375_1.html 
「周大地：我国即将成为世界第一能源消费大国 」（中国能源研究会、2010 年 6 月 21 日） 
http://cers.org.cn/nyyjh/tpxw/201006/t20100621_319396.htm 
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炭層ガス、メタンハイドレート、シェールガス等の非在来型天然ガスを含めて、天然ガス
は化石燃料の中最もグリーンなエネルギーであり、しかも増産の潜在性が大きく、長期供
給の能力が有するエネルギーであるため、天然ガスのエネルギー消費構造における割合を
大きくすべきであり、そして、天然ガスの国内生産量は 2030 年に 3000 億立方メートルに
達し、輸入を入れて、全体の供給量は 4000－5000 億立方メートルに達し、一次エネルギー
消費における割合は 10%以上に達し、今後天然ガスはエネルギー戦略において一つの焦点
となり、グリーンエネルギーにおいて一つの柱となる228。 
なお、前記六つの子戦略とは、次のようである229。一、省エネルギーを優先に、消費総
量をコントロールする。2020 年、2030 年、2050 年の年間エネルギー消費量はそれぞれ 40、
45、50-55 億トン（石炭換算）にコントロールする。二、石炭の清潔な利用を促進し、国内
石炭の年間生産量を 30 億トン以内にコントロールし、石炭の割合を 2050 年に 40%ないし
35%に減らす。三、石油の国内供給を年間２億トンに確保し、天然ガスがグリーンなエネル
ギーであるためそれの利用の増加をエネルギーの消費構造を変える一つの重点とする。四、
水力発電とその他非水力の再生可能なエネルギーを補足的なエネルギーから一つ主要なエ
ネルギーに変える。水力発電能力を再生可能エネルギーの中の最重点として 2020 年、2030
年、2050 年にそれぞれ 3、4、4.5－5 億 1 千ワットにし、非水力のその他再生可能エネル
ギーの利用も可能な限り 2020 年、2030 年、2050 年にそれぞれ 2、4、8 億トン（石炭換算）
にする。五、原子力発電の増加は一つ重要な選択であり、2020 年、2030 年、2050 年にそ
れぞれ 0.7－0.8、2、4 億千ワット以上にし、2050 年に一次エネルギー消費構造における割
合を 15%以上にする。六、分散電源の発展を含めて電源の多元化を図り、智能配電網の建
設を促進する。 
以上の六つの戦略によって、2030 年前後、石炭の消費、二酸化炭素の排出はピークに達
し、エネルギーシステムは現在石炭主体のエネルギーシステムからグリーンなエネルギー
システムに転換し、そして、2050 年にグリーンなエネルギーがさらにエネルギー消費全体
の半分以上を占め、エネルギーシステムは持続可能なエネルギーシステムに転換し始める
と思われる230。 
                                                  
228 「工程院副院长杜祥琬:40 年后洁净能源占半壁江山」（和訊網、2010 年 6 月 12 日）
http://news.hexun.com/2010-06-12/123971375_1.html 
「周大地：我国即将成为世界第一能源消费大国 」（中国能源研究会、2010 年 6 月 21 日） 
http://cers.org.cn/nyyjh/tpxw/201006/t20100621_319396.htm 
229同前掲注。 
230 「中国工程院报告提出 2050 年前我国能源战略定位」（新浪網、2010 年 6 月 8 日） 
http://news.sina.com.cn/c/2010-06-08/202217628540s.shtml 
「2050 年将基本完成能源体系变革」（中国経済網、2010 年 6 月 17 日） 
http://www.ce.cn/cysc/ny/hgny/201006/17/t20100617_20414599.shtml 
「工程院副院长杜祥琬:40 年后洁净能源占半壁江山」（和訊網、2010 年 6 月 12 日） 
http://news.hexun.com/2010-06-12/123971375_1.html 
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 次に、「“十二五”エネルギー企画」において、天然ガスについて、天然ガスの発展に力
を入れ、天然ガスの利用規模を 2015 年に 2600 億立方メートルに大きく拡大し、エネルギ
ー消費構造における天然ガスの割合を現在の 3.9%から 8.3%に引き上げ、それに応じて、石
炭の割合を現在の 70%以上から 63%ぐらいに引き下げるとされている231。天然ガス利用の
増加と石炭利用の減少から、“十二五”企画において、天然ガスと石炭の変化が一番大きい
と言われている232。 
 2009 年 9 月に胡錦濤国家主席が国連気候変化サミットにおいて、2020 年まで非化石燃
料が一次エネルギー消費における割合を 15%ぐらいにすると発表した233。また、同年 12
月、温家宝首相がコペンハーゲン気候変化大会において、2020 年まで単位当たりの二酸化
炭素の排出量を 2005 年に比べ 40－45%に減少すると宣言した234。“十二五”（2011-2015
年）はこの二つの目標を実現する重要な時期であるとされる235。低炭素化は“十二五”企
画の一つ重要な特徴である236。 
“十二五”企画において、全体として、省エネルギーをさらに強化し、石炭等の伝統エ
ネルギーのグリーンな利用を図り、天然ガス等のグリーンなエネルギーの利用規模を拡大
し、水力発電と原子力発電の建設を加速し、風力発電、太陽光発電等の再生可能なエネル
ギーの利用を積極的にし、エネルギー消費構造の改善を大きに促進し、重要なエネルギー
基地と地域を跨るエネルギー輸送路線の建設企画を統一にし、エネルギー資源の配置を最
適化するとされている237。そして、2015 年に、天然ガスの利用規模が 2600 億立方メート
ルに達し、エネルギー消費構造における割合は現在の 3.9%から 8.3%に引き上げるほか、水
力発電の規模が 2.5 億 1 千ワット、原子力発電の規模が 3900 万 1 千ワットに達し、一次エ
ネルギー消費における水力発電と原子力発電の割合は現在の 7%ぐらいから約 9%に達し、
風力発電、太陽光発電等のその他の再生可能エネルギーの利用規模が 1.1 億トン（石炭換算）
                                                  
231 「2010 年上半年能源经济形势新闻发布会全文」（中国能源網、2010 年 7 月 20 日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=113567 
232 「气升煤降 “十二五”能源规划轮廓初现」（金融界、2010 年 7 月 21 日） 
http://finance.jrj.com.cn/2010/07/2102467790412.shtml 
233 「胡锦涛在联合国气候变化峰会开幕式上的讲话(全文)」（新華網、2009 年 9 月 23 日） 
http://news.xinhuanet.com/world/2009-09/23/content_12098887.htm 
234 「温家宝总理在哥本哈根气候变化会议领导人会议上的讲话（全文）」（新華網、2009 年
12 月 19 日） 
http://news.xinhuanet.com/world/2009-12/19/content_12668033.htm 
235 「2010 年上半年能源经济形势新闻发布会全文」（中国能源網、2010 年 7 月 20 日）
http://www.china5e.com/show.php?contentid=113567 
236 「减排目标重压 十二五期间能源使用“气化”加速」（中国能源研究会、2010 年 6 月 24
日） 
http://www.cers.org.cn/nyyjh/sytrq/201006/t20100624_319966.htm 
「吴吟：用价格杠杆鼓励以天然气代替石油」（中国能源研究会、2010 年 6 月 21 日）
http://cers.org.cn/nyyjh/tpxw/201006/t20100621_319394.htm 
237 「2010 年上半年能源经济形势新闻发布会全文」（中国能源網、2010 年 7 月 20 日）
http://www.china5e.com/show.php?contentid=113567 
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に達し、その割合は現在 0.8%から 2.6%ぐらいに達し、非化石燃料の一次エネルギー消費に
おける割合が 11%ぐらいに達することが可能であり、それに応じて、既述のように、石炭
の割合は 2009 年の 70%以上から 63%ぐらいに減少し、エネルギーの消費構造は大きく改
善することができるとされている238。 
 第三に、「新興エネルギー産業企画」（2011－2020 年）において、技術先進的な原子力エ
ネルギー、風力エネルギー、太陽エネルギー、生物エネルギー、地熱エネルギー、非在来
型天然ガス等の開発利用だけではなく、伝統エネルギーの開発利用の変革、例えば、石炭
のグリーンな開発利用、智能送配電網の建設、分散型電源の建設、車用新エネルギー技術
の開発等も含め、そのためにもあって、企画の名称を「新エネルギー産業発展規画」では
なく、「新」か「新興」かの一文字の差異で「新興エネルギー産業発展規画」にしたのであ
るとされている239。また、企画期間中に累計 5 万億元の直接追加投資をするとされている240。 
10 年で 5 億万元を投資する同企画に対して、その核心は「天然ガス革命」であり、新エ
ネルギーは補足的なものに過ぎないと理解されている241。天然ガスは新興エネルギー産業
発展の同企画は以下の三つの点で突破しているとされている242。一、天然ガスと分散型電
源を同企画に入れる点である。2015 年にエネルギー構造における天然ガスの割合を現在の
3.9%から 8.3%に引き上げることは最大の焦点であり、その裏には中国の天然ガス産業が真
に大きく発展することを意味している。2015 年、天然ガスの利用を 2009 年の 900 億立方
メートルから 2600 億立方メートルに増やし、5 年で 1700 億立方メートルの増加は、その
影響が大きい。天然ガスの利用を増加させ、その利用を合理化させるには、分散型電源技
術の利用が必要である。今回の企画を新エネルギー企画あるいは再生可能エネルギー企画
と称しない理由はここにある。つまり、天然ガス等の伝統エネルギーの高効率の利用が必
要であるためである。二、同企画により、石炭、石油の次、天然ガスも天然ガスを中心と
したエネルギーシステムを新しく建設し、そのシステムの中に、再生可能エネルギーを取
り入れるという点である。天然ガスは、グリーンで高効率な利用ができるため、非安定的
な再生可能エネルギーと調節して、再生可能なエネルギーをシステムに取り入れることが
できる。天然ガスの調節能力は非常に高いわけである。分散型電源の建設はそのためであ
る。三、智能送配電網、新エネルギー車を同企画に入れ、将来の発展の方向を示した点で
ある。中国エネルギー発展の方向は基本的に明確となり、つまり、石炭に過度に依頼しな
                                                  
238 同前掲注。 
239 同前掲注。 
240 同前掲注。 
241 「5 万亿新兴能源规划：天然气革命是核心」（中国能源網、2010 年 8 月 9 日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=118540 
同じ見解として、「天然气将成新兴能源产业发展重中之重」（中国能源網、2010 年 8 月 12
日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=120046 
242 「5 万亿新兴能源规划：天然气革命是核心」（中国能源網、2010 年 8 月 9 日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=118540 
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いで、重点的に天然ガスを利用して石炭を代替し、その上で、再生可能エネルギー、特に
水力発電、風力発電、原子力発電と太陽エネルギーの利用を拡大し、電力の供給を多元化
し、その供給を増加するということである。 
2010 年 4 月に国家エネルギー局が出した「国家エネルギー局の『天然ガス分散型電源を
発展する指導意見』に関する意見募集の通達」において、2011 年に天然ガスを利用する分
散型電源を全国 1000 個建設し、2020 年に全国一定規模以上の都市に普及し、発電能力は
5000 万千ワットに達し、かつ各類型の特徴のある分散型電源モデル区域 10 個を作ると計
画されている243。分散型電源の建設を大規模に展開するための準備はなされている244。 
なお、「新興エネルギー産業発展規画」を策定するに当たって、以下の三つの要素が考慮
されている245。一、気候変動に対処するため新興エネルギーの発展を統一的に企画し、加
速する必要があること。二、金融危機以後経済を回復するための戦略とされた新しい成長
分野において先手を打って国際競争優位の獲得を目指すこと。三、経済発展方式の転換を
促進すること。 
そのほか、エネルギーの問題を超えて天然ガスの開発利用に対し大きな影響を及ぼして
きたもう一つの政策がある。それは経済発展における内陸部と沿岸部の地域格差を解消す
るための政策である。中国の天然ガス資源の多くは内陸部の中部と西部に分布している246。
前記 2003 年から 2007 年までに行われた最新の中国全国石油と天然ガス資源評価の結果に
より、中国の天然ガス資源は主として陸上西部のタリム盆地、オルドス盆地、四川盆地、
ツァイダム盆地、ジュンガル盆地、東部の松遼盆地、渤海湾盆地及び東部近海の渤海盆地、
東海盆地と鴬歌海・琼東南盆地247に分布し、そのうち、中西部は約 61%、東部は約 8%、近
海は約 23%をそれぞれ占めている248。如何に中西部の資源の優位を活かし、沿岸部の経済
発展との格差を解消することは、一つ重大な政治任務として、「西部大開発」249という政策
                                                  
243 「2011 年我国拟建千个天然气分布式能源项目」（中国能源網、2010 年 7 月 8 日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=110900 
244 「分布式能源将进入规模实施阶段」（中国能源報、2010 年 7 月 9 日第 3 版） 
http://paper.people.com.cn/zgnyb/html/2010-07/19/content_572783.htm 
245 「2010 年上半年能源经济形势新闻发布会全文」（中国能源網、2010 年 7 月 20 日）
http://www.china5e.com/show.php?contentid=113567 
246 「石油、天然气、煤层气、油页岩、油砂资源评价成果」（中国国土資源部油気資源戦略
研究中心、2010 年 1 月 7 日） 
http://www.sinooilgas.com/NewsShow.asp?NewsID=10786 
CNPC: “Status and Developing Future of China’s Natural Gas Sector” – Liu Keyu(The 
Ninth U.S.-China Oil & Gas Industry Forum, September 27-29, 2009)p13. 
http://www.uschinaogf.org/Forum9/pdfs/lt-8-CNPC-LiuKeyu_english.pdf 
247 各盆地の位置について、神原達『中国の石油と天然ガス』（アジア経済研究所、2002 年
12 月）127 頁を参照されたい。 
248 「我国天然气资源评价」（中国燃気設備網、2009 年 8 月 7 日） 
http://www.ccgas.net/conn/x1.asp?id=80&cnmai=1 
249 「西部大开发」（新華網 2005 年 11 月 2 日） 
http://news.xinhuanet.com/ziliao/2005-11/02/content_3719691.htm 
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が打ち出されたのである250。その「西部大開発」を代表するプロジェクトの一つは「西気
東輸」プロジェクトである251。「西電東輸」、「南水北調」、「三峡工程」と「進蔵鉄道」と並
べ、世紀を跨るプロジェクトともいわれる五大プロジェクト252の一つである同プロジェク
トは、西部新疆タリム盆地の天然ガスをパイプラインによって東部の上海を中心とする長
江三角洲地区に運ぶ一大事業であり、長江、黄河、万里長城の次「第四の彩帯」とも言わ
れている253。同プロジェクトは、2002 年に建設し始め、2004 年から稼働し始めた。幹線
パイプラインの総延長が 3848 キロメートルであり、年間輸送量が計画当初の 120 億立方メ
ートルから最大 175 億立方メートルまで増量された254。同プロジェクトは、中国天然ガス
市場の急成長の起爆剤となり255、中国全国ガスパイプライン網の構築の始まりともなり256、
中国エネルギー消費構造の改善に大きく貢献したのである257。2009 年末まで、合計で 659
億立方メートルの天然ガスが輸送され、一つのプロジェクトだけで一次エネルギーの消費
構造における天然ガスの割合を 1%も引き上げたのである258。また、「西気東輸」に引き続
き、現在「西気東輸二線」も建設されている。「西気東輸二線」は、前述した「中亜管道」
に繋がる中国の国内部分であり、カザフスタンに隣接する新疆の霍爾果斯から広東の広州
まで中国の西部と南部を貫き259、幹線パイプラインの総延長が「西気東輸」よりも長く 4945
千キロメートルとなり、年間輸送量が 300 億立方メートルでこれまで最大の規模となる260。 
                                                  
250 「西部大开发决策回顾」（人民網、2010 年 3 月 12 日） 
http://dangshi.people.com.cn/GB/146570/184312/index.html 
251 「西气东输铸就能源大动脉」（国際能源網、2010 年 5 月 22 日） 
http://www.in-en.com/article/html/energy_0834083496655208.html 
252 「五大跨世纪工程探析」（中国 21 世紀議程、2001 年 3 月 5 日） 
http://www.acca21.org.cn/news/2001/news03-01.html 
253 「[总体情况]西气东输工程概况」（中国政府網、2006 年 1 月 2 日） 
http://www.gov.cn/ztzl/2006-01/02/content_145307.htm 
「邱宝林在国脉万里行新闻行动启动仪式上的讲话」（人民網、2008 年 12 月 31 日） 
http://energy.people.com.cn/GB/71899/140292/8609872.html 
「彩帯」とは、本来装飾・舞踊などに用いられる絹などで作った帯状の五色の布を指すの
であるが、ここでは中国内陸の西部から沿岸部の東部まで延々と続くパイプラインを喩え
ている。 
254 「黄泽俊：西气东输加快了中国能源结构优化的进程」（網易財経、2009 年 7 月 4 日） 
http://money.163.com/09/0704/10/5DCF2D6600253GDK.html 
255 「西气东输工程拉动中国天然气市场的快速成长」（新華網、2004 年 12 月 30 日） 
http://news.xinhuanet.com/newscenter/2004-12/30/content_2397267.htm 
256 「西气东输为形成我国天然气管网奠定基础」（新華網、2004 年 12 月 29 日） 
http://news.xinhuanet.com/newscenter/2004-12/29/content_2392532.htm 
257 「黄泽俊：西气东输加快了中国能源结构优化的进程」（網易財経、2009 年 7 月 4 日） 
http://money.163.com/09/0704/10/5DCF2D6600253GDK.html 
258 「西气东输铸就能源大动脉」（国際能源網、2010 年 5 月 22 日） 
http://www.in-en.com/article/html/energy_0834083496655208.html 
259 「中国石油西气东输二线（西段）开始向北京等地供气」（人民網、2010 年 2 月 4 日） 
http://energy.people.com.cn/GB/10926932.html 
260 「中石油总投资逾 1400 亿 西气东输二线 2010 年供气」（新華網、2008 年 1 月 18 日） 
http://news.xinhuanet.com/fortune/2008-01/18/content_7442708.htm 
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第 2 節 自由化の現状 
（１）上流の国内探鉱開発生産分野と輸入分野において 
まず参入規制について。 
上流分野は高度な寡占分野である。国内の探鉱開発生産分野においても、輸入分野にお
いても、主要な業者は 3 社である。それらは、中国石油天然気集団公司261（CNPC あるい
は「中石油」とも言われる）、中国石油化工集団公司262（SINOPEC あるいは「中石化」と
も言われる）と中国海洋石油総公司263（CNOOC あるいは「中海油」とも言われる）であ
る。中国国土資源部 2010 年 4 月に公表した「2009 年中国国土資源公報」により、2009 年
中国天然ガスの消費量は 887.0 億立方メートルで、国内生産量は 851.7 億立方メートルで
ある264。その国内生産量のうち、前記三社各社の 2009 年度報告書により、「中石油」は 683
億立方メートル265で全体の 80.2%を占め、「中石化」は 84.68 億立方メートル266で全体の
9.9%を占め、「中海油」は 70 億立方メートル267で全体の 8.2%を占め、三社の合計は 837.68
億立方メートルで国内全生産量の 98.3%を占める。非在来型の天然ガスの生産分野におい
て、2009 年炭層ガスの生産量は約 10 億立方メートルで、主要な生産業者は「中石油」、晋
煤、中聯煤である268。シェールガスの生産実績はなかった269。 
輸入分野においては、統計により、2009 年中国の LNG 輸入量は 76.3 億立方メートルで
ある270。それらは全部「中海油」による輸入である271。2006 年に始まった LNG の輸入は
                                                  
261 中国石油天然気集団公司ホームページ： 
http://www.cnpc.com.cn/cn/ 
262 中国石油化工集団公司ホームページ： 
http://www.sinopecgroup.com/Pages/index.aspx 
263 中国海洋石油総公司ホームページ： 
http://www.cnooc.com.cn/ 
264 「2009 年中国国土資源公報」6 頁。（中国国土資源部、2010 年 4 月 9 日）
http://www.mlr.gov.cn/zwgk/tjxx/201004/P020100414360818094638.pdf 
265「2009 年中国石油年報」30 頁。 
http://www.cnpc.com.cn/resource/cn/other/pdf/2009%e9%9b%86%e5%9b%a2%e5%b9%b
4%e6%8a%a5%e7%bb%88%e7%a8%bf.pdf 
266 「2009 年中国石化年報」7 頁。 
http://www.sinopecgroup.com.cn/gsjs/Doc/GroupAnnualReport2009.pdf 
267 「2009 年中国海油年報」12 頁。 
http://www.cnooc.com.cn/data/upload2/xiazai/2009ARc.pdf 
268 「三大企业角力煤层气开发 中石油欲 5 年做老大」（国際煤炭網、2010 年 6 月 25 日） 
http://www.in-en.com/coal/html/coal-1415141578685348.html 
269 「三大石油公司垄断管网 民企开发页岩气尚待扶持」（国際能源網、2010 年 7 月 5 日） 
http://www.in-en.com/article/html/energy_0735073539691799.html 
270 「2006-2009 年中国液化天然气进口量」（液化天然気在線網、2010 年 8 月 16 日） 
http://www.lngonline.cn/Marketing/statistics/201008/3690.html 
271 「三巨头抢滩进口 LNG 市场、天然气对外依存度逐年上升」（鳳凰網、2010 年 5 月 28
日） 
http://finance.ifeng.com/future/gypzx/20100528/2245952.shtml 
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「中海油」がリードしているが、資料により稼働・建設・計画中の LNG 基地はすべて前記
三社が操業者となっている272。2009 年パイプラインによる輸入の実績は、中国最初の国際
輸入パイプラインである「西気東輸二線」（「西気東輸」第二パイプライン）の一部の開通
が同年年末であったためなかったのである273。現在建設し続けている「西気東輸二線」と
「中緬管道」（ミャンマーから中国雲南省までのパイプライン）の操業者は、いずれも「中
石油」である。国際パイプラインによる輸入は現在「中石油」が独占している。 
国内生産分野における寡占状態に対し、それは天然ガスの探鉱・開発分野における鉱業
権に対する独占に由来するものであり、「行政独占」であると指摘されている274。中国の国
土資源部の統計資料によると、2006 年末まで、中国において全部で 1144 個の石油天然ガ
スの探鉱権が設置され、総面積が 4325433 平方キロメートルであり、そのうち、「中石油」
がそれぞれ 423 個、1800059 平方メートル、「中石化」が 345 個、970089 平方メートル、
「中海油」が 251 個、1387792 平方メートルを占めており、また、採鉱権は全部で 647 個
が設置され、総面積は 81856 平方メートルで、そのうち、「中石油」は 393 個、66223 平方
メートル、「中石化」は 207 個、10791 平方メートル、「中海油」は 38 個、3970 平方メー
トルをそれぞれ占めており、三社合計で、全体の探鉱権の項目数の 89.1%、全探鉱面積の
96.1%、採鉱権の項目数の 98.6%、採鉱面積の 98.9%を占めている275。しかも、1998 年に
上下流の統合を内容とした「中石油」と「中石化」という二大グループの再編成276によっ
て、陸上において黄河を境界線277に黄河の北は「中石油」、黄河の南は「中石化」のそれぞ
れの独占分野となって、「中石油」、「中石化」は、海上の開発生産を独占分野とされた「中
海油」と中国の石油天然ガスの開発生産分野を「三分天下」（天下を三者で分け取りするこ
と）にしていた278。2004 年 4 月国務院は三社間の陸上・海上の開発生産分野の相互の開放
を命じたため、以上のような地域独占はなくなったのである279。 
                                                  
272 坂本茂樹「アジア太平洋： 発展途上経済ガス市場、LNG 輸入本格化を念頭に市場環境
整備（段階的ガス価格引き上げなど）」（JOGMEC 石油天然ガス資源情報、2010 年 8 月 20
日）6 頁。 
http://oilgas-info.jogmec.go.jp/report_pdf.pl?pdf=1008_out_m_c_gas_price%2dlng%2epdf
&id=3648 
273 「西气东输二线西段投产 将通过陕京一线向北京供气」（中国経済網、2010 年 1 月 2 日） 
http://www.ce.cn/xwzx/gnsz/gdxw/201001/02/t20100102_20731197.shtml 
274 陈守海「我国油气工业上游准入政策研究」商场现代化、2008 年 4 月号 350 頁。 
275 同前掲注。。 
276 郭四志『中国石油メジャー』（文眞堂、2006 年）91－92 頁。 
「石油和化学工业管理体制变迁史」（中国能源網、2009 年 10 月 9 日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=51246 
277 「罗明——依法行事，有序竞争，促进我国海洋石油工业健康发展」（国土資源部諮問中心、
2003 年 11 月 10 日） 
http://www.crcmlr.org.cn/results_zw.asp?newsId=L709131501574444 
278 「是企业还是衙门-保育钧评两大石油集团垄断(1)」（中華網、2005 年 3 月 29 日） 
http://auto.china.com/zh_cn/news2/10003230/20050329/12201166.html 
279 「国务院下令原油勘探“内部相互开放”(图)」（新浪網、2004 年 7 月 13 日） 
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しかし、相互間の参入制限が撤廃されたと言っても、どこの探鉱開発の区域にも参入で
きるというわけではない280。というのは、中国において、鉱業権の取得は許可制となって
いるからである。「中華人民共和国鉱産資源法」（以下「鉱産資源法」と略称）第 3 条第 3
項は、「鉱産資源を探査・採掘するには、法に基づいてそれぞれを申請し、許可によって探
鉱権・採鉱権を取得しなくてはならなく、かつ登録の手続きを採る」と規定している281。
しかし、探鉱権・採鉱権の保有についての時間的な制限が設定されていないため、探鉱権・
採鉱権を取得した企業は、探鉱しない、あるいは採鉱しない場合が多いようである。2003
年に国土資源部は炭層ガスを含めて石油天然ガスの探鉱・採鉱許可書の年度検査を実施す
る時、875 個の鉱区に対し抜き取り検査した結果、最低の探鉱投入も達成しない鉱区は 480
個に達し、検査を受けた鉱区の全体の 55%を占めることが分かった282。このことを「競馬
圏地」（馬を走らせて縄張りすること）・「圏而不探」（権利を占めていながら何もしないこ
と）と言われている283。この問題を解決するため、2009 年 12 月 31 日国土資源部は「国土
資源部は探鉱権の管理に関する問題を一層規範化するための通知」という通達を出した。
同通知は探鉱権の有効期間について次のように制限を掛け、探鉱権の退出制度を設けた284。
「（八）新規の探鉱権の有効期間は 3 年であり、一回延長の最大期間は 2 年で、かつ規範要
求に一致する地質探鉱の段階を引き上げなくてはならない。確かに本探鉱段階の期間を延
長する必要のある場合、省レベル以上の登録管理機関が専門家を集め論証しなくてはなた
なく、かつそれに対し審査した上、本探鉱段階を延長することができ、しかし、探鉱面積
を縮減しなければならなく、毎回の縮減面積は初めの探鉱許可書に記載した面積の 25%を
下回ってはいけない。本通知が発せられた前に既に設立された探鉱権は、同一探鉱段階に
おいて一回延長することができる」285。また、「中華人民共和国行政許可法」286第 12 条 2
                                                                                                                                                  
http://finance.sina.com.cn/roll/20040713/1302867293.shtml 
280 「海疆油气态势图：大蓝海与大博弈 (2)」（人民網、2010 年 2 月 26 日） 
http://energy.people.com.cn/GB/135197/11038647.html 
281 「中华人民共和国矿产资源法」（1996 年 8 月 29 日全人代常務委員会通過、1997 年 1 月
1 日より施行） 
http://www.mlr.gov.cn/zwgk/flfg/kczyflfg/200406/t20040625_570292.htm 
282 「石油勘探开采市场化探路 多因素倒逼上游开放」（人民網、2006 年 1 月 4 日） 
http://finance.people.com.cn/GB/1038/3997386.html 
283 「探矿权“宽进宽出”弊端必须根除」（国土資源網、2010 年 4 月 12 日） 
http://www.clr.cn/front/read/read.asp?ID=192827 
284 「“技术与资本”两手拿稳探矿权—— 《关于进一步规范探矿权有关问题的通知》学习体会」
（国土資源部、2010 年 6 月 23 日） 
http://www.mlr.gov.cn/xwdt/xwpl/201006/t20100623_152569.htm 
285 「国土资源部关于进一步规范探矿权管理有关问题的通知」（国土資源部通達、2009 年 12
月 31 日） 
http://www.mlr.gov.cn/kqsc/tkq/gsgg/201005/t20100518_719331.htm 
286 「中华人民共和国行政许可法」（2003 年 8 月 27 日全人代常務委員会通過、2004 年 7 月
1 日施行） 
http://bgt.mca.gov.cn/article/xzxk/200712/20071200008014.shtml 
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項及び「投資体制改革に関する国務院の決定」287の付属文書である「政府核准288の投資プ
ロジェクト目録」の「二、能源」の「（三）石油、天然ガス」の規定により、年産 20 億立
方メートル以上の新規ガス田の開発プロジェクトは国務院の投資主管部門の「核准」が必
要である。そして、「企業投資プロジェクト核准暫定方法」289第 2 条 2 項により、国務院の
投資主管部門は国家発展改革委員会となっている。 
以上述べたのは国有企業に関する主な参入規制であるが、外資と非国有企業に関しては
若干異なる規定がある。まず外資企業に関する参入規制は、主として四つがある。一つ目
は、「中華人民共和国陸上石油資源対外合作採掘条例（2007 年改定）」290である。同条例第
7 条において、「中石油」・「中石化」は、外資企業と共同で陸上の石油天然ガスの探鉱・開
発・生産をする「専営権」（独占権のこと）を持つと規定している。つまり、外資企業は陸
上の石油天然ガスの探鉱・開発・生産分野に参入する場合、「中石油」・「中石化」を通じな
ければならない。また第 30 条において、外資企業との共同で炭層ガス資源を開発生産する
場合、中聯煤有限責任公司（「中聯煤」との略称）か、国務院が指定するその他の公司が「専
営権」を実施すると規定されている。炭層ガス開発において、現在国務院に指定され、「専
営権」が与えられた会社は、「中聯煤」のほか、「中石油」、「中石化」もあるようである291。
それから同条例第 13 条は、探鉱の段階では通常外資企業が単独で行うが生産の段階は「中
石油」か「中石化」と共同で行わなければならないと規定している。また同条例第 30 条に
より、同様な規定は炭層ガスの場合に準用する。これは、「鉱産資源法」第 4 条第 2 項にお
いて、「国有鉱山企業は鉱産資源採掘の主体である」と規定されているからである。二つ目
は「中華人民共和国海洋石油資源対外合作条例（2001 年改定）」292である。同条例第 6 条
第 2 項において、「中海油」は、外資企業と共同で海上の石油天然ガスの探鉱・開発・生産・
販売をする「専営権」を持つと規定している。また、第 8 条は、前記条例と同じように、
探鉱の段階では外資企業が単独で行うが生産の段階は「中海油」と共同で行わなければな
らないと規定している。外資企業との海上石油天然ガスの共同開発等において、現在「中
海油」はまだ「専営権」を握っているが、今後「中石油」・「中石化」にも与えなければな
                                                  
287 「国务院关于投资体制改革的决定（全文）」（2004 年 7 月 25 日新華網公布） 
http://www.china.com.cn/chinese/2004/Jul/618794.htm 
288 「核准」は行政許可の一種であるが、前記「投資体制改革に関する国務院の決定」の二
（二）の規定により、「批准」より書類上の要求が簡単である。 
289 「企业投资项目核准暂行办法」（2004 年 9 月 15 日公布） 
http://www.sdpc.gov.cn/wzly/zcfg/wzzczh/t20050715_36610.htm 
290 「国务院关于修改《中华人民共和国对外合作开采陆上石油资源条例》的决定」 
http://www.gov.cn/xxgk/pub/govpublic/mrlm/200803/t20080328_31721.html 
291 「中石油与中煤分享煤层气对外合作专营权」（中国清潔発展機制網、2009 年 4 月 24 日） 
http://cdm.ccchina.gov.cn/web/NewsInfo.asp?NewsId=3549 
292 「中华人民共和国对外合作开采海洋石油资源条例(2001 修订)」（国務院法規第 318 号、
1982 年１月 30 日より施行、2001 年 9 月 23 日改定） 
http://code.fabao365.com/law_23602.html 
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らない状況に迫られているようである293。三つ目は、「外商投資産業指導目録（2007 年改
定）」294である。同目録は、外商投資産業を「推奨類」、「制限類」と「禁止類」という三類
型に分類している。炭層ガスの探鉱・開発、石油天然ガスのリスク探鉱・開発は、合資あ
るいは合作に限定されているが、「推奨類」に入れられている。四つ目は「外商投資プロジ
ェクト核准暫定管理方法」295である。同方法第 3 条により、「外商投資産業指導目録」の分
類において総投資額が 1 億ドル以上の「推奨類」のプロジェクトと総投資額が 5000 万ドル
以上の「制限類」のプロジェクトは国家発展改革委員会の核准の必要があり、そして総投
資額がそれぞれ 5 億ドルと 1 億ドル以上のプロジェクトは国務院の核准、1 億ドルと 5000
万ドル以下のプロジェクトは各地方政府の核准が必要となっている。中国は石油産業に限
らず自主独立を好み、WTO に加盟しており、対外開放しているものの、大半の事業は有力
な国有企業（中央企業）との提携（中国側の過半出資）が不可欠であり、陸上の探鉱開発
事業の場合、対外開放されている鉱区はタイトサンドガス、サワーガス、炭層ガスなどの
技術的難易度の高い非在来石油資源に限られていると言われている296。 
 外資企業以外の非国有企業の参入に関する規定は、主として「民間投資の健全な発展
を誘導・推奨することに関する国務院の若干意見」297がある。同意見第（一）条において、
市場参入基準と優遇支援政策は公開で透明でなければならなく、各種の投資主体に対し平
等に扱い、民間資本だけに対し付加条件を設置してはならないとされている。そして、第
（八）条において、民間資本の石油天然ガスの建設への参加を推奨し、国有石油企業と共
同で油気の探鉱開発を行うため、油気探鉱開発分野への民間資本の参入を支持するとされ
ている。しかし、潜在性のある石油天然ガスの探鉱開発区域は既に分け取りされてきって
いて、民営資本が適合な区域を手に入れることが既に不可能であり、かつ、民間資本がリ
スクのある探鉱開発に十分な技術力と資金力を有していないため、政策上の参入制限はな
いが、実際としては難しいという意見がある298。 
                                                  
293 「傅成玉证实中海油将丧失海上油气专营权」（鳳凰網、2009 年 3 月 5 日） 
http://finance.ifeng.com/news/industry/20090305/421927.shtml 
「决战深海 中国投资千亿开发海洋油气资源」（慧聪工程機械網、2010 年 5 月 5日） 
http://info.cm.hc360.com/2010/05/051733184673.shtml 
294 「外商投资产业指导目录（2007 年修订）」（発展開発委員会・商務部省令第 57 号、2007
年改正同年 12 月 1 日より施行） 
http://www.sdpc.gov.cn/zcfb/zcfbl/2007ling/t20071107_171058.htm 
295 「外商投资项目核准暂行管理办法(国家发改委第 22 号令)」（2004 年 10 月 9 日より施行） 
http://www.jxdpc.gov.cn/zcfagui/bwzcfb/20051222/105411.htm 
296 竹原美佳「中国：メジャーズの中国国有石油企業への接近」(JOGMEC 石油天然ガス資
源情報、2008 年 5 月 19 日）11 頁。 
http://oilgas-info.jogmec.go.jp/report_pdf.pl?pdf=0905_out_m_cn_ioc_noc%2epdf&id=31
82 
297 「国务院关于鼓励和引导民间投资健康发展的若干意见」（国務院法規国发〔2010〕13 号、
2010 年 5 月 7日） 
http://www.gov.cn/zwgk/2010-05/13/content_1605218.htm 
298 「民营资本挺进油气领域须跨“三重门”」（中新網、2010 年 5 月 25 日） 
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輸入分野において、2007 年 6 月商務部が天然ガスを輸入する自動輸入許可管理制度を廃
止したことによって、参入制限はなくなっている299。しかし、天然ガスを輸入するには、
巨額の投資を要する陸上の場合のパイプラインの建設、海上の場合の LNG 基地の建設が必
要であるため、「中石油」、「中石化」、「中海油」以外のその他の企業の参入は容易ではない
とされている300。他方、一定規模以上の陸上パイプラインとすべての輸入 LNG 基地の建設
は前記同様「投資体制改革に関する国務院の決定」の「政府核准の投資プロジェクト目録」
の「二、能源」の「（三）石油、天然ガス」の規定により、国家発展改革委員会の「核准」
が必要となっている。 
次に価格規制について。 
陸上天然ガスの出荷価格（中国語では「出場価」といい、井戸元価格、あるいは卸売価
格のこと）は現在政府の指導価格となっており、その指導権限を持つ機関は国家発展改革
委員会である。 
「中華人民共和国価格法」（以下「価格法」と略称）301第 3 条第 1 項において、マクロ経
済コントロールの下で主として市場によって価格を形成するメカニズムを国家が遂行し、
かつ次第に健全化し、大多数の商品またはサービスの価格は「市場調節価」302（市場によ
って決める価格）を執行し、極少数の商品またはサービスの価格は「政府指導価」303（政
府が具体的な価格を指定しないでその代わりに基準価格と変動幅を指定する価格）あるい
は「政府定価」304（政府が指定する価格）を執行するとされている。また、同法第 18 条は、
国民経済発展と人民生活に関わる重大で極少数な商品価格、少数希少資源の価格、自然独
占商品の価格、重要な公益事業の価格等五つを取り上げ、必要な時に政府が「政府指導価」
あるいは「政府定価」を執行することができるとしている。さらに、同法第 19 条は、「政
府指導価」、「政府定価」の決定権限、具体的な適用範囲は「中央定価目録」または「地方
定価目録」に依拠するとしている。そして、「中央定価目録」305によると、陸上天然ガスの
出荷価格は同目録の品目の一つであり、その価格の決定あるいは指導する機関は国家発展
改革委員会の前身である国家発展計画委員会である。2003 年 3 月の中央政府機関組織改革
において構成された国家発展改革委員会が国家発展計画委員会の権限を継承したため、そ
                                                                                                                                                  
http://www.chinanews.com.cn/ny/news/2010/05-25/2301873.shtml 
299 「天然气进口开闸」（金融界、2007 年 7 月 4 日） 
http://finance1.jrj.com.cn/news/2007-07-04/000002391297.html 
300 同前掲注。 
301 「中华人民共和国价格法」（1997 年 12 月 29 日全人代常務委員会通過、1998 年 5 月 1
日より施行） 
http://www.gov.cn/ziliao/flfg/2005-09/12/content_31188.htm 
302 同条第 2 項において定義がある。 
303 同条第 4 項において定義がある。 
304 同条第 5 項において定義がある。 
305 「国家计委和国务院有关部门定价目录」（国家発展計画委員会省令 2001 年第 11 号、2001
年 8 月 1 日より施行） 
http://wjj.nc.gov.cn/default.aspx?newsid=350 
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の価格の決定あるいは指導する権限は現在国家発展改革委員会に属している。 
現在執行されている陸上天然ガスの出荷価格は、2010 年 5 月 31 日に改定され同年 6 月 1
日から執行された価格である306。同改定（以下「2010 年 5 月改定」ともいう）は 2007 年
11 月の工業用のみの天然ガスの価格改定307以来の約 2 年半ぶりの改定となる。同改定にお
いて、出荷基準価格を一律に引き上げたほか、出荷基準価格の類型を簡単化し、上限のみ
下限なしの変動幅の適用範囲を拡大した。具体的には次のようである308。その一は、「双軌
制」（計画経済の産物で計画内価格と計画外価格を同時に執行する体制）に相当する二種類
（中国語では「一檔」と「二檔」に分けて言う）の出荷基準価格（一種あるいは「一檔」
の出荷基準価格は以前の計画内の低価格に相当し、2005 年当時約全体の 85%を占め、二種
あるいは「二檔」の出荷基準価格は一種のそれよりやや高い計画外価格に相当する309）を
撤廃し、各ガス田の出荷基準価格を平均 230 元/千立方メートル引き上げた。その二、2005
年改正310で定められた二種の出荷基準価格にのみ適用する上限 10%下限なしの変動幅を全
ガス田の出荷基準価格に適用し、変動幅の適用範囲を拡大した。そのほか、前記「西気東
輸二線」により輸入された天然ガスの価格は 2010 年において輸入量がまだ少ないためとり
あえず国産天然ガスの価格を準用するとした。 
2005 年改定の時、天然ガスの出荷基準価格を年に一回改定するとされ、出荷基準価格を
天然ガスの代替エネルギーである原油、LPG（液化石油ガス）及び石炭の 5 年間の平均価
格変動値にそれぞれ 40%、20%及び 40%の重み付きで連動させ、かつ次年度の価格の改定
幅は前年度の価格より 8%を超えてはいけないとされた311。天然ガスの価格を一歩一歩引上
げ、市場価格に近づかせることは、同改定の一つの目標であったが、その後のインフレの
影響で実際に厳格に執行されなかった312。天然ガスの価格が代替エネルギーの価格と比べ
て低すぎることによって資源の浪費、供給と需要の緊張化をもたらしたことを 2010 年 5 月
改定の平均 230 元/千立方メートルの価格引上げの理由とされた313が、それでも国産天然ガ
                                                  
306 「国家发展改革委关于提高国产陆上天然气出厂基准价格的通知」（国家発展改革委員会
发改电[2010]211 号、2010 年 6 月 1 日より執行） 
http://www.sdpc.gov.cn/zcfb/zcfbtz/2010tz/t20100531_350432.htm 
307 「各地天然气价格 7 月 1 日“普涨”」（網易財経網、2010 年 6 月 30 日） 
http://money.163.com/10/0630/18/6AEQD6JH00252G50.html 
308 「国家发展改革委关于提高国产陆上天然气出厂基准价格的通知」（国家発展改革委員会
发改电[2010]211 号、2010 年 6 月 1 日より執行）
http://www.sdpc.gov.cn/zcfb/zcfbtz/2010tz/t20100531_350432.htm 
309 邓郁松「从天然气短缺危机看天然气定价机制改革」（国務院発展研究中心信息網、2009
年 12月） 
http://www.drcnet.com.cn/DRCNET.Channel.Web/gylt/20091225/gylt_39.htm 
310 王国樑主編『天然気定価研究与実践』（石油工業出版社、2007 年）224－226 頁。 
311 同前掲注、225 頁。 
312 邓郁松「从天然气短缺危机看天然气定价机制改革」（国務院発展研究中心信息網、2009
年 12月）http://www.drcnet.com.cn/DRCNET.Channel.Web/gylt/20091225/gylt_39.htm 
313 「国家发改委负责人：天然气为什么要涨价」（人民網、2010 年 6 月 1 日） 
http://energy.people.com.cn/GB/11744527.html 
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スの価格はまだ同熱量の LPG 価格の四分の一、燃料油価格の三分の一、輸入天然ガス価格
の半分であり、かつ、市場ではなく政府が価格を決定するという点では価格形成のメカニ
ズムは変わっていないと指摘されている314。 
これに対し、輸入 LNG の出荷価格は前記の「価格法」及び「中央定価目録」において政
府規制の対象となっていないので、その決定は各輸入事業者に任せる。輸入業者は配給会
社や発電会社へ販売する際、供給業者との契約価格に基づいて、再ガス化、輸送費、企業
のマージンを加味した上で決定する315。LNG 輸入事業者の輸入 LNG に対する出荷価格の
決定権を持つのに対し、陸上パイプラインによる天然ガスを輸入する事業者は出荷価格の
決定権を前記のように持っていないため、大きな損失を負っていると報道されている316。 
 
（２）中流の卸売、卸売輸送と貯蔵分野において 
まず参入規制について。 
中流の卸売分野において、売り側の事業者は前記上流分野における生産事業者であり、
現在では主として「中石油」、「中石化」、「中石油」の三社である。買い側の事業者は一部
の省において省を単位とする省ガス会社も存在するが317、主として都市ガス事業者、上流
生産者から直接に供給を受ける化学肥料生産事業者・大型工業事業者・ガス発電事業者で
ある318。都市ガス事業の参入は各地方において許可制となって、その数も多く存在する。
都市ガス事業者は下流分野の売り手でもあるため具体的には次の部分において説明する。 
卸売輸送分野において、卸売輸送サービスを提供するための必要なパイプライン（本稿
では、これを「幹線パイプライン」といい、そして、省を跨る幹線パイプラインを「国土
幹線パイプライン」、省内の幹線パイプラインを「地域幹線パイプライン」と区別する）を
持つ事業者は、現在主として「中石油」と「中石化」と「中海油」である。この点におい
て、「中石油」、「中石化」と「中海油」は、上流と中流の垂直統合事業者である。特に「中
石油」がほとんどの国土幹線パイプラインを持っている319。2009 年まで幹線パイプライン
の全国総延長は 3.8 万千メートルである320。「中石油」の 2009 年年報により、2009 年まで
「中石油」が建設し所有する幹線パイプラインは約 2.86 万千メートルで、全体の 90%を占
                                                  
314 「国内外天然气价差达一倍 涨价未触及定价机制根本问题」（中国能源網、2010 年 6 月 2
日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=102456 
315 竹原美佳「中国の LNG 輸入トレンドをよむ―日本への影響―」(JOGMEC 石油天然ガ
ス資源情報、2009 年 3 月 19 日）11 頁（レビュー43 頁）。 
http://oilgas-info.jogmec.go.jp/report_pdf.pl?pdf=200903_033a%2epdf&id=2558 
316 「冬季天然气供需矛盾仍存 中石油承担巨亏」（中国能源網、2010 年 9 月 26 日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=130924 
317 赵伟儿等「关于组建省级天然气公司的初步调研与探究」城市燃気 2008 年第 8 期 26 頁。 
318 班德等「中国燃气行业的发展现状与挑战」城市燃気 2009 年第 1 期 32 頁。 
319 「天然气 上下游齐步跑」（中証網、2008 年 11 月 25 日） 
http://cs.xinhuanet.com/ssgs/04/200811/t20081125_1663628.htm 
320 蒲 明「2009 年我国油气管道新进展」国际石油经济 2010 年第 3 期 14 页。 
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めている321。現在｢中石油｣が持っている主な幹線パイプラインは、｢西気東輸一線｣322（「西
気東輸」第一パイプライン）、「西気東輸二線」323（｢西気東輸｣第二パイプライン、以下同）、
「陝京一線」、「陝京二線」、「陝京三線」324、「忠武線」325、「澀寧蘭一線」、「澀寧蘭二線」326、
「冀寧線」327と「淮武線」328等国土幹線パイプラインである。「中石化」が持っている主な
幹線パイプラインは「川気東送」329という国土幹線パイプラインである。「中海油」は沿岸
部、例えば広東省330、海南省331等において地域幹線パイプラインの建設投資に支配株を持
っている。 
「西気東輸一線」は、中国西部新疆の輪南を始点とし沿岸部東部の上海の白鶴鎮を終点
とする中国で初めて建設された大容量で長距離のパイプラインである332。主幹線パイプラ
インの総延長は 3848 キロメートルで、支幹線、支線、連携線を入れると、幹線総延長は
                                                  
321 「2009 年中国石油年報」36 頁。 
http://www.cnpc.com.cn/resource/cn/other/pdf/2009%e9%9b%86%e5%9b%a2%e5%b9%b
4%e6%8a%a5%e7%bb%88%e7%a8%bf.pdf 
322 「中石油态度强硬 “西气东输”合资谈判破裂」（新浪網、2004 年 8 月 7 日） 
http://finance.sina.com.cn/b/20040807/1049932465.shtml 
「中石油独吞西气东输？继外资悉数退出后中石化也要退出」（城市快報、2004 年 9 月 2 日） 
http://past.tianjindaily.com.cn/docroot/200409/02/kb01/02161302.htm 
「西气东输价格悬疑 部分价格是 20 年“照付不议”」（新浪網、2004 年 10 月 20 日） 
http://news.sina.com.cn/o/2004-10-20/09003975974s.shtml 
323 「中石油总投资逾 1400 亿 西气东输二线 2010 年供气」（新華網、2008 年 1 月 18 日） 
http://news.xinhuanet.com/fortune/2008-01/18/content_7442708.htm 
324 「金融危机下“换气”：北京顺势升级能源消费结构」（金融界、2009 年 1 月 7 日） 
http://finance.jrj.com.cn/2009/01/0723573263584.shtml 
325 「中石油 50 亿独撑“忠武线”」（新華網、2002 年 9 月 20 日） 
http://news.xinhuanet.com/fortune/2002-09/20/content_568395.htm 
326 「中国石油：涩宁兰输气管道复线工程将开工」（金融界、2008 年 11 月 6 日） 
http://stock.jrj.com.cn/2008/11/0613552621093.shtml 
「实现三大气田联网 涩宁兰管道复线工程将建」（中国発展門戸網、2008 年 11 月 7 日） 
http://cn.chinagate.cn/economics/2008-11/07/content_16730081.htm 
「涩宁兰复线管道工程全线建成投产」（中国石油新聞中心、2010 年 9 月 28 日） 
http://news.cnpc.com.cn/system/2010/09/28/001307606.shtml 
327 「冀宁天然气运输管道将于年底建成」（新華網、2005 年 5 月 28 日） 
http://news.xinhuanet.com/fortune/2005-05/28/content_3014863.htm 
328 「西气东输淮武联络线已实现贯通天然气进入湘鄂」（国際燃気網、2008 年 11 月 19 日） 
http://www.in-en.com/gas/html/gas-1525152588261361.html 
329 「川气东送工程开工 温家宝作重要批示 曾培炎出席」（新華網、2007 年 9 月 1 日） 
http://chinaneast.xinhuanet.com/jszb/2007-09/01/content_11021124.htm 
「中石化川气东送工程建成投产」（中国政府網、2010 年 3 月 30 日） 
http://www.gov.cn/jrzg/2010-03/30/content_1568937.htm 
330 「广东天然气主干管网开工」（中証網、2010 年 3 月 2 日） 
http://www.cs.com.cn/xwzx/05/201003/t20100302_2352954.htm 
331 「中海油打造天然气供应“珍珠链”(1)」（中国金融網、2010 年 9 月 10 日） 
http://www.zgjrw.com/News/2010910/home/237865661400.shtml 
332 「西气东输工程正式商业运营」（新華網、2004 年 12 月 30 日） 
http://news.xinhuanet.com/newscenter/2004-12/30/content_2393788.htm 
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6722 キロメートルに達する333。年間最大設計輸送能力は、建設当初の 120 億立方メートル
から 2009 年までに 170 億立方メートルに増強された334。「西気東輸二線」は、新疆のコル
ガスを始点とし、東は上海、南は沿岸部南部広東省の広州に達し、中国で建設し始めてい
る初めての国外ガスを輸入しかつ大容量で長距離パイプラインである335。主幹線パイプラ
インの総延長は 4945 キロメートルで、支幹線を入れると、幹線総延長は 8794 キロメート
ルで、年間最大設計輸送能力は 300 億立方メートルである336。幹線総延長と最大輸送能力
はいずれも「西気東輸一線」を超えている。「陝京一線」は陝西省の靖辺を起点とし、北京
市内を終点とし、中国で最初に建設された長距離幹線パイプラインであり、幹線パイプラ
イン総延長は 910 キロメートル337、年間最大設計輸送能力は 33 億立方メートルである338。
「陝京二線」は「陝京一線」と同じ、陝西省の靖辺を起点とし、北京市内を終点とし、幹
線総延長は 935.4 キロメートルで339、年間最大設計輸送能力は「西気東輸一線」と同じく、
建設当初の 120 億立方メートルから 170 億立方メートルに増強された340。「陝京三線」は、
陝西省の靖辺より少し北の方の楡林を起点とし、北京市が所在する河北省の永清を終点と
し、幹線パイプライン総延長は 820 キロメートルで、年間最大設計輸送能力は 150 億立方
メートルで、「西気東輸二線」輸送能力の半分である341。「忠武線」は重慶市の忠県を始点
とし、湖北省の武漢を終点とし、主幹線は 760 キロメートルで、支幹線を入れると、幹線
パイプライン総延長は 1360 キロメートルで、年間最大設計輸送能力は 30 億立方メートル
で、「陝京一線」と同じぐらいの輸送能力である342。「澀寧蘭一線」は、青海省の澀北を起
点とし、同省の西寧を経由し、甘粛省の蘭州を終点とし、幹線パイプライン総延長は 953
                                                  
333 「黄泽俊：西气东输加快了中国能源结构优化的进程」（網易財経、2009 年 7 月 4 日） 
http://money.163.com/09/0704/10/5DCF2D6600253GDK.html 
334 「西气东输增输工程全面建成输气能力增至 170 亿立方米」（兵団網、2009 年 12 月 25
日） 
http://bt.xinhuanet.com/2009-12/25/content_18599681.htm 
335 「西气东输二线(西段)工程建成投产并投入商业供气」（中国政府網、2010 年 1 月 1 日） 
http://www.gov.cn/jrzg/2010-01/01/content_1501301.htm 
336 「中石油总投资逾 1400 亿 西气东输二线 2010 年供气」（新華網、2008 年 1 月 18 日） 
http://news.xinhuanet.com/fortune/2008-01/18/content_7442708.htm 
337 「陕京线——为中国首都输送天然气的千里管道」（国際在線網、2008 年 1 月 17 日） 
http://gb.cri.cn/1321/2008/01/17/157@1916983.htm 
338 「陕京三线最快月底运营 预计今冬为沿线新增供气 10 亿至 20 亿立方北京供气无忧」（鳳
凰網、2010 年 10 月 21 日） 
http://finance.ifeng.com/roll/20101021/2743290.shtml 
339 「陕京输气管二线：120 亿立方米天然气进京」（新華網、2005 年 9 月 22 日） 
http://news.xinhuanet.com/fortune/2005-09/22/content_3525702.htm 
340 「陕京三线最快月底运营 预计今冬为沿线新增供气 10 亿至 20 亿立方北京供气无忧」（鳳
凰網、2010 年 10 月 21 日） 
http://finance.ifeng.com/roll/20101021/2743290.shtml 
341 同前掲注。 
342 「中石油 50 亿独撑“忠武线”」（新華網、2002 年 9 月 20 日） 
http://news.xinhuanet.com/fortune/2002-09/20/content_568395.htm 
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キロメートルで、年間最大設計輸送能力は 20 億立方メートルである343。「澀寧蘭二線」は、
「澀寧蘭一線」と並行し、その長さもほぼ同じで、年間最大設計輸送能力は 33 億立方メー
トルで、「陝京一線」、「忠武線」と同じぐらいの輸送能力である344。「冀寧線」は「西気東
輸一線」と「陝京二線」の連携線で、南は南京市の六合から、北は河北省の安平まで、主
幹線パイプラインの総延長は 890 キロメートルで、支幹線をいれると、幹線パイプライン
総延長は 1498 キロメートルで345、年間最大設計輸送能力は 90 億立方メートルである346。
「淮武線」は「西気東輸一線」と「忠武線」の連絡線で、南は武漢から、北は河南省の淮
陽まで、幹線パイプライン総延長は 475 キロメートルで、年間最大設計輸送能力は 15 億立
方メートルである347。「冀寧線」と「淮武線」の建設によって、「西気東輸一線」、「陝京二
線」と「忠武線」と建設中の「西気東輸二線」は相互に繋がることになった348。「川気東送」
は中国西部の四川省の達州を始点とし、沿岸東部の上海を終点とし、主幹線パイプライン
の総延長は 1635 キロメートルで、支幹線を入れると、幹線パイプライン総延長は 2170 キ
ロメートルで、年間最大設計輸送能力は 120 億立方メートルである349。「川気東送」は「西
気東輸」の後もう一つ大きなプロジェクトである350。 
「西気東輸一線」、「西気東輸二線」、「川気東送」線、「陝京線」、「忠武線」等の国土幹線
パイプラインと、「冀寧線」、「淮武線」等の連絡線によって、四川ガス田、長慶ガス田、タ
リムガス田、青海ガス田という国内四大ガス田の天然ガスと、中央アジアの天然ガスを国
内の主要消費市場と繋ぐようになり、「西気東輸、海気登陸、就近外供」（陸上西部のガス
を沿岸東部に、海上のガスを陸上の沿岸部に、ガス田周辺の地域を優先に普及する）の態
勢が基本的に形成した351。しかし、幹線パイプラインの整備状況は欧米に比べると、まだ相
                                                  
343 周志斌等著『中国天然气经济发展问题研究』（石油工业出版社、2008 年 1 月）150 頁。 
344 「涩宁兰输气管道复线工程年内全线投产」（新華網、2009 年 11 月 17 日） 
http://news.xinhuanet.com/fortune/2009-11/17/content_12477202.htm 
345 「冀宁天然气运输管道将于年底建成」（新華網、2005 年 5 月 28 日） 
http://news.xinhuanet.com/fortune/2005-05/28/content_3014863.htm 
346 「西气东输冀宁线工程全面交接验收(图)」（慧聡網、2008 年 4 月 30 日） 
http://news.cm.hc360.com/2008/04/30103696249.shtml 
347 「淮武线正式启动向忠武管线进气」（中国石油、2007 年 1 月 19 日） 
http://www.cnpc.com.cn/CNPC/ywycp/trqygd/xgdt/c920a7c5-d512-4577-8ab9-259a30918
eeb.htm 
348 竹原美佳「中国：輸入ガス（LNG）を巡る最近の状況」（JOGMEC 石油天然ガス資源
情報、2010 年 10 月 21 日） 
http://oilgas-info.jogmec.go.jp/report_pdf.pl?pdf=1010_b01_takehara_China%2epdf&id=
3685 
349 「川气东送工程投入商业运行」（中青在線、2010 年 9 月 1 日） 
http://zqb.cyol.com/content/2010-09/01/content_3401436.htm 
350 「中石化川气东送工程建成投产」（中国政府網、2010 年 3 月 30 日） 
http://www.gov.cn/jrzg/2010-03/30/content_1568937.htm 
351 李伟等「2009 年中国天然气行业发展动向及 2010 年展望」国际石油经济 2010 年第 6 期
39 页。 
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当の差がある。例えば、2009 年時点で、米国の幹線パイプラインは約 50 万千メートル352、
欧州の幹線パイプラインは約 15.6 万千メートル353であるのに対して、中国は前述したよう
にまだ 3.8 万千メートルである。 
貯蔵分野においては、2009 年末まで、建設された地下貯蔵タンクは 6 個があり、建設中
は 5 個があり、すべては「中石油」の投資であり、「中石化」、「中海油」は建設の前期準備
をしいるものの、具体的なプロジェクトはまだ確定しておらず、その他の資本の参入はま
だない354。その建設された 6 個とは、大張坨、板 876、板中北、板中南、板 808 と板 828
という大港貯蔵タンクであり、「陝京線」のガス供給を調整するために建設されたもので、
貯蔵能力は 69.6 億立方メートルで、稼働能力は 30.3 億立方メートルであり、その建設中の
5 個とは、金壇、劉荘、永 22、京 58 と京 51 で、貯蔵能力は 29.4 億立方メートルで、稼働
能力は 15.1 億立方メートルである355。2009 年、全部のガス貯蔵量は消費量における割合
は僅か 3.6%で、世界平均 10%以上に比べると低い水準がある356。 
卸売輸送、貯蔵分野に関する参入規制の根拠は、既述した上流分野の参入規制の根拠と
一部は同じで、主として四つがある。一つ目は前記の「中華人民共和国行政許可法」で、
二つ目も前記の「投資体制改革に関する国務院の決定」 の付属文書である「政府核准の投
資プロジェクト目録」である。三つ目も同じく前記の「企業投資プロジェクト核准暫定方
法」である。そして、四つ目も前記の「外商投資プロジェクト核准暫定管理方法」である。 
「中華人民共和国行政許可法」357 第 12 条 2 項及び「投資体制改革に関する国務院の決
定」358 の付属文書である「政府核准の投資プロジェクト目録」の「二、能源」の「（三）
石油、天然ガス」の規定により、省を跨るパイプライン、あるいは年間輸送能力が 5 億立
方メートルを超えたパイプラインの建設は国務院投資主管部門の「核准」が必要であり、
それ以外は省の投資主管部門の「核准」となる。天然ガス貯蔵タンクの建設は規制の対象
となっていない。そして、「企業投資プロジェクト核准暫定方法」359 第 2 条 2 項により、
国務院の投資主管部門は国家発展改革委員会となっている。また、「外商投資プロジェクト
                                                  
352 张祁等「美国天然气行业发展的经验及启示」国际石油经济 2009 年第 6 期 24 页。 
353 李伟「欧洲天然气管网发展对我国天然气管网规划的启示」国际石油经济 2009 年第 6 期
45 页。 
354 「国家能源局筹建天然气战略储备」（中国能源網、2010 年 5 月 20 日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=99448 
355 霍瑶「北美天然气储气库建设的经验与启示」集输工程 2010 年第 11 期 3-4 页。 
356 同前掲注、4 页。 
357 「中华人民共和国行政许可法」（2003 年 8 月 27 日全人代常務委員会通過、2004 年 7 月
1 日施行） 
http://bgt.mca.gov.cn/article/xzxk/200712/20071200008014.shtml 
358 「国务院关于投资体制改革的决定（全文）」（2004 年 7 月 25 日新華網公布） 
http://www.china.com.cn/chinese/2004/Jul/618794.htm 
359 「企业投资项目核准暂行办法」（2004 年 9 月 15 日公布） 
http://www.sdpc.gov.cn/wzly/zcfg/wzzczh/t20050715_36610.htm 
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核准暫定管理方法」360第 3 条により、既述のように、前記「外商投資産業指導目録」の分
類において総投資額が 1 億ドル以上の「推奨類」のプロジェクトと総投資額が 5000 万ドル
以上の「制限類」のプロジェクトは国家発展改革委員会の核准の必要があり、そして総投
資額がそれぞれ 5 億ドルと 1 億ドル以上のプロジェクトは国務院の核准、1 億ドルと 5000
万ドル以下のプロジェクトは各地方政府の核准が必要となっている。 
他方、外資の参入に対し、前記「外商投資産業指導目録（2007 年改定）」361により、天
然ガスパイプライン、貯蔵タンクの建設は、同目録の「五、交通運輸、郵政業」の「14.石
油（ガス）パイプライン、石油（ガス）貯蔵タンクの建設、運営」において、外商投資の
「推奨類」分野となっている。｢西気東輸一線｣と「忠武線」を建設する当時、最初外資の
参入があったが、「西気東輸一線」においては、中国政府が外資の参入を積極的に推奨して
いた362にもかかわらず、「中石油」は報道によれば独占意図があったため、そして「忠武線」
においては、外資が市場の潜在性に対する評価が足りなかったため、結局いずれも外資の
撤退ということになった363。したがって、既に述べたように、現在では、卸売輸送と貯蔵
分野において外資の参入はない。 
また、国内の非国有企業の参入に対して、前記「民間投資の健全な発展を誘導・推奨す
ることに関する国務院の若干意見」364第（一）条により、上流分野への参入の政策と同じ
く、市場参入基準と優遇支援政策は公開で透明でなければならなく、各種の投資主体に対
し平等に扱い、民間資本だけに対し付加条件を設置してはならないとされている。また、
同意見第（八）条により、天然ガスパイプライン、貯蔵タンクの建設への民間資本の参加
を支持するとなっている。報道により、河南省、江蘇省等一部の支線パイプライン建設に
おいて、民間資本の参加があるが、幹線パイプラインの建設においては「中石油」等大手
国有企業は独占傾向が強く、民間資本の参加を認めなかった365。2010 年 8 月、「中石油」
は、政府と世論の圧力の下で、一部プロジェクトにおいて民間資本の参加を誘致していた
                                                  
360 「外商投资项目核准暂行管理办法(国家发改委第 22 号令)」（2004 年 10 月 9 日より施行） 
http://www.jxdpc.gov.cn/zcfagui/bwzcfb/20051222/105411.htm 
361 「外商投资产业指导目录（2007 年修订）」（発展開発委員会・商務部省令第 57 号、2007
年改正同年 12 月 1 日より施行） 
http://www.sdpc.gov.cn/zcfb/zcfbl/2007ling/t20071107_171058.htm 
362 「国家计委副主任张国宝在“西气东输工程新闻发布会”上的讲话」（国家発展改革委員
会、2002 年 2 月 5 日） 
http://www.ndrc.gov.cn/xwfb/t20050708_28162.htm 
363 「中石油态度强硬 “西气东输”合资谈判破裂」（新浪網、2004 年 8 月 7 日） 
http://finance.sina.com.cn/b/20040807/1049932465.shtml 
「中石油 50 亿独撑“忠武线”」（新華網、2002 年 9 月 20 日） 
http://news.xinhuanet.com/fortune/2002-09/20/content_568395.htm 
364 「国务院关于鼓励和引导民间投资健康发展的若干意见」（国務院法規国发〔2010〕13 号、
2010 年 5 月 7 日） 
http://www.gov.cn/zwgk/2010-05/13/content_1605218.htm 
365 「民营资本挺进油气领域须跨“三重门”」（中新網、2010 年 5 月 25 日） 
http://www.chinanews.com.cn/ny/news/2010/05-25/2301873.shtml 
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が、「中石油」の支配を恐れて、その誘致に応じた民間資本はなかったようである366 
次に、価格規制について。 
幹線パイプラインの輸送価格に関する規制根拠は、前述した陸上天然ガスの出荷価格に
関する規制根拠と同じく、前記の「価格法」367及び「中央定価目録」368である。同法また
は同目録の規定（「10 重要交通運輸」）により、幹線パイプラインの輸送価格の設定は、政
府規制の対象となり、国家発展改革委員会の所管となる。貯蔵タンクに関しては特別な価
格規制がなく、その建設と運営コストは、パイプラインの輸送価格の計算に組み込まれて
いる369。 
幹線パイプラインの輸送価格は、前述した陸上天然ガス出荷価格の変動幅のある「政府
指導価格」に対して、変動幅のない「政府指定価格」となっている。その理由は輸送分野
が非競争分野であるためである370。政府は、その制定に当たって、コストプラス利潤を原
則とし、現在パイプラインごとに輸送価格を制定している。これはいわゆる「新線新価」
制度である371。つまり、新しく建設されたパイプラインは、新しい輸送価格を執行する。
新しく建設されたというのは、1997 年に建設された「陝京一線」372を始め、その後建設さ
れたパイプラインのことである373。「西気東輸一線」374、「忠武線」375、「川気東送」376はそ
の代表である。これに対して、1997 年前に建設されたパイプラインは、すべて「国家統一
輸送価格」という価格が執行されている。この「国家統一輸送価格」は 1976 年に最初に執
                                                  
366 「中石油携百余项目欲吸引浙江民间资本引发疑虑」（新浪網、2010 年 9 月 15 日） 
http://news.sina.com.cn/c/sd/2010-09-15/161621108512.shtml 
367 「中华人民共和国价格法」（1997 年 12 月 29 日全人代常務委員会通過、1998 年 5 月 1
日より施行） 
http://www.gov.cn/ziliao/flfg/2005-09/12/content_31188.htm 
368 「国家计委和国务院有关部门定价目录」（国家発展計画委員会省令 2001 年第 11 号、2001
年 8 月 1 日より施行）」 
http://wjj.nc.gov.cn/default.aspx?newsid=350 
369 王国樑主編『天然気定価研究与実践』（石油工業出版社、2007 年）242 页。 
370 周志斌等著『中国天然气经济发展问题研究』（石油工业出版社、2008 年 1 月）209 页。 
371 同前掲注。 
372 「国家计委关于陕京管线输气价格的批复」（一九九七年十一月五日 计价管〔1997〕2111
号） 
http://webcache.googleusercontent.com/search?q=cache:WWdLyXm6VH4J:dqwjj.daqing
.gov.cn/wjj/wjgb.nsf/89355cdf1508e86348256c1500101b67/122a4f551cdd810e48256c180
020f120%3FOpenDocument+%E9%99%95%E4%BA%AC+%E7%AE%A1%E7%BA%BF
+%E8%BE%93%E6%B0%94%E4%BB%B7%E6%A0%BC&cd=1&hl=ja&ct=clnk&gl=jp 
373 同前掲注、周志斌ほか、213 页。 
374 「国家发展改革委关于西气东输天然气价格有关问题的通知」（发改价格〔2003〕1323 号） 
http://www.fjjg.gov.cn/fjwjj/jgfw/gjjgzc/webinfo/2003/09/1187774413460986.htm 
375 「国家发展改革委关于忠县—武汉输气管道工程天然气价格等有关问题的批复」（发改价格
〔2004〕2971 号） 
http://www.scpi.gov.cn/newzcfg/zcfg-content.asp?id=995 
376 「国家发展改革委关于川气东送天然气价格有关问题的通知」（发改价格[2009]1604 号） 
http://www.scpi.gov.cn/newzcfg/zcfg-content.asp?id=3467 
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行され、その後大きくいうと 1991 年改正、1997 年改定を経て377、現在執行されているの
が、2010 年 4 月 15 日に改定され同年 4 月 25 日から執行された価格である378。2010 年 4
月改定において、1 立方メートルの輸送価格は 0.08 元を引き上げられた。その改正の理由
として、近年輸送コストの上昇により、「国家統一輸送価格」を執行する輸送業務は大きく
損失し、それを軽減するためであるとされている379。 
輸送価格の「政府指定価格」制度に対して、輸送パイプラインは自然独占性を有するた
め、輸送企業の超過利潤を獲得することを防ぎ、消費者の利益を保護するため、政府の価
格指定は必要であるが、価格算定の基準は非公開で、改定するかどうか、いつ改定するか、
どの程度改定するかという改定の是非、時期、水準も不明確であるため、輸送事業者は正
確的に投資のリスクを評価することができず、外資の導入にも悪影響を及ぼすという問題
が指摘されている380。 
 
（２）下流の小売、小売輸送分野において 
 まず、参入規制について。 
下流分野において、いうまでもなく、買い手側は、最終ユーザーである。これらの最終
ユーザーを、都市ガス事業者から供給を受ける都市ガス利用者と、国内ガス生産業者・ガ
ス輸入業者あるいは一部の省ガス会社から直接に供給を受ける化学肥料生産業者・大型工
業事業者・ガス発電事業者に分けることができる381。下流分野の参入規制に関わるものと
しては、一つは建設部が 1997 年に制定し、翌年から執行された「都市ガス管理方法」382で、
もう一つは国家発展改革委員会が制定した「ガス利用政策」383である。「都市ガス管理方法」
第 16 条において、「パイプラインによる都市ガスの供給は、その区域において統一の経営
を実行する。ポンベによるガスを供給する場合、多数の事業者による経営を実行すること
ができる。」と規定されている。つまり、一つの都市には、パイプラインによる都市ガスの
供給業者は一つしかない。そうすると、前記直接に供給を受ける事業者以外、多くの都市
ガス利用者は都市ガス供給事業者を選ぶことができない。「ガス利用政策」においては、天
然ガスの利用領域を「都市ガス」、「工業燃料」、「天然ガス発電」と「天然ガス化工」に分
類され、さらに、各利用領域を状況によって「優先類」、「許可類」、「制限類」と「禁止類」
                                                  
377 王国樑主編『天然気定価研究与実践』（石油工業出版社、2007 年）230－231 頁 
378 「国家发展改革委关于调整天然气管道运输价格的通知」（国家発展改革委員会 发改价格
[2010]789 号、2010 年 4 月 25 日より執行） 
http://wenku.baidu.com/view/469d46c66137ee06eff91897.html 
379 同前掲注。 
380 同前掲注、王国樑、232 页。 
381 班德等「中国燃气行业的发展现状与挑战」城市燃気 2009 年第 1 期 32 頁。 
382 「城市燃气管理办法」（建设部令 2007 年第 62 号、1998 年 1 月 1 日から執行） 
http://www.law-lib.com/law/law_view.asp?id=102208 
383 「国家发展改革委关于印发天然气利用政策的通知」（发改能源〔2007〕2155 号、2007
年 8 月 30 日から執行）」 
http://www.gov.cn/zwgk/2007-09/04/content_736629.htm 
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に分けられている。例えば、同分類により、「禁止類」として列挙されているものは次の三
つがある。「天然ガス発電：１、陝、蒙、晋、皖等の十三個大型石炭基地が所在する地区に
おいてベース電源として天然ガス発電プロジェクトの建設；天然ガス化工：2、天然ガスに
よるメチルアルコールを生産する新規または拡張のプロジェクト；3、石炭を代替し天然ガ
スによるメチルアルコールの生産プロジェクト。」 
売り手側にある事業者は、都市ガス事業者と前記最終ユーザーに直接供給するガス生産
事業者・輸入事業者・省ガス事業者がある。ガス生産事業者、輸入事業者の小売分野への
参入規制は存在しない。省ガス事業者は、一部の省において設立されたものであるが、そ
の省において独占ガス事業者となっている384。これに対して、都市ガス事業者は、前記の
ように「都市ガス管理方法」により、パイプラインによるガス供給を一つの都市ガス事業
者に独占させる。しかし、2002 年 12 月都市ガスを主管する建設部の「都市公益事業の市
場化の促進に関する意見」の公表をきっかけとして、都市ガス事業の売り手分野の状況は
大きく変化し始めた。そのまで、都市ガス事業者（以下において特に説明がなければ、「パ
イプラインによる都市ガス供給事業者」を指す）は、国有企業一色で、外資、民間資本の
参入は禁止されてきた385。同意見は、その二の（一）において、都市公益事業分野を開放
し、民間資本・外国資本の参入を奨励するとし、そして、その三において、都市公益事業
の「特許経営制度」を設けると明言した。「特許経営制度」とは、同意見により、政府が一
定の期間と地域範囲においてある公益サービスの提供を経営する権利を付与するというこ
とである。また、同意見は、その三の（一）において、その「特許経営権」の付与は競争
入札によらなければならないと規定している。同意見は、行政指導ではあるが、「特許経営
制度」と「特許経営権」を獲得するための競争入札制度を確立し、都市ガス市場を自由化
する政府の方針と具体的な実施方法を明確にしたのである。そして、2004 年 3 月、「特許
経営制度」の実施をさらに明確にするため、建設部は、「都市公益事業特許経営管理方法」
386という行政法規を公表した。同方法は、特に「特許経営」の付与期間について最長 30 年
を超えないことを明記した。 
「特許経営制度」と「特許経営権」を獲得するための競争入札制度により、「特許経営権」
の付与は一定の期間に限られ、その期間が終了すると、その最初の付与を獲得するための
方法と同じ、再び競争入札が行われるので、その競争は、市場の中の競争（competition in 
the market）ではなく、市場を求める競争（competition for the market）が実現されたの
である。この方式を Franchise Bidding 方式387、あるいは「免許入札制」という388。この
                                                  
384 赵伟儿等「关于组建省级天然气公司的初步调研与探究」城市燃気 2008 年第 8 期 26 頁。 
385 国务院发展研究中心产业经济研究部课题组「我国城市燃气行业改革的经验及面临的新形
势」发展研究 2009 年第 8 期 58-59 页。 
386 「市政公用事业特许经营管理办法」（建设部令第 126 号、2004 年 3 月 19 日公布、2004
年 5 月 1 日より実施」 
http://www.mohurd.gov.cn/zcfg/jsbgz/200611/t20061101_159064.htm 
387 ANNOTATED READING LIST FOR A BODY OF KNOWLEDGE 
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「免許入札制」には実は長い歴史がある。1859 年にイギリスの Chadwick が当時のフラン
スの水道事業等で実施されていた免許入札制を研究して、ビクトリア社会改革の一環とし
て規制産業にこの制度を導入することを提唱して、理論的にも政策的にも検討がし始めた
といわれる389。1968 年に米国の経済学者 Demsetz が自然独占の規制の方法として理論的
に再評価する論文を発表したことによって、この制度はよく知られるようになった390。 
「免許入札制」の導入によって、都市ガス事業分野における地方国有ガス事業者の独占
経営が打破され、多くの新規参入者が入ってきた。「特許経営権」の獲得を巡って、これま
で独占して経営してきた地方国有ガス事業者、新規参入してきた民間資本ガス事業者、外
国資本ガス事業者と中央国有石油ガス事業者との間、激しい争奪戦が展開されてきた。中
国においてこれを「圏地運動」と言われている391。現在、地方国有ガス事業者、中央国有
事業者と、民間資本・外資の非国有ガス事業者は、都市ガス事業をほぼそれぞれ三分の一
を占めている。この状況を中国語では「三分天下」と言われている392。地方国有ガス事業
者の中、代表的なものは、北京燃気、重慶燃気、上海燃気、鄭州燃気、長春燃気等があり、
中央国有事業者として、主として、中国石油、華潤燃気等であり、そして、民間資本・外
資の非国有ガス事業者の代表は、主として、新奥燃気、中華煤気、中国燃気、百江燃気等
がある393。しかし、上流と中流分野において独占的な垂直統合中央国有企業、特に「中石
油」の下流分野への参入は、他の下流事業者との公正の競争の視点から問題視されている394。 
そのほか、「外商投資産業指導目録（2007 年改定）」395において、大型都市のガスパイプ
ライン網の建設と経営は、国内資本が支配株を持つことが条件で、外資の投資を「制限類」
にされている。これに対して、「民間投資の健全な発展を誘導・推奨することに関する国務
院の若干意見」396において、国内民間資本の都市ガス事業分野への参入に対し、同様な制
                                                                                                                                                  
ON INFRASTRUCTURE REGULATION, Developed for The World Bank by Mark A. 
Jamison, etc, August 15, 2008, p6. 
http://www.regulationbodyofknowledge.org/documents/bok/overview.pdf 
388 植草益『公的規制の経済学』（筑摩書房、1991 年）162 頁。 
389 同前掲注、163 頁 
390 仇保兴等著『市政公用事业监管体制与激励性监管政策研究』（中国社会科学出版社、2009
年 12 月）185 页。 
391 「城市燃气分销掀起圈地运动 上市公司加入竞逐」（人民網、2006 年 8 月 9 日） 
http://energy.people.com.cn/GB/71900/4681399.html 
392 国务院发展研究中心产业经济研究部课题组「我国城市燃气行业改革的经验及面临的新形
势」发展研究 2009 年第 8 期 60 页。 
393 同前掲注。 
394「中石油欲凭资源优势上下游通吃引发垄断质疑」（新浪網、2008 年 7 月 29 日） 
http://finance.sina.com.cn/g/20080729/23435144944.shtml 
同前掲注、国务院发展研究中心产业经济研究部课题组、61-62 页。 
395「外商投资产业指导目录（2007 年修订）」（発展開発委員会・商務部省令第 57 号、2007
年改正同年 12 月 1 日より施行） 
http://www.sdpc.gov.cn/zcfb/zcfbl/2007ling/t20071107_171058.htm 
396 「国务院关于鼓励和引导民间投资健康发展的若干意见」（国務院法規国发〔2010〕13 号、
2010 年 5 月 7日） 
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限はない。 
次に、価格規制について。 
下流分野の価格規制に関するものは、主として「価格法」397の第 4 章（政府の定価行為）
における規定と各地方の「地方定価目録」である。下流分野の小売価格は、「価格法」第 4
章の第 18、19、20 条により、「政府指定価格」あるいは「政府指導価格」の対象であって、
具体的には各地方の「地方定価目録」によるとされている。生産事業者が直接に供給する
ガスの小売価格は、前記陸上天然ガスに対する「2010 年 5 月改定」398により、「政府指導
価格」となっているが、その他の小売価格は、「政府指定価格」となるのかそれとも「政府
指導価格」となるのか、各地方の「地方定価目録」による。通常住民用のガス小売価格は
「政府制定価格」で、それ以外の非住民用の小売価格は「政府指導価格」となっている399。
「価格法」第 4 章の第 23 条により、都市ガスの小売価格は、「政府指定価格」と「政府指
導価格」の対象であって、住民の利益と密接に関わっているものであるため、その価格を
改定する場合、「聴証会」を開かなければならないということになっている。その「聴証会」
というのは、政府の価格主管部門が、価格の改定を行う際、消費者、事業者、各方面の関
係者を集めて、意見を徴収することである400。 
以上のように、都市ガス事業分野において、参入の自由化が行われているにもかかわら
ず、小売価格は市場価格ではなく、政府が指定あるいは指導する価格となっている。 
 
第 3 節 更なる自由化に関する代表的な意見 
 （１）ガス供給の不足をきっかけに中国能源網首席情報官韓暁平の意見 
2009 年 11 月に入って、武漢、重慶、西安、南京、杭州等多くの都市において、冬季の
天然ガス供給が厳重不足となり、大きな混乱を引き起こした401。その原因について、いろ
いろな意見があったが402、その深層にある原因は価格形成のメカニズムと独占の問題であ
                                                                                                                                                  
http://www.gov.cn/zwgk/2010-05/13/content_1605218.htm 
397 「中华人民共和国价格法」（1997 年 12 月 29 日全人代常務委員会通過、1998 年 5 月 1
日より施行） 
http://www.gov.cn/ziliao/flfg/2005-09/12/content_31188.htm 
398 「国家发展改革委关于提高国产陆上天然气出厂基准价格的通知」（国家発展改革委員会
发改电[2010]211 号、2010 年 6 月 1 日より執行） 
http://www.sdpc.gov.cn/zcfb/zcfbtz/2010tz/t20100531_350432.htm 
399 「福建省人民政府关于印发福建省定价目录的通知」（闽政〔2010〕8 号、2010 年 3 月
15 日） 
http://www.fujian.gov.cn/zwgk/zxwj/szfwj/201003/t20100330_224028.htm 
400 「政府制定价格听证办法」（発展改革委員会、2008 年第 2 号令） 
http://www.gov.cn/flfg/2008-10/22/content_1127705.htm 
401 「中国各地遭遇气荒」（易網、2009 年 11 月） 
http://news.163.com/special/00013US0/tianranqihuang.html 
402 张抗「“气荒”中的冷思考」国际石油经济 2010 年第 1 期 40 页。 
董秀成「我国“气荒”的原因及对策」天然气工业 2010 年第 1 期 116 页。 
刘毅军「产业链视角下的“气荒”解读」天然气工业 2010 年第 1 期 119 页。 
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るとある専門家が指摘した403。韓暁平の意見によると、その根本的な原因は、天然ガス産
業全体の資金投入が不足で、上流の探鉱開発から、中流の輸送システム・地下貯蔵タンク、
下流の分散型電源システム・供給中断可能なユーザーの開発までのすべての発展が遅れて、
市場の需要に満たしていなく、つまるところは、独占にあると指摘した上で404、中国の国
内の天然ガスの開発は少数の中央国有企業だけに頼りにしてはいけなく、多くの資本に開
放しなければならないと主張した405。 
 また、同氏の中国能源網に掲載した別の文章によると、中国天然ガス産業の自由化の遅
れは産業の発展を制約する大きな原因となったと指摘し、天然ガス産業の上・中・下流の
全面開放をしなければならないと主張し、六つの具体的な意見406を出した407。主な内容は、
段階的に上、中、下流の参入規制、上流、下流の価格規制を撤廃し、上流と中流、また中
流と下流の垂直統合を禁止することである。参入規制の撤廃と分離の実施を主張するとい
                                                                                                                                                  
「专家：天然气缓慢进程归结于垄断 呼吁打破垄断」（中国能源網、2010 年 4 月 23 日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=93574 
「国家能源局:天然气荒非垄断所致」 
http://news.163.com/09/1124/07/5OSAHTG80001124J.html 
403 「专家称解决“气荒”需理顺价格机制 破除垄断」（中国経済網、2009 年 11 月 26 日） 
http://www.ce.cn/cysc/ny/trq/200911/26/t20091126_19933057.shtml 
404 韩晓平「中国天然气市场，该是引入鲶鱼的时候了」城市燃气 2010 年第 3 期 34 页。 
405 同前掲注、36 页。 
406 具体的には、以下のようである。 
「一、天然ガス改革に関する政策を出来るだけ速く制定し、天然ガスの井戸、浄化工場、
長距離輸送パイプライン、貯蔵タンク、LNG 基地等の施設からシティー・ゲートまでの経
営関係と行為を規範化するため、『天然ガス業界管理条例』を優先的に制定し公布する。 
二、段階的に天然ガスの中上流を開放し、もっと多くの企業が天然ガス資源の探鉱開発、
輸送パイプライン・地下貯蔵タンクの建設投資に参加することを奨励し、国の地質資料の
開放を実現し、企画の対象となった長距離パイプラインの建設に対し、公開入札を行う。 
三、積極的に市場の主体を育成すると同時に、段階的に天然ガスの価格規制を撤廃し、
供給と需要の両方が十分にマッチした上で、相互に責任を持って、市場で長期契約の形成
を奨励する。 
四、垂直統合による独占行為を防ぐため、探鉱開発生産に従事する企業が長距離パイプ
ラインの経営に従事することを禁止し、同時に、長距離パイプラインの経営に従事する企
業が最終ユーザー向けの小売分野への参加も禁止する。多元化する市場主体を育成し、上、
中、下流のそれぞれ分野において公正な競争を実現する。 
五、中国は段階的にガス会社を石油会社から分離させるべきである。この二つの業務は
非常に違って、石油会社は強い投機性があって、しかし、天然ガスは長期で安定的な投資
経営が必要で、全世界の石油会社はみんな『重油軽気』（石油重視で天然ガス軽視）で、天
然ガスの開発を石油会社だけに頼るには願いどおりになりがたい。米国では多くのガス田
は専門の天然ガスの探鉱開発企業によって完成されたのであって、これら専門の会社は天
然ガス市場の状況を一変し、大量な新しい資源を創出した。 
六、国家天然ガス規制機関と天然ガス市場研究総合センターを設立し、市場の取引を監
督し、市場の変化を分析し予測することによって、企業の経営とユーザーの取引を指導す
る。」 
407 「韩晓平：天然气供应安全呼唤全面改革开放」（中国能源網、2010 年 1 月 6 日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=66943 
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う点で特徴的である。 
同氏は、1979 年に中国の天然ガス生産量が既に 100 億立方メートルに達し、しかし、2009
年に至って生産量がなお 830 億立方メートルしかなく、発展のスピードがこんなに遅い原
因は、価格の問題ではなく、市場参入の問題であって、もし上流市場を民間資本、外資に
開放すれば、絶対に今の状況ではないと断言し、特に上流の参入規制の撤廃を強く主張し
ている408。 
 
（２）国家エネルギー局の委託を受けた中国都市ガス協会と中国能源網研究センターの
共同研究報告 
2009 年 12 月中旬、国家エネルギー局石油天然ガス司が、中国都市ガス協会と中国能源
網研究センターに「我が国天然ガス産業の秩序のある発展を促進するための関連政策研究
――天然ガスインフラ建設と運営管理の立法工作に対する建議――」という研究課題を与
えた409。各方面の意見を聴取するため、2010 年 3 月 8 日に、最初に完成された草稿の検討
会が開かれた410。2010 年 5 月 18 日、中国都市ガス協会の関係責任者が、中国都市ガス協
会に与えられた前記課題の研究報告書が完成され、同協会が同報告書において「X＋1＋X」
という天然ガス産業の発展モデルを提出したことをメディアに対し表明したことが報道さ
れていた411。 
報告書が公表されていないが、その「X＋1＋X」412の発展モデルというものは、要する
                                                  
408 「专家：天然气缓慢进程归结于垄断 呼吁打破垄断」（中国能源網、2010 年 4 月 23 日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=93574 
409 「“促进我国天然气产业有序发展相关政策研究”课题初稿讨论会会议纪要」城市燃气 2010
年第 4 期 41 页。 
410 同前掲注。 
411 「打破垄断坚冰 燃气协会抛出天然气供应新模式」（21 世紀網、2010 年 5 月 20 日） 
http://www.21cbh.com/HTML/2010-5-21/xOMDAwMDE3ODMxOQ.html 
412 同報道において、「X+1＋X」について次のように説明されている。 
「一つ目の『X』は、天然ガス上流市場主体の多様化と天然ガス資源の多様化を表している。
天然ガス上流分野において競争メカニズムを導入し、多種な資本の参入を促進し、天然ガ
スの探鉱開発と生産を加速すると同時に、天然ガスの国際取引を奨励し、輸入資質あるい
は能力のある各種の企業に国際市場での購入への参加をしてもらい、天然ガス供給源の多
様化を実現する。 
『1』は、天然ガス中流のパイプライン輸送システムの唯一性を表し、そのパイプライン
輸送システムは国家レベルの天然ガスパイプライン網だけではなく、省レベルのパイプラ
イン網、地区レベルのパイプライン網及び都市の小売輸送パイプライン網も含めている。
天然ガスの輸送システムにおいて、各レベルの天然ガスパイプライン網及びその付属施設
の相互の連携、全国的に一つのパイプライン網を実現すると同時に、天然ガスの一定の質
の基準に従って、天然ガスパイプライン網に対し第三者アクセスを実施し、かつ独立の監
督機関によってパイプライン網への公平なアクセスと卸売・小売輸送費用の徴収に対し監
督を行う。 
二つ目の『X』は、天然ガス下流市場の販売事業者と最終ユーザーの多様化を表している。
天然ガス下流市場において、市場化の改革方向を堅持し、多種の所有制の企業と資本の都
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に、上流と下流分野は開放にし、市場主体の多元化を実現し、競争を促進し、中流分野は
全国一つのパイプライン網を実現し、第三者アクセス、統一的な経営を実施するというこ
とである。 
 
（３）国家発展改革委員会経済体制と管理研究所と「中国石油天然ガス産業規制体系研
究」プロジェクトグチームの共同報告 
「中国石油天然ガス産業規制体系研究」というのは、1999 年下半期に始められ、世界銀
行の技術援助を受けた共同研究プロジェクトであり、8 年余りの共同研究を経て、既に次の
三つの研究成果を出版した。一つ目は『中国石油天然ガス産業の現代化：構造改革と規制』
413で、二つ目は、『中国：天然ガス長距離輸送と都市ガス小売輸送の経済規制』414で、三つ
目は、『中国：天然ガス長距離輸送と都市ガス小売輸送の規制体系』415である。標記の共同
報告は、同のプロジェクトの一つ纏めである416。 
天然ガス産業の自由化について、同共同報告は、天然ガス産業には競争領域と非競争領
域があって、競争領域に対し市場を開放するが、非競争領域に対し、政府の規制が必要で
あるとしている417。 
                                                                                                                                                  
市ガスの施設建設、運営及び天然ガスの小売販売領域への参加を奨励すると同時に、下流
市場の開拓を奨励し、最終消費者の天然ガスの利用を奨励し、天然ガスの効率的な利用と
応用領域を拡大する。」 
413 世界银行等『中国石油天然气行业现代化：结构改革和监管』（中国财经出版社、2001 年
3 月）。 
414 世界银行等『中国：天然气长距离运输与城市配气的经济监管』（石油工业出版社、2002
年 4 月）。 
415 世界银行等『中国：天然气长距离运输与城市配气的监管框架』（石油工业出版社、2004
年 1 月）。 
416 国家发展和改革委员会经济体制与管理研究所等『中国石油天然气行业监管体系研究』（石
油工业出版社、2007 年 11 月）前言。 
417 具体的に内容は次のようである。 
「天然ガス産業の各分野は異なる産業組織の特徴を有する。探鉱開発生産領域は、投資
リスクが高く、技術の要求が高い領域ではあるが、それ以外の参入障壁がないため、この
領域において探鉱権等制度の下で自由競争が実現できるのである。これに対して、天然ガ
スの中下流領域、つまり天然ガスの卸売輸送と小売輸送領域は、ネットワーク頼り型の領
域で、輸送パイプライン網システムはガス源と最終マーケットとの間の懸け橋で、大多数
の天然ガス供給業者はそのパイプライン網を通じてガスを供給する。パイプライン網は、
天然ガスのキャリヤーであって、パイプラインなしの市場は『潜在市場』で、現実の市場
ではない。このキャリヤーシステムは、一定の規模に達して始めて、経済と環境の効果を
得ることができる。しかも、パイプライン網の経済効果は単独のパイプラインのそれより
高い。したがって、パイプライン網は、自然独占の領域で、つまり、投資資金と技術以外、
自然独占という参入障壁が存在する。」（同前掲注、37-38 頁）  
「したがって、天然ガス市場を健全的に発展させるためのポイントとしては、以下の原
則によって天然ガス産業の中の競争領域と自然独占領域との間の関係を処理するところに
ある。つまり、非自然独占の上流領域と最終マーケットを開放し、この二つの領域におい
て資源配分の市場メカニズムを十分に活かす。これに対して、中下流自然独占領域（つま
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第三者アクセス制度に関して、同報告書は、一つには、天然ガスの供給業者を選択する
ことのできるユーザーの範囲を決定し、もう一つは、天然ガスの供給事業と輸送事業を分
離させることが必要であるとしている418。 
価格規制制度について、同共同研究は、その規制は主として輸送価格に対する規制で、
その輸送価格の算定にあたって、パイプライン網の建設投資を促進するために、コストプ
ラス合理的な利潤の算定方法の方がよいと、そして、上流価格について、現段階では中国
の上流市場構造が独占的であるため規制が必要で、出荷価格に対して政府指導価格を実施
すべきであって、将来上流市場構造が競争的になったらその規制を廃止するとしている419。 
そして、規制機関の設置について、同共同報告は、国際では、政策制定機能と政策執行
機能が分離する独立の規制機関の設置は通常であると指摘し、特に、上流と下流に対し、
分けて規制機関を設置すべきであると主張し420、この点は特徴的である。その理由は、天
然ガス産業の上流領域は石油産業の上流領域と同じで競争領域であるため、両産業の上流
規制機関を一つにすることができ、これに対して、下流の長距離輸送と都市ガスの小売輸
送は非競争領域であるため、単独の規制機関を設置すべきである、というわけである421。 
 
（４）世界銀行東アジアと太平洋地域基礎施設局、国務院発展研究センター産業経済研
究部の共同報告 
標記共同報告は、2004 年から 2006 年にかけて、世界銀行東アジアと太平洋地域基礎施
設局と国務院発展研究センター産業経済研究所と共同で行った「好機を逃せず：中国エネ
ルギーの持続発展」という共同研究プロジェクトの成果である422。中国国民経済と社会発
展の「十五カ年計画」（2001 年－2005 年）期間において中国のエネルギー消費の増大がコ
ントロールできなくなる勢いにあって、持続可能な発展の問題は社会各方面の関心を集め
た中、中国政府のトップリーダーに政策提言をするために同共同研究が行われたというこ
とがその背景である423。 
同共同報告において、中国政府に八つの政策提言が提出された。同政策提言の四番目
において、天然ガス産業の自由化について、非独占領域における参入と価格規制を撤廃し、
                                                                                                                                                  
り長距離輸送パイプライン網と都市ガス小売輸送領域）において、事業者に独占権を与え
るが、それを与えるには、市場メカニズムの代わりに政府の公平・透明・独立な規制が必
要である。そのための制度としては、主として三つがある。つまり、第三者アクセス制度、
価格規制制度と、規制機関の設置である。」（同前掲注、38 頁） 
418 同前掲注、39-43 页。 
419 同前掲注、48 页。 
420 同前掲注、49-50 页。 
421 同前掲注、50-51 页。 
422 世界银行东亚和太平洋地区基础设施局/国务院发展研究中心产业经济研究部『机不可失：
中国能源可持续发展』（中国发展出版社、2007 年 3 月）8 页。 
423 同前掲注、11 页。 
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パイプラインの自然独占領域に対し、第三者アクセスを実施すべきであるとされている424。 
 
第 4 章 不可欠施設の開放と分離に関する規制の現状 
第 1 節 事業法において 
  既述のように、中国において現在日本の「ガス事業法」というような法律がまだ存在
していない。現段階ではまだ「天然ガス法」あるいは「石油天然ガス法」という法律を制
定しょうとしているところである425。2010 年 10 月 1 日から執行された「中華人民共和国
石油天然ガスパイプライン保護法」426は、パイプラインの安全を保護するための法律で、
本稿でいう不可欠施設の開放と分離に関する規制と関連する規定はない。建設部が 1997 年
に制定し、1998 年 1 月 1 日から執行された「都市ガス管理方法」427においても同規制と関
連する規定はない。要するに、現段階では事業法分野で不可欠施設の開放と分離に関する
規制と関連する規定はない428。 
 
第 2 節 反壟断法において 
 反壟断法は、中国版の独占禁止法で、正式名は「中華人民共和国反壟断法」429（本稿で
は「反壟断法」と略称）という。2008 年 8 月 1 日より施行された同法において、不可欠施
                                                  
424 具体的な内容は次のようである。 
「基本建議４． 産業発展の良好な基礎を定める 
持続可能な発展のエネルギー政策は、市場のメカニズムを発揮しなければならない。こ
のようにしてから、市場のシグナルが正確にエネルギー生産者、輸入業者、輸出業者、消
費者と投資者に伝えることができ、そして彼らの生産、消費、貿易、投資に対する必要な
調整を導くことによって、最も有効な方式でエネルギーの需要を満たす。同時に、『支配と
規制』（消費税の徴収、効率基準の制定）の手段も市場メカニズムの重要な補足と修正であ
る。まず、未完成の価格改革は続いて推進されなければならない。その措置としては、一、
現在依然として残っているエネルギー商品（電力、石油製品と天然ガス）の価格に対する
規制を撤廃し、市場によって価格を決めると同時に、独占及び独占的な地位の濫用に対し
規制しなければならない。二、『パイプライン』自然独占領域における改革を完成させ、か
つ第三者アクセスの基準を定める。次に、有効な競争のあるエネルギー商品市場を創設し、
もっと多くの買い手と売り手の市場競争への参加を許可し、奨励する。第三に、実行の条
件が備えたら、外部コスト、主として環境コストをエネルギー価格に体現させる。」（同前
掲注、165-166 页） 
425 「国家能源局牵头重启石油天然气立法」（財華網、2009 年 5 月 21 日） 
http://caihuanet.com/zhuanlan/meiti/cbn/200905/t20090521_779048.shtml 
426 「中华人民共和国石油天然气管道保护法」（全人代常務委員会 2010 年 6 月 25 日通過、
2010 年 10 月 1 日より施行） 
http://www.law-lib.com/law/law_view.asp?id=316910 
427 「城市燃气管理办法」（建设部令 2007 年第 62 号、1998 年 1 月 1 日から執行） 
http://www.law-lib.com/law/law_view.asp?id=102208 
428 王明远「我国天然气输配管网经营准入制度研究」清华法学 2008 年第 6 期 142 页。 
429 「中华人民共和国反垄断法」（全人代常務委員会 2007 年 8 月 30 日通過、2008 年 8 月 1
日より施行） 
http://www.law-lib.com/law/law_view.asp?id=212679 
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設の開放と分離に関する規制と関連する規定が設けられている。国有企業の支配的地位の
濫用規制に関する規定は実体法規定として三か所にあると考えられているが430、不可欠施
設の開放と分離に関する規制と関連する規定は、手続法規定を入れると四か所があると考
えられる。その四か所とは、一、「総則」部分の第 6 条禁止規定、二、同部分の 7 条禁止規
定、三、第三章「市場支配的地位の濫用」の第 17 条の 1 項の 1 号、3 号と 7 号禁止規定、
四、第七章「法律責任」の第 47 条の罰則規定である。各条文の規定は以下のようである。 
 第 6 条は、「市場の支配的地位を有する事業者は、市場の支配的地位を濫用し、競争を排
除し、また制限してはならない。」と規定している。 
第 7 条は、「国有経済が支配的地位を占める、国民経済の命脈と国家の安全に関わる業界
及び法に基づき専業専売を行う業界に、国家はその事業者の合法的な事業活動を保護し、
かつ事業者の事業行為及びその商品と役務の価格について法に基づき監督と規制を実施し、
消費者の利益を保護し、技術の進歩を促進する。 
前項に定める業界の事業者は、法に基づき経営し、誠実に信義を守り、厳格に自らを律
し、社会公衆の監督を受けなければならず、その支配的地位又は専業専売の地位を利用し、
消費者の利益を損なってはならない。」と規定している。 
第 17 条は、「市場の支配的地位を有する事業者が次の各号に掲げる市場の支配的地位の
濫用行為に従事することを禁止する。 
（１）不公平な高価格で商品を販売し、又は不公平な低価格で商品を購入すること 
（２）正当な理由がなく、原価を下回る価格で商品を販売すること 
（３）正当な理由がなく、取引相手方との取引を拒絶すること 
（４）正当な理由がなく、取引相手方が自分とのみ取引すること、又は自分が指定する
事業者のみと取引することを制限すること 
（５）正当な理由がなく、商品を抱き合わせて販売し、又は取引時にその他の不合理な
取引条件を付け加えること 
（６）正当な理由がなく、条件の同じ取引相手方に対し、取引価格等の取引条件におい
て差別的な取扱をすること 
（７）国務院の反壟断法執行機関が認定するその他の市場の支配的地位を濫用する行為 
本法にいう市場の支配的地位とは、事業者が関連市場において、商品の価格、数量もし
くはその他の取引条件をコントロールすることができる、又はその他の事業者の関連市場
への参入を阻害し、もしくはそれに影響を及ぼす能力を有する市場の地位を指す。」と規定
している。 
第 47 条は、「事業者が本法の規定に違反し、市場の支配的地位を濫用した場合、反壟断
法執行機関が違法行為の停止を命じ、違法所得を没収し、かつ前年度の売上高の 100 分の 1
以上 100 分の 10 以下の罰金に処する。」 
以下において、立法解釈と学説の両方から、上記の条文が不可欠施設の開放と分離の規
                                                  
430 王晓晔主编『中华人民共和国反垄断法详解』（知识产权出版社、2008 年 1 月）53 页。 
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制と関連していること、あるいは上記の条文によって、反壟断法執行機関が不可欠施設を
持つ事業者にその施設を開放させる、あるいは他の事業からその施設を分離させることが
できることを確認しておきたい。 
まず、第 6 条について。 
全人代常務委員会の立法解釈により、次のように説明がなされている。 
「二、市場の支配的地位を有する事業者に対する本条の規定は、主として二つの内容が
含まれている。 
１、反壟断法は事業者の市場の支配的地位を取得することを禁止していない。（以下省略） 
２、反壟断法は事業者の市場の支配的地位を濫用し、競争を排除し制限することを禁止
する。」431 
市場の支配的地位を取得する方式について、次のように説明されている。 
「事業者が市場の支配的地位を取得するのは、実際において通常以下の方式による。 
（１）国家の許認可によって市場の支配的地位を取得する（方式）。ある特殊の製品、あ
るいは国民経済の命脈又は国民経済と人民の生活に関わる一定の業界と領域に対して、国
家は意図的に、それらの競争秩序に対し適正なコントロールを行い、国家の安全と社会公
共の安全を維持するため、少数の事業者のみに対して、これらの業界と領域への参入を認
める。これらの事業者は、国家の許認可によって、次第に市場の支配的地位を取得した。 
（２）規模の経済によって市場の支配的地位を取得する（方式）。一部資本集約型の産業
において、例えば電力、電気通信、鉄道等ネットワーク、パイプラインを通じて事業を行
う業界は、事業を開始するには大規模な固定資産の投入を必要とし、かつ投資サイクルが
長く、資金の回収が遅く、大量な資金の後援が必要で、規模の経済によってはじめてコス
トの低減ができる。これらの業界の特殊性があるからこそ、その事業者の数は多すぎては
いけなく、さもなければ資源の浪費をもたらす。上述した業界の事業者もその理由で市場
の支配的地位を取得したのである。 
（３）競争によって市場の支配的地位が生じる（方式）。激しい市場競争の中、事業者は、
コストの節約、経営の改善、技術の改良、自分の生産効率性の向上によって、市場のシェ
アを拡大し、そして最終的に市場の支配的地位を取得する。これは、自由競争の市場環境
において事業者が市場の支配的地位を取得する最もよくみられる方式である。 
事業者の市場の支配的地位を取得する方式から見ると、市場の支配的地位の発生は、ほ
とんど合法的な手段を通じて、国家の許認可に基づいてあるいは合法的な競争によるもの
である。したがって、反壟断法は市場の支配的地位そのものに対して規制しない。」432 
中国天然ガス産業の上流の探鉱開発生産分野、輸入分野、下流の都市ガス分野における
事業者は、参入規制の部分において既述のように、正に前記方式の（１）、そして、中流の
                                                  
431 全国人大常委会法制工作委员会经济法室编『中华人民共和国反垄断法条文说明、立法理
由及相关规定』（北京大学出版社、2007 年 9 月）20－21 页。 
432 同前掲注。 
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卸売輸送（貯蔵を含めて）分野における事業者も前記方式の（２）によって市場の支配的
地位を獲得しているのである。したがって、不可欠施設を持つ中流、又は下流の事業者は、
その支配的な地位を濫用した場合、規制の対象となるということができる。 
そして、その市場の支配的地位を濫用しているかどうかについて、同立法解釈は次のよ
うに説明している。 
「如何なる行為が『濫用』に該当するかについて、通常事業者の行為が市場の競争に対
する影響によって判断を行う。本法第 17 条は、事業者の市場の支配的地位の濫用行為に対
して、具体的な例を挙げている。」433 
したがって、引き続き第 17 条をみる必要はあるが、本条の役割あるいは意義について、
同立法解釈において次のように述べられている。 
「本条は、事業者が合法な手段で市場の支配的地位を取得することを認める一方、事業
者が市場の支配的地位を濫用し、競争を排除し制限することを禁止する。このような規定
は当面の我が国において大変大きな現実意義を持っている。つまり、本条は、反壟断法が
国有経済の国家安全と国民経済の命脈と関わる重要な業界と基幹産業に対するコントロー
ル力を強めるには不利である、又は国内企業を大きくし強くするには不利であるという
人々の心配を取り除くことができるだけではなく、市場の支配的地位を有する事業者に対
し注意を促す役割を果たし、その市場の支配的地位を濫用し、消費者及びその他の事業者
の合法な権利と利益を損なうことを防ぐことができる。」434 
また、中国社会科学院の王晓晔先生の第 6 条に対する解釈において、次のような論述が
ある。 
「反壟断法の二つの実体法規定である独占協定の禁止と事業者の集中規制に比べると、
我が国の『反壟断法』の「総則」が、「市場の支配的地位を有する事業者が、その市場の支
配的地位を濫用し、競争を排除し制限してはいけない」ことを強調していることは、立法
者が市場の支配的地位の濫用行為に対し重視していることを表している。」435 
前記の常務委員会の立法解釈と王晓晔先生の見解により、「総則」の部分にある第 6 条は、
前記三つの方式によって市場の支配的地位を取得した事業者に対し注意規定の側面がある
と思われる。 
 次に、第 7 条について。 
 前記立法解釈において、次のように説明されている。 
「本条は、我が国の現況に基づいて、国有経済が支配的地位を占める、国民経済の命脈
と国家の安全に関わる業界及び法に基づき専業専売を行う業界の事業者の行為に対する規
定である。我が国の社会主義市場経済の特徴と国民経済の健全で秩序のある発展の要求に
基づいて、国民経済の命脈と国家安全に関わる業界は、例えば送電線網、鉄道網、水・ガ
                                                  
433 同前掲注、22 页。 
434 同前掲注。 
435 王晓晔主编『中华人民共和国反垄断法详解』（知识产权出版社、2008 年 1 月）41 页。 
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ス・熱の供給パイプラインネットワーク、長距離石油ガスを輸送するパイプライン等のイ
ンフラが重複して建設し、複数の事業者による経営をすべきではなく、自然独占性を有す
る業界、及び法に基づき専業専売を行う業界、例えばタバコ産業、製塩産業等に対し、通
常国家が単独投資で設立する、あるいは支配株を持つ企業によって経営を行う。これらの
企業は数が多くなく、競争が不十分であるため、国家はその経営行為に対し規制する必要
がある。」436 
「反壟断法は、これらの企業を含めた事業者が市場の支配的地位を濫用し、恣意的に価
格を引き上げ、あるいは独占協定を結び、消費者の利益を損なうことを禁止し、かつ処罰
措置の規定をも設けた。」437 
第 6 条はすべての企業を規制の対象とする438のに対して、第 7 条は、明らかに、国有企
業、かつ特定な産業における国有企業を規制の対象としている。したがって、不可欠施設
を持つ国有天然ガス事業者は、第 6 条の適用対象となると同時に、第 7 条の適用対象とも
なるということができる。いうまでもなく、下流の都市ガス分野における国有企業以外の
事業者は市場の支配的地位を濫用した場合第 7 条ではなく、第 6 条の対象となる。 
そして、第 17 条の 1 項 1 号、3 号、7 号について。 
前記立法解釈において、前記 1 号、3 号、7 号について、それぞれ次のように説明されて
いる。 
「1、不公平な高価格で商品を販売し、又は不公平な低価格で商品を購入すること。それ
は、支配的地位を有する企業が平等互恵の原則に反し、その優位に基づいて、取引活動に
おいて、不公平な高価格で商品を販売し、又は不公平な低価格で商品を購入し、取引相手
の利益を損なうことを指す。」439 
「3、正当な理由がなく、取引相手方との取引を拒絶すること。即ち、取引を拒絶する行
為である。それは、製造業者が正当な理由がなく、購入業者、特に小売業者又は卸売業者
に対し商品の販売を拒絶する行為を指す。製造業者が供給を拒絶する行為によって、卸売
業者又は小売業者に対し自分が規定する価格等条件で商品を販売することを強制すること
ができ、それによって、当該商品の価格競争を制限し、その他の事業者の当該市場への参
入にも障害をもたらす。」440 
「7、国務院の反壟断法執行機関が認定するその他の市場の支配的地位を濫用する行為。
実践において状況が複雑であることに鑑みて、本条は、市場の支配的地位を濫用する行為
に対し具体的な例を挙げたと同時に、一般条項をも設けた。即ち、国務院反壟断法執行機
構に、本条が上げた以外のその他の行為が市場の支配的地位を濫用する行為に該当するか
                                                  
436 同前掲注、全国人大常委会法制工作委员会经济法室编 34 页。 
437 同前掲注。 
438 王晓晔主编『中华人民共和国反垄断法详解』（知识产权出版社、2008 年 1 月）41－43
页。 
439 同前掲注、全国人大常委会法制工作委员会经济法室编 101 页。 
440 同前掲注。 
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どうかを認定する権限を付与する。」441 
不可欠施設を持つ事業者は、不可欠施設に対し第三者からのアクセス要求があった場合
に、当該第三者に対して、アクセスを認めるが、しかし前記 1 号規定のように、不公平な
高価格で不可欠施設を提供し、それによって、上流あるいは下流市場において第三者を不
利な競争立場に置かせ、又はあまりにも高価格で受け入れられず実際に拒絶することと同
じようなことになるから、当該事業者の行為は市場の支配的地位の濫用に該当すると考え
られる。 
また、不可欠施設を持つ事業者は、前記 3 号規定のように、不可欠施設に対する第三者
のアクセス要求を拒絶した場合、当該事業者の行為は市場の支配的地位の濫用に該当する
と考えられる。同様な見解が商務部の解釈にもみられる。同解釈において、3 号について、
次のように説明している。「取引拒絶のもう一つ特殊な形態は、基礎施設へのアクセスを拒
絶することである。近年、電気通信、電力、天然ガス、鉄道、飛行機場等のネットワーク
あるいは基礎施設と関連する分野における規制が緩和されるにつれて、この分野において
支配的地位を占める事業者がこれらのネットワークあるいは基礎施設へのアクセス要求を
拒絶する行為が、非常に目立つ競争制限の問題となっている。各国の電気通信法、エネル
ギー法、独占禁止法等は続々と不公平なアクセス拒絶行為を市場の支配的地位の濫用行為
と認定する。」442 
特に、市場の支配的地位の濫用規制を担当する中国国家工商行政管理総局が 2011 年 1 月
7 日に公表した「工商行政管理機関の市場の支配的地位の濫用行為を禁止する規定」443は、
3 号規定によって、不可欠施設を持つ事業者の第三者アクセスに対する拒絶行為を規制の対
象としている。 
前記 7 号により、反壟断法執行機関である中国国家工商行政管理総局は、ある行為が市
場の支配的地位の濫用行為であるかどうかを認定する権限を持つので、同機関は、市場の
支配的地位の濫用規制をさらに明確にするため、2009 年 4 月 27 日と 2010 年 5 月 25 日二
度に渡って前記規定の意見募集稿を公表し、意見募集を行い444、そして、前記のように、
2011 年 1 月 7 日に前記規定を正式に公表した。同規定第四条において、前記 3 号に該当す
る行為について次のような具体例を挙げている。 
                                                  
441 同前掲注、102 页。 
442 商务部条法司编/尚明主编『《中华人民共和国反垄断法》理解与适用』（法律出版社、2007
年 10 月）118-119 页。 
443 国家工商总局反垄断与反不正当竞争执法局「工商行政管理机关禁止滥用市场支配地位行
为的规定」（2011 年 2 月 1 日より施行） 
http://www.saic.gov.cn/fldyfbzdjz/zcfg/zcfg/201101/t20110107_103379.html 
444 「《工商行政管理机关禁止滥用市场支配地位行为的规定（征求意见稿）》 对原《征求意
见稿》的修订」（金杜律师事务所、2010 年 8 月） 
http://www.kingandwood.com/article.aspx?id=SAIC-Releases-the-Second-Draft-of-the-R
egulation-on-the-Prohibition-of-the-Abuse-of-Dominant-Market-Positions&language=z
h-cn 
76 
 
「第四条 市場の支配的地位を有する事業者が正当な理由がなく、以下の方法で取引相
手と取引することを禁止する： 
（一）取引相手との現在取引数量を減少すること； 
（二）取引相手との現在取引を遅延・中止すること； 
（三）取引相手との新しい取引を拒絶すること； 
（四）制限的な条件をかけて、取引相手が自分と継続的に取引することを困難にさせる
こと； 
（五）取引相手が生産経営活動において合理的な条件で自分の不可欠施設を利用するこ
とを拒絶すること。 
前項（五）号を認定するに当たって、別途に当該施設を投資し建設する可能性、取引相
手が生産経営活動を効果的に行うために当該施設に依存する程度、当該事業者が当該施設
を提供する可能性及びそれによって自己の生産経営活動に対する影響等のファクターを総
合的に考慮しなければならない。」 
前記（五）号により、正当な理由がなく、不可欠施設を持つ事業者が第三者アクセスを
拒絶する行為は、前記 3 号の取引拒絶に該当することとなる。 
以上を要するに、第 6 条、7 条、第 17 条 1 項の 1 号、3 号、7 号は不可欠施設を濫用し
た事業者に対し規制可能なことが確認できると考えている445。 
最後に、第 47 条について。 
第 47 条は、前記のように、「事業者が本法の規定に違反し、市場の支配的地位を濫用し
た場合、反壟断法執行機関が違法行為の停止を命じ、違法所得を没収し、かつ前年度の売
上高の 100 分の 1 以上 100 分の 10 以下の罰金に処する。」と規定している。したがって、
不可欠施設を持つ事業者が当該施設に対する第三者のアクセスを正当な理由がなく拒絶す
る場合、市場の支配的地位の濫用行為に該当し、第 47 条により、国家工商行政管理総局が
当該事業者に、当該濫用行為を停止することが可能である。言い換えれば、国家工商行政
管理総局はこの場合において当該事業者に当該不可欠施設を開放することを命じることに
相当することが可能である。 
しかし、第 47 条により、国家工商行政管理総局は、不可欠施設を持つ事業者に、濫用行
為と認定した場合に、当該不可欠施設を分離させることができない。 
反壟断法において、分離措置は、違法な事業者集中のみに命じられる処罰措置で、その
他の違法行為に対しては適用できない446。したがって、不可欠施設の分離規制は現在の反
壟断法ではできない。 
 
 
                                                  
445 同様な見解として、王晓晔主编『中华人民共和国反垄断法详解』（知识产权出版社、2008
年 1 月）49 页。 
446 同前掲注、254 页。 
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第 5 章 規制の課題 
第 1 節 開放規制について 
（１）事業法において 
既述のように、現段階では事業法分野において不可欠施設の開放に関する規定はない。
しかし、これから制定しようとしている「天然ガス法」あるいは「石油天然ガス法」、又は
今制定される途上にありその母法である「エネルギー法」において、同規制についてどう
規定すべきなのかという問題がある。「天然ガス法」あるいは「石油天然ガス法」の草案が
まだできていないようであるが、「エネルギー法」の草案が 2007 年 12 月 4 日に公表されて
いる447。その公表された草案の第五章「エネルギー供給とサービス」において、次のよう
に規定されている。 
「第四十八条『エネルギー輸送パイプライン網施設開放』 
エネルギー輸送パイプライン網施設は資格のあるエネルギーユーザー及び取引主体に開
放しなければならならず、エネルギー輸送パイプライン網施設を経営する企業は法に従っ
て公平で、差別のないアクセスを受け入れ及び輸送サービスを提供しなければならない。 
エネルギー輸送パイプライン網につなぐ施設は、国あるいは業界の関連技術標準に合
致しなければならない。」。 
資格のあるエネルギーユーザー及び取引主体というのは自由化の対象となるエネルギ
ーユーザー及び取引主体のことである448。 
「第五十三条『エネルギー自然独占分野の規制』 
国務院エネルギー主管部門は他の関連部門と共同で法に従って自然独占性を有する電力、
石油、ガス等のエネルギー輸送パイプライン網の公平な開放、ユニバーサルサービス、消
費者権益の保護等に対して専門的な規制を行う。具体的な方法は国務院によって制定する。」 
そして、第十四章「法律責任」の第百二十七条において、「第百二十七条『特殊エネルギ
ー企業の責任：パイプライン網開放義務の保障』 
エネルギー輸送パイプライン網施設を経営する企業は、法律規定に違反し、公平でパイ
プライン網を開放する義務を履行しなければ、エネルギー主管部門によってその是正を命
じて、且つ一日につき当事者の経済損失額の二倍以上五倍以下の罰金を科す；犯罪を構成
した場合、法に従って刑事責任を追及する。」と規定されている。 
前記条文によると、エネルギー輸送パイプライン網施設、つまり本稿でいう不可欠施設
である中流の卸売輸送パイプライン網と下流の小売輸送パイプライン網は、すべて例外な
く技術標準に合致し自由化の対象となるエネルギーユーザー及び取引主体に開放しなけれ
ばならないということになると思われる。もちろん具体的な規制方法は、前記第五十三条
                                                  
447 「中华人民共和国能源法(征求意见稿)」（2007 年 12 月 4 日公表）  
http://www.law-lib.com/fzdt/newshtml/20/20071204085749.htm 
448 王明远「我国天然气输配管网经营准入制度研究」清华法学 2008 年第 6 期 145 页。 
何晓明/李晓东「试论我国天然气管网运营的政府监管体系和法律法规建设」国际石油经济
2009 年第 6 期 11 頁。 
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により、また別途の国務院の制定において、一定の条件の下で例外、あるいは適用免除を
認めるかもしれないが、少なくとも前記四十八条の規定の仕方は、本稿の序論の部分で述
べた競争基盤のソフト面とハード面という両方の整備を如何にバンランスよく推進するか
という本稿の視点から、問題があると思われる。つまり、例外なくすべての不可欠施設を
開放させると、場合によって、ソフト面の整備とハード面の整備とのバランスが取れなく
なり、競争基盤としてのハード面の整備に悪影響を及ぼし、ハード面の整備に「過少投資」
となる恐れがある。この問題を本稿の言い方でいうと、本稿の序論の部分において既述の
ように、つまり、このような自由化は「行過ぎた自由化」となりかねないということであ
る。したがって、本稿の視点から考えると、前記第四十八条において適用免除規定を設け
るべきであると考える。 
 
（２）反壟断法において 
 前記のように、反壟断法において、不可欠施設の開放に関する規制の展開が可能である
ことが確認できた。つまり、不可欠施設を持つ事業者が、正当な理由がなく、不可欠施設
の開放を拒絶する場合、当該行為は、反壟断法 6 条もしくは 7 条、又は 17 条 1 項の 1 号、
3 号、7 号のいずれの規定に違反し、反壟断法執行機関は、同法 47 条の規定により、当該
行為を停止することを命じること、あるいは当該施設を開放させることを命じることに相
当することができるというわけである。 
 同規制は、不可欠施設を前提に、「正当な理由がなく」と「取引を拒絶すること」を二つ
の要件としている。不可欠施設に対するアクセスを拒絶することが「取引を拒絶すること」
に該当しうることは既述した通りであるが、不可欠施設を開放させるべきかどうかを考え
るにあたって、その「正当な理由」の範囲、また、その範囲の合理性について、前記と同
様に、競争基盤のソフト面とハード面という両方の整備を如何にバンランスよく推進する
かという本稿の視点から検討する必要がある。 
 反壟断法において不可欠施設の開放に関する規制は、即ち欧米で展開されてきた「不可
欠施設理論（essential facilities doctrine）」というものである。欧米の同理論について、前
記商務部と王晓晔先生等の反壟断法の条文解釈書等においても紹介されている449。例えば、
王晓晔先生の『王晓晔論反壟断法』の著書において、MCI/AT&T 事件450において裁判所が
判示した四つの「不可欠施設理論」の適用要件について、具体的に論述されている。その
                                                  
449 王晓晔著『王晓晔论反垄断法』（社会科学文献出版社、2010 年 5 月）202-205 页； 
尚明著『对企业滥用市场支配地位的反垄断法规制』（法律出版社、2007 年 3 月）192-193
页； 
时建中主编『反垄断法—法典释评与学理探源—』（中国人民大学出版社、2008年 2月）215-219
页； 
王晓晔主编『中华人民共和国反垄断法详解』（知识产权出版社、2008 年 1 月）46-49 页； 
商务部条法司编/尚明主编『《中华人民共和国反垄断法》理解与适用』（法律出版社、2007 年
10 月）118-120 页。 
450 MCI Communications Corp. v. AT&T Co., 708 F. 2d 1081 (7th Cir. 1983) 
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四つの適用要件とは、つまり、1、独占企業が不可欠施設を支配していること、2、競争者
が同様な施設を重複して建設することができないこと、3、競争者の不可欠施設の利用が拒
絶されていること、4、競争者に不可欠施設を利用させることが現実に可能であること451。
前記条文解釈書等において同理論の反壟断法における展開が支持されている452。ただ、中
国の国情に照らしてその適用の具体的な要件、あるいは前記「正当な理由」についてまだ
十分な検討がなされていないようである。 
 反壟断法において、「正当な理由」について具体的な説明がない。前記全人代常務委員会
の立法解釈においても具体的な説明がない。これに対して、前記国家工商行政管理総局が
公表した規定において、前記のように、「前項（五）号を認定するに当たって」、①「別途
に当該施設を投資し建設する可能性」、②「取引相手が生産経営活動を効果的に行うために
当該施設に依存する程度」、③「当該事業者が当該施設を提供する可能性」及び④「それに
よって自己の生産経営活動に対する影響」「等のファクターを総合的に考慮しなければなら
ない。」と説明されている453。これは、実際上「正当な理由」を具体化したものであると解
釈されている454。しかし、繰り返しになるが本稿の関心事であるハード面面での競争基盤
の整備にどういう影響を及ぼすかという点については前記「正当な理由」において考慮さ
れていないようである。したがって、本稿の視点からすると、「正当な理由」において、前
記①－④以外に、⑤ハード面面での競争基盤の整備にどういう影響を及ぼすのかあるいは
「施設への投資、インフラの整備に対する影響」という内容を追加すべきではないかと考
える。 
 
第 2 節 分離規制について 
前記のように、事業法と反壟断法にはともに、不可欠施設の分離に関する規制と関連す
る規定はない。かつ、前記「エネルギー法」草案においても分離規定はない。ここから、
中国が分離規制に対して開放規制より慎重であることが、ある程度読み取ることができる。
しかし、全く分離規制がないと、ソフト面面での競争基盤の整備にはまた問題が出てくる。
つまり、上流分野あるいは下流分野において公正な競争の展開が期待できるのかという問
題である。この問題は、繰り返しになるが、前記と同様に、本稿の言い方でいうと、ある
                                                  
451 王晓晔著『王晓晔论反垄断法』（社会科学文献出版社、2010 年 5 月）202-204 页。 
452 王晓晔主编『中华人民共和国反垄断法详解』（知识产权出版社、2008 年 1 月）49 页； 
同前掲注、时建中主编、219 页。 
453 国家工商总局反垄断与反不正当竞争执法局「工商行政管理机关禁止滥用市场支配地位行
为的规定」（2011 年 2 月 1 日より施行） 
http://www.saic.gov.cn/fldyfbzdjz/zcfg/zcfg/201101/t20110107_103379.html 
454 「《工商行政管理机关禁止滥用市场支配地位行为的规定（征求意见稿）》 对原《征求意
见稿》的修订」（金杜律师事务所、2010 年 8 月） 
http://www.kingandwood.com/article.aspx?id=SAIC-Releases-the-Second-Draft-of-the-R
egulation-on-the-Prohibition-of-the-Abuse-of-Dominant-Market-Positions&language=z
h-cn 
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いは本稿序論の 3 の部分において述べたように、つまり、このような自由化は「不十分な
自由化」となりかねないということである。したがって、本稿の視点からすると、前記「エ
ネルギー法」において、適用免除付で分離規制を設けるべきであって、また反壟断法にお
いて分離規制もできるように今後の法の改正を期待したいと考える。 
 
第 3 節 適用免除要件の具体化 
 開放規制と分離規制の適用免除の要件の具体化は本稿の一つの最後に辿り着きたいとこ
ろでもある。そこで、以下では、まず中国において適用免除を支持するいくつかの先行研
究を紹介し、そして、筆者自分なりの段階的な見解を述べる。 
  
（１）適用免除支持論 
まず、前記の国家発展改革委員会経済体制と管理研究所と「中国石油天然ガス産業規制
体系研究」プロジェクトグチームの共同報告において、適用免除について、次のように述
べられている。「パイプライン網の投資額が巨大で、回収期間も比較的に長いため、大部分
の国において、国が投資する、あるいは国と私人が共同で投資する発展モデルを採用する。
商業運営のモデルを採用する場合、通常投資者に一定の優遇を与える。そのうち、主要な
ものとしては、パイプライン網が建設され、または生産が開始された一定の期間において、
第三者アクセスに開放する強制的な条項を履行することを要求しない、あるいは一体化し
た天然ガス会社に輸送業務と供給業務の分離を要求しない。適用免除期間の長さは、パイ
プライン投資の大きさによって決められ、天然ガスのインフラの整備の程度にもよって決
められ、通常規制機関がパイプライン投資者の意見を聴取した上で決められ、且つ許可書
の条項の中に記載される。」455 
期間限定で適用免除を与えることがポイントである。 
次に、中国石油大学の羅東坤先生の見解である。同先生は欧米の経験を参考に中国の天
然ガス法の制定に対して、四つの見解を提出した。その四番目の見解において、次のよう
に述べられている。 
「4、インフラ建設を促進するためとインフラの整備が遅れた地域に対する例外 
 中国の天然ガス産業は現在発展の段階にあり、大量なインフラの建設が必要である。
資源の対外依存が増加するにつれて、需要を満たすため LNG 基地の建設も必要となる。リ
スクを低減し、資本を誘致するため、天然ガスの貯蔵、輸送と LNG 基地等のインフラの建
設と運営に対して、一定の期間において独占経営を実施する必要がある。そのほか、天然
ガス法の制定に当たって、天然ガス産業の発展を必要とする発展の遅れた地域における天
然ガス事業者に対し、例外を認めるべきである。」456 
                                                  
455 国家发展和改革委员会经济体制与管理研究所等『中国石油天然气行业监管体系研究』（石
油工业出版社、2007 年 11 月）43 页。 
456 罗东坤「借鉴欧美经验制定中国天然气法律」天然气工业 2007 年第 1 期 139 页。 
81 
 
要するに、インフラの建設を促進する必要のある場合と発展の遅れた地域に対して、期
間限定で例外あるいは適用免除を認めるべきであるという主張である。 
最後に、清華大学の王明遠先生の見解である。同先生は欧米の経験を参考にした上で、
中国の天然ガスの輸送パイプライン網の開放と分離に関する規制制度の設立について、六
つの見解を示した。同見解の五番目と六番目において、次のように述べられている。 
「その五、段階に分けて第三者アクセス制度を実施する。インフラ投資を奨励する必要
性から考えると、我が国において目下まず協議による第三者アクセス制度を実施すべきで、
パイプライン輸送企業に目安となる輸送価格と協議の手順を公開させる。次に、経理制度
において輸送業務の会計を分離させ、総合ガス会社の各種業務の会計を別々に記帳させる
べきである。」457 
「その六、状況によって異なる政策をとる。ガス源が既に、あるいは間もなく多元化し、
市場構造が既に、あるいは間もなく競争的となる東部等の地域に対して、第三者アクセス
制度を実施すべきであると同時に、全国的な規制体制を設立する経験を取るために、地域
の規制機関の設立も考えるべきである。インフラの整備がある程度できて、ガス源の間の
競争が足りない地域に対して、輸送システムの運営効率を向上することとガス源間の競争
を促進することを目標とすべきである。その他まだ発展し始めたばかりの地域に対して、
優遇政策と長期的な制度の設立によって、インフラ建設への投資を促進すべきであり、か
つ天然ガスとサービスの価格に対し厳格に規制すべきである。」458 
 要するに、全国一律で強制的な不可欠施設の開放または分離制度を導入するのではなく
て、地域によって発展の程度によって段階的に導入すべきであるということである。 
 
（２）私見 
以上の見解を纏めると、インフラの整備を促進するため、不可欠施設の開放と分離規制
の適用免除を認めるべきであり、その適用免除を認める要件として、①インフラの整備を
促進すべき地域あるいはインフラの整備ができていない地域であって、②一定の期間に限
るということであろう。 
インフラは資源と市場をつなぐ橋であって、インフラの整備なしでは、天然ガス産業の
発展があり得ない459だけではなく、卸売と小売の輸送分野以外の競争分野に競争を導入し
ようとしてもインフラができていない以上は、描いた餅で飢えをしのぐ如く、不可能なこ
とである。中国の天然ガス産業の発展段階は、いくつの専門家の意見によると、まだ「発
展期」にある。それらの意見において、中国の天然ガス産業の発展段階は三つの時期に分
けられ、1949 年から 2004 年までを「起動期」、2005 年から 2030 年までを「発展期」、2031
                                                  
457 王明远「我国天然气输配管网经营准入制度研究」清华法学 2008 年第 6 期 146 页。 
458 同前掲注。 
459 李伟「欧洲天然气管网发展对我国天然气管网规划的启示」国际石油经济 2009 年第 6 期
45 页。 
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年から 2050 年までを「成熟期」とされている460。したがって、発展期にある中国の天然ガ
ス産業において、インフラの整備を促進するために、地域によって、期間限定で適用免除
を認めるという前記の見解を賛同する。他方において、インフラの整備を促進すべきであ
るからといって、すべて安易に適用免除を認めるとすると、また「不十分な自由化」とな
りかねない。したがって、私見によれば、前記適用免除要件①と②のほか、③適用免除が
なければ当該インフラの建設の見込みがないというもう一つネガティブな要件を追加すべ
きであると考える。それは、インフラの建設を促進するには、適用免除以外にも、その他
の非競争制限的あるいは非競争排除的な方法があれば、それを優先すべきであると考える
からである。例えば、輸送価格を高めに設定することを政府のインフラ建設の許認可にお
いて認めることによってインフラの投資にインセンティブを付与し、インフラの整備を促
進する方法もあり得る461。そうすると、ハード面とソフト面という二つの競争基盤の整備
はバランスよく同時に促進することができる。 
そのほか、前記見解は、インフラの整備状況を前提に適用免除を考えているが、適用免
除を考えるべきもう一つのケースがあると思われる。それは安定供給の視点から新しい資
源を開拓する場合である。 
天然ガス産業は上中下流が一貫することで発展する産業であって、上流のガス源がなけ
れば、中下流のパイプライン等のインフラの建設の必要もなく、下流の市場の開発も始ま
らない。他方、下流の市場がなければ、中下流のインフラの建設及び上流ガス源の開発の
根拠もない462。したがって、新しいガス源、特に大規模なガス田を開拓する場合、下流市
場を確保する必要な場合がある。その下流市場を確保する方法として、パイプライン等の
インフラの開放と分離を適用免除することがある。ある専門家の意見によると、安定供給
を確保する一番いい方法はエネルギー供給企業を産業の全分野に参加させることである463。
またほかの専門家の意見によると、資源開拓において、競争力の強い企業はほとんど上中
下流一体化した総合企業であって464、前世紀 80 年代まで、石油天然ガス企業は多くの場合
効率性を追求するが、現在の戦略のポイントは資源の調達にあり、特に海外の資源の調達
において、規模の小さな企業は競争の優位がなく、外国政府は小さな企業を相手にもしな
いので、大企業を育てる必要がある465。要するに、新しい資源を開拓する場合、上中下流
一貫して垂直統合な大規模の企業の方が有利であるということである。私見によれば、新
                                                  
460 吴音等「浅谈我国天然气工业的协调发展」石油规划设计第 17 卷第 2 期 2006 年 3 月 1
页。 
张祁「美国天然气行业发展的经验及启示」国际石油经济 2009 年第 6 期 25 页。 
刘小丽「中国天然气市场发展现状与特点」天然气工业 2010 年第 7 期 2 页。 
461 同前掲注、何晓明/李晓东、12 頁。 
462 同前掲注、吴音等、4 页。 
463 王志强「 “独立管道公司”萌动」中国投資 2007 年 12 月 57 页。 
464 陈守海「我国油气工业上游准入政策研究」商场现代化 2008 年 4 月（上旬刊）351 页。 
465 「徐博：石油市场已进入资源争夺的大企业时代」（中国能源網、2010 年 11 月 26 日） 
http://www.china5e.com/show.php?contentid=141230 
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しい資源を開拓するにあたって、下流市場の確保が必要な場合に限って一定期間限定で適
用免除を認める。かつ、そのためには、「適用免除」がなければ、当該資源開拓の見込みが
ないという場合でなければならない。 
 以上を要するに、競争なしの「第一世代モデル」の公益事業モデルから競争ありの「第
二世代モデル」の公益事業モデルへ、そして「第二世代モデル」の下で、その自由化段階
はまた、行為規制としての不可欠施設の開放規制が象徴するような「第 1 段階改革」から
構造規制としての不可欠施設の分離規制が象徴するような「第 2 段階改革」へと変わって
いくことは、本稿の最初の部分において既述のように、世界的な規制の流れである。不可
欠施設の開放と分離規制を推進していくことは世界の潮流と合致することである。他方に
おいて、各国の発展段階、資源の配布の状況により、例外として適用免除を認めて、段階
的に実施していく必要な場合もあると考えられる。本稿は、自由化を推進するための必要
なソフト面面での競争基盤の整備とハード面面での競争基盤の整備をバランスよく同時に
推進しなければならないという視点から、不可欠施設の開放と分離規制というソフト面の
整備が、インフラの整備というハード面の整備に影響を及ぼし、「行過ぎた自由化」となる
ような場合に例外として適用免除を考えるべきであると同時に、安易に例外を認め、適用
免除を与えることによる「不十分な自由化」となることをも防ぐべきであるために、事業
法と反壟断法の両分野において、中国の事情と中国の学者、専門家の意見を総合的に勘案
した上で、事業法における適用免除の具体的な要件、また反壟断法における「正当な理由」
の具体的な内容についてそれぞれ検討してみた。 
 それらを纏めると、まず、事業法において、適用免除の要件としては、①インフラの整
備を促進すべき地域あるいはインフラの整備ができていない地域であること、または、新
しい資源を開拓する場合であること、②一定の期間に限ること、③適用免除がなければ当
該インフラの建設あるいは資源の開発の見込みがないことという三点である。次に、反壟
断法において、市場の支配的地位の濫用規制として不可欠施設を開放させるに当たって考
慮される「正当な理由」の具体的な内容について、①別途に当該施設を投資し建設する可
能性、②取引相手が生産経営活動を効果的に行うために当該施設に依存する程度、③当該
事業者が当該施設を提供する可能性及び、④それによって自己の生産経営活動に対する影
響のほか、⑤ハード面面での競争基盤の整備にどういう影響を及ぼすのかあるいは「施設
への投資、インフラの整備に対する影響」という内容を追加すべきであると考える。 
 
第三部 日本の経験 
第 6 章 日本天然ガス事業の概観 
第 1 節 天然ガス事業の政策位置付け 
天然ガス事業の政策位置付けは、「エネルギー基本計画」466から確認することができる。
                                                  
466 「エネルギー基本計画」（2010 年 6 月 18 日閣議決定）
http://www.meti.go.jp/committee/summary/0004657/energy.pdf 
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「エネルギー基本計画」とは、エネルギー政策の基本的な方向性を示すために、「エネルギ
ー政策基本法」467第 12 条第 1 項に基づき政府が策定するものである。最初に策定されたの
が 2003 年 10 月であるが、前記同法同条 5 項により、「政府は、エネルギーをめぐる情勢の
変化を勘案し、及びエネルギーに関する施策の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも三
年ごとに、エネルギー基本計画に検討を加え、必要があると認めるときには、これを変更
しなければならない。」と定められているため、2010 年 6 月に 2 回目の改定が行われた468。
したがって、2010 年 6 月 18 日の閣議決定469で成立した同改定は 2010 年 12 月現在では最
新のものである。 
2011 年 3 月 11 日東日本大震災による原発事故を受けて、現行エネルギー基本計画の 3
回目の見直しが検討されているところである。新しい基本計画を策定するための意見を聴
取する場として、総合資源エネルギー調査会に基本問題委員会が設置され、2011 年 10 月
から議論が開始されている470。2012 年春頃には、望ましいエネルギーミックスの選択肢が
提示され、同年夏を目途に新しいエネルギー基本計画が策定されるというような予定とな
っている471。業界紙エネルギーフォーラムの報道により、「関係者によると、2030 年時点
で電源構成に占める原子力の比率を 10 年現在の 29%から 23%に引き下げる一方、天然ガ
ス火力を 29%から 33%へと拡大させる案が政府部内で議論されているという。現行計画の
30 年比率は原子力 53%、天然ガス 13%。今後の検討過程で、多少なりの数値の増減はある
にせよ、脱原発依存を背景に『天然ガスシフト』が大幅に加速するのは間違いない」とさ
れている472。したがって、以下のように、その基本となる現行基本計画におけるガスの政
策位置付を検討することは依然として意義のあることである。 
現行基本計画の第 2 章（2030 年に目指すべき姿と政策の方向性）第 2 節（エネルギー源
のベストミックスの確保）の 2（化石燃料）の（2）（天然ガス）の部分において、天然ガス
について、「（2）天然ガス 化石燃料の中で最も CO2 排出が少なく、世界に比較的広く分
散して賦存し、シェールガスなど新規供給源も立ち上がってきていることを踏まえると、
                                                  
467 「エネルギー政策基本法」（平成 14（2002）年 6 月 14 日法律第 71 号）
http://hourei.hounavi.jp/hourei/H14/H14HO071.php 
468 「新たなエネルギー基本計画の策定について」（経済産業省、平成 22（2010）年 6 月
18 日）http://www.meti.go.jp/committee/summary/0004657/energy.html 
469 「エネルギー政策基本法」12 条 3 項により、「経済産業大臣は、関係行政機関の長の意
見を聴くとともに、総合資源エネルギー調査会の意見を聴いて、エネルギー基本計画の案
を作成し、閣議の決定を求めなければならない。」となっているためである。また、同条 4
項は、「経済産業大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、エネルギー基本計
画を、速やかに、国会に報告するとともに、公表しなければならない」と規定している。 
470 資源エネルギー庁総合資源エネルギー調査会総会基本問題委員会 
http://www.enecho.meti.go.jp/info/committee/kihonmondai/index.htm 
471 資源エネルギー庁「新しいエネルギー基本計画に向けたご意見を募集します」 
http://www.enecho.meti.go.jp/info/committee/kihonmondai/ikenbosyu.htm 
472 レポート「ガスシフトで問われる『日本』のための業界構造改革」エネルギーフォーラ
ム 2012 年 1 月号 30 頁。 
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今後、低炭素社会の早期実現に向けて重要なエネルギー源である。上流権益獲得による安
定供給確保や産業部門の燃料転換、コージェネレーション利用、燃料電池の技術開発の促
進と内外への普及拡大など、天然ガスシフトを推進すべきである。」とされている473。この
ように、同計画は、天然ガスを「低炭素社会の早期実現に向けて重要なエネルギー源であ
る」と位置付け、そして、「天然ガスシフト」という政策の方向を明確に示している474。 
2010 年 6 月の基本計画の改定の背景については、3 点475を重視したと同計画において説
明されている。その 3 点を次のように概略することができる。 
第 1 に、日本の資源エネルギーの安定供給に係る内外の制約が一層深刻化していること
である。アジアを中心に世界のエネルギー需要は急増を続けており、資源権益確保を巡る
国際競争は熾烈化している。日本の国内エネルギー市場の縮小が見込まれる中、資源獲得
力の相対的低下への懸念や国内の最終消費者にいたるエネルギーサプライチェーンをいか
に維持するかという課題が生じつつある。 
第 2 に、地球温暖化問題の解決に向け、エネルギー政策に関するより強力かつ包括的な
対応への内外からの要請が高まっていることである。2008 年から京都議定書に基づく第一
                                                  
473 「エネルギー基本計画」（2010 年 6 月 18 日閣議決定）11 頁。 
474 天然ガスが「低炭素社会の早期実現に向けて重要なエネルギー源である」という位置付
けについては、資料により、エネルギー基本計画案の作成 を担当する経済産業省が 2010
年 3 月に発表した前記最新計画の 1 次案において、天然ガスを「ブリッジエネルギー」と
表現し、低炭素社会が実現するまでの「つなぎのエネルギー」と位置付けていたが、2 次案
においてその表現がなくなって、その理由は、「シェールガス」をはじめとした非在来型天
然ガス全体の資源量は在来型天然ガスの 5 倍以上、石炭の約 2 倍にも及ぶ巨大な規模であ
り、現在世界中で探査や開発技術の研究が進められていて、いち早く開発・生産を進めた
米国では、国内天然ガス生産量の 5 割弱を非在来型が占めるに至って、世界では低炭素に
向けての「本命」のエネルギーとして天然ガスは扱われているからであると指摘されてい
る。（業界ウォッチャー「天然ガスシフトの必要性」エネルギーフォーラム 2010 年 6 月号
92 頁。） 
また、「天然ガスシフト」について、ある見解によると、「今回の計画では『天然ガスシ
フトを推進すべきである』との強いメッセージが打ち出された。背景には、米国発の『シ
ェールガス革命』によって、膨大な潜在需要のある『非在来型天然ガス』の低コスト開発
が急速に進展していることがある。天然ガスの供給力が劇的に高まり、世界中で天然ガス
シフトが加速し始めているのだ。また、民主党政権が掲げる『2020 年までに温室効果ガス
を 1990 年比 25%削減する』という中期目標を見据え、『低コストでスピーディーに CO2
削減が可能なエネルギー』として天然ガスの価値が改めて評価されたことも大きな要因だ。」
とされている（エネルギー業界人「国を挙げて『天然ガス新時代』に対応を」エネルギー
フォーラム 2010 年 6 月号 92 頁）。また別の見解により、「天然ガス利用こそ温暖化対策の
現実解だ」とされている 。同見解により、「現在、太陽光発電などの再生可能エネルギー
が脚光を浴びていますが、安定性やコストなどの問題を考えると、温暖化対策の現実解と
して位置付けるのは難しいと思います。少なくとも、中期的には化石エネルギーの中で最
も環境性に優れた天然ガスの高効率・高度利用が現実的な施策です。そういう意味では、
天然ガスをベースにしつつ、再生エネルギーを組み合わせるベストミックスが大事だと思
います。」（安井香一「天然ガス利用こそ温暖化対策の現実解だ！」エネルギーフォーラム
2010 年 7 月号 70 頁）。 
475 「エネルギー基本計画」（2010 年 6 月 18 日閣議決定）2-3 頁。 
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約束期間が開始された。また、2009 年 9 月の国連気候変動首脳会合において、日本は、す
べての主要国による公平かつ実効性ある国際的枠組みの構築及び意欲的な目標の合意を前
提として 1990 年比 2020 年までに温室効果ガスを 25%削減することを表明した。これらの
目標を達成するために、日本のエネルギーの需給構造を低炭素型のものに変化していく必
要がある。 
第 3 に、エネルギー・環境分野に対して、経済成長の牽引役としての役割が強く求めら
れるようになったことである。2008 年のリーマンショックを契機に世界経済は歴史的な大
不況に直面し、各国は産業構造・成長戦略の再構築を迫られている。多くの国が、エネル
ギー・環境関連の技術や製品の開発・普及により新たな市場や雇用を獲得することを国家
戦略の基軸としつつある。原子力、スマートグリッド、省エネ技術などの分野では各国政
府の積極的関与の下、世界規模での市場争奪戦が既に激烈なものとなっている。日本では
2009 年 12 月に閣議決定した「新成長戦略（基本方針）」476においても、この分野の強みを
活かして「環境・エネルギー大国」を目指すこととしている。 
以上の背景を踏まえて、同計画において、2030 年に向けて以下の数字目標が掲げられて
いる477。 
１、エネルギー安全保障を抜本的に強化するため、エネルギー自給率（一次エネルギー
国内供給のうち、再生可能エネルギーを含めた国産エネルギーと准国産エネルギーである
原子力発電の占める割合、現状 18%）及び化石燃料の自主開発比率（輸入と国産を含めて
日本に供給される化石燃料のうち、日本企業が参画する国内外の自主開発権益からの取引
量の占める割合、現状 26%）をそれぞれ倍増させ、これらにより、自主エネルギー比率（一
次エネルギー国内供給のうち、国産・准国産エネルギーと自主開発による輸入エネルギー
の加算の占める割合、現状約 38%）を約 70%とする。 
2、電源構成に占めるゼロ・エミッション電源（原子力及び再生可能エネルギー由来）の
比率（現状 34%）を約 70%（2020 年には約 50%以上）とする。 
3、「暮らし」（家庭部門）のエネルギー消費から発生する CO2を半減させる。 
4、産業部門では、世界最高のエネルギー利用効率の維持・強化を図る。 
5、日本に優位性があり、かつ今後も市場拡大が見込まれるエネルギー関連の製品・シス
テムの国際市場において、日本企業群が最高水準のシェアを維持・獲得する。 
上記目標を実現するための具体的な取り組みとして、天然ガスあるいは天然ガス事業と
関連する部分について、同計画の第 3 章（目標の実現のための取り組み）において明記さ
                                                  
476 同基本方針は「成長戦略策定会議」で「肉付け」された後、「新成長戦略」として、「エ
ネルギー基本計画」と同じ日に、2010 年 6 月 18 日の閣議決定で公表されている。
http://www.kantei.go.jp/jp/sinseichousenryaku/ 
「新成長戦略 ～「元気な日本」復活のシナリオ～」（平成 22（2010）年 6 月 18 日 閣議決
定）http://www.kantei.go.jp/jp/sinseichousenryaku/sinseichou01.pdf 
477 「エネルギー基本計画」（2010 年 6 月 18 日閣議決定）9 頁。 
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れている478。主な内容としては、①LNG 上流開発の推進、②ガスインフラ整備の拡大、③
産業部門における天然ガスの燃料転換・高度利用という 3 点である。 
基本計画において明記された前記の取組をさらに具体化するため、2010 年 7 月に経済産
業省において設置された「低炭素社会におけるガス事業のあり方に関する検討会」479にお
いて現在具体的な検討が進められている。同検討会は、2009 年 11 月に設置された経済産
業省内部のプロジェクトチーム「次世代エネルギー・社会システム協議会」の下に置かれ
た「低炭素社会におけるガス事業のあり方に関する研究会」を発展的に改組したものであ
る480。2010 年 12 月段階では既に 2 回の検討が行われた。また、前記②と③の取組に対し
                                                  
478 具体的には、次のようである。 
まず、同章第 1 節（資源確保・安定供給強化への総合的取り組み）の（2）（具体的な取
り組み）において、「天然ガスについては、世界に先んじて LNG 事業に取り組んできた我
が国企業の『強み』を最大限活かしつつ、上流から下流までの LNG 事業関連企業が連携し
て上流開発を推進するような取組を図る。」 とされている（同前掲注、16 頁）。 
それから、同章第 2 節（自立的かつ環境調和的なエネルギー供給構造の実現）の 1（再生
可能エネルギーの導入拡大）の（2）（具体的な取り組み）の（ウ）（バイオガスの利用拡大）
において、「エネルギー供給構造高度化法を活用したガス事業者へのバイオガス利用目標を
設定する。」 とされ（同前掲注、26 頁）、そして同節の 4（電力・ガスの供給システムの強
化）の（1）（目指すべき姿）において、「ガスについては、天然ガスへの燃料転換の加速、
低廉かつ安定的な天然ガスの供給を拡大するため、ガスインフラネットワークの拡大、連
携強化を目指す。」 とされ（同前掲注、36-37 頁）、そして引き続き（2）（具体的な取り組
み）の④（ガスの供給ネットワークの強化）において、「供給安定性の向上や燃料転換に資
するガス導管網等に係る投資インセンティブの付与、関係行政機関の連携による投資促進
環境の整備、ガスの託送供給制度の改善等によるガス導管網等の第三者利用の促進、パイ
プラインの相互連結の促進等を図る。」 とされている（同前掲注、38 頁）。 
最後に、同章第 3 節（低炭素型成長を可能とするエネルギー需要構造の実現）の 2（個別
の対策）の（7）（天然ガス利用の促進（主に産業部門対策））の①（目指すべき姿）におい
て、「石油・石炭系のボイラー及び工業炉について天然ガスへの燃料転換を促進する。これ
により、2020 年までに燃料消費に占めるガス比率（現状約 10%）の 5 割以上の増加、2030 
年までに燃料消費に占めるガス比率の倍増を目指す。また、天然ガスコージェネレーショ
ンの導入促進を図り、2020 年までに現状から 5 割以上の増加（計 800 万 kW）、2030 年
までに倍増（計 1,100 万 kW）させることを目指す。」 とされ（同前掲注、45-46 頁）、そ
して引き続き②（具体的取組）において、「産業用・業務用の需要家において、より省エネ・
省 CO2 効果の高い天然ガスボイラーや天然ガス工業炉等の導入を促進するため、省エネ法
による取組を推進するとともに、必要な支援を図る。また、熱需要に対するエネルギー供
給の効率化を図るため、高効率コージェネレーションの導入促進を図る。特に、年間を通
じて高負荷運転ができ効率の高い産業用大規模コージェネレーションや、高い省エネ効果
が期待される面的な熱の有効利用に資するコージェネレーションの導入を促進する。さら
に、天然ガスへの燃料転換の加速、低廉かつ安定的な天然ガスの供給を拡大するため、ガ
ス供給網の拡大、連携強化を目指す。」 とされている（同前掲注、46 頁）。 
479 「低炭素社会におけるガス事業のあり方に関する検討会」（経済産業省、2010 年 7 月設
置）http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/k_9.html#meti0004587 
480 ガス市場整備課「『低炭素社会におけるガス事業のあり方に関する検討会』の設置につ
いて」（経済産業省、2010 年 7 月）1 頁。
http://www.meti.go.jp/committee/materials2/downloadfiles/g100728a03j.pdf 
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て、同検討会の下で、さらに「ガスのインフラ整備に関するワーキンググループ」と「天
然ガスの燃料転換・高度利用に関するワーキンググループ」という二つのワーキンググル
ープが設置され、それぞれ具体的な検討が進められている481。 
天然ガス事業の政策位置付けを把握するには、もう一つの議論を参考すべきである。そ
れとは、総合資源エネルギー調査会「都市熱エネルギー部会」482が 2009 年 7 月 15 日に公
表した「低炭素社会におけるガス事業のあり方について」という政策提言483である。同提
言は、総合資源エネルギー調査会の意見の一部として、エネルギー基本法 12 条 3 項の規定
により、経済産業省において前記エネルギー基本計画改定案の作成に当たって既に参考さ
れ、基本的に最新計画に反映されているが、同提言は、2050 年に向けたシナリオであって、
かつエネルギー全般ではなく、ガス事業のみを対象としたので、前記の 2030 年に向けてエ
ネルギー全般を対象とした基本計画に比べると、天然ガスあるいは天然ガス事業と関連す
る部分についてはより具体的説明がなされているので、基本計画における天然ガスの政策
位置付けについて一層の理解を得るには有益であると考える次第である。そのほか、基本
計画に反映された部分について、後に設立された前記の「低炭素社会におけるガス事業の
あり方に関する検討会」において前述のように具体的な検討が行われている。 
政策提言の具体的な内容をここでは紹介できないが、同提言の政策の基本的な方向性に
ついての説明のみを引用することに留まる。同提言第 3 章（ガス事業の中長期シナリオ）
の 1（低炭素社会に向けた基本的な方向性（2050 年に向けた中長期シナリオ））において、
次のように述べられている。 
「既述のとおり、天然ガスは環境性・供給安定性に優れた有用なエネルギーである。今
後、我が国のガス事業は、エネルギーの安定供給及び地球温暖化への対応という２つの柱
を核に、基本的な方向性（2050 年に向けた中長期シナリオ）を描いていく必要がある。 
エネルギーの安定供給という観点からは、現状を踏まえつつ過度に一つの供給源・供給
手段に依存しない、エネルギーの多様化を進めていくことが重要である。このため、エネ
ルギー全体においては、天然ガスも他の各エネルギー源とのベストミックスを図ることが
必要である。その上で、ガス事業においては、前章で述べた様々なメリットを有する重要
なエネルギーである天然ガスの高度利用を図りつつその安定供給に努めなければならない。
また、地球温暖化への対応という観点からは、中長期をにらんだ低炭素社会への円滑な移
行の担い手として天然ガスを位置付けることが必要である。ガス事業が以上に述べた点を
                                                  
481 「ガスのインフラ整備に関するワーキンググループ」と「天然ガスの燃料転換・高度利
用に関するワーキンググループ」（経済産業省、2010 年 10 月設置）
http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/k_9.html#meti0004587 
482 「都市熱エネルギー部会」というのは、ガス事業及び熱供給に関する総合的かつ長期的
な施策のあり方について調査審議を行う審議会であって、ガス事業制度の改革の議論もこ
の審議会で行われる。http://www.meti.go.jp/report/committee/data/g_commi08_07.html 
483 「総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会政策提言「低炭素社会におけるガス
事業のあり方について」」（経済産業省、2009 年 7 月 15 日）
http://www.meti.go.jp/report/data/g90715fj.html 
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実行に移すに当たっては、これまでに整備されている天然ガスパイプライン等の基盤イン
フラを可能な限り有効活用しつつ、さらに段階を踏んでこれらを整備していくことが重要
である。 
以上を踏まえ、将来の低炭素社会を実現するため、我が国のガス事業は天然ガスの一層
の高度利用により以下の展開を図ることが必要である。こうした事業展開を通じて、新た
な総合エネルギーサービス事業へと展開していくことが望まれる。その際、様々なユーザ
ーにとって、多様な選択肢が得られるよう考慮することが重要である。 
① 分散型エネルギーシステムの展開 
② 水素エネルギー社会の構築に向けた貢献 
③ 産業部門における天然ガスの高度利用（省エネ・省 CO2） 
④ 再生可能エネルギー等の導入」484。 
 
第 2 節 日本の天然ガス事業構造の特徴及び参入価格規制の現状 
一、上流分野において 
上流分野というのは、国内の天然ガスの開発生産分野と海外から天然ガスの輸入分野と
の二つであると考えられる。 
まず、国内開発生産分野について。 
①事業構造の特徴 
日本の国内天然ガス資源が少ない。国内で供給されている天然ガスのほとんどは LNG の
形態で海外から輸入されている。この点は、上流分野における日本天然ガス事業構造の一
つ大きな特徴である。2010 年度の「エネルギー白書」の公表した数字により、2008 年度日
本国内で供給された天然ガスの内、主に新潟県、千葉県、北海道及び秋田県等485で産出さ
れている国産天然ガスの供給量は LNG に換算すると 271 万トンで、全体の 3.6%に過ぎな
く、その以外の供給は全部輸入 LNG であって、その輸入量は 7,211 万トンで、全体の 96.4%
を占めている486。 
②参入価格規制 
国内の天然ガスの開発生産分野への参入は、鉱業権との関係で、「鉱業法」487の規制対象
                                                  
484 「低炭素社会におけるガス事業のあり方について」（経済産業省、2009 年 7 月 15 日）6
頁。http://www.meti.go.jp/report/downloadfiles/g90715f01j.pdf 
485 「天然ガスの地域分布・日本の主なガス田」（財団法人天然ガス導入促進センター）
http://www.naturalgas.jp/antei/bunpu.html 
2008 年の年間生産量は約 37 億立方メートルで、その内、新潟県は 71.6%、千葉県は 12.5%、
秋田県は 0.8%、その他は 15.1%をそれぞれ占めている。 
486 「平成 21 年度エネルギーに関する年次報告」（エネルギー白書 2010）（PDF）第二部
171-172 頁（資源エネルギー庁、2010 年 6 月）。
http://www.enecho.meti.go.jp/topics/hakusho/index.htm 
487 「鉱業法」（昭和 25 年 12 月 20 日法律第 289 号） 
http://hourei.hounavi.jp/hourei/S25/S25HO289.php 
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となるが、鉱業権を取得するには特別の資格要件を設けず、日本国民又は日本国法人であ
る限り（同法 17 条）、先願主義の原則（同法 27 条）により、平等に鉱業に参加しうる機会
が与えられている488。参入規制はない。井戸元価格への規制もない489。価格規制がないた
め、下流分野の自由化により自由化された市場分野への参入が可能となり、かつ活発な参
入が見られる。資料により、2009 年度、新規参入者による「大口供給」（後の三の部分で説
明する自由化の対象である）は、全体の 29 社 245 件の内、国産ガス事業者による参入は 3
社 24 件があり、その内国際石油開発帝石が 15 件、石油資源開発が 8 件、合同資源産業が
1 件であった490。 
次に、LNG 輸入分野について。 
①事業構造の特徴 
LNG による輸入は、ガス生産地における液化設備や輸送用の専用タンカー、国内の受入
基地等の多額の設備投資が必要であるため、背後に大量な需要集積を必要とし、そのため、
LNG による輸入は大規模な発電需要を有する電力会社や大都市圏の大手「一般ガス事業者」
（後の三の部分で説明する小売事業者である）の共同購入から始まった491。最初の共同購
入は1969年11月に東京電力と東京ガスによる米国アラスカからのLNG輸入であった492。
それ以来、LNG の輸入量は年々増加しており、2008 年度では世界の LNG 輸入量の約 40%
を占めており、日本は世界最大の LNG 輸入国である493。日本国内一次エネルギー供給にお
いて LNG の占める割合は、2008 年度で石油の 44%、石炭の 21%の次、約 17%を占めてお
り、原子力の 10%よりも大きく、重要なエネルギー源となっている494。2008 年の輸入先495
は、インドネシア、マレーシア、オーストラリア等のアジア大洋州地域がその 75.5％を占
めており、中東依存度は 24.5%で、同時期の石油の 87.8%と比べ相対的に低く、地域的に
                                                  
488 「鉱業法及び鉱業権の概要」（経済産業省北海道経済産業局）
http://www.hkd.meti.go.jp/hoknk/info_kougyo/01.htm 
489 藤原淳一郎『エネルギー法研究―政府規制の法と政策を中心に―』（日本評論社、2010
年 3 月）211 頁。 
490 資源エネルギー庁電力・ガス事業部「我が国のガス事業を巡る最近の動向」（2010 年 7
月 28 日）29 頁。
http://www.meti.go.jp/committee/materials2/downloadfiles/g100728a07j.pdf 
491 井手秀樹ほか「日本のガス産業：構造と変革」植草益編『日本の産業システム① エネ
ルギー産業の変革』（NTT 出版、2004 年 1 月）212 頁。 
492 井手秀樹ほか「さらなるガス産業改革の方向と課題」植草益編『日本の産業システム① 
エネルギー産業の変革』（NTT 出版、2004 年 1 月）261 頁。 
493 「日本の LNG（液化天然ガス）輸入状況」（財団法人天然ガス導入促進センター）
http://www.naturalgas.jp/antei/LNGimp.html 
494 「総合資源エネルギー調査会総合部会基本計画委員会（第 1 回会合）-配付資料」（2010
年 2 月 9 日）：資料 3 「昨今のエネルギー政策を巡る情勢と我が国の課題について」の資料
3 （2）29 頁。http://www.meti.go.jp/committee/materials2/data/g100209aj.html  
495 「日本の LNG（液化天然ガス）プロジェクト」（財団法人天然ガス導入促進センター）
http://www.naturalgas.jp/antei/LNGproj.html 
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分散している496。輸入された LNG の多くは電力会社の購入で、主として火力発電所の燃料
として使用されている497。2008 年度その 6 割は発電用で、4 割は都市ガスの使用である498。
LNG の導入の当初は、大規模な発電需要を有する電力会社や大都市圏の大手一般ガス事業
者が共同で LNG 基地を建設し利用することが多かったが、具体例としては、東京電力と東
京ガスが共同建設し利用する根岸基地、関西電力と大阪ガスが共同建設し利用する泉北第 2
基地、中部電力と東邦ガスが共同建設し利用する知多共同基地等がある。その後、LNG 製
造技術の開発・確立により規模の小さな LNG 基地の建設が可能になった。具体的には、1990
年代半ばからは広島、鹿児島、清水、仙台等の地方中核都市で、一般ガス事業者が比較的
規模の小さな LNG 基地を単独で建設し所有するようになってきた499。2009 年度 LNG の
輸入業者は 18 社があり500、稼働中の LNG 受入基地は 27 箇所がある501。現在計画・建設
中の LNG 基地は 9 箇所がある502。 
上流分野において、エネルギー安定供給の視点から、化石燃料の自主開発比率あるいは
自主エネルギー比率が重視されている。前記「エネルギー基本計画」により、既述のよう
に、2010年 6月現在、日本の化石燃料の自主開発比率と自主エネルギー比率はそれぞれ 26%
と 38%であり、2030 年まで前者を倍増させ後者を 70%に引き上げる計画である503。同計画
において、「天然ガスについては、世界に先じて LNG 事業に取り組んできた我が国企業の
『強み』を最大限活かしつつ、上流から下流までの LNG 事業関連企業が連携して上流開発
                                                  
496 「平成 21 年度エネルギーに関する年次報告」（エネルギー白書 2010）（PDF）第二部
170-172 頁（資源エネルギー庁、2010 年 6 月）。
http://www.enecho.meti.go.jp/topics/hakusho/index.htm 
497 井手秀樹ほか「さらなるガス産業改革の方向と課題」植草益編『日本の産業システム① 
エネルギー産業の変革』（NTT 出版、2004 年 1 月）260 頁。 
498 「平成 21 年度エネルギーに関する年次報告」（エネルギー白書 2010）（PDF）第二部
172 頁（資源エネルギー庁、2010 年 6 月）。
http://www.enecho.meti.go.jp/topics/hakusho/index.htm 
499 井手秀樹ほか「さらなるガス産業改革の方向と課題」植草益編『日本の産業システム① 
エネルギー産業の変革』（NTT 出版、2004 年 1 月）278 頁。 
500 「総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会政策提言「低炭素社会におけるガス
事業のあり方について」（2009 年 7 月 15 日）
（http://www.meti.go.jp/report/data/g90715fj.html）：参考資料
（http://www.meti.go.jp/report/downloadfiles/g90715f02j.pdf）10 頁。その 18 社とは、東
京電力、東京ガス、大阪ガス、関西電力、中部電力、九州電力、東邦ガス、新日本製鉄、
広島ガス、日本ガス、東北電力、中国電力、静岡ガス、西部ガス、仙台市ガス局、石油資
源開発、三菱商事、伊藤忠商事である。 
501 「世界の LNG 液化基地・日本の LNG 受入基地」（財団法人天然ガス導入促進センター）
http://www.naturalgas.jp/antei/LNGbase.html 
502 「第１回低炭素社会におけるガス事業のあり方に関する検討会-配付資料」（経済産業省、
2010 年 7 月 28 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials2/data/g100728aj.html）：
資料 7 「世界の天然ガス・ガス事業の現状」（PDF）18 頁
（http://www.meti.go.jp/committee/materials2/data/g100728aj.html）。 
503 同前掲注、「エネルギー基本計画」（2010 年 6 月 18 日閣議決定）9 頁。 
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を推進するような取組を図る。」とされている504。天然ガスの安定調達、競争力のある調達
が訴えられている505。 
②参入価格規制 
LNG 輸入分野における参入・価格規制はない。 
 
二、中流分野において 
中流分野というのは、卸売分野と卸売天然ガスを輸送する卸売輸送分野、又はそれと関
連する貯蔵分野である。 
まず、卸売分野について。 
①事業構造の特徴 
経済産業構造審議会新成長政策部会競争環境整備小委員会エネルギー・ワーキンググル
ープの 2006 年の調査結果により、2005 年度卸売市場の供給事業者は全部 29 社があって、
その内天然ガスを自己調達できる卸売供給事業者が 26 社（その内、LNG 輸入事業者 16 社
506、国産天然ガス事業者 11 社507）、その他の卸売供給事業者が 3 社508であった509。また、
2007 年の総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会制度改革評価小委員会の調査に
より、2006 年度自社又は導管、ローリー、貨車、内航船によって天然ガス（LNG）を調達
している一般ガス事業者は 165 事業者で、すべての一般ガス事業者の約 8 割を占めた510。
日本では、一般ガス事業者が、石炭・石油時代から、ガス製造に始まり最終需要家への販
売までの 3層を垂直統合的に担うのは極めて一般的なことであり、特にLNG時代になって、
LNG 基地を有する大手事業者は、輸入、生産（気化）、輸送、販売（卸売と小売）を垂直
                                                  
504 同前掲注、16 頁。 
505 「第１回低炭素社会におけるガス事業のあり方に関する検討会-配付資料」（経済産業省、
2010 年 7 月 28 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials2/data/g100728aj.html）：
資料 7 「世界の天然ガス・ガス事業の現状」（PDF）33 頁
（http://www.meti.go.jp/committee/materials2/data/g100728aj.html）。 
506 そのうち、都市ガス会社 8 社（東京、大阪、東邦、西部、静岡、広島、仙台、日本）、
電力会社 6 社（東北、東京、中部、関西、中国、九州）、その他 2 社（石油資源開発、新日
本製鉄）。 
507 それらは帝国石油、石油資源開発、中央鉱業、日本海洋石油資源開発、ジャパンエナジ
ー石油開発、関東天然瓦斯開発、合同資源産業、日本天然ガス、旭硝子、依勢化学工業、
東洋興産ライフである。 
508 それらは新日本石油、岩谷産業、山陰酸素工業である。 
509 「産業構造審議会新成長政策部会競争環境整備小委員会エネルギー・ワーキンググルー
プ（第４回）配布資料-配付資料」（経済産業省、2006 年 6 月 19 日）
（http://www.meti.go.jp/committee/materials/g60627aj.html）：資料 3-5「天然ガス卸売市
場の競争評価」（PDF）52 頁
（http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g60627a07j.pdf）。 
510 「総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会（第８回）-配付資料」（資源エネル
ギー庁、2008 年 4 月 25 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials/g80617cj.html）：
資料 3-4「 制度改革評価小委員会報告書参考資料集 資料 3-4 （1）」（PDF）31 頁）31 頁
（http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80617c06j.pdf）。 
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統合的に経営することが一般的なことである511。垂直統合経営は日本ガス事業構造の一つ
大きな特徴である。 
②参入価格規制 
卸売分野における参入と価格規制は現在存在していない512。つまり、上流分野と同じ自
由化されている分野であって、非規制分野である。 
次に、卸売輸送分野について。 
①事業構造の特徴 
卸売輸送分野において、卸売輸送に必要な幹線パイプライン（網）は日本において未整
備なことも一つ大きな特徴である。これまで、日本のガス事業者は、供給区域及びその近
傍においてガス需要の見通しを立てた上で、投資回収・料金への影響などを踏まえながら、
LNG 基地やまたそれを中心に導管を敷設しインフラを進めてきた（これを「部分最適整備」
という）結果、民生用の需要が密集するエリア近傍でのインフラ整備が進み、主要大都市
間や LNG 基地間において産業用熱多消費エリアでのインフラが未整備となっている513。地
域間を結ぶ長距離パイプラインとしては、国産ガス生産者である帝国石油が所有する新潟
と東京を結ぶパイプラインと、同じく国産ガス生産者である石油資源開発が所有する新潟
と仙台を結ぶパイプラインが存在するのみである。一般ガス事業者のパイプラインは供給
エリア内の輸送・配給用に使用され、電力事業者のパイプラインは LNG 基地と天然ガス火
力発電所の連結用に使用されている。ローリー、貨車、内航船等による LNG 輸送が行われ
ているのは、国内幹線パイプライン（網）が未整備な日本独自の現象である514。資料によ
り、一般ガス事業者のうち 6 割近くの者は他のガス事業者とガス導管が連結されているも
のの、4 割以上（42.2％）の者は連結されなく、特に需要家数 5 千個以下の中小ガス事業者
の中、7 割以上（72.3％）の者がローリー等から LNG を受け入れ、サテライト供給を実施
                                                  
511 藤原淳一郎『エネルギー法研究―政府規制の法と政策を中心に―』（日本評論社、2010
年 3 月）211 頁。 
512 平成 15（2003）年ガス事業法改正によって、一般ガス事業者と卸供給事業者による卸
供給に対する届出制が改正前に成立した供給契約に対し 3 年間の経過措置（平成 19（2008）
年 3 月 31 日まで）付で廃止された。同前掲注、総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギ
ー部会（第８回）-配付資料」（資源エネルギー庁、2008 年 4 月 25 日）
（http://www.meti.go.jp/committee/materials/g80617cj.html）：資料 3-4「 制度改革評価
小委員会報告書参考資料集 資料 3-4 （1）」（PDF）31 頁）34 頁
（http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80617c06j.pdf）。 
513 「低炭素社会におけるガス事業のあり方に関する検討会・ガスのインフラ整備に関する
ワーキンググループ（第 1 回）‐配付資料」（資源エネルギー庁、2010 年 10 月 12 日）
（http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy/gas_infra/001_haifu.html）：資料 5
エネルギー庁ガス市場整備課「ガスインフラ整備の現状と課題」（資源エネルギー庁ガス市
場整備課）（PDF）12 頁
（http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy/gas_infra/001_05_00.pdf） 
514 井手秀樹ほか「さらなるガス産業改革の方向と課題」植草益編『日本の産業システム① 
エネルギー産業の変革』（NTT 出版、2004 年 1 月）279 頁。 
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している515。2006 年度時点では、一般ガス事業者の高圧導管敷設延長は 1,941 キロメート
ルで、ガス導管事業者の高圧導管敷設延長は 2,341 キロメートルである516。国土面積当り
の幹線パイプラインの延長距離を欧州と比べ、2010 年度の資料により、日本はスペインの
半分、イギリスの 3 分の 1、フランスの 6 分の 1、イタリアの 11 分の 1、ドイツの 19 分の
1 である517。 
②供給約款による託送 
導管による託送分野は、「ガス事業法」518において経済産業大臣の認可した託送供給約款
によることとされている。 
ガス事業法は、一般ガス事業者とガス導管事業者の参入を規制すると同時に、同法 22 条
と 37 条の 8 において、両者に対してそれぞれ「託送供給」義務を課している。且つ、ガス
事業法平成 15（2003）年改正で「託送供給」の義務化の対象は小売から卸売に拡大された
ため519、卸売の「託送供給」規制は、小売の「託送供給」のそれと同じである。したがっ
て、卸売の「託送供給」規制についても、後の下流分野において説明する。 
最後に、貯蔵分野について。 
①事業構造の特徴 
貯蔵分野については、日本国内では油ガス田の地下貯蔵可能能力の総計が約 265 億立方
メートルにものぼるが、実際に利用されているのは新潟での小規模な地下貯蔵設備のみに
留まっている520。 
②参入価格規制 
                                                  
515 「低炭素社会におけるガス事業のあり方に関する検討会・ガスのインフラ整備に関する
ワーキンググループ（第 1 回）‐配付資料」（資源エネルギー庁、2010 年 10 月 12 日）
（http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy/gas_infra/001_haifu.html）：資料 5
エネルギー庁ガス市場整備課「ガスインフラ整備の現状と課題」（資源エネルギー庁ガス市
場整備課）（PDF）10 頁
（http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy/gas_infra/001_05_00.pdf） 
516 「総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会（第８回）-配付資料」（資源エネル
ギー庁、2008 年 4 月 25 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials/g80617cj.html）：
資料 3-4「 制度改革評価小委員会報告書参考資料集 資料 3-4 （1）」（PDF）28 頁
（http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80617c06j.pdf）。 
517 「低炭素社会におけるガス事業のあり方に関する検討会・ガスのインフラ整備に関する
ワーキンググループ（第 1 回）‐配付資料」（資源エネルギー庁、2010 年 10 月 12 日）
（http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy/gas_infra/001_haifu.html）：資料 6
「我が国の天然ガスパイプラインの未来像」（みずほコーポレート銀行産業調査部）（PDF）
4 頁（http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy/gas_infra/001_06_00.pdf）。 
518 「ガス事業法」（昭和 29 年 3 月 31 日法律第 51 号）
http://hourei.hounavi.jp/hourei/S29/S29HO051.php#10000000000040000000000000000
00000000000000000000000000000000000000000000000000 
519 経済産業省資源エネルギー庁ガス市場整備課ほか編集『ガス事業法の解説』（ぎょうせ
い、平成 16 年 12 月）78 頁。 
520 井手秀樹ほか「さらなるガス産業改革の方向と課題」植草益編『日本の産業システム① 
エネルギー産業の変革』（NTT 出版、2004 年 1 月）280 頁。 
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貯蔵分野に関する参入と価格規制はない。 
 
三、下流分野において 
下流分野というのは、小売分野と小売ガスを輸送する小売輸送分野という二つの分野で
ある。下流分野はガス事業法の主な規制対象分野である。 
まず、小売分野について。 
①事業構造の特徴 
小売分野において、事業者数が多く、事業者間の格差が大きく、小売価格特に内々格差
が大きいと指摘されている。2008 年 3 月時点で都市ガス事業とも言われる一般ガス事業者
は 212 社、需要者件数は約 2,838 万件、2008 年度のガス販売量は 326 億立方メートルであ
る521。別の資料により、一般ガス事業者のうち、大手 4 社（東京ガス、大阪ガス、東邦ガ
ス、西部ガス）の需要家数、売上高及び販売量は全体の約 7 割を占めており、資本金 1 億
円以下の中小事業者は約半分を占めており、1 社当たりの売上高を比較すると、大手 4 社の
平均は 6000 億円、資本金 1 億円未満の 92 社の中小企業者は平均約 10 億円である522。小
売価格の内々格差は、2006 年 8 月時点で 2.8 倍もある523。このような状況に対し、「ガス
業界はどうなるのか。まず地方都市ガス会社も含めた約 200 社存在する現在の都市ガス業
界体制は、間違いなく見直しを余儀なくされるだろう。・・・これまで、200 社の都市ガス
事業体制が存続した要因はさまざまあるが、ひとつには、事業法に守られた公益事業ゆえ
にという見方もある」524という指摘がある。 
そのほか、平成 7（1995）年の小売自由化開始以降、ガス市場における新規参入の事業
者数、供給量シェアはともに増加してきて、2009 年末時点で一般ガス事業者以外の新規参
入による「ガス導管事業者」、「大口ガス事業者」は 29 社であって、全大口供給量の約 13.5%
の供給を提供している525。 
                                                  
521 これに対し、簡易ガス事業者と PL ガス販売事業者は、それぞれの事業者数が 1,601 社
と 23,893 社、需要家件数が約 150 万件と約 2,600 万件、ガス販売量が 2 億立方メートルと
88 億立方メートルである。ガスの販売量では、天然ガスの方が多いが、需要者件数では、
天然ガスの利用を中心とした都市ガス事業と石油系の LP ガスの利用を中心とした簡易ガ
ス事業及び LP ガス販売事業が、おおよそそれぞれ国内の半数の需要家に供給している構造
になっている。「ガス事業制度の現状について」（経済産業省資源エネルギー庁ホームペー
ジ）。http://www.enecho.meti.go.jp/gasHP/genjo/index.html 
522 「第１回低炭素社会におけるガス事業のあり方に関する検討会-配付資料」（経済産業省、
2010 年 7 月 28 日）http://www.meti.go.jp/committee/materials2/data/g100728aj.html：
資料 6「 我が国のガス事業を巡る最近の動向」（資源エネルギー庁電力ガス事業部）（PDF）
20 頁（http://www.meti.go.jp/committee/materials2/downloadfiles/g100728a07j.pdf）。 
523 「総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会（第８回）-配付資料」（資源エネル
ギー庁、2008 年 4 月 25 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials/g80617cj.html）
資料 3-3 「制度改革評価小委員会報告書」（PDF）4 頁。
http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80617c05j.pdf 
524 「エネルギー業界の再編を予測する」エネルギーフォーラム 2010 年 4 月号 34 頁。 
525 「第１回低炭素社会におけるガス事業のあり方に関する検討会-配付資料」（経済産業省、
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②参入価格規制 
日本の小売分野は、自由化された分野（非規制分野）と自由化されなくガス事業法によ
る参入や価格規制を受けている分野（規制分野）に分けられている526。自由化された分野、
あるいは自由化された範囲は、ガス事業法の改正と「ガス事業法施行規則」527の改定によ
り、拡大されてきた。最近の改正である 2006 年の第 4 次ガス事業法改正によって、2007
年 4 月より、改正当時全需要量の半分以上（約 59%）を占める年間契約数量 10 万立方メー
トル以上（ガス事業法施行規則 3 条に明記されている）の小売分野（「大口需要」あるいは
「大口供給」）は自由化の分野となった528。自由化された分野において、原則として供給業
者と大口需要者と自由な価格で契約を結ぶことが可能になっている。 
自由化された分野を含めて、小売分野の事業形態は主として四つがあり、その四つとは、
「一般ガス事業」、「簡易ガス事業」、「ガス導管事業」と「大口ガス事業」である529。ガス
事業法 2 条 10 項は、「この法律において『ガス事業』とは、一般ガス事業、簡易ガス事業、
ガス導管事業及び大口ガス事業をいう。」と規定している。したがって、この四つの事業形
態は、ガス事業法の規制対象となっている。且つこの四つの事業形態は、同法 2 条 1 項か
ら 9 項までの規定において定義されている。それらの規定により、各事業形態は次のよう
である。 
「一般ガス事業」というのは、一般の需要に応じ導管によりガスを供給する事業であっ
て、簡易ガス事業を除くものである（1 項）。この事業に従事するものは「一般ガス事業者」
であって、且つ 3 条の規定による経済産業大臣の許可を受けたものである（2 項）。 
「簡易ガス事業」というのは、一般の需要に応じ、政令で定める簡易なガス発生設備に
おいてガスを発生させ、導管によりこれを供給する事業であって、一の団地内におけるガ
スの供給地点の数が 70 以上のものである（3 項）。 この事業に従事するものは「簡易ガス
事業者」であって、且つ 37 条の 2 の規定による経済産業大臣の許可を受けたものである（4
項）。 
「ガス導管事業」というのは、自らが維持し、及び運用する特定導管（経済産業省令で
定める規模以上の供給能力を有する導管）によりガスの供給（他の業者に対する大口供給
                                                                                                                                                  
2010 年 7 月 28 日）http://www.meti.go.jp/committee/materials2/data/g100728aj.html：
資料 6「 我が国のガス事業を巡る最近の動向」（資源エネルギー庁電力ガス事業部）（PDF）
21、28 頁（http://www.meti.go.jp/committee/materials2/downloadfiles/g100728a07j.pdf）。 
526 「ガス事業制度の現状について」（経済産業省資源エネルギー庁ホームページ）
http://www.enecho.meti.go.jp/gasHP/genjo/index.html 
527 「ガス事業法施行規則」（昭和 45 年 10 月 9 日通商産業省令第 97 号）
http://hourei.hounavi.jp/hourei/S45/S45F03801000097.php 
528 「ガス事業制度の現状について」（経済産業省資源エネルギー庁ホームページ）
http://www.enecho.meti.go.jp/gasHP/genjo/index.html 
「ガス事業法施行規則」（昭和 45 年 10 月 9 日通商産業省令第 97 号）3 条（大口供給）。
http://hourei.hounavi.jp/hourei/S45/S45F03801000097.php 
529 ガス事業法 2 条各号を参照。 
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に限る）を行う事業であって、一般ガス事業と簡易ガス事業を除くものである（5 項）。そ
の事業に従事する事業者は「ガス導管事業者」であって、且つ、37 条の 7 の 2 の第 1 項の
規定による経済産業大臣への届出をしたものである（6 項）。 
「大口ガス事業」というのは、大口供給を行う事業であって、一般ガス事業、簡易ガス
事業、導管ガス事業を除くものである（8 項）。同事業に従事するものは「大口事業者」で
あって、かつ第 37 条の 9 の第 1 項の規定による経済産業大臣への届出をしたものである（9
項）。 
「大口供給」というのは、ガスの使用者の一定数量以上の需要に応じて行う導管による
ガスの供給であって、経済産業省令で定める要件に該当するものである（7 項）。 
以上のように、ガス事業法において、天然ガスを利用する本稿の研究対象である「一般
ガス事業者」は一般ガス事業分野に参入するには許可制とされ、「ガス導管事業者」と「大
口ガス事業者」はそれぞれの事業分野に参入するには届出制とされている。したがって、
参入の許可を必要とする「一般ガス事業」分野は独占分野となっている。同分野において、
ガス事業法は、一般ガス事業者に、供給区域での独占供給を認める一方、その独占的経営
に伴う弊害を取り除くため、供給義務を課し、原則として、認可を受けた料金（原則、総
括原価主義に基づく）その他の供給条件（供給約款）での供給を義務付けている。一般ガ
ス事業者の一般需要に対する供給義務及び供給約款での供給義務はそれぞれ「ガス事業法」
16 条と 17 条において規定されている。 
これに対して、参入の届出を必要とする「ガス導管事業」分野と「大口ガス事業」分野
は、原則として自由化の分野となっているが、「ガス導管事業」分野に参入するには、一般
ガス事業者による参入の場合、ガス事業法 22 条の 5 の第 4 項の基準、ガス導管事業者によ
る参入の場合、同法 37 条の 7 の 2 の第 4 項の基準を、そして、「大口ガス事業」分野に参
入するには、一般ガス事業者による参入の場合、同法 23 条第 3 項の基準、導管ガス事業者
による参入の場合、同法 37 条の 7 の 3 の第 3 項の基準、及び一般ガス事業者とガス導管事
業者以外の者による参入の場合、準用とされる導管ガス事業者による参入の場合の基準を、
それぞれ満たさなければならない。満たさない場合、経済産業大臣はそれらの参入を変更
又は中止命令を発動することができるとなっている。前記各基準の中心はいわゆる「二重
道管規制」530というものである。例えば、一般ガス事業者による「ガス導管事業」分野へ
の参入の場合、前記ガス事業法 22 条の 5 の第 4 項において、「経済産業大臣は、前項の場
合において、第一項の規定による届出に係る特定導管をガス導管事業の用に供することが
前項に規定する他の一般ガス事業者の供給区域内のガスの使用者の利益を阻害するおそれ
がないと認めるときは、同項に規定する期間を短縮することができる。」と規定されている。
                                                  
530 「総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会（第８回）-配付資料」（資源エネル
ギー庁、2008 年 4 月 25 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials/g80617cj.html）：
資料 3-4「 制度改革評価小委員会報告書参考資料集 資料 3-4 （1）」（PDF）100 頁
（http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80617c06j.pdf）。 
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同項における「他の一般ガス事業者の供給区域内のガスの使用者の利益を阻害するおそれ
がない」というものは、二重道管規制であって、他の一般ガス事業者の既存導管網の有効
利用を図る観点から規定されたものである531。 
一般ガス事業は、独占事業とされるため、独占的な経営権を一般ガス事業者に与えるか
わりに、一般ガス事業者に対し供給の義務（ガス事業法 16 条）を課し、価格の規制（同法
17 条）をかける。価格規制について、具体的には、ガス事業法 17 条 1 項において、一般
ガス事業者が、ガスの料金その他の供給条件について、供給約款を定め、経済産業大臣の
認可を受けなければならないと規定されている。また、同条 3 項において、ガスの料金を
引き下げる場合には、変更後の供給約款は経済産業大臣への届出でよいとされている。さ
らに、同法 20 条において、一般ガス事業者は前記の認可を受けた供給約款又は前記届出を
した供給約款以外の供給条件により、その独占事業分野における一般の需要に応じガスを
供給してはならないとされている。 
自由化の対象となった「大口供給」を事業の対象とする「ガス導管事業」と「大口ガス
事業」の小売価格に対する規制はない。したがって、前記の参入規制をクリアすれば、供
給業者と大口需要者とは、自由な価格で契約を結ぶことができることになっている。 
次に、小売輸送分野について。 
①事業構造の特徴 
小売輸送サービスを提供できるのは小売輸送パイプライン（網）を持つ「一般ガス事業
者」と「ガス導管事業者」である。2009 年度、一般ガス事業者数は 211 社で、ガス導管事
業者数は 18 社である532。同年度、小売輸送となった一般ガス事業者、ガス導管事業者と大
口ガス事業者の小売販売量はそれぞれ 307.6 億立方メートル、19.7 億立方メートルと 8.3
億立方メートルである533。かつ一般ガス事業者の供給区域は日本の国土の約 5.5%しかカバ
ーしていない534。 
②参入価格規制 
小売輸送分野には、二つの場合がある。一つには、パイプラインを持つ小売事業者が自
分のガスを小売輸送する場合（自己小売輸送）であって、もう一つは、他の事業者（新規
                                                  
531 経済産業省資源エネルギー庁ガス市場整備課ほか編集『ガス事業法の解説』（ぎょうせ
い、平成 16 年 12 月）96 頁。 
532 「ガス導管事業について」（経済産業省資源エネルギー庁） 
http://www.enecho.meti.go.jp/gasHP/genjo/jiyuka/dokan/index.html 
「平成 21 年 4 月１日現在託送供給約款を制定している事業者の一覧」 
http://www.enecho.meti.go.jp/gasHP/genjo/jiyuka/dokan/200904gyousya.pdf 
533 「第１回低炭素社会におけるガス事業のあり方に関する検討会-配付資料」（経済産業省、
2010 年 7 月 28 日）http://www.meti.go.jp/committee/materials2/data/g100728aj.html：
資料 6「 我が国のガス事業を巡る最近の動向」（資源エネルギー庁電力ガス事業部）（PDF）
23 頁（http://www.meti.go.jp/committee/materials2/downloadfiles/g100728a07j.pdf）。 
534 同前掲注、22 頁。 
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参入者）のガスを小売輸送する場合（非自己小売輸送）である。「託送供給」義務は、「非
自己小売輸送」と、卸売ガスを輸送する場合の「非自己卸売輸送」という二つの場合のみ
に適用される535。したがって、小売輸送分野の価格規制は、二つの場合に分けられている。
「自己小売輸送」の場合、その小売輸送価格は小売価格に組み込まれている。この場合に
おいて、小売価格規制を受ければ、小売輸送価格規制も受ける。かつ小売価格規制に組み
込まれている。一般ガス事業者の自己小売輸送の場合はこの例である。小売輸送価格規制
を受けない場合は、ガス導管事業者の自己小売輸送の場合である。これに対して、新規参
入者のための「非自己小売輸送」の場合、ガス事業法において、一般ガス事業者とガス導
管事業者のみに対して、小売輸送価格は規制されている。この場合の規定は他人の卸売ガ
スを輸送する場合（非自己卸売輸送）にも適用されている536。具体的な条文規定として、
一般ガス事業者の場合、ガス事業法 22 条 1 項前段は、「一般ガス事業者は、託送供給に係
る料金その他の供給条件について、経済産業省令で定めるところにより、託送供給約款を
定め、経済産業省令で定めるところにより、経済産業大臣に届け出なければならない。」と
規定されている。この 22 条の規定は同法 37 条の 8 の規定によって、ガス導管事業者にも
準用されている。2009 年度 4 月時点で、「託送供給」約款を制定した一般ガス事業者数と
ガス導管事業者数はそれぞれ 74 社と 6 社がある537。2008 年度の小売託送（非自己小売輸
送）の実績は 51 件 7.16 億立方メートルで、卸売託送（非自己卸売輸送）の実績は 21 件 9.82
億立方メートルである538。 
小売託送又は卸売託送価格規制は、自由化された分野における新規参入事業者と既存事
業者との平等な競争の条件を保証するためのものであって、競争を導入し促進するための
必要な「非対称規制」である。前記のガス事業法 22 条と 37 条の 8 において設けられた「託
送供給」義務規定も、競争を導入するため必要な特定事業者に課す「非対称規制」である。 
 
第 3 節 天然ガス事業自由化の経緯 
一、四次にわたるガス事業制度の自由化改革 
競争の導入あるいは市場の自由化を主な目的とする日本のガス事業制度改革は、ガス
                                                  
535 経済産業省資源エネルギー庁ガス市場整備課ほか編集『ガス事業法の解説』（ぎょうせ
い、平成 16 年 12 月）78-79 頁。 
536 同前掲注。 
537 「ガス導管事業について」（経済産業省資源エネルギー庁） 
http://www.enecho.meti.go.jp/gasHP/genjo/jiyuka/dokan/index.html 
「平成 21 年 4 月１日現在託送供給約款を制定している事業者の一覧」 
http://www.enecho.meti.go.jp/gasHP/genjo/jiyuka/dokan/200904gyousya.pdf 
538 「都市熱エネルギー部会制度改革検討小委員会（第 2 回）・料金制度小委員会（第 7 回）
合同会議‐配付資料」（経済産業省、平成 22 年 12 月 3 日）
http://www.meti.go.jp/committee/summary/0004538/007_haifu.html 
資料 6「 昨今の環境変化を踏まえたガス事業制度の見直しについて」5 頁。
http://www.meti.go.jp/committee/summary/0004538/007_06_00.pdf 
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事業法の平成 6（1994）年改正をはじめ、その後おおむね 3 年毎に、主に次のような内容
で、合わせて 4 次の同法の改正によって行われてきた539。 
 まず、第 1 次の平成 6（1994 年）年改正（翌年 3 月施行）において。 
①、参入規制について 
初めて「大口供給」制度を創設し、「大口ガス事業」、大口供給を提供する「大口ガス事
業者」という新たな事業形態を設けた540。「大口供給」の場合、供給区域を設定することな
く、届出で可能となった。ただし、一般ガス事業者が義務供給する小口需要家の利益を阻
害しないことを担保するため、一般ガス事業者が行う自己の供給区域外の地域での大口供
給と、新規参入事業者である「大口ガス事業者」が行う一般ガス事業者の供給区域内での
大口供給については、通商産業大臣（現在経済産業大臣）の許可を必要とするとされた541。
また、大口ガス事業者が行う一般ガス事業者の供給区域外での大口供給については、届出
制でよい。ただし、当該大口供給が当該地域での一般ガス事業の開始を著しく困難とする
おそれがある場合には、通商産業大臣は当該大口供給の変更や中止を勧告することができ
る542。 
大口供給の範囲は、省令「ガス事業法実施規則」543で定められる。大規模工場等を対象
に「年間契約ガス使用量」が 200 万立方メートル以上の大口需要家に対する供給を大口供
給とされた544。 
②、価格規制について 
法改正以前では、通商産業大臣が認可した「供給規定」（現在「供給約款」という）や負
荷調整契約（現在「選択約款」という）以外の供給条件で、一般ガス事業者はガスを供給
することができなかった。改正後、大口供給の場合、大臣の許可がなくても、一般ガス事
                                                  
539 「平成 21 年度エネルギーに関する年次報告」（エネルギー白書 2010）（PDF）第三部
304 頁（資源エネルギー庁、2010 年 6 月）。
http://www.enecho.meti.go.jp/topics/hakusho/index.htm 
平成 12（2000）年同法の改正もあったが、同改正は自由化のための改正ではなく全く安
全規制に関する改正であるため、ここでは取上げないことにした。 
540 藤原淳一郎「ガス事業」公益事業学会編『日本の公益事業―変革への挑戦―』（白桃書
房、2005 年 5 月）50 頁。 
541 井手秀樹ほか「日本のガス産業：構造と変革」植草益編『日本の産業システム① エネ
ルギー産業の変革』（NTT 出版、2004 年 1 月）225 頁。 
542 同前掲注。 
543 経済産業省資源エネルギー庁各種法令等
http://www.enecho.meti.go.jp/gasHP/genjo/rule/index.html 
「ガス事業法施行規則」（昭和 45 年 10 月 9 日通商産業省令第 97 号）
http://hourei.hounavi.jp/hourei/S45/S45F03801000097.php 
 
544 「平成 21 年度エネルギーに関する年次報告」（エネルギー白書 2010）（PDF）第三部
304 頁（資源エネルギー庁、2010 年 6 月）。
http://www.enecho.meti.go.jp/topics/hakusho/index.htm 
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業者は大口需要家と個別に合意した供給条件でガスを供給することが可能となった545。他
の大口ガス事業者による大口供給に対する価格規制はない546。 
また、一般ガス事業者の大口ガス事業者に対する卸供給については、卸元の一般ガス事
業遂行への悪影響を防止するため、通商産業大臣の認可が必要であるとされた547。 
そのほか、一般ガス事業者間の間接的競争を有効に機能させ、料金水準の低廉化や内々
価格差の縮小を図るため、小口需要家向けの従来料金制度に「ヤードスティック査定」方
式を導入した548。また、原料費は、経営努力とは関係なく為替レートや原油価格といった
外生的な要因により変動するため、その変動を料金に反映させ、経営効率化の成果を明確
させるため、「原料費調整制度」を導入した549。 
③、不可欠施設の開放・分離規制等関連諸制度について 
大口供給における公平な参入機会や公正な競争を確保するため、都市熱エネルギー部会
都市ガス事業料金制度分科会により作成・公表された託送の引受条件や料金設定方法等の
基本事項を定めた託送ガイドラインにしたがって、大手 3 社（東京ガス、大阪ガス、東邦
ガス）に、独自の託送の運用ルールを定め公表させた550。託送を義務付けることも検討さ
れたが、託送実績が極めて少ないこと、導管網が未整備であることなどを考慮し、当面自
主的な措置として運用し、託送実績を積み重ねることが重要とされた551。 
次に、第 2 次の平成 11（1999）年改正（平成 11 年 3 月改正で同年 11 月施行）について。 
①、参入規制について 
自由化の範囲は、前記省令で、製造業全般、大規模商業施設等を対象に「年間契約ガス
使用量」が 100 万立方メートル以上の大口需要家まで拡大された552。 
卸供給に係る規制は認可制から届出制に変更された553。かつ、卸先の一般ガス事業者を
保護するため、卸供給の範囲は一般ガス事業者に対する供給に限定された。また、届出の
範囲について、卸元と卸先の事業規模に一定の格差がある場合などに限定された554。従来、
一般ガス事業者が他の一般ガス事業者や大口ガス事業者に対して当該事業用のガスを導管
により供給する卸供給の場合、通商産業大臣の認可が必要であった。 
                                                  
545 井手秀樹ほか「日本のガス産業：構造と変革」植草益編『日本の産業システム① エネ
ルギー産業の変革』（NTT 出版、2004 年 1 月）224 頁。 
546 同前掲注。 
547 同前掲注、225-226 頁。 
548 同前掲注、227-228 頁。 
549 同前掲注、228-229 頁。 
550 同前掲注、226 頁。 
551 同前掲注。 
552 「平成 21 年度エネルギーに関する年次報告」（エネルギー白書 2010）（PDF）第三部
304 頁（資源エネルギー庁、2010 年 6 月）。
http://www.enecho.meti.go.jp/topics/hakusho/index.htm 
553 井手秀樹ほか「日本のガス産業：構造と変革」植草益編『日本の産業システム① エネ
ルギー産業の変革』（NTT 出版、2004 年 1 月）234 頁。 
554 同前掲注。 
102 
 
②、価格規制について 
小口需要家向けの「供給規程」を「供給約款」に改称し、改正前認可が必要だった供給
規程は料金値下げの場合届出でよいとされた555。改正前に認可制だった「負荷調整契約」
を「選択約款」に改称し、その料金の設定や変更（値下げと値上げ）は届出でよいとされ
た556。 
接続供給料金の設定について、接続供給の対象となる大口供給に係るコストは個別の供
給条件ごとに著しく異なり、一律の料金表を設定することは困難であるとの認識から、当
面の措置として、暫定的に大手 4 社（東京ガス、大阪ガス、東邦ガス、西部ガス）に、負
荷率に応じたゾーン別に一定の条件下での上限価格を示した接続供給約款を公表させた557。 
③、不可欠施設の開放・分離規制等関連諸制度について 
前記省令で通商産業大臣が指定する前記 4 社の大手一般ガス事業者に、託送を義務化し
た558。従来の自主的な取り組みではなく、託送に係る「接続供給」約款の作成や、通商産
業大臣への届出は義務付けられた559。 
そのほか、託送制度の下で公正かつ有効な競争を促進し確保するため、2000 年 3 月、公
正取引委員会と通商産業省は、共同して「適正なガス取引についての指針」560を作成し公
表した561。また、一般ガス事業者の大口部門に関する情報を大手 3 社（東京ガス、大阪ガ
ス、東邦ガス）が自主的な取り組みとしてインターネットにより広く一般的に周知可能な
形で開示することとされた562。 
そして、第 3 次の平成 15（2003）年改正（翌年 4 月施行）において。 
①、参入規制について 
従来一般ガス事業者の供給区域内では許可制とされていた大口供給について、変更命令
付届出制に変更された563。 
相当規模の導管によりガス供給を行う事業を「ガス導管事業」として、新たな事業形態
を設けた564。日本のガス導管網が未発達であるため、ガス市場を活性化させ、競争を促進
するためには、導管網の設置と独立した導管網の相互の連結を一層促進することが必要で
あるためである565。投資インセンティブを与え、ガス導管の整備を促進するために、新規
                                                  
555 同前掲注、233 頁。 
556 同前掲注。 
557 同前掲注、232 頁。 
558 藤原淳一郎『エネルギー法研究―政府規制の法と政策を中心に―』（日本評論社、2010
年 3 月）214 頁。 
559 同前掲注、井手秀樹ほか 232 頁。 
560 「適正なガス取引についての指針」（平成 12 年 3 月作成、平成 16 年 8 月一部改正） 
http://www.enecho.meti.go.jp/gasHP/genjo/rule/sonota/tekitori.pdf 
561 同前掲注、井手秀樹ほか 232 頁。 
562 同前掲注。 
563 同前掲注、238 頁。 
564 同前掲注、藤原淳一郎、214 頁。 
565 経済産業省資源エネルギー庁ガス市場整備課ほか編集『ガス事業法の解説』（ぎょうせ
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参入のガス導管事業者である国産天然ガス事業者に一般ガス事業者と同じ公益特権を付与
した566。ただし、既存の導管網を有効に活用しつつ導管網形成を促進するため、二重投資
排除の基準（あるいは二重導管規制）が明確にされた567。同時に、導管網の相互連結の促
進のため、連結を要請された事業者が正当な理由がなく連結を拒否できない連結義務が課
された568。 
自由化の範囲は、前記省令で、中規模工場、シティホテル等を対象に「年間契約ガス使
用量」が 50 万立方メートル以上の大口需要家まで拡大された569。 
②、価格規制について 
卸売先となる一般ガス事業者の原料調達先の多様化を可能になるため、料金等の供給条
件についての卸供給に係る届出制が 3 年間経過措置付で廃止された570。 
③、不可欠施設の開放・分離規制等関連諸制度について 
大口ガス事業や卸供給事業への公平な参入基盤を整備するため、ガス供給用の導管を有
するすべての一般ガス事業者、ガス導管事業者に接続供給義務が課されたとともに、従来
大手一般ガス事業者 4 社のみに作成が義務付けられていた接続供給約款の作成義務は全事
業者に拡大された571。そのほか、供給区域外に新規に敷設される導管で一定の条件を満た
すものについては、接続供給約款の作成・届出・公表義務の免除または高目の事業報酬率
設定を一定期間認めることとされた572。 
LNG 基地については、導管網との性格の違いを考慮し、当事者間の相対交渉を前提に、
要領の整備等を行うべきとされ、義務付けとされなかった573。 
そのほか、公正な競争を確保するために、会計分離、託送供給に伴う情報の流用、不利
益取り扱い等の禁止行為が法定化された574。 
最後に、第 4 次の平成 18（2006）年改正（翌年 4 月施行）において 
①、参入規制について 
                                                                                                                                                  
い、平成 16 年 12 月）197 頁。 
566 同前掲注、藤原淳一郎、214-215 頁。 
567 井手秀樹ほか「日本のガス産業：構造と変革」植草益編『日本の産業システム① エネ
ルギー産業の変革』（NTT 出版、2004 年 1 月）239 頁。 
568 同前掲注。 
569 「平成 21 年度エネルギーに関する年次報告」（エネルギー白書 2010）（PDF）第三部
304 頁（資源エネルギー庁、2010 年 6 月）。
http://www.enecho.meti.go.jp/topics/hakusho/index.htm 
570 同前掲注、井手秀樹ほか 238 頁。 
総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会（第８回）-配付資料」（資源エネルギー庁、
2008 年 4 月 25 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials/g80617cj.html）：資料 3-4
「 制度改革評価小委員会報告書参考資料集 資料 3-4 （1）」（PDF）31 頁）34 頁
（http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80617c06j.pdf）。 
571 同前掲注、井手秀樹ほか 239 頁。 
572 同前掲注。 
573 同前掲注。 
574 同前掲注、藤原淳一郎、214 頁。 
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前記省令で小売自由化の範囲は、小規模工場、ビジネスホテル等を対象に「年間契約ガ
ス使用量」が 10 万立方メートル以上の大口需要家まで拡大された575。 
②、価格規制について 
自由化範囲の拡大に伴って、供給導管が低圧管である需要家の比率が著しく増大するこ
とを踏まえ、一般ガス事業供給約款料金算定規則、ガス事業託送供給約款料金算定規則が
改正された576。 
③、不可欠施設の開放・分離規制等関連諸制度について 
託送供給制度において、年間契約ガス使用量が 50 万立方メートル未満の需要家について
簡易な同時同量制度が導入された577。 
 
二、改革の成果に対する評価及び今後の検討課題 
今後のガス事業制度改革のあり方を検討するため、2007 年 11 月 9 日資源エネルギー調
査会都市熱エネルギー部会の下で「制度改革評価小委員会」が設置され578、前記の四次に
わたる制度改革の成果について検討が行われた。その検討の結果は 2008 年 4 月 25 日の報
告書579において公表された。同報告書は、4 章によって構成されている。 
まず、第 1 章「『需要家利益の確保・最大化』の観点からの評価・検討」において、ガス
販売量の状況、ガス料金の状況、自由化範囲における供給者選択の状況について次のよう
に評価・検討されている。 
①、ガス販売量の状況について。 
「ガス事業における自由化開始（平成 7 年度）以降のガス販売量の推移を見ると、平成 7
年度から平成 18 年度の約 10 年間で約 1.6 倍に増加しており、ガス販売量は全体として順
調に増加してきている。部門別のガス販売量の推移を見ると、家庭用を含む小口需要はほ
ぼ横ばいで推移している一方、工業用を中心とした大口需要は平成 7 年度から平成 18 年度
                                                  
575 「平成 21 年度エネルギーに関する年次報告」（エネルギー白書 2010）（PDF）第三部
304 頁（資源エネルギー庁、2010 年 6 月）。
http://www.enecho.meti.go.jp/topics/hakusho/index.htm 
576 『エネルギー白書 2008』（経済産業省資源エネルギー庁）
http://www.enecho.meti.go.jp/topics/hakusho/2008/index.htm 
第三部第 7 章「電気事業制度・ガス事業制度のあり方」285 頁。
http://www.enecho.meti.go.jp/topics/hakusho/2008/3-7.pdf 
577 『エネルギー白書 2008』（経済産業省資源エネルギー庁）
http://www.enecho.meti.go.jp/topics/hakusho/2008/index.htm 
284-285 頁。http://www.enecho.meti.go.jp/topics/hakusho/2008/3-7.pdf 
578 「総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会制度改革評価小委員会（第１回）-
配付資料」http://www.meti.go.jp/committee/materials/g71109aj.html 
資料 3 「制度改革評価小委員会の設置について」
http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g71109a03j.pdf 
579 「総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会制度改革評価小委員会報告書」の公
表について（資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市場整備課、2008 年 4 月 25 日）
http://www.meti.go.jp/report/data/g80523aj.html 
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の約 10 年間で約 4.4 倍と大幅に増加している。特に工業用需要の伸びは著しく、大口需要
全体の伸びの約 84%を占めている。この背景には、地球温暖化問題への対応による需要家
の天然ガスへの燃料転換の積極的な実施、近年の油価高騰による天然ガスの価格優位性の
増大などが背景にあると考えられる」580。 
②、ガス料金の状況について 
「ガス事業における自由化開始（平成 7 年度）以降の一般ガス料金（平均単価）の推移
を見ると、平成 11 年度を基準年とした場合、上場 13 社の平均単価（名目）は全体として
は大幅に低下している。用途別では、「家庭用」がほぼ横ばい（平成 11 年度比＋4%）であ
る一方、大口需要を含む「その他用」（工業用、商業用等）については大幅に低下（同比 13%）
となっている。近年では、平成 17 年度以降の原料価格の上昇を背景に、「家庭用」「その他
用」ともに実料金（名目）では上昇傾向にあるが、原料価格の変動の影響を控除した料金
では減少傾向となっており、事業者において、経営効率化努力等を通じた原料費以外のガ
ス供給コストの削減（労務費、修繕費、事業報酬等）等、ガス料金の低廉化に向けた取組
みが行われていることが窺われる。家庭用を中心とした小口需要の料金水準については、
供給約款料金の値下げや選択約款メニューの多様化などの取組みを通じて低減の努力がな
されていることが窺われるが、工業用を中心とした大口需要の料金水準と比較すると、低
減の水準は相対的に小さい」581。 
「内々価格差については、全国ベースで見ると平成 18 年 8 月時点で約 2.8 倍（全事業者
間の料金の最高・最低の倍率）となっており、平成 15 年 2 月時点（約 3.0 倍）と比較する
と若干の改善は見られるものの、地域間格差・事業者間格差は依然として存在している状
況にある。また、大規模ガス事業者については、ガス市場の自由化への対応等が一定の経
営効率化をもたらしている面が見られるが、地方の中堅・中小ガス事業者については、供
給区域内における工業用を中心とした大口需要の有無や熱量変更事業の影響（費用の料金
への織り込み）等により、経営効率化努力の効果が必ずしもガス料金の低減に結びついて
いない面があるとの指摘もある」582。 
「内外価格差については、日本を 1 とした場合の各国の指数として、自由化直前の平成 6
年時点と平成 18 年時点での比較において、家庭用で 0.21‐0.43 から 0.47‐0.92、産業用
で 0.22‐0.87 から 0.68‐1.11 となっており、多くの国との比較において家庭用・産業用と
もに価格差は縮小の傾向にある。特に価格差が見られた家庭用においても選択約款料金の
適用により欧米との価格差は大幅に縮小してきている。内外価格差の発生要因については、
原料種、需要構造（1 件あたりの販売量）、ガス導管網の整備状況、ガス事業への公的関与
等の差異などが考えられる」583。 
                                                  
580 「報告書」（2008 年 4 月 25 日）3 頁。
http://www.meti.go.jp/report/downloadfiles/g80523a01j.pdf 
581 同前掲注、3 頁。 
582 同前掲注、4 頁。 
583 同前掲注。 
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③、自由化範囲における供給者選択の状況について 
「ガス事業の自由化開始（平成 7 年度）以降の新規参入の状況を見ると、新規参入者（ガ
ス導管事業者、大口ガス事業者）の事業者数、全大口供給量に占める新規参入者の供給量
のシェアは順調に増加してきている。（平成 7 年度から平成 18 年度までの期間において、
大口供給届出を行っている新規参入者数は 1 事業者から 28 事業者へ、全大口供給量に占め
る新規参入者による供給量のシェアは 0%から 9.7%へと拡大）」584。 
「一般ガス事業者の自由化範囲における需要規模別の供給状況を見ると、全体としては
需要規模が大きくなるほど件数、販売量ともに非規制需要の割合が大きい傾向が見られる」
585。 
「新規参入者（28 事業者）の自由化範囲における需要規模別の供給状況（平成 18 年度実
績）を見ると、一般ガス事業者の場合と同様に、全体としては需要規模が大きくなるほど
件数、販売量ともに全需要に占める割合は大きい。また、新規需要への供給に比べて、「重
油等からの燃料転換」、「都市ガスからの切替」による需要家獲得件数・販売量が多いとい
う傾向が見られる」586。 
「このように、自由化範囲の段階的な拡大により、需要家の供給者選択肢の拡大等の成
果は一定程度得られていることが窺われることから、今後、更なる自由化範囲の拡大につ
いて、エネルギー間競争の激化、事業環境の変化を踏まえた上で、その必要性を検討して
いくことが適当である」587。 
次に、第 2 章「『効率的・安定的なガス供給体制の整備』の観点からの評価・検証」にお
いて、ガス原料（LNG）調達の状況、ガス供給インフラ整備・設備投資の状況、一般ガス
事業者の原料調達の多様化の状況について次のように評価・検討されている。 
①、ガス原料（LNG）調達の状況 
「ガス販売量の増加、都市ガス業界における天然ガス化の順調な進捗等を反映し、我が
国の LNG 輸入量については、平成 7 年度では年間 4,381 万ｔであったところ、平成 12 年
度では年間 5,319 万ｔ、平成 18 年度では年間 6,331 万ｔと、増加の一途をたどっている。
輸入相手国については、平成 18 年度実績でインドネシア、オーストラリア、マレーシア、
カタール、ブルネイの順に多く、調達源の多様化が図られていることが窺える。 
LNG 調達については、電気事業者、ガス事業者等の民間事業者の長期契約に基づき安定
的な調達が図られているところであり、これまでのところ、原料途絶によるガス供給の途
絶といった事態は生じていない。 
他方で、世界的な LNG 需要増等を背景に、LNG 需給は今後厳しさを増していくおそれ
がある」588。 
                                                  
584 同前掲注、5 頁。 
585 同前掲注。 
586 同前掲注。 
587 同前掲注。 
588 同前掲注、6 頁。 
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②、ガス供給インフラ整備・設備投資の状況について 
「一般ガス事業者による高圧導管敷設延長は、平成 7 年の 1,281ｋｍから、平成 18 年度
では 1,941ｋｍに増加している。また、ガス導管事業者による高圧導管敷設延長は、平成
16 年の 2,152ｋｍから平成 18 年度には 2,341ｋｍに増加している。LNG 基地については、
平成 7 年度の 17 基地から平成 18 年度では 27 基地へと増加している。 
このように、高圧導管、LNG 基地の敷設・整備は順調に進展してきているが、主要大都
市間や LNG 基地間を連携する導管の整備については必ずしも十分に進んでいない状態で
あり、インフラ整備の推進が引き続き重要な課題となっている」589。 
③、一般ガス事業者の原料調達の多様化の状況について 
「一般ガス事業者 213 事業者のうち、自社又は卸売事業者から天然ガス（LNG）を調達
しているのは 165 事業者（平成 18 年度時点）であり、全一般ガス事業者の約 8 割を占めて
いる。このうち、複数の卸売事業者から天然ガス（LNG）を調達している一般ガス事業者
は 40 事業者となっており、天然ガスを調達している一般ガス事業者の 4 分の 1 近くにのぼ
っている。卸調達の手段としては、導管、ローリー、貨車、内航船が用いられている。 
導管による卸供給を受けている一般ガス事業者の調達元の数を見ると、複数の卸元から
供給を受けている事業者は、平成 7 年度の 21 事業者から平成 18 年度には 25 事業者へと増
加しており、卸元の多様化が進展していることが窺える」590。 
そして、第 3 章「『公正な競争の確保』の観点からの評価・検証」において、ガス市場に
おける事業者間競争の状況、エネルギー間の競争状況、地方一般ガス事業者の状況につい
てそれぞれの評価・検討が行われたが、そのうち、事業者間の競争の状況、地方一般ガス
事業者の状況について次のように評価・検討されている。 
①、事業者間の競争の状況について 
「ガス市場への新規参入については、平成 19 年 3 月時点で 162 件の大口供給届出がなさ
れており、順調に進展してきている。平成 18 年度における新規参入者による大口供給量は
1,785 百万ｍ3、供給量のシェアは約 9.7% と順調に増加している591。 
大口供給届出件数における事業区分については、電気事業者の割合が最も多い（38%）。 
                                                  
589 同前掲注、6－7 頁。 
590 同前掲注、7 頁。 
591 新規参入の状況について、2010 年現在最新の資料により、平成 21 年度末時点で 29 事
業者 245 件が参入し、全大口供給量の約 13.5%を供給している。 
「都市熱エネルギー部会制度改革検討小委員会（第 2 回）・料金制度小委員会（第 7 回）合
同会議‐配付資料」（経済産業省、2010 年 12 月 3 日）
（http://www.meti.go.jp/committee/summary/0004538/007_haifu.html 
）資料 4 「ガス事業政策の現状と課題」（PDF）10 頁。
http://www.meti.go.jp/committee/summary/0004538/007_04_00.pdf 
「第１回低炭素社会におけるガス事業のあり方に関する検討会-配付資料」（経済産業省、
2010 年 7 月 28 日）http://www.meti.go.jp/committee/materials2/data/g100728aj.html：
資料 6「 我が国のガス事業を巡る最近の動向」（資源エネルギー庁電力ガス事業部）（PDF）
28－29 頁（http://www.meti.go.jp/committee/materials2/downloadfiles/g100728a07j.pdf）。 
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参入方法については、自営導管によるものの割合が最も多いが（45%）、託送供給（28%）、
ワンタッチ方式（27%）も一定のシェアを占めている。需要規模については、500ｍ3／年以
上の超大口需要への供給の割合が最も多く（41%）、現時点では比較的大規模な需要を中心
に新規参入が行われている。 
一般ガス事業者においても、自社の供給区域外の大口供給は増加してきており（平成 19
年 3 月時点で 34 事業者、124 件の届出）、このうち、他の一般ガス事業者の供給区域内へ
の大口供給についても 4 事業者、11 件の届出がなされ、平成 7 年度比で需要量は 5.4 倍と
順調に増加してきている。このように、自由化範囲となっている大口供給の分野において
は、新規参入者のみならず一般ガス事業者間の競争も進展していることが窺える」592。 
②、地方一般ガス事業者の状況 
「3 大都市圏など今後も人口・世帯数の増加が見込まれる地域を供給区域とする事業者に
ついては人口増加等に支えられて現行の経営水準を維持できるものと考えられるが、それ
以外の地方一般ガス事業者は、原料価格の高騰やエネルギー間競争の影響もあり、今後と
も厳しい経営環境が続くと予想される。 
厳しい経営環境の中での一般ガス事業の継続、事業運営の効率化等を図る観点から、地
方一般ガス事業者における事業譲渡、合併等の動きが進んできているが、一般ガス事業に
おける『実質的な廃業』の事例はこれまでにはない」593。 
最後に、第 4 章「個別制度改革の評価・検証」において、次のように評価・検討されて
いる。 
①、託送供給制度について 
「過去 3 ヶ年（平成 16~18 年度）の託送供給の状況を見ると、取引件数については小売・
卸売託送供給の合計で平成 16 年度の 33 件から平成 18 年度には 55 件と増加しており、供
給量及び取引金額についても、小売・卸売託送供給合計では増加している。小売・卸売託
送供給の利用実績は、ガス導管事業者が過去 3 年間で 30~51 件となっているが、大口ガス
事業者の利用実績はない。 
大手 4 社の託送供給約款料金の推移を見ると、平均では平成 13 年度以降で約 20%程度の
低減が見られ、託送料金は着実に低減している。また、需要家の利便性向上を図る観点か
ら季節別料金などの多様な託送供給約款料金メニューについても導入が進んでいる。 
このように、託送供給の取引件数、供給量、取引金額、託送料金の水準・メニューの状
況を見ると、現行の託送供給制度の下で、託送供給の取引件数等の増加、需要家の利便性
の向上は一定程度図られてきていると評価できる」594。 
②、簡易な同時同量制度595について 
                                                  
592 同前掲注、「報告書」（2008 年 4 月 25 日）7 頁。
http://www.meti.go.jp/report/downloadfiles/g80523a01j.pdf 
593 同前掲注、8 頁。 
594 同前掲注、9 頁。 
595 現行の同時同量制度は、受入ガス量と払出ガス量の乖離率を１時間あたり 10%以内とす
109 
 
「平成 19 年 4 月から自由化範囲となった 10 万~50 万ｍ3／年の大口供給において託送供
給を利用する場合に認められている「簡易な同時同量制度」は、平成 19 年 12 月末時点に
おいて 2 件の利用実績がある。制度導入から 1 年を経過しておらず、引き続き制度活用の
状況を注視していく必要があるが、新規参入者に対して行ったアンケート調査では「有益
な制度である」との回答もあり、概ね、託送供給を利用する立場の事業者からは評価され
ていると考えられる」596。 
③、規制料金制度について 
「託送料金の改定方法（料金改定の機動性向上） 
 現在の託送料金算定ルールにおいては、託送料金を改定する場合、総原価洗い替えを伴
う本格的な料金改定を行う必要がある。料金改定方式としては、総原価洗い替えを伴わな
い「届出上限値方式」があるが、この方式を採用した場合、経営効率化成果を各機能別原
価まで展開して配分する方法ではないことから、託送部門の効率化成果を託送供給原価に
直接、反映することが出来ない仕組みとなっている。 
託送料金の改定の機動性向上を図る観点から、「届出上限値方式」による料金値下げにお
いて、経営効率化成果による値下げ原資を機能別展開することにより託送料金の値下げを
可能とする仕組みを整備することが考えられる」597。 
④、託送供給に係る透明性の確保について 
「託送供給に伴う禁止行為等（情報の目的外利用の禁止、差別的取扱いの禁止） 
ガス事業法第 22 条の 4（法第 37 条の 8）の規定により、一般ガス事業者及びガス導管事
業者に対する託送供給に伴う禁止行為等（情報の目的外利用の禁止及び差別的取扱いの禁
止）が定められている。行政においては、毎年、これら託送供給に伴う禁止行為等の遵守
状況を把握するため、一般ガス事業者等を対象に、行政監査（法第 45 条の 2）及びフォロ
ーアップ調査等を実施している。 
これらの禁止行為等については、これまでの行政監査・フォローアップ調査の結果を見
る限り、特に問題となるような行為を行っている事業者は見られず、また、これまで、新
規参入者等からの紛争等の申し出もないことを踏まえれば、現行制度を維持していくこと
が適当である」598。 
「託送供給関連業務に関する会計整理・公表（会計分離） 
 一般ガス事業者等が維持・運用するネットワークの利用の公平性・透明性を確保する観
点から、ガス事業託送供給収支計算規則において、託送供給関連業務に関する会計の整理
及び公表（会計分離）が義務づけられている。当該制度に基づき、一般ガス事業者 213 事
                                                                                                                                                  
ることを求める。同時同量に係るガスの払出量について、実績値に代わり計画値を用いる
ことが「簡易な同時同量制度」であり、同制度によって、払出通信設備の設置コストが低
減される。 
596 同前掲注、「報告書」（2008 年 4 月 25 日）9 頁。 
597 同前掲注、11－12 頁。 
598 同前掲注、12－13 頁。 
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業者、ガス導管事業者 16 事業者が託送収支計算書を作成・公表しており、このうち、一般
ガス事業者 7 事業者、ガス導管事業者 2 事業者では、当該計算書をホームページにて公表
している。他方、一般ガス事業者 16 事業者、ガス導管事業者 10 事業者においては、特定
のガス供給を受ける者に係るガス購入量又は購入価格が一般に判明する等の理由から一部
非公表としている。 
このように、一般ガス事業者、ガス導管事業者において制度の本旨に則った対応が図ら
れていることを踏まえれば、現行制度を維持していくことが適当である」599。 
⑤、規制料金制度について 
「一般ガス事業者の料金改定の状況（値下げ届出制、ヤードスティック的査定の効果） 
平成 8 年のガス料金一斉改定以降、大手の一般ガス事業者を中心に数次にわたり料金改
定が行われている（19 年 10 月時点で 569 件）。一方で、料金改定を行っていない事業者は
25 事業者という状況となっている。 
一斉改定以降の料金改定（569 件）のうち、経営効率化による値下げは 118 件であり、
件数の推移を見ると、「値下げ届出制」の導入（平成 11 年 11 月）以降に年間届出件数が増
加していることから、値下げ届出制の導入による料金改定の機動性確保策には一定の効果
があったと評価できる。 
事業者の経営効率化を促すことを目的に平成 8 年に導入された「ヤードスティック的査
定」については、平成 19 年 10 月までに 296 件において効率化努力目標額の設定が行われ、
約 48 億円（査定額比率：約 23%）の原価引き下げが達成されていることから、当該査定方
式はガス事業における経営効率化に寄与していると評価できる」600。 
「「原料費調整制度」については、為替レートや原油価格といった外的要因により変動す
る原料費を外部化することにより、経済情勢の変化を迅速に反映した料金を実現しうる制
度として、平成 8 年に導入された。制度導入以降、平成 19 年 10 月時点で 178 の供給約款
に導入されている。 
当該制度のこれまでの適用状況等を踏まえれば、原料費調整制度は、原料費を外部化す
ることにより事業者の経営効率化の達成状況の明確化に寄与してきたこと、一般ガス事業
者の経営安定化（適切な原料コスト回収）を通じて供給面・保安面の継続的・安定的な投
資に寄与してきたと評価できる。また、本制度における適用の上限値（160%）は、これま
での全日本 CIF 価格の推移を見る限りでは合理的な水準設定であったと考えられ、原料価
格上昇局面における急激な料金上昇の回避に一定程度寄与していると評価できる」601。 
⑥、効率的なガス導管網形成のための諸制度について 
「ガス導管事業制度 
平成 16 年施行の改正ガス事業法において創設された「ガス導管事業制度」は、導管網の
                                                  
599 同前掲注、13 頁。 
600 同前掲注。 
601 同前掲注、14 頁。 
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設置と独立した導管網の相互の連結を促すとともに、導管網の第三者利用に関する公正な
ルールを整備拡充し、ガスの小売及び卸売に使用する導管を公平に取り扱うことを目的と
している。 
ガス導管事業者等の高圧導管敷設延長数は順調に増加しており、特に、ガス導管事業制
度創設以降、当該制度の位置付けが明確化され、ガス市場への参入が容易になったことか
ら、これまでに事例がなかった他業種単独又は資本参加方式による異業種共同によるパイ
プライン整備が進められてきている。また、こうしたパイプライン整備は、国内のガス供
給セキュリティーを大幅に向上させるとともに、当該パイプラインを利用した大口供給又
は託送供給等により、自社又は他社による新規参入の機会が増大するという効果も生じて
いる。 
これらを踏まえると、導管網の設置と独立した導管網の相互の連結の促進という観点か
ら当該制度は一定の役割を果たしてきていると評価できる」602。 
「利益阻害性判断基準（二重導管規制） 
現行の利益阻害性判断基準の運用状況を見ると、一般ガス事業者の供給区域内において
も 32 件の新規自営導管敷設が認められていること、平成 19 年 4 月から拡大された判断基
準の例外措置に基づく導管敷設の実績を注視していく必要があること、現時点において当
該基準に基づく変更・中止命令の発動実績がないことを踏まえれば、引き続き今後の運用
事例も踏まえた上で評価することが適当である」603。 
「導管投資インセンティブ 
 天然ガスの利用拡大、導管網全体の効率性や供給安定性の向上の観点から、特定の要件
に該当する導管については導管投資インセンティブを高めるため、①託送供給約款の作
成・届出・公表義務の猶予、②託送供給に係る事業報酬率の高めの設定が可能となる特例
措置を講じている。 
現時点においては、ガス導管事業者 18 事業者のうち、①については 3 事業者において利
用されているが、②については利用している事業者はいない。他方、ガス導管事業者 18 事
業者にアンケート調査を実施したところ、これらの特例措置は有益な制度であると評価す
る事業者が多く、概ね、当該特例措置を利用する立場の事業者からは評価されている。 
ガス導管網の整備は、国内のガス供給セキュリティーの向上と需要家選択肢の拡大の両
面から引き続き重要な課題であり、導管投資の促進に資する更なる制度上のインセンティ
ブが講じられることが望ましい。このため、現行の導管投資インセンティブのための特例
措置については当面維持していくこととし、全ての導管網を公平に取り扱うとの基本的な
考え方も踏まえた上で、諸外国における取組みも参考としつつ、新たな導管投資インセン
ティブ（一定期間の託送供給義務免除等）についても検討していくことが適当である」604。 
                                                  
602 同前掲注、16 頁。 
603 同前掲注、17 頁。 
604 同前掲注。 
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⑦、LNG 基地の第三者利用を促進するための諸制度について 
「「適正なガス取引についての指針」において、LNG 基地事業者は、第三者が LNG 基地
を利用する際のルールを明確にするための要領等を策定すること、基地の余力を推定する
に十分な情報を公開すること、利用の申出を拒否した場合は、その拒否事由を文書により
相手方に通知すること等の対応を採ることが、公正かつ有効な競争の観点から望ましいと
されている。 
現時点において、LNG 基地事業者 18 事業者（27 基地）のうち、自社のホームページ上、
LNG 基地の利用に関する要領等を開示している事業者は 14 事業者（23 基地）となってい
る。LNG 基地の第三者による利用促進の観点からは、より多くの事業者が LNG 基地の利
用に関する要領等の開示を行うことが望ましい」605。 
以上のように、「制度改革評価小委員会」におけるそれまでの制度改革の成果あるいは進
展状況についての評価・検討において整理された今後の検討課題等については、2008 年 6
月 17 日「都市熱エネルギー部会」の下で設置された「制度改革検討小委員会」において具
体的な検討が現在進められている606。繰り返しになるが、具体的には「① 政策目標の達成
状況の評価・検証（これまでのガス事業制度改革を通じて、需要家利益の確保・最大化、
効率的・安定的なガス供給体制の整備、公正な競争の確保等の政策目標がどのように達成
されているかについての検討）、② 個別制度改革の評価・検証（ガス料金制度（規制料金・
託送料金）、ガス導管・LNG 基地の第三者利用の促進に関する制度（託送供給制度等）、効
率的なガス導管網整備形成のための諸制度、簡易ガス事業制度などに関する個別の制度改
革がどのような結果をもたらしているかについての検討）」を課題とされている607。2010
年 12 月現在既に 3 回の会合が行われた。例えば、第 1 回会合において、小売自由化の範囲
について、「小売自由化範囲の拡大の検討を進めるに当たっては、「今後のガス事業制度改
革における検討課題について」608（平成 19 年 3 月都市熱エネルギー部会ガス政策小委員会
制度・運用検討 WG）に示されている課題及び「制度改革評価小委員会報告書」（平成 20
年 4 月都市熱エネルギー部会制度改革評価小委員会）を踏まえて議論することが必要」と
されている609。 
                                                  
605 同前掲注、18 頁。 
606 「総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会制度改革評価小委員会（第１回）-
配付資料」http://www.meti.go.jp/committee/materials/g71109aj.html 資料３「制度改革評
価小委員会の設置について」1 頁。
http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g71109a03j.pdf 
607 同前掲注。 
608 都市エネルギー部会「制度・運用検討 WG」「今後のガス事業制度改革における検討課
題について」（経済産業省資源エネルギー庁） 
http://www.enecho.meti.go.jp/info/committee/commit17.htm#03 
609 「総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会制度改革評価小委員会（第１回）-
配付資料」http://www.meti.go.jp/committee/materials/g71109aj.html 資料 5 「小売自由
化範囲の拡大に関する検討」2 頁。
（http://www.meti.go.jp/committee/materials2/downloadfiles/g80729b06j.pdf 
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第 7 章 不可欠施設の開放・分離に関する規制の現状 
第 1 節 事業法において 
一、開放規制について 
ガス事業法において、現在すべての一般ガス事業者とガス導管事業者の導管について開
放の義務は課されている。これに対して、LNG と地下貯蔵タンクについて開放の義務は課
されていない。 
ガス導管事業者の導管の開放義務は、ガス事業法 37 条の 8 の規定により、一般ガス事業
者の導管の開放義務規定を準用するとされているため、以下において、一般ガス事業者の
規定について説明する。 
ガス事業法 22 条において、導管の開放義務について次のように規定している。 
「（託送供給）  
第二十二条  一般ガス事業者は、託送供給に係る料金その他の供給条件について、経済
産業省令で定めるところにより、託送供給約款を定め、経済産業省令で定めるところによ
り、経済産業大臣に届け出なければならない。ただし、託送供給の申込みを受ける見込み
その他の事情を勘案し、託送供給約款を定める必要がないものとして経済産業大臣の承認
を受けた場合は、この限りでない。  
２  前項本文の規定は、同項本文の規定による届出をした託送供給約款を変更しようと
する場合に準用する。  
３  一般ガス事業者（第一項ただし書の承認を受けた者（次条において「承認一般ガス
事業者」という。）を除く。以下この条において同じ。）は、同項本文（前項において準用
する場合を含む。）の規定による届出をした託送供給約款以外の供給条件により託送供給を
行つてはならない。ただし、託送供給約款により難い特別の事情がある場合において、経
済産業大臣が承認したときは、この限りでない。  
４  経済産業大臣は、第一項本文（第二項において準用する場合を含む。以下この条に
おいて同じ。）の規定による届出に係る託送供給約款が次の各号のいずれかに該当しないと
認めるときは、一般ガス事業者に対し、相当の期限を定め、その託送供給約款を変更すべ
きことを命ずることができる。  
一  特定の者に対し不当な差別的取扱いをするものでないこと。  
二  第一項本文の規定による届出に係る託送供給約款により供給を受けようとする者
が託送供給を受けることを著しく困難にするおそれがないこと。  
５  一般ガス事業者は、第一項本文の規定による届出をしたときは、経済産業省令で定
めるところにより、その託送供給約款を公表しなければならない。  
６  経済産業大臣は、一般ガス事業者が正当な理由なく託送供給を拒んだときは、その
一般ガス事業者に対し、託送供給を行うべきことを命ずることができる。」 
22 条は、平成 11 年の法改正において「接続供給」に係る規定として新たに追加されたも
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のであるが、平成 15 年の法改正において、「接続供給」という名前について、定義の内容
は従前のまま「託送供給」という名称に変更した上、公正な競争を促進する観点から、託
送供給に係る義務を負う対象事業者の範囲について、既述のように、経済産業大臣が指定
する一般ガス事業者から全ての一般ガス事業者まで拡大するとともに、当該義務の範囲に
ついても、卸に係る託送供給まで拡大する等の改正をしたものである610。 
以下において、22 条各項について説明する。 
第 1 項は、一般ガス事業者が託送供給を行う場合には、料金その他の供給条件を定めた
託送供給約款を定め、経済産業大臣に届け出なければならない旨を定めたものである。他
方、本項ただし書において、託送供給約款を定める必要がないものとして経済産業大臣の
承認を受けた者は、本条の適用を受けない。ただし、当該承認を受けた場合であっても、
託送供給約款の制定が不要とされるだけであり、託送供給義務が課されることには変わり
がなく、託送供給に係る諸規制は、承認を受けない場合と同様に適用されることとなる611。 
1 項における「託送供給約款を定める必要のない」場合とは、具体的には、経済産業大臣
の訓令である「ガス事業法等に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等について」612に
定められているが、それによると、次のようである。 
「（9） 法第 22 条第 1 項ただし書の規定による託送供給約款制定不要の承認 
法第 22 条第 1 項ただし書の規定による託送供給約款制定不要の承認に当たっては、次に
掲げる各号のいずれかに該当する者であるか否か、の観点から判断するものとする。 
一 ガスメーターの取付数が十五万個に満たない者のうち、次のいずれかに該当する者 
イ 自らが維持し、及び運用する導管により行う大口供給若しくは託送供給に係る需要
場所ごとの契約の件数又は卸供給（他のガスを供給する事業者に対する導管による当該ガ
スを供給する事業者のガスを供給する事業の用に供するガスの供給（託送供給を除く。）を
いう。（19）において同じ。）に係る契約の件数の合計数が三に満たない者 
ロ 自らが維持し、及び運用する導管が、他のガスを供給する事業を営む者が当該事業
の用に供するため維持し、及び運用する導管に連結していない者 
二 自らが維持し、及び運用する導管により供給するガスがガス事業法施行規則（昭和
45 年通商産業省令第 97 号。以下「施行規則」という。）第 2 条の 2 に規定するガス以外の
ガスである者（ガスの熱量の変更（同一のガスグループ内の変更を除く。）が完了していな
い者を除く。） 
三 ガスの熱量の変更（同一のガスグループ内の変更を除く。）が完了していない者」613。 
                                                  
610 経済産業省資源エネルギー庁ガス市場整備課ほか編集『ガス事業法の解説』（ぎょうせ
い、平成 16 年 12 月）78 頁。 
611 同前掲注、9 頁。 
612 「ガス事業法等に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等について」（経済産業大
臣訓令、平成 12 年 9 月 28 日資第 8 号）。
http://www.enecho.meti.go.jp/gasHP/genjo/rule/index.html 
613 「ガス事業法等に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等について」（経済産業大
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1 項は導管の投資インセンティブを保護するために託送供給約款の制定を不要とするも
のではない。 
第 2 項は、第 1 項本文の規定により届けられた託送供給約款を変更しようとする場合に
おいても、第 1 項本文の規定を準用する旨を定めたものである。 
第 3 項は、一般ガス事業者（第 1 項ただし書の承認を受けた者を除く）が、託送供給約
款以外の供給条件により託送供給を行うことを禁じたものである。本項ただし書は、「託送
供給約款により難い特別の事情がある場合」において、経済産業大臣が承認したときは託
送供給約款によらない託送供給を許容するものである614。その「託送供給約款により難い
特別の事情がある場合」とは、具体的には、前記「ガス事業法等に基づく経済産業大臣の
処分に係る審査基準等について」において定められているが、それにより、次のようであ
る。 
「（10） 法第 22 条第 3 項ただし書の規定による特別供給条件の承認 
法第 22 条第 3 項ただし書の規定による特別供給条件の承認に当たっては、例えば、天災
地変等により災害を受けた地域におけるガスを供給する事業に係る場合、緊急的若しくは
一時的なガスを供給する事業に係る場合、託送供給約款において想定されているガスを供
給する事業と比べて、負荷率、倍率が著しく低いガスを供給する事業若しくは需要量が著
しく大きなガスを供給する事業に係る場合など、一般的な供給条件になじまない場合、又
は一般的な供給条件による供給が不適当なものとして次のいずれにも該当する特定導管
（使用開始時からガスを供給する事業の用に供するものであって使用開始後五年を経過し
ていないものに限る。）による託送供給である場合か否か、といった観点から判断するもの
とする。 
一 自らの供給区域以外の地域に設置する導管の総延長（当該地域における部分に限る。）
の過半が他の一般ガス事業者の供給区域以外の地域に設置されるものである場合における
当該他の一般ガス事業者の供給区域以外の地域に設置される導管（当該地域における部分
に限る。） 
二 他のガスを供給する事業を営む者が当該事業の用に供するため維持し、及び運用す
るガス供給設備（15 トン／h 以上の気化装置を有するガス供給設備又は天然ガス田におけ
るガス供給設備に限る。）に連結する導管又は当該導管に直接又は間接に連結する導管」615。 
前記二つ目の場合、つまり、「一般的な供給条件による供給が不適当なものとして（省略）
特定導管（省略）による託送供給である場合」において、一般ガス事業者はガス導管事業
                                                                                                                                                  
臣訓令、平成 12 年 9 月 28 日資第 8 号）の I の第 1 の 1 の（9）。
http://www.enecho.meti.go.jp/gasHP/genjo/rule/index.html 
614 経済産業省資源エネルギー庁ガス市場整備課ほか編集『ガス事業法の解説』（ぎょうせ
い、平成 16 年 12 月）80 頁。 
615 「ガス事業法等に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等について」（経済産業省、
平成 12 年 9 月 28 日資第 8 号）の I の第 1 の 1 の（10）。
http://www.enecho.meti.go.jp/gasHP/genjo/rule/index.html 
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を始める時、経済産業大臣の承認によって、当該特定導管に対し、最大 5 年間で、①託送
供給約款の作成・届出・公表義務を猶予することと、②託送供給に係る事業報酬率を高め
に設定することができる616。これはいわゆる導管の投資インセンティブを確保するための
「特例措置」である617。この特例措置は、不可欠施設の開放規制における日本の適用免除
規定であると考えられる。 
この「特例措置」あるいは「適用免除」規定について、総合資源エネルギー調査会都市
エネルギー部会制度改革評価小委員会 2008 年 4 月 25 日の報告書参考資料により、次のよ
うに具体的説明されている。 
[特定導管の要件]： 
「改正ガス事業法施行後（平成 16 年 4 月 1 日以降）に新規に供用開始される、ガス導管
事業の用に供される導管であって、次のいずれにも該当するものであること。 
イ 一般ガス事業者の供給区域外の地域に設置される部分が総延長の過半を占める導管 
ロ ガス供給設備（毎時 15 トン以上の気化装置を有するガス供給設備又は天然ガス田に
おけるガス供給設備に限る。）に連結する導管又は当該導管に直接若しくは間接に連結する
導管」618。 
[特例措置の概要]： 
「①託送供給約款の作成・届出・公表義務の猶予 
自らが維持し、及び運用する全ての導管が特例対象となる導管であり、かつ、使用開始
時からガスを供給する事業の用に供するものであって使用開始後 5 年を経過していない導
管であれば、使用開始後 5 年間までは託送供給約款の作成・届出・公表義務が猶予される。 
②託送供給に係る事業報酬率の高めの設定 
自らが維持し、及び運用する全て又は一部の導管が特例対象となる導管であれば、全て
                                                  
616 「規制改革推進 3 か年計画(再改定)(平成 15 年 3 月 28 日閣議決定)フォローアップ結果」
（内閣府、平成 16（2004）年 3 月 31 日）
http://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/old/publication/2004/0809/01.html 「事項別措置概
要一覧：分野別措置事項：9. エネルギー関係」15 頁。
http://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/old/publication/2004/0809/1_15.pdf 
「ガスのインフラ整備に関するワーキンググループ（第 1 回）‐配付資料」（経済産業省、
平成 22（2010）年 10 月 12 日）
http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy/gas_infra/001_haifu.html 
「資料 5 ガスインフラ整備の現状と課題」16 頁。
http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy/gas_infra/001_05_00.pdf 
617 「総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会（第８回）-配付資料」（資源エネル
ギー庁、2008 年 4 月 25 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials/g80617cj.html）：
「資料 3-3 制度改革評価小委員会報告書」17 頁。
http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80617c05j.pdf 
618 「総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会（第８回）-配付資料」（資源エネル
ギー庁、2008 年 4 月 25 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials/g80617cj.html）：
「資料 3-4： 制度改革評価小委員会報告書参考資料集 資料 3-4 （1）」106 頁
（http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80617c06j.pdf）。 
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又は一部に係るレートベースに 5 年を超えない範囲内において当該事業者が任意に定める
一定の期間で算定した導管投資に係る投下資本利益率の範囲内において、適切な事業報酬
率を設定することができる」619。 
また、特例措置の最大 5 年間の適用期間について、当該特例措置を考案し審議した総合
資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会 2004 年 1 月 20 日当時の報告書により、次の
ように説明されている。 
「措置を適用する期間については、1）導管を敷設してガスの供給を行う場合においては、
沿線の需要見通し、将来の供給計画をかんがみて先行投資を行うことになり、初期需要の
確保が最も重要であるものの、需要の立ち上がりは流動的、不透明であること、2）また、
長距離輸送導管の整備にあたり、相対的に投資額が大きく、導管投資のインセンティブの
確保、投資リスクの軽減を図るための配慮は必要であること、3）他方で、ガス市場におけ
る公正で有効な競争を促す観点からは、いたずらに特例措置を長期間にわたり設定するこ
とは必ずしも適切ではないことを総合的に考慮し、5 年間を目安とする」620。 
前記制度改革評価小委員会の 2008 年 4 月 25 日の報告書により、報告書当時、ガス導管
事業者 18 社事業者のうち、前記①については 3 事業者において利用されているが、②につ
いては利用している事業者はまだいない621。その 3 社とは、三愛石油㈱、瀬戸内パイプラ
イン㈱、南富士パイプライン㈱である622。 
第 4 項は、届けられた託送供給約款が、①特定の者に対し不当な差別的取扱いをするも
のである場合、②第 1 項本文の規定による届出に係る託送供給約款により供給を受けよう
とする者が託送供給を受けることを著しく困難にするおそれがある場合、のいずれかに該
当する場合に、経済産業省大臣は一般ガス事業者に対し、託送供給約款変更命令を発する
ことができる旨規定したものである。②は、託送供給を実質上拒絶しガス供給への参入を
妨げるような料金その他の供給条件の設定を行うことを回避するために規定したものであ
る。具体的には、工事に関する費用の負担が明らかに非合理的である場合、ガスの成分、
圧力、引受条件等の基準が一般ガス事業者自らがガス供給を行う場合に照らして著しく厳
しすぎる場合、託送供給を引き受けるまでの検討期間が正当な理由がなく長期間である場
                                                  
619 同前掲注。 
620 「総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会報告書」（資源エネルギー庁）
http://www.enecho.meti.go.jp/info/committee/commit17.htm#03 
「都市熱エネルギー部会報告書 ～今後の望ましいガス事業制度の詳細設計について～（平
成 16 年 1 月）」31 頁。http://www.enecho.meti.go.jp/gasHP/toshinetsu/shosai.pdf 
621 「総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会（第８回）-配付資料」（資源エネル
ギー庁、2008 年 4 月 25 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials/g80617cj.html）：
「資料 3-3 制度改革評価小委員会報告書」17 頁。
http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80617c05j.pdf 
622 「総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会（第８回）-配付資料」（資源エネル
ギー庁、2008 年 4 月 25 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials/g80617cj.html）：
「資料 3-4： 制度改革評価小委員会報告書参考資料集 資料 3-4 （1）」106 頁
（http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80617c06j.pdf）。 
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合、託送供給料金算定時に設定された事業報酬額と託送供給関連営業利益との間の乖離が
継続的に発生し、料金の再計算を行わない合理的な理由がない場合であって、託送供給料
金が不適切であると認められる場合などが挙げられている623。 
 第 5 項は、一般ガス事業者は、届け出た託送供給約款を公表しなければならない旨を定
めたものである。 
 第 6 項は、経済産業大臣は、「正当な理由」なく託送供給を拒んだ一般ガス事業者に対し
て、託送供給を行うべきことを命ずることができる旨規定したものである。その「正当な
理由」としては、一般ガス事業者の供給義務の的確な遂行に支障をきたし、その一般ガス
事業の需要家利益を阻害するような場合、例えば託送供給に係るガスの熱量等の品質が一
般ガス事業者の供給するガスと異なる場合や、託送供給利用者が注入するガスの圧力が注
入される側のガスの圧力と一致しない場合、一般ガス事業者に託送のための導管余力がな
い場合等が想定されるほか、託送供給を申し込んだガス供給者が料金その他の当該一般ガ
ス事業者に負っている債務が不履行となっている場合、託送供給を申し込んだガス供給者
が、破産、会社更生あるいは民事再生の申し立てや手形・小切手の不渡り等により料金の
支払いが滞るおそれがある場合、託送供給を受けたガスを一般ガス事業者との契約なくし
てガス供給以外の用に供した場合等も「正当な理由」として想定されるとされている624。 
 そして、22 条第 1 項、第 2 項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者、第 5
項の規定に違反して公表しなかった者は、第 59 条の規定により 30 万円以下の罰金に、第 3
項の規定に違反してガスを供給した者、第 4 項または第 6 項の命令に違反した者は、第 57
条の規定により 300 万円以下の罰金に、それぞれ処せられる。 
 22 条において一般ガス事業者（37 条の 8 の準用によりガス導管事業者も同様で）の導管
の開放義務について詳細な規定が設けられており、特に同条 3 項において、前記のように、
導管の投資インセンティブを保護するため、開放義務の適用を免除するために設けられて
いる「特例措置」が存在すること、またその「特例措置」の運用の期間等の限定条件があ
ることを最後に強調しておきたい。 
 
二、分離規制について 
 ガス事業法において、競争部門と非競争部門の分離について、会計分離のみ義務付けら
れている。それ以上の分離、例えば、法人分離、所有分離等の分離は義務付けられていな
い。その会計分離の規制は同法 22 条の 3 において規定されている625。22 条の 3 は、次の
                                                  
623 経済産業省資源エネルギー庁ガス市場整備課ほか編集『ガス事業法の解説』（ぎょうせ
い、平成 16 年 12 月）80－81 頁。 
624 同前掲注、81 頁。 
625「総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会（第８回）-配付資料」（資源エネルギ
ー庁、2008 年 4 月 25 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials/g80617cj.html）：
「資料 3-4： 制度改革評価小委員会報告書参考資料集 資料 3-4 （1）」79 頁
（http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80617c06j.pdf）。 
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ように規定している。 
「（託送供給等の業務に関する会計整理等）  
第二十二条の三  一般ガス事業者は、経済産業省令で定めるところにより、託送供給の
業務及びこれに関連する業務に関する会計を整理しなければならない。  
２  一般ガス事業者は、経済産業省令で定めるところにより、前項の整理の結果を公表
しなければならない。」 
同条は、平成 15 年の法改正において新たに創設された規定である。平成 11 年の法改正
では、経済産業大臣が指定する一般ガス事業者 4 社（東京ガス、大阪ガス、東邦ガス、西
部ガス）に託送供給約款の作成、届出及び託送供給約款に基づく託送供給の実施が義務付
けられたが、小売自由化の範囲の拡大が進む中で、安定供給を確保しつつ、多様な主体が
導管ネットワークを利用し広域的な供給力の有効活用や小売における競争が図られるため
には、託送供給関連業務部門の規律の強化が不可欠であり、会計の面からも、公平性・透
明性が確保され、新規参入者等の信頼性が確保されていることが必要であることから、託
送供給関連業務部門に係る業務により生じた利益が、他の部門で使われていないことを監
視し、託送供給関連業務部門に係る業務の収支計算書等の作成及び公表を義務付ける趣旨
から本規定が創設されたのである626。ガス導管事業者に関しても、37 条の 8 の規定により
同規定は準用されている。 
同条における「経済産業省令で定めるところ」というのは、「ガス事業託送供給収支計算
規則」627（平成 16 年経済産業省令第 102 号）において定められているものを指す。同規則
において、必要な会計書類の作成、算定の方法、公表の時期、公表の特例等について具体
的に定められている。例えば、同規則 9 条と 11 条のそれぞれにおいて、一般ガス事業者と
ガス導管事業者について、毎事業年度経過後、4 ヶ月以内に公表しなければならないとされ
ている。また、同規則 10 条と 12 条において、一般ガス事業者とガス導管事業者のそれぞ
れについて、公表により、特定の需要家のガス購入量又は購入価格が一般に判明する場合、
その他特定の需要家の権利利益を害する場合は、当該要因となる部分については公表しな
いことができ、この場合は、経済産業大臣に届け出なければならないとされている。 
そして同条第 1 項の規定に違反した者又は同条第 2 項の規定に違反して公表することを
怠り、若しくは不実の公表をした者は、第 60 条の 2 の規定により、百万円以下の過料に処
せられる。 
前記都市熱エネルギー部会制度改革評価小委員会の 2008 年 4 月 25 日の報告書により、
分離制度に基づき、一般ガス事業者 213 事業者、ガス導管事業者 16 事業者が託送収支計算
書を作成・公表しており、このうち、一般ガス事業者 7 事業者、ガス導管事業者 2 事業者
                                                  
626 経済産業省資源エネルギー庁ガス市場整備課ほか編集『ガス事業法の解説』（ぎょうせ
い、平成 16 年 12 月）87 頁。 
627 「ガス事業託送供給収支計算規則」（平成 16 年 10 月 18 日経済産業省令第 102 号）
http://hourei.hounavi.jp/hourei/H16/H16F15001000102.php 
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では、当該計算書をホームページにて公表しており、他方、一般ガス事業者 16 事業者、ガ
ス導管事業者１10 事業者においては、特定のガス供給を受ける者に係るガス購入量又は購
入価格が一般に判明する等の理由から一部非公表としており、このように、一般ガス事業
者、ガス導管事業者において制度の本旨に則った対応が図られていることを踏まえれば、
現行制度を維持していくことが適当であるとされている628。 
上記会計分離規制のほか、分離規制ではないが、公平性・透明性の確保という同分離規
制と同様な観点から、同法 22 条の 4「託送供給に伴う禁止行為等」において、禁止規定が
設けられている。22 条の 4 は、次のように規定している。 
「（託送供給に伴う禁止行為等）  
第二十二条の四  一般ガス事業者は、次に掲げる行為をしてはならない。  
一  託送供給の業務に関して知り得た他のガスを供給する事業を営む者（次号において
「ガス供給事業者」という。）及びガスの使用者に関する情報を当該業務の用に供する目的
以外の目的のために利用し、又は提供すること。  
二  その託送供給の業務について、特定のガス供給事業者に対し、不当に優先的な取扱
いをし、若しくは利益を与え、又は不当に不利な取扱いをし、若しくは不利益を与えるこ
と。  
２  経済産業大臣は、前項の規定に違反する行為があると認めるときは、一般ガス事業
者に対し、当該行為の停止又は変更を命ずることができる。」 
同条は、一般ガス事業者に対し、託送供給の業務に関して知り得た情報の目的外利用の
禁止及び託送供給の業務に関する差別的取扱いの禁止を規定したものであり、既述のよう
に、前記第 22 条の 3 の規定と同様に、一般ガス事業者の託送供給の業務及びこれに関連す
る業務を行う部門に係る公平性・透明性確保の観点から、平成 15 年の法改正により創設さ
れた規定である629。第 2 項の規定による命令に違反した者は、第 57 条の規定により、三百
万円以下の罰金に処せられる。 
前記都市熱エネルギー部会制度改革評価小委員会の 2008 年 4 月 25 日の報告書により、
一般ガス事業者及びガス導管事業者に対する託送供給に伴う前記の禁止行為（情報の目的
外利用の禁止及び差別的取扱いの禁止）について、行政においては、毎年、これら託送供
給に伴う禁止行為等の遵守状況を把握するため、一般ガス事業者等を対象に、行政監査（同
法 45 条の 2）及びフォローアップ調査等を実施しており、これらの禁止行為等については、
これまでの行政監査・フォローアップ調査の結果を見る限り、特に問題となるような行為
を行っている事業者は見られず、また、これまで、新規参入者等からの紛争等の申し出も
                                                  
628 「総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会（第８回）-配付資料」（資源エネル
ギー庁、2008 年 4 月 25 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials/g80617cj.html）：
「資料 3-3 制度改革評価小委員会報告書」11 頁。
http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80617c05j.pdf 
629 経済産業省資源エネルギー庁ガス市場整備課ほか編集『ガス事業法の解説』（ぎょうせ
い、平成 16 年 12 月）89 頁。 
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ないことを踏まえれば、現行制度を維持していくことが適当であるとされている630。 
以上の条文規定、22 条の 3 であれ、22 条の 4 であれ、いずれも本稿でいう「行為規制」
であって、法人分離、所有分離等の「構造規制」が含まれていないという点においては、
日本の分離規制の特徴であると考えられる。そして、本稿の自由化の二段階論に照らすと、
日本の自由化改革は「第 1 段階改革」であると考えられる。 
 
第 2 節 独禁法において 
一、開放規制について 
事後規制を特徴とする独禁法において、ガス導管網、LNG 基地等の不可欠施設を持つ事
業者のそれらの施設の開放を拒絶した行為は、私的独占の「排除」あるいは不公正な取引
法の「その他の取引拒絶」又は「差別対価」・「取引条件等の差別取扱い」等によって実際
上の取引拒絶を構成する「構成上の取引拒絶」631に該当する場合には、その行為を独禁法
の執行機関である公正取引委員会の排除措置命令によって差止めをすることができる。以
下において、私的独占と不公正な取引方法を順に条文規定、判審決例、学説の展開につい
て説明する。 
まず、私的独占について。 
独禁法 2 条 5 項において定義規定、同法 3 条前段において禁止規定、それから同法 7 条
において排除措置命令の規定がそれぞれ設けられている。各条文の内容は以下のようであ
る。 
2 条 5 項において、「この法律において「私的独占」とは、事業者が、単独に、又は他の
事業者と結合し、若しくは通謀し、その他いかなる方法をもってするかを問わず、他の事
業者の事業活動を排除し、又は支配することにより、公共の利益に反して、一定の取引分
野における競争を実質的に制限することをいう。」と規定されている。 
3 条において、「事業者は、私的独占又は不当な取引制限をしてはならない。」と規定され
ている。 
7 条において、「第三条又は前条の規定に違反する行為があるときは、公正取引委員会は、
第八章第二節に規定する手続に従い、事業者に対し、当該行為の差止め、事業の一部の譲
渡その他これらの規定に違反する行為を排除するために必要な措置を命ずることができる。 
②公正取引委員会は、第三条又は前条の規定に違反する行為が既になくなっている場合
においても、特に必要があると認めるときは、第八章第二節に規定する手続に従い、次に
掲げる者に対し、当該行為が既になくなっている旨の周知措置その他当該行為が排除され
たことを確保するために必要な措置を命ずることができる。ただし、当該行為がなくなっ
                                                  
630 「総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会（第８回）-配付資料」（資源エネル
ギー庁、2008 年 4 月 25 日）（http://www.meti.go.jp/committee/materials/g80617cj.html）：
「資料 3-3 制度改革評価小委員会報告書」11 頁。
http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80617c05j.pdf 
631 滝川敏明『日米 EU の独禁法と競争政策（第 4 版）』（青林書院、2010 年 4 月）247 頁。 
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た日から五年を経過したときは、この限りでない。 
一当該行為をした事業者 
二当該行為をした事業者が法人である場合において、当該法人が合併により消滅したと
きにおける合併後存続し、又は合併により設立された法人 
三当該行為をした事業者が法人である場合において、当該法人から分割により当該行為
に係る事業の全部又は一部を承継した法人 
四当該行為をした事業者から当該行為に係る事業の全部又は一部を譲り受けた事業者」
と規定されている。 
7 条規定により、不可欠施設の開放を拒絶する行為は 3 条違反に該当する場合、公正取引
委員会は排除措置命令でその拒絶行為の差止めをすること、あるいは当該施設を開放すべ
きであることを命ずることができる。この点において恐らく異論はない。問題は、当該行
為が 3 条違反行為に該当するかどうかということである。 
3 条違反に該当するには、当条違反の構成要件の一つである一定の取引分野において「競
争を実質的に制限する」という要件を満たさなければならない。しかし、不可欠施設を持
つ事業者は、当該施設の開放を要求する事業者と競争している川上あるいは川下市場にお
いて市場のシェアが小さい場合、当該拒絶行為は川上あるいは川下市場において「競争を
実質的に制限する」という要件を満たさない可能性があるため、このような場合に 3 条規
制はできなくなるのではないかという問題があるとされている632。平成 12 年 12 月 20 日の
NTT 東日本に対する警告事件633において、公取委は警告に留めた理由、また平成 15 年 10
月 28 日の公取委の独占禁止法研究会報告書の「独占・寡占規制の見直し」において新規定
導入の立法提案をした理由はここにあるとされている634。NTT 東日本に対する警告事件に
おいて、NTT 東日本は加入者回線網への接続市場については不可欠施設を保有し、市場シ
ェアが 100%近いものの、インターネット接続サービス市場においては NTT 東日本より競
争者の市場シェアの方が大きかった。また、前記立法提案において、私的独占の禁止規定
に一定の限界がある、あるいはどの程度まで競争を制限していることが必要であるかにつ
いて議論があるという認識が示されている635。 
「競争を実質的に制限する」という要件について、実務においてほぼ確立したものの、
学説においてなお異論のあるところである636。平成 21（2010）年 10 月 28 日に公表された
公取委の「排除型私的独占に係る独占禁止法上の指針」637の第 3 の 2 の（1）において、「競
                                                  
632 越知保見『日米欧独占禁止法』（商事法務、2005 年 10 月）593 頁。 
633 「平成 12 年度公正取引委員会年次報告」
http://www.jftc.go.jp/info/nenpou/h12/12top00001.html 
634 同前掲注、越知保見、593 頁。 
635 江口公典「私的独占の禁止に関する解釈論と立法論」土田和博・須網隆夫編著『政府規
制と経済法―規制改革時代の独禁法と事業法』（日本評論社、2006 年 12 月）224－225 頁。 
636 金井貴嗣ほか編『独占禁止法（第 3 版）』（弘文堂、2010 年 6 月）176－177 頁。 
637 「排除型私的独占に係る独占禁止法上の指針」（公正取引委員会、平成 21 年 10 月 28
日）http://www.jftc.go.jp/dk/haijyogata.pdf 
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争を実質的に制限する」の意義について引用されたのは、2009 年の NTT 東日本事件638東
京高裁判決である。そして、同事件の翌年 12 月 17 日最高裁判決において上告が棄却され
たため、指針において引用された高裁の判断に対する変更はなかった。それらにより、「競
争を実質的に制限する」とは、「競争自体が減少して、特定の事業者又は事業者団体がその
意思で、ある程度自由に、価格、品質、数量、その他各般の条件を左右することによって、
市場を支配することができる状態を形成、維持、強化することをいう」とされている。そ
の「競争自体が減少して、特定の事業者又は事業者団体がその意思で、ある程度自由に、
価格、品質、数量、その他各般の条件を左右することによって、市場を支配することがで
きる状態」というのは、東宝・新東宝事件高裁判決639及び東宝・スバル事件高裁判決640に
おいて述べられたもので、通説では、これを「市場支配力」という641。したがって、NTT
東日本高裁判決の「競争を実質的に制限する」の意義を端的に言うと、それとは「市場支
配力を形成、維持、強化する」ことである。これは、東宝・新東宝事件又は東宝・スバル
事件高裁判決の解釈を踏まえて、「競争を実質的に制限する」ことを「市場支配力の形成、
維持、強化」と解する通説と一致している。要するに、「競争を実質的に制限する」ことの
意義について、前記最高裁判決、三つの高裁判決、又は指針において表現に微妙な差異が
あるものの、実質的な違いはない。そのほか、前記指針の第 3 の 2 の（2）の注 20 におい
て、「排除行為が前記第 2 の 5 の「供給拒絶・差別的取扱い」に該当する場合における競争
の実質的制限の存否については、川下市場における市場支配的状態が形成・維持・強化さ
れているか否かによって判断されるため、川下市場における供給先事業者とその競争者を
中心にそれぞれの事項が判断される」と説明されている。 
他方、前記通説の「競争を実質的に制限する」に対し、それを「統合型市場支配」とし
て、それとはまた別に「閉鎖型市場支配」というものがあるという理解が有力になされる
ようになった642。現在、「統合型市場支配」に対して使われている「市場支配力の形成、維
持、強化」という言葉に対応させて、「閉鎖型市場支配」に対して「市場の開放性を妨げる
力の形成、維持、強化」という言葉が使われている643。つまり、「市場の開放性を妨げる力
の形成、維持、強化」も「競争を実質的に制限する」一つの内容であって、この見解は現
在有力に主張されている644。いずれにしても、要するに、新規定を導入しなくとも現行規
定の解釈の見直し又は運用の強化で対応が可能であるとの意見が有力化したため、前記新
                                                  
638 公取委平成 19 年 1 月 5 日審判審決、審決集 53 巻 776 頁、東京高裁平成 21 年 5 月 29
日判決、最高裁平成 21 年 12 月 17 日判決。 
639 東京高裁昭和 28 年 12 月 7 日判決。 
640 東京高裁昭和 26 年 9 月 19 日判決。 
641 同前掲注、金井貴嗣ほか編、27 頁。 
642 根岸哲編『注釈独占禁止法』（有斐閣、2009 年 12 月）85 頁。 
643 同前掲注。 
644 江口公典「私的独占の禁止に関する解釈論と立法論」土田和博・須網隆夫編著『政府規
制と経済法―規制改革時代の独禁法と事業法』（日本評論社、2006 年 12 月）233－234、241
－242 頁。 
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規定導入の立法提案は平成 17 年の独禁法改正で見送られることとなった645。 
不可欠施設の開放と係る私的独占の判審決例は、前記電気通信分野における平成 12 年 12
月 20 日の公取委の NTT 東日本に対する警告事件と平成 21 年 12 月 17 日の NTT 東日本最
高裁判決の 2 件のみである。 
平成 12 年警告事件において、「これらの行為は、結果として、地域通信市場におけるＮ
ＴＴ東日本の地位を維持・強化し、加入者回線を利用したインターネット接続サービス市
場における競争を実質的に制限し、独占禁止法第 3 条の規定に違反するおそれがある。た
だし、上記の問題となる行為の中には、当委員会が審査を開始したことを契機として、ま
た、郵政省の行政指導もあって、是正されつつあるものもある」ため、既述のように、警
告に留まり、排除措置を取らなかった。 
平成 21 年最高裁判決において、「以上によれば、本件行為は、上告人が、その設置する
加入者光ファイバ設備を、自ら加入者に直接提供しつつ、競業者である他の電気通信事業
者に接続のための設備として提供するに当たり、加入者光ファイバ設備接続市場における
事実上唯一の供給者としての地位を利用して、当該競業者が経済的合理性の見地から受け
入れることのできない接続条件を設定し提示したもので、その単独かつ一方的な取引拒絶
ないし廉売としての側面が、自らの市場支配力の形成、維持ないし強化という観点からみ
て正常な競争手段の範囲を逸脱するような人為性を有するものであり、当該競業者のFTTH
サービス市場への参入を著しく困難にする効果を持つものといえるから、同市場における
排除行為に該当するというべきである。」とし、既述のように、上告を棄却し、原審の判断
を支持した。同事件東京高裁判決により、公取委の審決において「1 被審人が、光ファイ
バ設備を用いた通信サービス（以下「FTTH サービス」という。）の提供において、平成 14
年 6 月 1 日以降行った別紙 1 記載の行為は、被審人の光ファイバ設備に接続して戸建て住
宅向け FTTH サービスを提供しようとする事業者の事業活動を排除することにより、東日
本地区（別紙 2 記載の地域をいう。）における戸建て住宅向け FTTH サービスの取引分野に
おける競争を実質的に制限していたものであって、これは、独占禁止法第 2 条第 5 項に規
定する私的独占に該当し、同法第 3 条の規定に違反するものであり、かつ、当該行為は、
既になくなっていると認める。2 被審人の前項の違反行為については、被審人に対し、格
別の措置は命じない。」とされている。 
同事件において認定された「競争を実質的に制限する」あるいは競争の実質的制限を、「統
合型市場支配」と理解されるべきなのか、それとも「閉鎖型市場支配」と理解されるべき
なのかについて、なお異論のあるところのようである。これに対し、同事件「原審決、原
判決をめぐっては通説的な競争の実質的制限の理解（統合的市場支配）ではなく、新規参
入を妨げ、市場の開放性を妨げるタイプの競争の実質的制限（閉鎖型市場支配）に注目す
るとの見方もあった。しかし、原判決も、本判決も、上記のように、上告人と A 社、B 社
間の競争自体が限定的である状態において新規参入を阻止することは統合型の『市場支配
                                                  
645 越知保見『日米欧独占禁止法』（商事法務、2005 年 10 月）639 頁。 
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力を形成、維持、ないし強化』するものと理解されよう」とされている646。 
いずれにしても、NTT 東日本事件最高裁判決は、川上市場における地位を利用して、川
下市場の競争者を排除する場合、私的独占に該当しうることを示している。本稿の関心事
に戻ると、要するに、3 条規定による開放規制は可能である。この点において、本件最高裁
判決は、先例の価値があり、大変重要で意義のある判決であると思われる。 
施設の投資インセンティブの保護の問題について、NTT 東日本高裁判決は、「原告の保有
する加入者光ファイバ設備への接続に係る接続料金は、一定期間における光ファイバ設備
のコストを予測需要数で割った将来原価に基づくものであるところ、原告が加入者光ファ
イバ設備の構築のために投下した資本は、原告がユーザーに対して FTTH サービスを提供
して得られるユーザー料金及び他事業者が原告の光ファイバ設備に接続して FTTH サービ
ス事業を行うに当たり、原告に支払う接続料金の両方から回収することを予定しているも
のである。そうすると，原告は，自らがユーザーに対し FTTH サービスを提供するだけで
なく，電気通信事業法上の規制やインピュテーションルールに従って他事業者が原告と同
等の競争条件で原告の加入者光ファイバ設備に接続して FTTH サービス事業を展開するこ
とを促進することによっても，投下資本の回収は可能というべきである。」としている。こ
のように、独禁法の規制においてもケース・バイ・ケースで投資インセンティブの保護を
図ることが可能である。 
そのほか、欧米で展開されてきた「不可欠施設の理論」は、日本の独禁法にはなく、こ
の理論を適用した事例もない647。ただし、前記「排除型私的独占に係る独占禁止法上の指
針」の第 2 の 5 の（1）において、「供給先事業者が市場（川下市場）で事業活動を行うた
めに必要な商品について、合理的な範囲を超えて供給拒絶等をする行為は，排除行為に該
当し得る」とされ、これは「不可欠施設の理論」に近い見解を示しているとされている648。 
次に不公正な取引方法について。 
独禁法 2 条 9 項において定義規定、同法 19 条において禁止規定、それから同法 20 条に
おいて排除措置命令の規定がそれぞれ設けられている。不可欠施設の開放を拒絶する行為
は、不公正な取引方法の中、「一般指定」6492 項の「その他の取引拒絶」、又は同指定 3 項の
「差別対価」と 4 項の「取引条件等の差別取扱い」等によって規制される。関連する条文
は以下のようである。 
2 条 9 項において、「この法律において「不公正な取引方法」とは、次の各号のいずれか
に該当する行為をいう。 
一 （省略） 
                                                  
646 泉水文雄「東日本電信電話の光ファイバ設備に関する私的独占事件最高裁判決」公正取
引 No. 726（2011. 4）号 80－81 頁。 
647 根岸哲編『注釈独占禁止法』（有斐閣、2009 年 12 月）363 頁。 
648 滝川敏明『日米 EU の独禁法と競争政策（第 4 版）』（青林書院、2010 年 4 月）266 頁。 
649 「不公正な取引方法」（昭和 57 年 6 月 18 日公正取引委員会告示第 15 号、平成 21 年 10
月 28 日改正、公正取引委員会告示第 18 号）http://www.jftc.go.jp/dk/fukousei.html」 
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二 不当に、地域又は相手方により差別的な対価をもつて、商品又は役務を継続して供
給することであつて、他の事業者の事業活動を困難にさせるおそれがあるもの 
三 正当な理由がないのに、商品又は役務をその供給に要する費用を著しく下回る対価
で継続して供給することであつて、他の事業者の事業活動を困難にさせるおそれがあるも
の 
四 （省略） 
五 （省略） 
六 前各号に掲げるもののほか、次のいずれかに該当する行為であって、公正な競争を
阻害するおそれがあるもののうち、公正取引委員会が指定するもの 
イ 不当に他の事業者を差別的に取り扱うこと。 
ロ 不当な対価をもつて取引すること。 
ハ 不当に競争者の顧客を自己と取引するように誘引し、又は強制すること。 
ニ 相手方の事業活動を不当に拘束する条件をもつて取引すること。 
ホ 自己の取引上の地位を不当に利用して相手方と取引すること。 
へ 自己又は自己が株主若しくは役員である会社と国内において競争関係にある他の事
業者とその取引の相手方との取引を不当に妨害し、又は当該事業者が会社である場合にお
いて、その会社の株主若しくは役員をその会社の不利益となる行為をするように、不当に
誘引し、唆し、若しくは強制すること。」と規定されている。 
19 条において、「不公正な取引方法を用いてはならない」と規定されている。 
20 条において、「前条の規定に違反する行為があるときは、公正取引委員会は、第八章第
二節に規定する手続に従い、事業者に対し、当該行為の差止め、契約条項の削除その他当
該行為を排除するために必要な措置を命ずることができる。 
②第七条第二項の規定は、前条の規定に違反する行為に準用する。」と規定されている。 
一般指定において、2 項（その他の取引拒絶）は「不当に、ある事業者に対し取引を拒絶
し若しくは取引に係る商品若しくは役務の数量若しくは内容を制限し、又は他の事業者に
これらに該当する行為をさせること」、3 項（差別対価）は「私的独占の禁止及び公正取引
の確保に関する法律（昭和二十二年法律第五十四号。以下「法」という。）第二条第九項第
二号に該当する行為のほか、不当に、地域又は相手方により差別的な対価をもつて、商品
若しくは役務を供給し、又はこれらの供給を受けること」、そして 4 項（取引条件等の差別
取扱い）は「不当に、ある事業者に対し取引の条件又は実施について有利な又は不利な取
扱いをすること」とそれぞれ規定している。 
前記 20 条規定により、不可欠施設の開放を拒絶する行為は、前記不公正な取引方法に該
当する場合、公取委は排除措置命令によってその拒絶の差止めをすることができる。前記
私的独占の実質要件である「競争を実質的に制限する」に対して、不公正な取引方法の取
引方法の実質要件は「公正競争阻害性」というものである。競争に対する影響の点で、後
者の方が軽いため、不公正な取引方法で規制しやすいメリットがある。 
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以上を要するに、不可欠施設の開放を拒絶する行為は、私的独占あるいは不公正な取引
方法に該当される場合、公取委はその行為の差止めをすることができる。 
 
二、分離規制について 
分離規制に関する実体法規定は前述の開放規制の実体規制と同様であるため、これにつ
いて重複して説明しない。分離規制は、構造規制であるため、分離規制の問題は、実は独
禁法の排除措置命令において「構造的措置」が出せるかどうかの問題である。 
不可欠施設の開放を拒絶する行為は私的独占違反、又は不公正な取引方法違反に該当す
る場合、それぞれ 7 条 1 項規定と 20 条 1 項規定によって排除措置命令が出されるわけであ
る。7 条 1 項により、「第三条又は前条の規定に違反する行為があるときは、公正取引委員
会は、第八章第二節に規定する手続に従い、事業者に対し、当該行為の差止め、事業の一
部の譲渡その他これらの規定に違反する行為を排除するために必要な措置を命ずることが
できる。」とされている。また、20 条 1 項により、「前条の規定に違反する行為があるとき
は、公正取引委員会は、第八章第二節に規定する手続に従い、事業者に対し、当該行為の
差止め、契約条項の削除その他当該行為を排除するために必要な措置を命ずることができ
る。」とされている。両規定において、冒頭の当該行為の差止めは共通しているが、次の営
業の一部の譲渡、契約の削除のところでは規定は異なっている。しかし、これらは、措置
内容の例示に過ぎず、いずれの規定も、結局は、その他当該行為の排除に必要な措置であ
る点で一致しており、排除措置命令の内容に本質的に異なるところはないとされている650。
他方、私的独占に対する排除措置として、他の事業者を支配できない程度にまでの所有株
式の処分（東洋製罐事件、勧告審決昭和 47 年 9 月 18 日）が命じられることがあったが、
それは、当該株式の取得自体が私的独占の手段となる違法な支配行為を構成することから
その処分が命じられたものであって、これを超えて違反行為の反復を予防するために、違
反行為の源泉を排除するという観点からいわゆる構造的措置として事業の譲渡や所有株式
の処分を命ずることは、違反行為を排除し又は違反行為が排除されることを確保するため
の排除措置命令として必要な範囲を超えるものであり、従来、このような構造的措置が命
じられた事案はないとされている651。しかし、別の見解により、7 条 1 項では、「事業の一
部の譲渡」を命ずることができると規定しており、この規定の解釈をめぐっては、独占的
状態に対する排除措置として 8 条の 4 が「事業の一部の譲渡」を命ずることができると規
定し、事実上の企業分割を命ずることができると解されていることから、独占行為に対し
ても事実上の企業の分割ができるという説が有力であるとされている652。企業の分割がで
きると主張する代表的な見解を少なくとも二つを取り上げることができる。一つは正田説
で、もう一つは越知説である。正田説により、文理上明確であること、及び理論上も、独
                                                  
650 根岸哲編『注釈独占禁止法』（有斐閣、2009 年 12 月）527 頁。 
651 同前掲注、137 頁。 
652 佐藤一雄ほか編『テキスト独占禁止法（再訂 2 版）』（青林書院、2010 年 4 月）343 頁。 
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占行為が市場の構造を媒介として間接的に行われる場合には、行為自体を排除しても違反
行為を排除することはできず、その市場支配的企業の間接的「支配」を排除するためには、
その市場構造を変化させるほかはないということである653。越知説により、「私的独占に関
し、事業分割などの構造的排除措置を命ずることができるかについて、違法行為を排除す
るために必要な範囲を超えていると解する説がある。しかし、営業の一部譲渡が明文で規
定されており（7 条 1 項）、事業分割と営業譲渡は対価が現金か株式かという違いに過ぎず、
必要性が否定される理由は薄弱である」とされ、また「構造規制的排除措置が独禁法の執
行として必要性を超えるとの主張がなされた背景には、構造規制というと、市場集中度仮
説に基づく企業分割と混同されて議論されがちだったからではないかと思われる。市場集
中度仮説に基づく企業分割というのは、独禁法の違法行為なしに、（8 条の 4 に基づき）高
集中度という市場構造の存在があれば企業分割を行うことが検討されるべきであるとの主
張であり、今日それが不適当であることは大方の見解の一致があると言えるであろう」と
されている654。 
また別の見解により、独禁法 7 条は、「企業分割といった構造的是正措置（事業の一部の
譲渡や株式の処分）を予定しているようにも見える。違法な行為の結果として市場支配力
が形成・維持・強化されたのであれば、その行為を差し止めただけではその結果を除去で
きないのだとするとそれの解体を目指すことを一概に否定することはできないように思わ
れる」とされ、「しかしながら、除去の対象となる市場支配力は排除行為により、形成、維
持、強化された部分であるから、因果関係の立証で大きな困難が生じる。米国では除去さ
れるべき市場支配力と違法行為との因果関係を厳密に要求してはいない。このような立場
をとらない限り、実際には構造的是正措置は困難である」とされている655。 
いずれにせよ、独禁法において、理論上、あるいは法解釈論上、分離規制をすることが
可能であることは通説のようである656。しかし、これまで不可欠施設との関係で分離措置
が取られる事例はなかった。 
 
第 3 節 事業法と独禁法の役割分担 
一、問題の所在 
 前記不可欠施設の開放・分離規制の状況から、次のような問題があると想定できる。一
つ目は、二重規制の問題。例えば、開放規制において、事業法からの事前義務規制もある
し、独禁法からの事後規制もあるので、同一違反行為に対し二重規制となりうるので、そ
のために、事業法と独禁法をどちらかを優先して適用しなければならないかという問題が
                                                  
653 正田彬『全訂独占禁止法Ⅰ』（日本評論社、1980 年）540 頁。同前掲注、佐藤一雄ほか
編、343 頁。 
654 越知保見『日米欧独占禁止法』（商事法務、2005 年 10 月）1020 頁。 
655 川濱昇『ベーシック経済法－独占禁止法入門－（第 3 版）』（有斐閣、2010 年 4 月）159
頁。 
656 根岸哲・舟田正之『独占禁止法概説（第 4 版）』（有斐閣、2010 年 7 月）91 頁。 
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ある。二つ目は、事業法事前規制の限界の問題。たとえ最善に設計された規制であっても
すべての競争上の問題を除去することができない。したがって、事後規制としての独禁法
がケース・バイ・ケースで対応すべきなのかという問題である。三つ目は独禁法規制の限
界の問題。例えば、専門性、事後監視等の視点から独禁法で対応しきれない問題がある。
四つ目は、規制機関の中立性の問題。例えば事業法は業界の利益保護となりがちで、この
ような場合に独禁法を活かすべきなのかという問題である。よりよい規制を形成、運用し
ていくためには、以上のような両法の役割分担、あるいは調整問題を解決しなければなら
ない。したがって、以下において、この問題を解決するため日本において主張されている
三つの代表的な調整原則について説明する。 
 
二、三つの調整原則 
 事業法と独禁法の各規定において、競争を維持・促進するかどうかという点では対立し
ないものもあるし、対立するものもありうるので、このような各場面において、以下にお
いてこの三つの調整原則を独禁法の事業法に対する優位の順で説明していく。 
①対立するかどうかと関係なく事業法優先の「黙示の適用免除」の一般原則 
ガス事業法において独禁法に対し「明示の適用免除」規定は存在しない。他方、ガス事
業法に限らず、同法を含めて事業法と独禁法の適用関係について、「黙示の適用免除」の調
整原則を採用すべきであると主張されている657。その理由は、あらゆる産業を対象として
共通のルールを定めて規制を行う競争法である独禁法と、特定の産業について細かなルー
ルを定めて規制する個別事業法との調整原則として、個別事業法の解釈、運用によって問
題とされる当該行為に独禁法の適用が排除されるという黙示の適用免除は、同時に適用さ
れる同一レベルの法律間の調整である以上当然に認められるべきであるとされている658。
また、この「黙示の適用免除」は安易に認められるべきでないことは当然であるが、問題
とされる具体的な行為によっては、当該個別事業法の当該規定の趣旨、規定内容、運用な
どから、当該事業者を二律背反の関係に立たせる場合だけでなく、一般的に黙示の適用免
除が認められるとして独禁法の適用が排除される余地がありうるとされている659。同原則
は、米国で確立したもの660ではあるが、事業法と独禁法の規定が対立するかしないかと関
係なく採用するという点では特徴的であると思われる。この「黙示の適用免除」の原則を
主張する説は、「独禁法規制の差控えを承認する説」、又は「事業法優先説」というもので
はないかと思われる。「独禁法規制の差控えを承認する説」というのは、第一に、両法が別
個個々に適用されるという原則を承認しつつ、第二に例外として、より専門的・技術的知
見を有する事業法上の規制当局によって、ある競争制限的行為が実効的に規制されている
                                                  
657 村上政博『独占禁止法（第 3 版）』（弘文堂、平成 22 年 3 月）71－73 頁。 
658 同前掲注 71－72 頁。 
659 同前掲注 72 頁。 
660 越知保見『日米欧独占禁止法』（商事法務、2005 年 10 月）865－866 頁。 
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場合、独禁法規制は必ずしも発動される必要はなく、公取委は事業法規制を信頼してその
発動を見合わせてよいとし、第三に、「例外の例外」として、経年変化等何らかの理由から
事業法規制が形骸化・風化し事業法規制が実質を消失し、事業法の観点から違法とは即断
できない競争が存在していることから、これを歪曲、制限する行為には独禁法が適用され
る等の場合、という説である661。「事業法優先説」というのは、両法が競合し両法の適用が
可能である場合、事業法を優先する、という説である662。 
要するに、「黙示の適用免除」の原則は、対立するかどうかと関係なく、一般の調整原則
である。前記 NTT 東日本高裁判決は、この原則を示唆する唯一の先例であるとされている
663が、この原則を明示的に採用した判審決例はまだない。 
そのほか、今日の事業法規制は、自由競争を制限するものではなく、不公正な競争が行
われる場合を事業法規制の対象とするなど、自由な競争の基盤を確保する目的で再構築さ
れていることが多く、そのような場合に、事業法が独禁法の特別法だという考え方をとる
と、独禁法は事業法が公正な競争のルールを規定し、規制目的が共通である場合には、独
禁法が適用されないとの極端な議論に向かいかねないとされている664。 
②対立しなければ双方の特徴を活かす「相互補完」の原則 
この原則の根拠は「相互補完説」665である。「相互補完説」というのは、事業法が競争制
限的な事業法から競争維持・促進する事業法に変わりつつある今日では、事業法と独禁法
は相互補完して適用すべきであるという説である。例えば、LNG 基地の開放規制について、
ガス事業法において義務付けられていないため、それぞれガス事業法と独禁法の執行を所
管する経済産業省と公正取引委員会が共同で作成し公表した「適正なガス取引についての
指針」666のⅤにおいて、LNG 基地の開放を拒絶した場合、独禁法の取引拒絶、私的独占等
に該当しうることが述べられている。具体的規定は、次のよう述べられている。 
「V．LNG 基地の第三者利用に関する適正なガス取引の在り方 
1．考え方 
我が国は国内ガス供給の大半を海外からの輸入LNGに依存しているため、LNG基地は、
導管網の起点となっている。ガス市場の活性化と公正な競争条件の整備の観点から、LNG
                                                  
661 土佐和生「情報通信の規制改革と競争政策」『公益事業の規制改革と競争政策』90 頁以
下（日本経済法学会年報 23 号、有斐閣、2002 年）。土田和博・須網隆夫編『政府規制と経
済法―規制改革時代の独禁法と事業法―』（日本評論社、2006 年 12 月）158 頁に同引用が
ある。 
662 同前掲注、土田和博 159 頁。 
663 村上政博『独占禁止法（第 3 版）』（弘文堂、平成 22 年 3 月）73 頁。 
664 同前掲注、越知保見、913 頁。 
665 土田和博「独禁法と事業法による公益事業規制のあり方に関する一考察」土田和博・須
網隆夫編『政府規制と経済法―規制改革時代の独禁法と事業法―』（日本評論社、2006 年
12 月）161 頁。 
666 「適正なガス取引についての指針」（公正取引委員会、経済産業省、平成 16 年 8 月 6 日
改正）http://www.jftc.go.jp/dk/gas.html 
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基地の第三者による利用を促進することは、新規参入の促進やガスの調達源の多様化に資
するものである。具体的には、LNG 基地については、その建設容易性や余力の開示方法の
困難性等の点で導管網とは性格が異なる面もあることから、第三者による利用に当たって
は、LNG 基地を保有又は運営する事業者（以下「LNG 基地事業者」という。）と利用を希
望する者との当事者間の相対交渉によるものとし、透明かつ公平な利用を促すことが必要
である。 
2．公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為 
 LNG 基地事業者は、LNG 基地の第三者による利用に当たって、以下のような対応を採
ることが公正かつ有効な競争の観点から望ましい。 
LNG 基地事業者が、第三者が LNG 基地を利用する際の交渉の前提や交渉を行うルール
を明確にするための要領等を策定すること。 
LNG 基地事業者が、基地の設備容量及び現行の運用状況や将来の運用に関する予定（予
想）など余力を推定するに十分な情報を公開すること。 
LNG 基地事業者が、利用の申出を拒否した場合は、その拒否事由を文書により相手方に
通知すること。 
LNG 基地事業者が、利用希望者と利用に関する契約の締結に至った場合、競争上の地位、
利用者の承諾など法人情報等への配慮を行った上で、主な契約条件（取引数量、利用期間
等）を契約締結から一定期間を経た後で公表すること。 
3．公正かつ有効な競争の観点から問題となる行為 
LNG 基地事業者が、当該基地を利用する以外に事業活動を行うことが事実上困難な自己
又は自己の関係事業者と競争関係にあるガス事業者からの利用の申出に対して、他のガス
事業者に利用させることが可能な状況において、不当にこれを拒否し又は不当に交渉期間
を引き延ばすこと等により事実上利用を拒否し、当該ガス事業者の事業活動を困難にさせ
ることは、独占禁止法上違法となるおそれがある（取引拒絶、私的独占等）。」 
以上のように指針の LNG 基地に対する開放規制は、正に先述の事業法で事前に一律規制
できず、独禁法で事後的にケース・バイ・ケースに対応する場合である。逆に、独禁法で
規制できないものは、事業法で規制する場合もある。例えば不公正な取引方法に該当しな
い「情報の目的外の利用」をガス事業法 22 条の 4 の 1 項において次のように「託送供給に
伴う禁止行為」として規定されている。 
「第二十二条の四 一般ガス事業者は、次に掲げる行為をしてはならない。 
一 託送供給の業務に関して知り得た他のガスを供給する事業を営む者（次号において
「ガス供給事業者」という。）及びガスの使用者に関する情報を当該業務の用に供する目的
以外の目的のために利用し、又は提供すること」。 
したがって、「相互補完説」は対立しない場合に実務において実際に採用されている説で
あると思われる。 
③対立した場合の積極的に競争政策を推進する「独禁法優先」の原則 
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この「対立した場合」は、事業法において競争政策・競争の原理の導入・執行に対し消
極的である場合を含む。このような場合に、独禁法を積極的に適用すべきであると主張さ
れている667。「独禁法優先説」により、独禁法の適用を優先する理由の一つとしては、事業
法の領域規制機関が頻繁に接触する企業からバイアスのかかった知識や情報を受けやすい
こと、規制の運用について様々な政治的・社会的圧力を受けやすいこと、領域規制機関が
本来過渡的な領域特定規制の権限の縮小・廃止に消極的になりやすいことから、事業法の
領域特定規制は中立性・独立性の点では問題が大きいからであるとされている668。例えば、
ガス事業法において、競争部門と非競争部門の分離は、先述のように会計分離に留まり、
それ以上の分離規制を設けていない。不可欠施設へのアクセスが否定され有効な競争が不
可能となる場合や、ネットワーク保有者の力が強すぎるために川上や川下での競争が有効
に機能しない場合には、事業の分割が競争促進のために不可欠の場合があり、事実、多く
の国の規制産業で事業法による事業分割が行われているし、日本でも通信事業など事業法
によって事業の分割が行われているとされている669。これに対し、ガス事業分野において、
ガス事業法による事業分割の規定はない。このような場合に、独禁法による分離規制は積
極的に行われるべきなのではないかという問題がある。 
 
第 8 章 中国に与える示唆 
第 1 節 開放規制について 
一、事業法において 
日本のガス事業法において、既述のように、すべての一般ガス事業者とガス導管事業者
にガス導管の開放義務を課しているのみならず、「特例措置」と称される適用免除規定も設
けられている。この適用免除は経済産業大臣の個別認可となっているが、開放規制によっ
て導管網の投資インセンティブを損なうことを防ぐことができ、かつ、最大 5 年間という
時間的な制限も設定する点は、評価に値する制度的設計であると思われる。これに対して、
中国においては、既述のように、不可欠施設に関する開放義務規制はなく、現在制定中の
「エネルギー法」草案において、すべてのガス導管に対し開放義務規制は設けられている
が、適用免除規定は設けられていない。このような制度設計は、やや硬直的で導管の投資
インセンティブを損なうことがあっても適用免除をすることもできない。したがって、「エ
ネルギー法」において、日本の「特例措置」のような適用免除規定を設けるべきであると
考える。 
                                                  
667 越知保見『日米欧独占禁止法』（商事法務、2005 年 10 月）914－915 頁。 
668 岸井大太郎「公益事業の規制改革と独占禁止法－『領域特定規制』と独占禁止法・公正
取引委員会」『公益事業の規制改革と競争政策』54 頁以下（日本経済法学会年報 23 号、有
斐閣、2002 年）。土田和博「独禁法と事業法による公益事業規制のあり方に関する一考察」
土田和博・須網隆夫編『政府規制と経済法―規制改革時代の独禁法と事業法―』（日本評論
社、2006 年 12 月）159 頁に同引用がある。 
669 同前掲注、越知保見、1021 頁。 
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そのほか、日本の託送供給約款制度も中国にとって参考に値するものである。すべての
ガス導管に対し託送供給義務を課すことは良いが、事業者の負担を軽減するため、日本の
ように、託送供給の見込みのない業者に対し託送供給約款の作成・公表を免除する制度設
計も必要であろう。 
 
二、反壟断法において 
日本の独禁法は、既述のように、私的独占又は不公正な取引方法に該当する不可欠施設
の開放を拒絶した行為に対し、差止めをすることができる。マージンスクイズ等による「事
実上の取引拒絶」、あるいは「構成上の取引拒絶（constructive refusal to deal）」行為も、
独禁法 2 条 5 項の「排除」または不公正な取引方法の一般指定 2 項の「その他の取引拒絶」
に該当しうる。ただし、「不可欠施設の理論」が明確に採用された事例はまだないようであ
る。これに対して、中国の反壟断法は、市場支配的地位の「濫用規制」の仕方を採用して
おり、結果において、日本と同様に、不可欠施設の開放を拒絶した行為に対して規制する
ことができる。マージンスクイズ等による「事実上の取引拒絶」、あるいは「構成上の取引
拒絶」に対しても柔軟に対応できる。「不可欠施設の理論」の実際の運用例もないが、市場
支配的地位の濫用規制を所管する中国工商管理総局が公表したガイドラインにより、今後
の運用が期待できる。 
 
第 2 節 分離規制について 
一、事業法において 
 日本のガス事業法において、既述のように、競争部門と非競争部門の分離は会計分離
に留まる。これにもかかわらず、前記都市熱エネルギー部会制度改革評価小委員会の 2008
年 4 月 25 日の報告書により、既述のように、託送供給に伴う情報の目的外利用、差別的取
扱い等の禁止行為について、一般ガス事業者等を対象に、行政監査及びフォローアップ調
査等を実施しており、これまでの行政監査・フォローアップ調査の結果を見る限り、特に
問題となるような行為を行っている事業者は見られず、また、これまで、新規参入者等か
らの紛争等の申し出もないことを踏まえれば、現行制度を維持していくことが適当である
とされている以上、必ずしもそれ以上の分離、例えば法人分離、所有分離を実施しなけれ
ばならない理由もないように思われる 。これに対して、中国は「エネルギー法」の草案に
おいて分離規制に関する規定は全くない。会計分離は、競争部門と非競争部門間の内部補
助があるどうかをチェックするために必要な制度なので、新規参入者と既存事業者と公正
な競争を保証するための最低限の制度設計であると言ってもよく、中国の「エネルギー法」
あるいはその関連法規において同制度を設けるべきであると思われる。会計分離以上の構
造措置をとるかどうかについては、自由化の進展の状況によって、あるいは新規参入者と
既存事業者との競争の状況によって、必要に応じて段階的に決めていくのも合理性がある
かもしれない。そのほか、会計分離を公正な競争を保護するための最低限の規制であるた
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め、日本のように、中国もその適用免除規定を設ける必要がないと思われる。 
 
二、反壟断法において 
 日本の独禁法は、既述のように、開放を不当に拒絶した企業に対し、会計分離のよう
な行為規制をかけることがもちろん可能であるが、企業分割のような構造的措置をとるこ
とも可能である。しかし、企業分割の実際の運用例はない。これに対し、中国の反壟断法
は、企業結合の場合のみ構造的措置をとることができるが、それ以外の行為に対し同措置
と取ることができないこととなっている。もし中国は自由化展開の始めての段階において
とりあえず行為規制のみで対応してみて、構造規制をとるかどうかについては、行為規制
の効果、あるいは競争進展の状況によって決めるという漸進的な自由化政策をとるのであ
れば、現段階では反壟断法の構造的措置を必要としないが、将来には必要になってくると、
構造的措置がとれないことはやはり問題である。したがって、構造的措置もとれるように
今後中国反壟断法の改正は必要なのではないかと思われる。そのほか、日本において構造
措置が取られた実例がないので、それに関する適用免除の具体論もない。しかし、インフ
ラの整備に悪影響を及ばすような分離規制はやはり避けるべきである。 
 
第 3 節 事業法と反壟断法の役割分担について 
 一、三つの調整原則について 
中国においても、日本のように、事業法と反壟断法の役割分担あるいは調整の問題が存
在する。日本において、先述のように、「黙示的適用免除」の原則、「相互補完」の原則と
「独禁法優先」の原則がある。この三つの原則は、競争を維持・促進するかどうかという
点では事業法と独禁法の規制が対立する場合と対立しない場合に分かれて、そして各場合
に応じてどの原則を採用するというような形で議論されているようであるが、実務におい
て、特に独禁法の執行機関である公取委は、「黙示的適用免除」の原則より、両法が対立し
ない場合に「相互補完」の原則を、両法が対立する場合に「独禁法優先」の原則を採用す
る傾向にあると見られる。この点においては、公取委の姿勢は前述の「エネルギー基本計
画」において提出された「天然ガスシフト」の政策を遂行するには必要なものであって、「エ
ネルギー基本計画」と合致するものであると思われる。なぜかと言うと、「天然ガスシフト」
を実現するには、天然ガスの料金の低価格化が必要であって、その料金の低価格化を実現
する有効な手段としては自由化であって、そして、その自由化を展開するには競争政策を
強力に推進する公取委の姿勢が必要であるからである。前記 2008 年 4 月 25 日の都市熱エ
ネルギー部会制度改革評価小委員会の報告書の自由化が展開されて以来天然ガス販売量の
増加に対する評価は一つ有力な証拠である。繰り返しになるが、同報告は、「ガス事業にお
ける自由化開始（平成 7 年度）以降のガス販売量の推移を見ると、平成 7 年度から平成 18
年度の約 10 年間で約 1.6 倍に増加しており、ガス販売量は全体として順調に増加してきて
いる。部門別のガス販売量の推移を見ると、家庭用を含む小口需要はほぼ横ばいで推移し
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ている一方、工業用を中心とした大口需要は平成 7 年度から平成 18 年度の約 10 年間で約
4.4 倍と大幅に増加している。特に工業用需要の伸びは著しく、大口需要全体の伸びの約
84%を占めている。この背景には、地球温暖化問題への対応による需要家の天然ガスへの燃
料転換の積極的な実施、近年の油価高騰による天然ガスの価格優位性の増大などが背景に
あると考えられる」と述べている670。不可欠施設の開放規制であれ、分離規制であれ、事
業法の改正を待たずに、その時の情勢、政策に応じて即時で柔軟に対応できるのは独禁法
のメリットである。「天然ガスシフト」を実現するために、時期を逃すことなく、独禁法を
優先して適用していくことも必要なのではないかと思われる。「不十分な自由化」となるこ
とを防ぐには、独禁法の役割を積極的に果たすべきである。中国においても、天然ガスを
普及するために、インフラの整備に悪影響を及ぼすような自由化を避けながら、「不十分な
自由化」とならないように、反壟断法の役割を積極的に果たすべきである。特に「エネル
ギー法」の草案において事前規制としての LNG 基地、地下貯蔵タンクに対する開放義務、
又は競争部門と非競争部門に対する分離義務を課してない状況の中では、「相互補完」の原
則からでも、事後規制としての反壟断法の積極的な役割を果たすべきであると思われる。 
 
二、反壟断法の二大任務 
「事後的な反競争行為の禁止」は反壟断法の任務であることには異議はないと思うが、
それに留まらず、さらに必要な措置をとることによって実現する「積極的な競争基盤の整
備」も反壟断法のもう一つ重要な任務ではないかと思われる。前者を「消極的な任務」と
言えば後者を「積極的な任務」といえよう。特にガス事業のような規制分野において「積
極的な競争基盤の整備」という反壟断法の後者の「積極的な任務」を果たすことによって
早期に国有経済の独占市場を開放させ、自由化することは大変重要なことであると思われ
る。その条文根拠と時代背景は次のようである。 
反壟断法第 4 条は、「国は、社会主義市場経済に相応しい競争のルールを制定・実施し、
マクロコントロールを改善し、統一的、開放的、競争的な秩序のある市場システムを整備
する。」と規定している。その「開放」とは、地方の保護主義を問題にする開放を意味する
ほか、かつて国有経済が独占していた業界の非国有経済・外資に対する開放も意味すると
理解されている671。同条の「統一的、開放的、競争的な秩序のある市場システムを整備す
る」ことは、2003 年中国共産党第 16 回中央委員会第 3 次全体会議672において提出された
社会主義市場経済体制を整備するため673の重大な任務の一つであるとも指摘されている674。
                                                  
670 都市熱エネルギー部会制度改革評価小委員会「報告書」（2008 年 4 月 25 日）3 頁。
http://www.meti.go.jp/report/downloadfiles/g80523a01j.pdf 
671 王晓晔主编『中华人民共和国反垄断法详解』（知识产权出版社、2008 年 2 月）34 页。 
672 「中国共产党第十六届中央委员会第三次全体会议公报」（人民網、2003 年 10 月 14 日）
http://www.people.com.cn/GB/shizheng/1024/2133923.html 
673 「中共中央关于完善社会主义市场经济体制若干问题的决定(全文)」（人民網、2003 年 10
月 14 日）http://www.people.com.cn/GB/shizheng/1024/2145119.html 
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また、2007 年の中国共産党第 17 回全国代表大会における胡錦濤総書記の報告675の五（国
民経済の速くて良い発展を促進する）の（六）（基本経済制度を整備し、現代市場システム
を健全化する）において、次のように述べられている。「公有制を主体とし多種の所有制を
同時に発展させる基本経済制度を堅持し整備し、少しの動揺もなく公有制経済を強固なも
のにし発展し、少しの動揺もなく非公有制経済の発展を推奨し支持し誘導し、平等に物権
を保護することを堅持し、各種の所有制経済間の平等な競争、相互に促進する新局面を形
成する。国有企業の株式会社化の改革を深化し、現代企業制度を健全化し、国有経済の分
布と構成を最適化し、国有経済の活力・コントロール力・影響力と増強する。独占業界の
改革を深化し、競争メカニズムを導入し、政府規制改革と社会監督を強化する」。 
したがって、第 4 条は、反壟断法に対する時代の要請676、つまり「積極的な任務」を果
たすことを反映するものである。 
それから、同法第 7 条において、次のように規定されている。 
「国有経済が支配的地位を占める、国民経済の命脈と国家の安全に関わる業界及び法に
基づき専業専売を行う業界に、国家はその事業者の合法的な事業活動を保護し、かつ事業
者の事業行為及びその商品と役務の価格について法に基づき監督と規制を実施し、消費者
の利益を保護し、技術の進歩を促進する。 
前項に定める業界の事業者は、法に基づき経営し、誠実に信義を守り、厳格に自らを律
し、社会公衆の監督を受けなければならなく、その支配的地位又は専業専売の地位を利用
し、消費者の利益を損なってはならない。」 
7 条は、国有独占企業に遵守すべき義務を課すものである677。この義務規定があるからこ
そ、国有独占企業に対する反壟断法の適用が可能となる。「積極的な任務」を果たせるかど
うかは今後の運用次第ではあるが、それを果たすためには構造的措置もとれるように今後
の法の改正が必要であることは既述の通りである。 
最後に、天然ガス市場自由化において、「不十分な自由化」とならないように、反壟断法
の積極的役割を果たすべきである一方、「行過ぎた自由化」ともならないように、不可欠施
設の開放・分離規制によって投資インセンティブを損なうようなことも避けるべきである
ことを強調しておきたい。 
 
第四部 欧州の経験 
第 9 章 欧州天然ガス事業の概観 
第 1 節 天然ガス事業の政策位置付け 
                                                                                                                                                  
674 同前掲注、33 页。 
675 「胡锦涛在中国共产党第十七次全国代表大会上的报告（全文）」（人民網、2007 年 10 月
15 日）http://cpc.people.com.cn/GB/64162/64168/106155/106156/6430009.html 
676 全国人大常委会法制工作委员会经济法室编『中华人民共和国反垄断法条文说明、立法理
由及相关规定』（北京大学出版社、2007 年 9 月）14－15 页。 
677 同前掲注、34－35 页。 
137 
 
欧州の統計速報により、欧州 27 カ国 2009 年の一次エネルギー消費における天然ガスの
割合は 24.9%で、石油の 36.6％の次、第二位であり、その次は、石炭の 16.2％、原子力発
電の 13.3％と再生可能エネルギーの 9.0％である678。英国の石油会社 BP の統計により、
2009 年欧州の天然ガスの一次エネルギー消費における割合は 24.6％で、欧州の統計数値と
若干の違いがあるが、いずれも同期の米国の 26.7%よりは若干低く、日本の 16.6％、中国
の 3.7％よりは断然に高い679。欧州委員会エネルギー総局の市場観測資料により、1990 年
から 2009 年までの間、欧州全体のエネルギー消費量がわずか 2％増加した中、石炭の消費
は 41％減少したのに対して、天然ガスの消費は 41％増加した680。発電においても同様で、
2009 年度天然ガスによる発電の割合は 23％で、一位の原子力発電の 28％と二位の石炭の
26％の次、三位で、その他は再生可能エネルギーの 18％と石油の 3％である681。他方、同
期間におけるすべての化石燃料の輸入依存度は増加して来ており、2009 年度石油のそれの
83.5％に対して、天然ガスも 64.2％に達している682。 
欧州の天然ガス事業に対する政策の位置づけは、不明瞭であり、やや消極的で、特に長
期戦略においてそうである。まず、欧州委員会が 2010 年 11 月 10 日に発表したエネルギー
中期戦略である「エネルギー2020」683において、今後 10 年間、つまり 2020 年まで五つの
優先課題684が画定されており、その優先課題の②において、天然ガスについて次のように
述べられている。「安定供給が確保できる前提で、天然ガスは、今後数年間の間 EU のエネ
ルギー構成において引き続き重要な役割を演じ、かつ変動的な発電に対しバックアップ燃
料として重要性を獲得している。そのため、パイプライン輸送と LNG の両方を含めて、天
                                                  
678 Eurostat, Statistics in focus, “Statistical aspects of the energy economy in 2009 ”, 
Issue number 43/2010 , Publish Date: 18-AUG-2010 04:45 PM , p.2 
http://epp.eurostat.ec.europa.eu/portal/page/portal/product_details/publication?p_produ
ct_code=KS-SF-10-043 
679 BP, “Statistical Review of World Energy 2011”, at 41.それに基づいて筆者が換算した
もの。  
http://www.bp.com/liveassets/bp_internet/globalbp/globalbp_uk_english/reports_and_pu
blications/statistical_energy_review_2011/STAGING/local_assets/pdf/statistical_review
_of_world_energy_full_report_2011.pdf 
680 European Commission-Energy-Market Observatory-EU 27 info, “Key Figures”, June 
2011, p.12 
http://ec.europa.eu/energy/observatory/eu_27_info/doc/key_figures.pdf 
681 Ibid., p.19 
682 Ibid., p.6 
683 European Commission, “Energy 2020 - A Strategy for Competitive, Sustainable and 
Secure Energy”, Communication from the Commission to the European Parliament, the 
Council, the EEESC and the Committee of the Regions. Brussels, 10.11.2010, 
COM(2010) 639 final 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2010:0639:FIN:EN:PDF 
684 その五つの優先課題というのは、①エネルギー効率性の高い欧州の達成、②汎欧州で統
合されたエネルギー市場の構築、③消費者権利の強化及び最高水準の安全と安定供給の達
成、④エネルギー技術とイノベーションにおける欧州のリーダーシップの増強、⑤欧州エ
ネルギー市場の対外関係の強化というものである。Ibid., pp. 5,6  
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然ガスの輸入の多元化が求められており、同時に、域内の天然ガス網の相互間の連係も求
められている」685。この記述により、①天然ガスは今後数年において引き続き重要な役割
を果たすこと、②その前提としての安定供給を確保するための、域内の相互間の連係の強
化、輸入源の多元化が求められていることが明らかであるが、天然ガスの重要な役割を果
たす時期について、「今後数年間」と述べていることに留まる。また、欧州委員会が後の 2011
年 3 月 8 日に提出した欧州経済全般の長期戦略である「低炭素経済ロードマップ 2050」と
いう意見書において、次のように述べられている。「2050 年、EU 全体の一次エネルギー消
費は 2005 年と比べて約 30％を低減することが可能である。もっと多くの域内のエネルギ
ー資源、特に再生可能エネルギーが利用されるべきである。石油と天然ガスの輸入は今日
と比べて半分低下し、石油と天然ガスの潜在的な価格衝撃による悪影響を大きく低下する
ことが可能である。」686。 
欧州が天然ガスに対する政策がやや消極的である主な理由は、天然ガスの域内生産量が
減少し、輸入依存度が増加してきたからである。前記のように、2009 年欧州の天然ガスの
輸入依存度は 64.2％に達している。輸入依存度の増加は、主として二つの問題をもたらし
ている。一つは安定供給の問題で、もう一つは長期的に価格上昇による国際競争力の低下
と輸入支出増加の問題である。この二つの問題について、EU 運営条約 194 条においても明
記され、現在欧州エネルギー政策の中心をなしている三本柱687である「安定供給」、「競争
力」と「持続可能」という三つの方針、また、すべて 2020 年までに、温暖化ガスの排出を
1990 年に比べ 20%を削減し、エネルギー構成における再生可能エネルギーの割合を 20%ま
で増加し、エネルギー効率を 20%向上させるという野心で後に「20－20－20」あるいは「気
候・エネルギーパッケージ」688と称される三つの目標を正式に提起した欧州委員会の最初
の意見書である「欧州のためのエネルギー政策」において、次のように述べられている。 
「1.2. 安定供給 
欧州はますます輸入された化石燃料に依存することになってきている。このままでいく
                                                  
685 Ibid., p.10 
686 European Commission, “A Roadmap for moving to a competitive low carbon economy 
in 2050”, Communication from the Commission to the European Parliament, the 
Council, the EEESC and the Committee of the Regions, Brussels, 8.3.2011, COM(2011) 
112 final, p.12 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2011:0112:FIN:EN:PDF 
687 European Commission, “State of play in the EU energy policy”, Communication from 
the Commission to the European Parliament, the Council, the EEESC and the 
Committee of the Regions Commission, Staff Working Document, Accompanying 
document to “Energy 2020-A strategy for competitive, sustainable and secure energy”, 
Brussels, 10.11.2010, SEC(2010) 1346 final, p. 2 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=SEC:2010:1346:FIN:EN:PDF 
688 European Commission, Press Release, “Climate change: Commission welcomes final 
adoption of Europe's climate and energy package”, 17 December 2008, IP/08/1998  
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=IP/08/1998&format=HTML&a
ged=0&language=EN&guiLanguage=en 
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と、欧州のエネルギー輸入依存度は今日の欧州全体エネルギー消費の 50％から 2030 年に
65％に大きく上昇する。2030 年まで天然ガスの輸入依存度は 57％から 84％に、石油のそ
れは 82％から 93％に上昇すると予測されている。 
これは政治と経済的なリスクをもたらしている。エネルギー資源に対する世界全体の需
要圧力は極めて高い。国際エネルギー機構（IEA）は石油に対する世界全体の需要が 2030
年まで 41％増加すると予測している。如何にして供給がこの需要についていくのかが分か
らない。IEA は 2006 年の『世界エネルギー展望』において、『上昇している世界全体の需
要についていくための投資を強化する主要な石油と天然ガスの供給者の能力と意欲はとり
わけ不明確である。』と述べている。この供給失敗のリスクは増大している。」689 
「1.3. 競争力 
欧州はますます、国際エネルギー市場における価格の乱高下と価格の上昇の影響と、化
石燃料資源の少数の供給者への集中の結果にさらされていることになってきている。その
潜在的影響は大きいものである。例えば、2030 年に石油の価格が 1 バレル 100 ドルに上昇
すると、EU27 カ国のエネルギーの全体の輸入支出は約 1700 億ユーロ増加し、EU 市民に
とって一人一年間は 350 ユーロの支出増加となる。この富の移転は EU における雇用の増
加に何の貢献もない。」690 
その後の文書においても、同様な記述が繰り返されている。例えば、安全供給と域内の
連携を強調したエネルギー政策の第二次戦略レビューにおいて、次のように述べられてい
る。 
「欧州は、今後数年において、石油、石炭、特に天然ガスの輸入に依存し続けると予測
されている。欧州域内の化石燃料の生産量が減少している。その結果、化石燃料の純輸入
は、たとえ EU の気候とエネルギー政策が完全に執行されたとしても、2020 年に現在の水
準を維持すると予測されている。 
世界全体、特に発展途上国の石油と天然ガスの消費の中期動向から、持続で顕著な需要
の増加が見られる。それと同時に、可採埋蔵量と余剰生産能力はますます少数の供給者に
集中することになってきている。石油と天然ガス市場における最近の大幅な価格上昇と乱
高下はこの動向を反映している。 
EU に関しては、特に天然ガスについて、いくつの加盟国が単一の供給者に完全に依存し
ているため、最も心配される。供給国あるいは通過国における政治事件、偶発事件あるい
は自然災害、気候変化の影響等は迅速なエネルギーの供給の面で EU の脆弱性を想起させ
る。」691 
                                                  
689 European Commission, “An energy policy for Europe”, Communication from the 
Commission to the European Council and the European Parliament, Brussels, 
10.1.2007, COM (2007) 1 final, pp. 3, 4 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2007:0001:FIN:EN:PDF 
690 Ibid., p. 4 
691 European Commission, “Second Strategic Energy Review- AN EU ENERGY 
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また、低炭素経済を強調した前記長期戦略である「低炭素経済ロードマップ 2050」にお
いても次のように述べられている。 
「欧州のエネルギー支出と化石燃料輸入の依存を減少する 
今後 40 年間において、エネルギーの効率性と域内で生産される低炭素エネルギー源への
転換は EU の燃料コストを毎年平均 1750 億から 3200 億まで減少することが可能である。」
692。 
「措置をとらなければ、2050 年に石油と天然ガスの輸入支出は今日の 2 倍となり、年間
4000 億ユーロないしそれ以上の違いであって、今日の GDP の 3％に相当する。」693。 
他方において、2050 年まで 1990 年に比べて少なくとも 80%の温暖化ガス排出削減の目
標を実現するため、再生可能エネルギーの割合を拡大し、発電分野の燃料を脱炭化
（Decarbonisation）する必要があることも、天然ガスの割合あるいは消費に影響を与えて
いる694。このことは以下の代表的な予測あるいはシナリオの計算に反映している。 
まず、二つの中期シナリオ計算である。一つは、エネルギー総局の 2 年毎に更新されて
きた最新のエネルギー予測レポート「エネルギートレンド 2030」695による計算である。同
レポートにおいて「ベースラインシナリオ」（Baseline Scenario）と「レファレンスシナリ
オ」(Reference Scenario)という二つのシナリオ696が設定され、それぞれ計算の結果、2030
年の天然ガスの割合はそれぞれ 24.3％と 22.4％であるとされている697。天然ガスの消費は
                                                                                                                                                  
SECURITY AND SOLIDARITY ACTION PLAN”, Communication from the Commission 
to the European Parliament, the Council, the EEESC and the Committee of the Regions 
Commission, Brussels, 13.11.2008, COM(2008) 781 final, p. 3 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2008:0781:FIN:EN:PDF 
692 European Commission, “A Roadmap for moving to a competitive low carbon economy 
in 2050”, Communication from the Commission to the European Parliament, the 
Council, the EEESC and the Committee of the Regions, Brussels, 8.3.2011, COM(2011) 
112 final, pp. 11, 12 
693 Ibid., p. 12 
694 2009 年 7 月、欧州連合と G8 の首脳は、2050 年まで 1990 年に比べて少なくとも 80%
の温暖化ガス排出の減少を実現することを宣言し、同年 10 月、欧州理事会は 2050 年まで
1990 年に比べて 80－95%の削減を欧州及びその他の先進国の適当な削減目標にした。 
European Climate Foundation, “Roadmap 2050, A practical guide to a prosperous, 
low-carbon Europe”, April 2010, p. 3 
http://roadmap2050.eu/attachments/files/Volume1_fullreport_PressPack.pdf 
695 Directorate-General for Energy, “EU Energy Trends to 2030”, update 2009, 
Publications Office of the European Union, August 2010. 
http://ec.europa.eu/energy/observatory/trends_2030/doc/trends_to_2030_update_2009.p
df 
696 「ベースライン 2009」というのは、人口、経済の動向と 2009 年 4 月までに採用された
政策に基づくことを条件とするもので、「レファレンスシナリオ」というのは、2009 年 4
月以降 2009 年 12 月までの間に新たに採用された政策に基づき、かつ再生可能エネルギー
指令（Directive 2009/28/EC）と温暖化ガス割当決定（Decision 2009/406/EC）が設定した
目標の実現を条件とするものである。Ibid., pp. 9, 10 
697 Ibid., pp. 66, 124 
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若干減少することになるが、前記 2009 年の実際の 24.9％あるいは 24.6％の割合と比べる
と、大きな減少はない。ちなみに、大きな変化とされているのは、再生可能エネルギーの
2009 年の 9％からそれぞれのシナリオにおいて 14.5％と 17.4％に増加するという大幅な増
加である698。もう一つは、IEA の『世界エネルギー展望 2010』によるシナリオ計算である。
同書において「新政策シナリオ」（New Policies Scenario）、「現行政策シナリオ」（Current 
Policies Scenario）と「450 シナリオ」（450 Scenario）という三つのシナリオ699が設定さ
れ、それぞれ計算の結果、OECD 欧州の 2035 年の天然ガスの割合はそれぞれ 28％、29％
と 21％であるとされている700。OECD 欧州 2008 年の 25％実績701と比べると、前二者に多
少の増加、後者には多少の減少となるが、大きな変化はない。 
 次に、二つの長期シナリオ計算である。一つは IEA の『エネルギー技術展望』によるシナ
リオ計算である。同書において「ベースラインシナリオ」（Baseline Scenario）と「ブルー
マップシナリオ」（Blue Map Scenario）という二つのシナリオ702が設定され、「ベースライ
ンシナリオ」により、電力に対する需用の増加と電力発電において石炭に対する需要の減
少が主な原因で、OECD 欧州の 2050 年に天然ガスに対する需要は 38％増加するとされ、
しかし、これは持続不可能なシナリオで、これに対して、持続可能なシナリオである「ブ
ルーマップシナリオ」により、2050 年に全体の需要は 2007 年より 16％減少すると同時に、
再生可能エネルギーは 2007 年より 4 倍になり、化石燃料の割合は 2007 年の 79％から 40％
に半減し、天然ガスの割合は約 10％となり、大幅な減少となるとされている703。もう一つ
                                                  
698 Ibid. 
699 「新政策シナリオ」（New Policies Scenario）というのは、これまでに宣言された広範
な政策の約束を考量し、かつ化石燃料補助金の改革と 2020 年まで温暖化ガスを削減するた
めの各国の約束の厳守を前提にするものである。「現行政策シナリオ」（Current Policies 
Scenario）というのは、2010 年前半までに正式に導入された政策のみを考慮するものであ
る。「450 シナリオ」（450 Scenario）というのは、大気における温暖化ガスの濃度を CO2
換算で 450ppm 以下、地球温度 2℃までの増加を制限するという目標を達成するため、ほ
ぼ世界全体での化石燃料消費補助金の廃止を含めて、2020 年以降もっと強力な政策と最高
レベルの国家の約束の実施を前提とするものである。International Energy Agency, “World 
Energy Outlook 2010”, Tables for Scenario Projections, 9/11/2010, p. 59 
700 International Energy Agency, “World Energy Outlook 2010”, Tables for Scenario 
Projections, 9/11/2010, pp. 634, 635 
701 OECD 欧州と欧州連合はその対象が若干異なるが問題の判断に本質的な影響はないと
考えられる。IEA, “Energy Technology Perspectives 2010, Scenarios and Strategies to 
2050”, Apr. 2010, p. 298 
702 「ベースラインシナリオ」（Baseline Scenario）というのは、『世界エネルギー展望 2009』
において設定された 2030 年までのシナリオにしたがって、2050 年まで新しく採択される
エネルギーと気候に関する政策はないことを前提にするものであって、このシナリオによ
り、エネルギー関連の二酸化炭素の排出は 2050 年において 2007 年に比べて 2 倍となり、
非持続的なシナリオである。これに対して、「ブルーマップシナリオ」（Blue Map Scenario）
というのは、エネルギー関連の二酸化炭素の排出が現在の水準を 2050 年までに半分を減少
するという持続可能な目標の設定を前提に逆計算したシナリオである。IEA, “Energy 
Technology Perspectives 2010, Scenarios and Strategies to 2050”, Apr. 2010, p. 67-72 
703 Ibid., pp. 308, 309 
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は、欧州気候基金（ECF）によるシナリオ計算である。同計算において、主として三つの
「パスウエー」（Pathway）という持続可能なシナリオ704が設定され、1990 年に比べて 2050
年まで温暖化ガスの排出を 80％減少するために、発電分野において燃料の 95－100%を脱
炭素する必要があるとされ、その前提において、発電分野における再生可能エネルギーの
割合を 40－80％にする場合、それに対応して、天然ガスに対する需要も 40－80%に減少す
るとされている705。 
 要するに、中期予測あるいは中期シナリオ計算において天然ガスの割合には大きな変化
がないが、長期予測あるいは長期シナリオ計算において各持続可能なシナリオにおいて天
然ガスの割合あるいは需要は大きく減少することになる。 
しかし、前記二つの長期シナリオの計算に対し、実は多くの不確定要素が存在している
と指摘されている。例えば、低炭素化される発電分野において、原子力発電と二酸化炭素
の回収・貯蔵技術（CCS）との組み合わせによって、多くの間歇的な再生可能エネルギー
が導入されることには、電力網のバランスの問題がある。大きな水力発電のない国におい
て、天然ガスタービン発電は主なバックアップ電源となるが、この点はシナリオの計算に
おいて考慮されていないため、電力発電における天然ガスの割合が増える可能性がある706。
また、工業分野において、技術の問題を別として、再生可能エネルギーと CCS の導入コス
トは産業の競争力に影響を与えるかも知れない。ECF の計算では、発電分野における三つ
の「ペースウエー」を実施するには、2025 年まで毎年必要な投資は 2010 年の 300 億ユー
ロから 650 億ユーロに増える。投資が遅延すると、遅延すればするほど、天然ガスの割合
の低いシナリオの実現の可能性が薄くなる707。したがって、IEA の「ブルーマップシナリ
オ」とECFの三つの「パスウエー」シナリオにおいて、2050年に天然ガスは衰退燃料（Sunset 
Fuel）となるが、現実はまた別なので、天然ガスは終局燃料（Destination Fuel）となる可
能性もある708。 
2011 年 3 月 11 日日本東北地方で起きた大震災と大津波による福島原子力発電所事故が
もたらした影響は不確定要素として一つ有力な例である。欧州経済のエンジンであるドイ
ツはその事故の直後に運転 30 年以上の原子力発電所の運転を直ちに停止し、その後 5 月に
2022 年前にすべての原子力発電所を閉鎖すると発表した709。ドイツはそれまで温暖化ガス
                                                  
704 三つの「パスウエー」というのは、欧州が 2050 年まで 1990 年に比べ温暖化ガスの少
なくとも 80%の削減の実現を約束することを出発点とし、そこから逆予測して、発電分野
における再生可能エネルギーの割合をそれぞれ 40%、60%と 80%にする場合の三つのシナ
リオである。Supra note, European Climate Foundation, “Roadmap 2050, A practical 
guide to a prosperous, low-carbon Europe”, April 2010, pp. 24, 89 
705 Ibid., pp. 56, 83 
706 Floris van Foreest, “Does natural gas need a decarbonisation strategy?:The cases of 
the Netherlands and the UK”, The Oxford Institute for Energy Studies, May 2011, p. 26 
707 Ibid., pp. 26, 27 
708 Ibid., pp. 27, 28 
709 The Washington Post,  “Germany to close all of its nuclear plants by 2022”, May 31, 
2011 
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の排出もなく、ドイツの主要な天然ガス輸入先であるロシアに対する依存の増加もない原
子力発電を支持してきた710。今後ドイツは国内の石炭資源に転換するか、ロシアからの天
然ガスの輸入を増加するか、それともフランスから電力を輸入するかということになるか
もしれないとされている711。 
福島原子力発電所事故の欧州の原子力発電と天然ガスの将来に対する影響について、欧
州委員会エネルギー担当のギュンター・エッティンガ （ーGünther Oettinger）委員が 2011
年 6 月 14 日欧州電力工業連合年会において次のように述べた。「福島事故以後欧州の原子
力発電の未来はそれまでのようにはっきりではなくなった。天然ガスの将来は明るいかも
しれない。しかし、輸入の増加と価格の上昇、シェールガスに対する未決問題712、ガスパ
イプラインの地政学の問題、これらのすべては一つ非確定的な将来像を描いている。天然
ガスは、IEA が主張するように黄金時代（Golden Age）713となるかもしれないし、あるい
はそこまででもないかもしれない。一つ確実に言えることは、電力工業からもっと多くの
天然ガスに対する需要が到来することである。」714 
以上のように、欧州の天然ガスに対する政策の位置づけにおいて多くの不確実性が存在
している。しかし、中期において、前記中期戦略においても中期予測においても示したよ
うに、天然ガスが重要な役割を果たすことには変わりがないと言える。 
 
第 2 節 欧州天然ガス事業構造の特徴及び参入価格規制の現状 
一、上流分野において 
上流分野は域内の開発生産分野、パイプラインによる域外からの輸入分野及び LNG によ
る域外からの輸入分野という三つの分野を含む。 
まず、域内の開発生産分野について。 
①事業の概観 
BP 統計により、2010 年欧州 27 カ国全体の生産量は 1749 億立方メートル（157.4 石油
換算百万トン）で、2001 年の 2328 億立方メートル（209.6 石油換算百万トン（Mtoe））を
                                                                                                                                                  
http://www.washingtonpost.com/business/economy/germany-to-close-all-of-its-nuclear-p
lants-by-2022/2011/05/30/AG0op1EH_story.html 
710 Ibid. 
711 Ibid. 
712 主としてシェールガスの開発による地下水汚染の問題である。European Energy 
Review, “France's 'green vote' kills shale gas - and targets nuclear power as well”, 21 
July 2011 
http://europeanenergyreview.eu/site/pagina.php?id=3154 
713 IEA, “WEO-2011 Special Report: Are we entering a golden age of gas?”, 6 June 2011 
http://www.iea.org/weo/docs/weo2011/WEO2011_GoldenAgeofGasReport.pdf 
714 Günther Oettinger, EU Commissioner for Energy, “An energy strategy for Europe: 
are we on track?”, Speech at the Eurelectric Conference, Stockholm, 14 June 2011, pp. 
2-3 
http://ec.europa.eu/commission_2010-2014/oettinger/headlines/speeches/2011/06/doc/20
110614.pdf 
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ピークに生産量は年平均 2.8%で減少し、2010 年の自給率は 35.5%（2010 年の総消費量は
4925 億立方メートル（443.3Mtoe））である715。欧州の統計により、主要な生産加盟国はオ
ランダとイギリスで、2009 年の生産量はそれぞれ 56.4 と 53.7Mtoe で、二カ国で欧州全体
の生産量の 71.9%を占め、その次はドイツの 11.1Mtoe、ルーマニアの 8.9Mtoe、デンマー
クの 7.5Mtoe とイタリアの 6.6Mtoe であるが、オランダとイギリスとの差が大きく、また
全く生産のない加盟国が 9 カ国もある716。特にイギリスは 2004 年以降生産量が大きく減少
した717。域内の生産量が減少した結果として、輸入あるいは対外依存度は増加することと
なる。欧州統計速報により、2009 年度の対外依存度は 2008 年度の 61.5%から 64.3%に増
加した718。前記「エネルギートレンド 2030」により、「ベースラインシナリオ」（Baseline 
Scenario）において、2010 年から 2020 年の間と 2020 年から 2030 年の間、天然ガスの生
産量はいずれも年間 3.8%で減少し、そして、純輸入量は年間それぞれ 1.8%と 0.4%で増加
し、また、「レファレンスシナリオ」(Reference Scenario)において、同期間の生産量はそ
れぞれ 3.8%と 3.9%で減少し、純輸入量は 0.4%と 0.6%で増加するとされている719。 
シェールガスをはじめ非在来型天然ガスの役割については、欧州においていくつの点で
米国と異なるため、米国のように短期的には天然ガス革命は起こりそうもなく、その生産
開発は時間を要し、少なくとも 2020 年まで大きな生産がないとされている720。異なる点と
して、具体的には、例えば、シェールガスの場合、欧州における非在来型天然ガス資源の
位置は米国のそれよりも深く、地質もより複雑で、生産開発のコストは高いこと、また、
資源は米国のように個人所有ではなくて、欧州では国家所有であるため、経済利益より環
境に対する関心が強く、特に人口が密集する欧州においては、その生産開発に対し市民か
                                                  
715 BP, “Statistical Review of World Energy 2011”, pp. 22, 24 
http://www.bp.com/liveassets/bp_internet/globalbp/globalbp_uk_english/reports_and_pu
blications/statistical_energy_review_2011/STAGING/local_assets/pdf/natural_gas_secti
on_2011.pdf 
716 Eurostat > Energy > Data > Main tables, “Primary production of natural gas” 
http://epp.eurostat.ec.europa.eu/tgm/table.do;jsessionid=9ea7d07d30dbb09e6b37963c41
ada641b62edb351ed3.e34MbxeSaxaSc40LbNiMbxeMc3yLe0?tab=table&plugin=1&lan
guage=en&pcode=ten00079 
717 Ibid. 
718 Eurostat, Statistics in focus, “Statistical aspects of the energy economy in 2009 ”, 
Issue number 43/2010 , Publish Date: 18-AUG-2010 04:45 PM , p. 4 
http://epp.eurostat.ec.europa.eu/portal/page/portal/product_details/publication?p_produ
ct_code=KS-SF-10-043 
719 Directorate-General for Energy, “EU Energy Trends to 2030”, update 2009, 
Publications Office of the European Union, August 2010. pp. 66,124 
http://ec.europa.eu/energy/observatory/trends_2030/doc/trends_to_2030_update_2009.p
df 
720 Florence Gény, “Can Unconventional gas be a game changer in European gas 
markets”, The Oxford Institute for Energy Studies, 1st December 2010.p. 1 
http://www.oxfordenergy.org/?s=20110830%28201012%29Can+Unconventional+gas+be
+a+game+changer+in+European+gas+markets 
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らの反対が強いこと等が挙げられている721。 
②参入価格規制 
欧州の天然ガス資源は前記のように主に北海又はその周辺地域にある722。国際法に基づ
いてこれらの加盟国はその領域にある資源に対し主権を行使する権利を有するので、1994
年に制定された欧州指令 94/22/EC7232 条 1 項は、各加盟国は自国領域内の区域を炭化水素
物の探査、開発又は生産活動に供するかどうかを決定する権利を有すると規定し、さらに、
同条 2 項において、各加盟国はそれらの資源に対する探査、開発又は生産活動を事業者に
許可する場合、差別をしてはならないと規定している。この非差別的な原則は欧州の事業
者だけではなく、欧州以外の事業者にも適用される（2 条 2 項）。同指令は域内の石油、天
然ガス等の炭化水素物の探査、開発、生産活動の許可を与えるための基本ルールを定める
ものである724。その基本的な要求としては、許可を与えるに当たって、その許可の手続が
透明的、客観的、非差別的でなければならないことである725。許可の基準としては、①事
業者の技術と資金力、②探査、開発、生産の方法、③許認可を販売に供する場合、事業者
が提供する価格ということである（5 条）。言い換えれば、この基準を満たす事業者は当該
分野へ参入するための許可を得ることが可能であるということである。また、同指令 7 条
により、1997 年 1 月 1 日以降特定の地域において一つの企業に独占権を与えることは同条
を違反することとなる。 
                                                  
721 Conference Report, “Shale Gas: A Game Changer for European Energy Security?”, 
9th Transatlantic Energy Governance Dialogue, Central European University, 
Budapest, 12-13 May 2011, p. 4 
http://www.globalenergygovernance.net/fileadmin/media/events/2011/event_2011_TEG
D-9-conference-report.pdf 
Yves de Saint Jacob, “France's 'green vote' kills shale gas - and targets nuclear power as 
well”, European Energy Review, 21 July 2011 
http://europeanenergyreview.eu/site/pagina.php?id=3154&zoek=france%20shale%20gas
%20vote 
Boris Martor, “French Parliament: blind to the bigger energy picture”, European Energy 
Review, 19 Sep. 2011 
http://europeanenergyreview.eu/site/pagina.php?id=3221&zoek=france%20shale%20gas
%20vote 
722 European Commission, “Second Strategic Energy Review : an EU energy security 
and solidarity action plan”, COM/2008/0781 final, p. 37 
http://ec.europa.eu/energy/strategies/2008/doc/2008_11_ser2/strategic_energy_review_w
d_future_position2.pdf 
723 “Directive 94/22/EC of the European Parliament and of the Council of 30 May 1994 
on the conditions for granting and using authorizations for the prospection, exploration 
and production of hydrocarbons”, OJ L164, 30.6.1994, pp. 3–8 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:1994:164:0003:0008:EN:P
DF 
724 Robert H. Tudway ba Hons, General Editor, “Energy Law & Regulation in the 
European Union”, Volume 1, Dec. 2007, p.1103 
725 Ibid. 
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価格について、EU レベルでは競争法の一般規制を受ける以外、特に規制されていない726。
各生産加盟国レベルにおいても同様である727。言い換えれば、価格は市場であるいは事業
者間の交渉によって形成される。特に、域内主要生産国であるオランダとイギリスでの最
初の価格形成のモデルは、後のパイプラインと LNG による輸入価格形成の方式の先駆とな
った。これについて後の中流分野の卸売市場において具体的に説明する。 
次に、パイプラインによる域外からの輸入分野について。 
①事業の概観 
欧州ガス業界連盟の統計により、2009 年欧州の域外からの純輸入量のうち、LNG による
輸入が 19%を占めているのに対し、パイプラインによる輸入は 81%を占めている728。また、
三つの主要な輸入先であるロシア、ノルウェー、アルジェリアからの輸入は域内生産を含
める 2009 年の全供給量のうち、それぞれ 23%、20%と 10%を占めている729。 
ロシアからの輸入は、主として二つのルートによって行われ、一つはソ連時代に建設さ
れたウクライナを通過するルートで、もう一つはソ連時代に建設されたものに加えて 1990
年代にロシアの天然ガス独占企業Gazpromによって建設されたベラルーシを通過するルー
トである730。一つ目のルートには Brotherhood と Soyuz という二つのパイプラインがあり、
合計年間最大輸送能力は 1550 億立方メートルで、ロシアからの天然ガスの大部分はこのル
ートによって欧州に輸入され、このルートによる天然ガスはスロバキアを縦断する
                                                  
726 David Broomhall et al., “Getting the Deal Through- Gas Regulation 2006, European 
Union”, p. 95 
http://www.freshfields.com/publications/pdfs/sectors/Gas2006.pdf 
Wim Vandenberghe and René Gonne, “Getting the Deal Through- Gas Regulation 2011, 
European Union”, p. 92 
http://www.dechert.com/files/Publication/9a4a1009-ca35-44c2-a302-006bee68e830/Pres
entation/PublicationAttachment/6d3279ab-5dc9-4ac8-84a4-030c6ab1ae99/European%2
0Union.pdf 
727 Roland W. de Vlam and Max W.F. Oosterhuis, International Comparative Legal 
Guides (ICLG) , “Gas Regulation 2011-Netherlands”, p. 182 
http://www.iclg.co.uk/khadmin/Publications/pdf/4168.pdf 
Geoffrey Picton-Turbervill and Jubilee Easo, International Comparative Legal Guides 
(ICLG) , “Gas Regulation 2011-United Kingdom”, p. 304 
http://www.iclg.co.uk/khadmin/Publications/pdf/4181.pdf 
Michael Prinz zu Löwenstein and Kenneth S. Culotta, International Comparative Legal 
Guides (ICLG) , “Gas Regulation 2011-Germany”, p. 105 
http://www.iclg.co.uk/khadmin/Publications/pdf/4150.pdf 
728 Eurogas, “Eurogas Statistical Report 2010”, p. 9 
http://www.eurogas.org/uploaded/Eurogas%20Statistical%20Report%202010_Final%20
291110.pdf 
729 Ibid., p. 8 
730 CIEP Energy Paper, The Hague, Clingendael Institute, “The Gas Supply Outlook for 
Europe: The Roles of Pipeline Gas and LNG”, August 2008, p. 37 
http://www.clingendael.nl/ciep/publications/2008/ 
Marius-Cristian NEACSU, “Gas Pipelines War”, 1 May, 2010, p. 33 
http://rrgp.uoradea.ro/art/2010-1/03_OK_Neacsu+Negut.pdf 
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Transgas パイプラインを通過した後、南へはオーストリア、イタリアに、西へはチェコ共
和国、ドイツ、スイスとフランスに輸送される731。二つ目のルートには Yamal-Europe と
Northern Lights というもう二つのパイプラインがあり、前者の年間最大輸送能力は 330
億立方メートルで、ソ連解体後ウクライナを通過しない最初に建設されたルートでもあり
732、後者の年間最大輸送能力は 279 億立方メートルで733、このルートによる天然ガスは、
ポーランド、ドイツ及びオランダに輸送される734。 
2009 年の欧州委員会の資料により、ロシアから輸入される天然ガスは、欧州に輸入され
る天然ガスの全体の 42%を占め、そのうち、80%がウクライナを通過するものであり、新
加盟の東欧 8 カ国において、ロシアの輸入に対する依存度は平均 77%である735。しかし、
ロシアからの輸入は、ベラルーシを通過するルートであれ、ウクライナを通過するルート
であれ、特にウクライナを通過するルートは、供給安定性の問題がある。よく知られてい
るのは、2009 年 1 月に発生したロシアとウクライナのガス紛争による供給危機である736。
この危機は同月 1 日から発生したもので、同日に供給量は通常供給量の三分の一が減少し、
5 日にさらに減少し、7 日からすべての供給が中断され、20 日に回復されるまで 2 週間に
渡って約 50 億立方メートルの天然ガスの供給が完全中断となり、かつこの中断は 20 年ぶ
りに最も天気の寒い時期に、西と中央ヨーロッパにおいて大変需要の高い時に行われたも
のであるとされる737。しかも、2009 年 1 月の危機は初めてのものではなく、ソ連が解体し
て以来、新しい天然ガスの輸送と供給の体制について具体的な合意が得られないため、供
給の危機は何度も発生した738。2004 年 1 月、ロシアがベラルーシ領域内にある欧州向けの
ガスパイプラインを支配することをしようとして、当時の国有企業であるベラルーシの
Beltransgaz が 50%の株式を Gazprom に譲渡すると提案したにもかかわらず、輸送価格に
ついて双方の合意が得られなかった結果、ベラルーシへのガス供給が中断され、これは必
然的に欧州への供給にも影響を及ぼした739。ロシアとウクライナとのトラブルはもっとひ
どいものであり、前記 2009 年 1 月のガス供給危機は、大きく 2006 年トラブル、2008 年ト
                                                  
731 Ibid., CIEP Energy Paper, p. 37 
732 Ibid. 
733 Ksenia Borisocheva, CERE, Centre for Russia and Eurasia, Athens, Greece, 
“Analysis of the Oil- and Gas-Pipeline-Links between EU and Russia: An account of 
intrinsic interests”, Nov. 2007, p. 7  
734 Ibid., CIEP Energy Paper, p. 37 
735 Commission Staff Working Document, “The January 2009 gas supply disruption to 
the EU: an assessment”, Brussels, 16.7.2009, SEC(2009) 977 final, p. 2 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=SEC:2009:0977:FIN:EN:PDF 
736 IEA, “Natural Gas Market Review 2009”, pp. 35-41 
737 Ibid., p. 36 
738 Commission Staff Working Document, “The January 2009 gas supply disruption to 
the EU: an assessment”, Brussels, 16.7.2009, SEC(2009) 977 final, p. 3 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=SEC:2009:0977:FIN:EN:PDF 
739 Marius-Cristian NEACSU, “Gas Pipelines War”, 1 May, 2010, p. 33 
http://rrgp.uoradea.ro/art/2010-1/03_OK_Neacsu+Negut.pdf 
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ラブルを経て、第三段階の発展となり、そのトラブルの原因は、商業的な側面で一部ベラ
ルーシと似た部分があるが、2004 年「オレンジ色革命」で西側寄りとなったウクライナを
制裁するニュアンスで天然ガスの価格が引き上げられ、その引き上げられた部分はベラル
ーシの債務となって、その支払いをベラルーシが拒否したという政治絡みの側面もあるか
らである740。 
2009 年 1 月の供給危機に対して、その供給危機直後の 2009 年欧州委員会の「第二次戦
略的エネルギーレビュー」741において、次のように述べられている。「2009 年 1 月のガス
供給の中断は EU を襲う史上最大のガス供給危機であり、EU 加盟国 20%のガス供給（30%
の輸入）が中断され、かつ欧州の多くの地域において寒い時期と重なって、これは EU 及
び一部の加盟国のガス中断に対する脆弱性を証明し、かつ一部の EU 加盟国に重大な経済
的影響をもたらした。1 月 6 日以降の供給中断において、EU の加盟国及びエネルギー共同
体742のメンバー国を合わせて 12 カ国が影響を受けた」743。「理論上、不足分（毎日 3 億立
方メートル）は別のルートからの輸入の増加、ガス貯蔵タンクからの抽出で補えればよか
ったのに」744、「この危機は供給源、供給事業者、輸送ルート及び燃料の形態（天然ガスあ
るいは LNG）という点で、供給の多元化が必要であることをはっきりした」745。「最も影
響を受けた加盟国であるブルガリアはその他の輸入の選択肢もなく、LNG のようなガス供
給の選択肢もなく、国内産ガス供給を増加する選択肢もなかった」746。「この危機に最もよ
く対応した国は、迅速にその他の選択肢をとることのできた国であり、例えば、LNG の供
給が頻繁なギリシャ、イタリアとフランス、ヤマロネネツ（Yamal）とノルウェーから輸入
増加のできるポーランド、チェコ共和国とドイツ、リビアから輸入増加のできるイタリア、
また、国境を超える EU 域内間の供給の増加、例えばオーストリアからその供給の増加の
できるハンガリー」747。 
同レビューにおいて、今後について、「類似あるいは異なる原因で 2009 年 1 月のガス供
給危機の繰り返しは排除できない」748と指摘し、この危機から EU に対するいろいろな教
訓749が纏められ、その中の一つ大きな教訓として、次のように述べられている。「この危機
                                                  
740 Ibid., p. 34 
741 “Second Strategic Energy Review - Securing our Energy Future (follow-up)” 
http://ec.europa.eu/energy/strategies/2009/2009_07_ser2_en.htm 
742 EU の域内エネルギー市場を EU 以外のヨーロッパの第三国に拡大するため 2005 年に
組織されたものである。 
http://www.energy-community.org/portal/page/portal/ENC_HOME 
743 Commission Staff Working Document, “The January 2009 gas supply disruption to 
the EU: an assessment”, Brussels, 16.7.2009, SEC(2009) 977 final, p. 7 
744 Ibid., p. 14 
745 Ibid., p. 15 
746 Ibid., p. 14 
747 Ibid. 
748 Ibid., p. 16 
749 “Lessons for the EU”, 例えば、早期警告と危機防止メカニズムの欠如（Ibid.,p. 6）、危
機発生時の緊急対策の欠如（Ibid., p. 9）、異なるガス系統間の連係、系統運営者間の協力の
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は政策制定者にエネルギー戦略を強化すべき警鐘を鳴らす役割も果たした。燃料転換の選
択肢が限られ、高まる発電と家庭用暖房のガスに対する依存は、ガス供給の危機が深刻な
経済的な打撃をもたらす危険性を増大している。同様に、EU 一部の加盟国が単一の供給者
あるいは単一の供給源に対する依存は EU の消費者によって主要な関心事であり、供給者、
供給ルート及び供給源という点で、供給の多元化を増やす新しい努力を要求している。」750 
輸入分野におけるガス供給の多元化について、2010 年 11 月 17 日欧州委員会が採択し、
2020 年までのエネルギーインフラ整備の優先プロジェクトに関する意見書において、次の
ような目標が掲げられている。「EU レベルの供給は、三つのルートに分かれている。ノル
ウェーからの北方ルート、ロシアからの東方ルートと LNG を含めてアフリカからの地中海
ルートがある。しかし、一部の地域において単一の供給源に依存することは依然として一
般的である。欧州のすべての地域は、物理的には少なくとも二つの異なる供給源にアクセ
スできるまでのインフラを整備すべきである」751。具体的なルート752は次のように特定さ
れている。「1、南方ルート。EU レベルにおいてさらに供給源を多元化し、カスピ海盆地、
中央アジア、中東からのガスを EU に持ってくる。2、バルト海、黒海、アドリア海とエー
ゲ海の連係。特に BEMIP753、中東欧・南東欧における南北ルートの実施。3、西欧におけ
る南北ルート。域内のボトルネックを除去し、短期の供給能力を増強するため、アフリカ
からを含めて可能なほかの域外からの供給を十分利用し、現存のインフラ、特に現存の LNG
基地と貯蔵施設を最大限に利用する」754。特に南方ルートについて、欧州委員会は大きな
力を入れている。2011 年 9 月 12 日欧州委員会は EU とアゼルバイジャン、トルクメニス
タンとの間、カスピ海を横断するガスパイプラインシステムを建設するための法的に拘束
力のある条約について交渉する委任書を採択し、欧州委員会が一つのインフラ・プロジェ
クトの建設を支持するため一つの条約を提案することは初めてのことであるとされている
                                                                                                                                                  
不十分さ（Ibid., p. 11）、貯蔵タンク、幹線パイプライン、連係パイプライン等のインフラ
の欠如（Ibid., pp. 15-16）等である。 
750 Commission Staff Working Document, “The January 2009 gas supply disruption to 
the EU: an assessment”, Brussels, 16.7.2009, SEC(2009) 977 final, p17 
751 European Commission, “Energy infrastructure priorities for 2020 and beyond -A 
Blueprint for an integrated European energy network”, Brussels, 17.11.2010, 
COM(2010) 677 final, p. 11 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=SPLIT_COM:2010:0677(01):FI
N:EN:PDF 
752 European Commission, “Energy infrastructure priorities for 2020 and beyond -A 
Blueprint for an integrated European energy network”, Brussels, 17.11.2010, 
COM(2010) 677 final, p. 19 の図を参照。 
753 バルト諸国のエネルギー市場の相互連係計画(Baltic Energy Market Interconnection 
Plan)のこと。 
754 European Commission, “Energy infrastructure priorities for 2020 and beyond -A 
Blueprint for an integrated European energy network”, Brussels, 17.11.2010, 
COM(2010) 677 final, p. 11 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=SPLIT_COM:2010:0677(01):FI
N:EN:PDF 
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755。南方ルートは、前記のノルウェーからの北方ルート、ロシアからの東方ルートと LNG
を含めてアフリカからの地中海ルートという三つのルートに次欧州へのガス供給を多元化
するための第四のルートと位置付けられ、その目的は欧州のガス市場を世界で一番埋蔵量
の大きい、かつ地理的にはロシアよりも近いカスピ・中東盆地のガス（確認された埋蔵量
は 90.6 兆立方メートルで、ロシアのそれの 44.2 兆立方メートルの約 2 倍である）を直接に
リンクさせることであって、2020 年までに年間 450-900 億立方メートルのガスの供給がで
き、欧州全体のガス需要の 10-20%を満たすこととなる756。 
南方ルートにおいて既に開発段階にある具体的な輸送プロジェクトは Nabucco パイプラ
イン757、ITGI（Interconnector Turkey-Greece-Italy）パイプライン758、TAP（Trans-Adriatic 
Pipeline）パイプライン759と White Stream パイプライン760があり、その他選択可能なプ
ロジェクトも検討されている761。 
そのほか、ロシア以外の第三の供給者あるいは供給源となる南方ルートと異なって、同
様な供給者あるいは供給源となり、かつ欧州委員会ではなくロシアがイニシアチブをとっ
ている Nord Stream パイプライン762と South Stream パイプライン763は、異なる供給ルー
                                                  
755 European Commission-Press release, “EU starts negotiations on Caspian pipeline to 
bring gas to Europe”, Reference: IP/11/1023 Date: 12/09/2011 
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=IP/11/1023&format=HTML&a
ged=0&language=en&guiLanguage=en 
756 European Commission, “Energy infrastructure priorities for 2020 and beyond -A 
Blueprint for an integrated European energy network”, Brussels, 17.11.2010, 
COM(2010) 677 final, pp. 31-32 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=SPLIT_COM:2010:0677(01):FI
N:EN:PDF 
757 Turkey–Austria ガスパイプラインとも言われる。年間最大輸送能力は 310 億立方メー
トルで、2014 年に稼働する計画である。 
http://en.wikipedia.org/wiki/Nabucco_pipeline 
758 “Interconnection Turkey Greece Italy (ITGI) Pipeline”.年間最大輸送能力はトルコと
ギリシャ間 115 億立方メートル、ギリシャとイタリア間 250 億立方メートル、ギリシャと
ブルガリア間 30-50 億立方メートルで、2015 年に完成する計画である。 
 http://www.hydrocarbons-technology.com/projects/turkeygreeceitalypip/ 
759 “Trans Adriatic Pipeline”, from Wikipedia, the free encyclopedia.年間最大輸送能力は
200 億立方メートルで、2017 年と 2018 年の間稼働する計画である。 
http://en.wikipedia.org/wiki/Trans-Adriatic_Pipeline 
760 Georgia-Ukraine-EU ガスパイプラインとも言われる。年間最大輸送能力は初期 80 億
立方メートルで、最大 320 億立方メートルであり、2016 年から稼働する計画である。
http://en.wikipedia.org/wiki/White_Stream 
761 European Commission, “Energy infrastructure priorities for 2020 and beyond -A 
Blueprint for an integrated European energy network”, Brussels, 17.11.2010, 
COM(2010) 677 final, p. 33 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=SPLIT_COM:2010:0677(01):FI
N:EN:PDF 
762 ロシアの天然ガスをドイツに輸送するパイプラインで、ロシアへの依存度が高まるので
はないかと異論があるプロジェクトである。 
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トも供給の多元化、供給の安定に貢献するという観点から、欧州委員会にも歓迎されてい
る764。Nord Stream プロジェクトには並行する二つのパイプラインがあり、パイプライン
１の輸送能力は 275 億立方メートルで、8 月 25 日時点ですでに完成し、計画の通り 2011
年内に稼働する見通しであり、パイプライン２の輸送能力も 275 億立方メートルで、既に
三分の一が完成され、2012 年末に稼働する予定である765。 
ノルウェーからのパイプライン輸入は、一部は欧州大陸へ、もう一部はイギリスへ、欧
州へのパイプラインには 1970 年代に建設されたドイツへの Norpipe パイプライン、1990
年代に建設されたベルギーへの Zeepipe パイプライン、フランスへの Franpipe パイプライ
ン、ドイツへの EuropipeⅠと EuropipeⅡパイプラインがあり、イギリスへのパイプライン
には、1970 年代に建設された Vesterled パイプラインと 2006 年前後に建設された
Langelled パイプラインがあり、全体の輸送能力は 127 億立方メートルで、その中、欧州大
陸への輸送能力は 863 億立方メートルで、イギリスへの輸送能力は約 41 億立方メートルで
ある766。 
アルジェリアからのパイプライン輸入は、三つのパイプラインによって行われている767。
一つ目は Trans-Mediterranean というパイプラインで、1970 年代から建設され、チュニ
ジアを経由し、シチリア島そして大陸のイタリアの北部に到着し、スロベニアにも一つの
支線があり、1990 年代の増強を経て、現在年間最大輸送能力は 302 億立方メートルである
                                                                                                                                                  
http://en.wikipedia.org/wiki/Nord_Stream 
763 ロシアの天然ガスを黒海を通じてブルガリアに、そしてブルガリアから二つの支線に分
かれて、南へはギリシャ、イタリアまで、中部へはオーストリアまで輸送するパイプライ
ンであって、Nabucco パイプラインと競合しているプロジェクトと考えられている。年間
最大輸送能力は 630 億立方メートルで、2015 年前完成すると計画されている。 
http://en.wikipedia.org/wiki/South_Stream 
764 Karin Hyldelund, European Parliament- Expertise Studies, “Europe's energy policy 
and security of supply”, 06/2009, p. 8 
http://www.europarl.europa.eu/document/activities/cont/201109/20110906ATT25979/20
110906ATT25979EN.pdf 
Press Release, “Günther OETTINGER EU Commissioner for Energy Speech of 
Commissioner Oettinger at the South Stream event Speech of Commissioner Oettinger 
at the South Stream event Brussels”, 25 May 2011, Reference:  SPEECH/11/382 
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=SPEECH/11/382&format=HT
ML&aged=1&language=EN&guiLanguage=en 
他方、ロシアに対する輸入依存度が増加し、地政学の視点から将来ロシアの欧州に対す
る影響力が増大することで反対する意見もある。Matthew Hulbert , “Nord Stream: Neue 
Sorgen for Europe”, European Energy Review, 26 Sep. 2011. 
http://europeanenergyreview.eu/site/pagina.php?id=3237 
765 Nord Stream Homepage, e-Facts, 
https://e-facts.nord-stream.com/app/article/index.cfm?fuseaction=OpenArticle&aoid=31
91&lang=EN 
766 CIEP Energy Paper, The Hague, Clingendael Institute, “The Gas Supply Outlook for 
Europe: The Roles of Pipeline Gas and LNG”, August 2008, p. 38 
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768。二つ目は Maghreb–Europe というパイプラインで、1990 年代に建設され、モロッコ
を経由し、スペインとポルトガルが主な供給先で、年間最大輸送能力は 120 億立方メート
ルである769。三つ目は Medgaz というパイプラインで、2008 年から建設され、2011 年 3
月稼働し始め、スペインがその供給先で、年間最大輸送能力は80億立方メートルである770。
現在計画中のパイプラインは二つがある。その一つは Galsi というパイプラインで、サルデ
ィニア島を経由し、イタリアの北部に到着し、年間最大輸送能力は 80 億立方メートルで、
2014 年に稼働する計画である771。もう一つは Trans-Saharan というパイプラインで、ア
フリカ西部のナイジェリアの天然ガスをアルジェリアに輸送し、そして現存あるいは計画
中のパイプラインを通じて欧州に輸送する計画で、年間最大輸送能力は 300 億立方メート
ルで、2015 年に稼働すると計画されている772。 
そのほか、もう一つリビアから輸入する Greenstream という パイプラインがあり、2004
年から稼働するイタリアのシチリアまでのパイプラインで、年間最大輸送能力は 11 億立方
メートルである773。 
アフリカからの輸入にも安定供給の問題が懸念されている774。2010 年 12 月 18 日に始ま
ったチュニジアでの暴動による「ジャスミン革命」から、アラブ世界に波及した「アラブ
の春」というアラブ世界において発生した前例にない大規模反政府デモや抗議活動はリビ
アでは武力衝突となった中、リビアからの輸入は中断された775。2011 年 2 月 22 日パイプ
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Think Tank, Mar 1st, 2011. 
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ラインによるリビアからイタリアへのガス輸入は中断された後、主としてイタリア国内貯
蔵ガスの抽出とアルジェリアの輸入の増加によって、かつ前記のようにリビアからの輸入
の規模がまだ小さいため、大きな問題とはならなかったが、もし大規模な反政府抗議活動
ないし武力衝突はアルジェリアにおいても発生し、比較的に規模の大きいアルジェリアの
ガス輸入も中断されるとしたら、イタリアの冬場のガス供給が足りなくなることは必至で
あると試算されている776。 
②参入価格規制 
EU は各加盟国共通の関税同盟を形成し、自由貿易体制を実施しているため、輸入に関す
る許認可は通常不要であり777、天然ガスの輸入に対しEUレベルの参入規制は存在しない。
ただ、加盟国のレベルでは、ドイツのように許認可の要らない国もあるし、イタリアのよ
うに許認可のいる国もある。2009 年域外から純輸入量（LNG を含めて）大手 4 カ国（イ
タリア、ドイツ、フランス、スペイン、それぞれ 605.3 億立方メートル、594.4 億立方メー
トル、446.2 億立方メートルと 376.9 億立方メートル）778を例にすると、各参入規制は次の
ようである。イタリアにおいて、2000 年の天然ガス自由化法令 164/00 第 3 条により、域
外から天然ガスを輸入する場合、客観的、非差別的な基準に基づく経済開発省大臣（MSE）
の事前の許認可は必要である779。その許認可を得る条件として、申請者は、①輸入業務を
行うには適切な技術力と資金力を有すること、②ガス源に対する保証と情報を提供するこ
と、③ガス生産者と輸送システムの信頼性を証明すること、④毎年輸入量の 10%以上の貯
蔵能力を有することと、⑤天然ガスの輸入、卸売輸送と小売輸送インフラで構成される国
内ガスシステムの発展と安定供給に資する財力を有することである780。ドイツにおいては、
前記のように、許認可の規制は存在していない781。フランスにおいて、欧州ガス市場自由
化指令の実施法律に当たる 2003 年 1 月 3 日法 No. 2003-8 の実施により、天然ガスの輸入
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778 Eurogas, “Eurogas Statistical Report 2010”, p.8. 筆者換算で。 
779 Luigi Giuri, International Comparative Legal Guides (ICLG) , “Gas Regulation 
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http://www.iclg.co.uk/khadmin/Publications/pdf/3401.pdf 
780 Ibid. 
781 Matthias Hirschmann & Violetta Pudell, International Comparative Legal Guides 
(ICLG) , “Gas Regulation 2011-Germany”, p85 
http://www.iclg.co.uk/khadmin/Publications/pdf/3393.pdf 
154 
 
独占は廃止された（同法 62 条）782。スペインにおいて、1998 年炭化水素物法（1998 
Hydrocarbons Law）783により、天然ガスを輸入するには参入制限がない（同法 54 条）。た
だし、安定供給の視点から、供給の多元化が求められている784。同法 99 条において、天然
ガス輸入事業者は全体供給量のうち 60%以上を同一の国から輸入する場合、供給の多元化
をしなければならなく、例外としては 60%を超えても他の国からの供給の保障があると認
められる場合であり、また所管官庁長官である産業観光貿易省大臣が実際状況の変化によ
って 60%という比例を調整することができると規定されている。 
輸入価格規制について、前述した域内生産の場合と同様で、特に規制されていない。価
格形成の方式について、後の中流の卸売分野において説明する。 
第三に、LNG による域外からの輸入分野について。 
①事業の概観 
前にも触れたように、欧州ガス業界連盟の統計により、2009 年欧州の域外からの純輸入
量のうち、LNG による輸入が 19%を占めている785。そのうち、主な輸入先の割合はアルジ
ェリア（北アフリカ）30%、カタール（中東）25%、ナイジェリア（西アフリカ）17%、エ
ジプト（北東アフリカ）11%、トリニダード・トバゴ（南米）10%、オマーン（中東）3%、
ノルウェー（北欧）3%、リビア（北アフリカ）1%である786。輸入先はパイプラインのそれ
より多元化している。パイプラインによる輸入は特定の比較的近距離のパイプラインに縛
られているが、LNG による輸入は、世界のどこの LNG 基地にもアクセス可能であるため、
パイプラインより LNG の市場がより世界的である。LNG 輸送により、欧州は約 80%のガ
ス資源にアクセスできるとされている787。遠く南米のトリニダード・トバゴから LNG を輸
入していることもその例証であり、かつこれは近年から米国で「ゲームの変更者（Game 
Changer）」と呼ばれる非在来型シェールガスの大量生産により米国の LNG 輸入需要が減
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http://www.iclg.co.uk/khadmin/Publications/pdf/3392.pdf 
783 “Hydrocarbons Law”, 4th Edition 2008 
http://www.cne.es/cne/doc/publicaciones/NE008_08.pdf 
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少し天然ガス価格が下落したことも一因であるとされている788。欧州の LNG 輸入は米国の
シェールガスの増産、世界各地で特に中東で過剰な LNG 輸入基地の建設から恩恵を受けて
いる789。LNG 輸入は欧州のガス供給源を拡大するだけではなく、その輸入先の多元化と路
線変更の柔軟性により供給の安定性の向上にも貢献している。例えば、前記 2009 年 1 月ウ
クライナとロシアの紛争によるガス供給危機の時、ギリシャは LNG 輸入の増加により危機
を乗り切っただけでなく、近隣の諸国にも供給し彼らを助けた790。また、前記北アフリカ
中東で起きた動乱の中、武力衝突となったリビアのイタリアへの輸出が 2011 年 2 月 22 日
に中断された後、イタリアは、主として国内貯蔵ガスの抽出とアルジェリアの輸入の増加
によって対応しているが、一部は国内のLNG基地であるPanigagliaの輸入増加もある791。
また、もしアルジェリアの輸入も中断される場合、イタリアは主としてさらに自国の LNG
輸入の増加（56 億立方メートル）とイギリスの LNG 輸入の増加（67 億立方メートル、ベ
ルギー、ドイツ、スイスを経てイタリアまで）によって夏場の供給は保証できると試算さ
れている792。現在多くの加盟国は、需要増加のニーズを満たすためだけでなく、供給の多
元化によって供給の安定を強化するための一つの手段として、LNG 受入基地の建設を計画
しており、ポーランドの SwinoujscieLNG 輸入基地はその例であり、LNG 輸入は欧州にお
いて重要な役割を果たしており、今後輸入量も増加するとされている793。 
2009 年欧州 27 カ国の LNG による純輸入量は 615.7 億立方メートルで、そのうち、スペ
イン 281.8 億立方メートル、フランス 141.2 億立方メートル、イギリス 101.6 億立方メー
トル、ベルギー28.3 億立方メートル、イタリア 28.2 億立方メートル、ポルトガル 26.4 億
立方メートル、ギリシャ 8.2 億立方メートルである794。LNG が各国において果たす役割が
異なるが、当然それぞれの理由がある。例えば、スペインは国内の天然ガスの生産量が無
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視できるほど少ないため、成長の速い国内ガス市場に直面し、最初から LNG の発展に力を
入れてきた結果、欧州最大の LNG 輸入国となった。イギリスは、近年国内の生産量が減少
し続けるため、LNG の輸入を増加したのである795。 
②参入価格規制 
LNG による輸入は、パイプラインによる輸入と輸送形態の違いがあるだけで、その参入
規制は、既述したパイプラインによる輸入の参入規制と同様である。輸入価格規制につい
て、前述した域内生産の場合と同様で、特に規制されていない。価格形成の方式について
後の中流の卸売分野において説明する。LNG 受入基地の建設に関する参入価格規制につい
ては中流の卸売輸送分野において説明する。 
 
二、中流分野において 
中流分野は、卸売分野、卸売輸送分野及びそれと関連する LNG 受入基地と貯蔵分野を含
む。 
まず、卸売分野について。 
①事業の概観 
加盟国のレベルでは、各加盟国において市場集中度は高い。欧州委員会最新の 2011 年の
市場評価ベンチマーク・レポートにより、データを提供した 21 カ国のうち、2009 年度大
手 3 社の市場シェアは、40%以下の加盟国がイギリスのみで、70%に近いのがスペインとド
イツで、その以外の 18 カ国は 90%に非常に近いかまたそれ以上である796。多くの加盟国は
既存事業者（incumbent）による独占、複占あるいは寡占の状況にある。最新の欧州統計に
より、2009 年各加盟国における市場シェアが 5%以上の生産事業者と輸入事業者
（incumbents）の欧州 27 カ国全体の数は 62 社があり、そのうち、同じく 7 社があるイギ
リスとドイツを除いて、1 社と 2 社による独占復占の加盟国はそれぞれ 9 カ国と 6 カ国で、
3 社と 4 社による寡占の加盟国はそれぞれ 2 カ国と 5 カ国である797。 
取引の形態は、イギリスを除いて、欧州大陸において主として長期契約である。イギリ
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スは、欧州において最も早く自由化を始めたため、欧州において最も成功しているハブ NBP
（National Balancing Point、1994 年創設）798を形成しており、長期契約のほか、スポッ
ト取引も盛んである。IEA の推計ではイギリスで消費される天然ガスの 50%強がハブで取
引されており、取引は完全に自由で、市場は完全に開放されているとされている799。イギ
リスの典型的な長期契約の契約期間は最長 8 年から 12 年まであるのに対して、欧州大陸は
90%長期契約で、且つ契約期間は 20 年か 25 年かないし 30 年である800。本当に競争的な市
場はイギリスのみであると言われている801。欧州大陸において、主なハブとしては、ベル
ギーの ZEE（Zeebrugge Hub、2000 年創設、以下同）、オランダの TTF（Title Transfer 
Facility、2003 年）、ドイツの NCG（NetConnect Germany、2009 年）と GPL（Gaspool 
Balancing Services Hub、2009 年）、イタリアの PSV（Punto di Scambio Virtuale、2003
年）、フランスの PEGｓ（Points d’Echange de Gaz、2004 年）及びオーストリアの CEGH
（Central European Gas Hub、2005 年）である802。しかし、大陸にあるすべてのハブは
取引量と流動性においていずれもNBPと比べるものにはならない。まず取引量から見ると、
2010 年の毎日平均取引量は、大陸にある 1 番目 TTF、2 番目の NCG と 3 番目の ZEE は
それぞれ 2900GWｈ（約 2.7 億立方メートル）、2200GWｈ（約 2.0 億立方メートル）と
1750GWｈ（約 1.6 億立方メートル）で、これに対し、イギリスの NBP は 37000GWｈ（約
34.3 億立方メートル）で、大陸にあるハブの取引量はイギリスの十分の一もなく、また、
流動性を表す回転率803から見ると、同年の推測値として、前記三つの大陸にあるハブはそ
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れぞれ 4.5、2、4 であって、これに対し、NBP は 19 である804。回転率が 10805を超えない
と、この市場は成熟していないと見られている806。また、長期契約のうち、LNG 取引は近
年スポット市場の発展によって、その契約期間が短くなってきて、取引先を容易に転換で
きる短期と中期の契約が増えてきている807。 
欧州レベルでは欧州統一的な市場がまだ形成されていない。前記欧州委員会最新の2011
年の市場評価ベンチマーク・レポートにより、欧州大の統一的な市場が完成されるにはま
だ程遠いとされている808。全体として、価格の収斂、供給源を多元化した加盟国における
価格の低下、卸売輸送事業者間の協力の強化等から、卸売市場形成の兆候が見られるが、
参入障壁は依然として明かに存在し、特に加盟国間の相互連係パイプラインが不十分で、
天然ガスの加盟国間の流動のボトルネックとなっており、また、たとえ連係パイプライン
が存在しても、各加盟国の運用ルールの違いによって、市場が分断され、特に小規模の事
業者にとって参入障壁となる卸売輸送コストの増大をもたらしている809。これは、統一的
な欧州エネルギー市場を一気に形成するための困難を克服するため、中間措置あるいは過
渡的なアプローチとして2006年電力ガス欧州規制当局グループERGEG（European 
Regulators Group for Electricity and Gas）によってガス分野において西北地域
（North-West Region）、南地域（South Region）と南南東地域（South-South-East Region）
という三つの地域イニシアチブ（Regional Initiatives）が提案し創設されたことにも象徴
                                                  
804 Supra note, Patrick Heather, pp. 12,14 
805 回転率は 15 以上必要との説もあると説明されている。 
Jonathan Stern and Howard Rogers, “The Transition to Hub-Based Gas Pricing in 
Continental Europe”, Mar. 2011, p. 11 
http://www.oxfordenergy.org/2011/03/the-transition-to-hub-based-gas-pricing-in-contine
ntal-europe/ 
806 Supra note, Patrick Heather, p. 8 
807 European Energy Regulators- Publications & Press- Gas- 2011 
http://www.energy-regulators.eu/portal/page/portal/EER_HOME/EER_PUBLICATION
S/CEER_PAPERS/Gas 
ERGEG, “Final ERGEG study on congestion management procedures & anti-hoarding 
mechanisms in the European LNG terminals”, Ref. E10-LNG-11-03b, 12 April 2011 p. 8 
http://www.energy-regulators.eu/portal/page/portal/EER_HOME/EER_PUBLICATION
S/CEER_PAPERS/Gas/Tab/E10-LNG-11-03b_CMP%20in%20LNG_%2012_Apr_2011.pd
f 
European Gas Hub- Reports 
http://europeangashub.com/article/detail.php?parent_id=2&id=83 
Anthony J. Melling, “Natural Gas Pricing and Its Future: Europe as the Battleground”, 
04/10/2010, p. 22 
http://carnegieendowment.org/files/gas_pricing_europe.pdf 
808 European Commission, COMMISSION STAFF WORKING DOCUMENT, 
“2009-2010 Report on progress in creating the Internal Gas and Electricity Market”, 
Brussels, 9 June 2011, p. 1 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/legislation/doc/20100609_internal_market_re
port_2009_2010.pdf 
809 Ibid. p. 14 
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されている810。この三つの地域イニシアチブは2010年12月にさらに五つに改訂され、主と
して三つ目の南南東地域を中央南地域（Central-South Region）、中央東地域（Central-East 
Region）とBEMIP（the Baltic Energy Market Interconnection Plan：バルト諸国エネル
ギー市場相互接続計画）地域に細分化した811。西北地域はオランダ、ベルギー、フランス、
アイルランド、イギリス、ドイツ、デンマーク、スウェーデンとノルウェーを含め、市場
統合とハブ発展の程度という点で最も進んだ地域で、欧州ガス市場の心臓である812。南地
域はフランス、スペイン、ポルトガルとイタリアを含め、当地域において、スペインとフ
ランス、フランスとイタリア間の連係パイプラインがボトルネックとなって北アフリカか
ら輸入のメリットをまだ十分に活かされていない813。中央南地域と中央東地域においては、
ドイツ、イタリア、オーストリア等を除いて、多くの加盟国、例えば、ポーランド、チェ
コ共和国、スロバキア共和国、ハンガリー、ルーマニア、ブルガリア等はロシアの長期契
約供給に依存して、相互間の連係パイプラインも一方的であるため、卸売市場の形成にも
限界がある814。BEMIP地域において、フィンランド、エストニア、ラトビアとリトアニア
は、専らロシアからの供給を受け、欧州のガスパイプライン網と繋がっていないため孤立
した地域となっている815。そのほか、キプロスとマルタは天然ガスの利用がほとんどない。 
                                                  
810 European Commission- Energy- Internal market- Studies,  
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/studies/electricity_en.htm 
Final Report, “From Regional Markets to a Single European Market”, 28/04/2010, pp. 
16-20 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/studies/doc/2010_gas_electricity_markets.pdf 
811 European Commission- Energy- Internal market- Regional Initiatives 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/regional/initiatives_en.htm 
Communication, “The future Role of Regional Initiatives”, Brussels, 7.12.2010, 
COM(2010) 721 final, pp. 6-7 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2010:0721:FIN:EN:PDF 
Maps “Gas Regional Initiative” 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/regional/doc/2010_12_07_erigri.pdf 
812 European Parliament- ITRE( Industry, Research and Energy) Committee- Expertise 
Studies 
http://www.europarl.europa.eu/activities/committees/editoDisplay.do;jsessionid=025EC
2AFA277C8C481FC31D68D814DA5.node2?language=EN&id=1&body=ITRE 
M Altman et al., “EU Energy Markets in Gas and Electricity – State of Play of 
Implementation and Transposition”, 05/2010, p. 39 
http://www.europarl.europa.eu/document/activities/cont/201106/20110629ATT22899/20
110629ATT22899EN.pdf 
813 European Commission, “Energy infrastructure priorities for 2020 and beyond -A 
Blueprint for an integrated European energy network”, Brussels, 17.11.2010, 
COM(2010) 677 final, p. 35 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=SPLIT_COM:2010:0677(01):FI
N:EN:PDF 
814 Ibid., pp. 33-35 
815 European Parliament- ITRE( Industry, Research and Energy) Committee- Expertise 
Studies- Briefings incl. notes 
http://www.europarl.europa.eu/activities/committees/editoDisplay.do?language=EN&id
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価格の形成において、イギリスは天然ガスの需給関係を直接的に反映するスポット価格
がメインで、約 90%を占めており、これに対し、欧州大陸は逆で、天然ガスの需給関係を
直接的に反映しない、あるいは天然ガスではなくその競合燃料である石油の需給関係を反
映する長期契約による石油連動価格（Oil-indexed Price）がメインで、約 90%を占めてい
る816。 
長期契約による石油連動価格は、軽油（gasoil）と重質燃料油（heavy fuel oil）がそれぞ
れ民生と商業の主な燃料の時代に、1962 年にオランダが初めてドイツ、ベルギー、フラン
スへ天然ガスを輸出し、それらの市場を開発するために、競合燃料に対する市場価値
（market value）あるいはネットバック価値（Netback value）による価格制定法を採用し
たことに由来し、その後アルジェリアからフランス・ベルギーへの LNG 輸入、スペイン等
へのパイプライン輸入、ロシアから東欧へのパイプライン輸入及びノルウェーから西北欧
へのパイプライン輸入においても採用された817。ただし、アルジェリア、ロシアとノルウ
ェーからの輸入は、オランダより長距離で、パイプラインによる輸送量調整の限界がある
ため、オランダで採用された容量料金（capacity charge）の代わりに最低引取（minimum 
bill）あるいはテーク・オア・ペイ（take-or-pay）条項が採用された818。また、連動された
石油の中、軽油の利用の増加と重質燃料油の利用の減少に伴って、価格計算公式における
両者間の比重は変化してきて、現在軽油 70%、重質燃料油 30%が代表的である819。これに
対し、イギリスは石油連動長期契約の場合、価格計算公式において前記石油価格以外、物
価指数、一部には石炭価格、電気料金とも連動させていることに欧州大陸と異なるところ
であり、このような石油等の連動長期契約は現在約 10%を占めている820。 
スポット価格の場合、イギリスの NBP で形成されたスポット価格は、イギリスとベルギ
ー、オランダ間 Interconnector と Balgzand Bacton Line という二つの連係パイプライン
                                                                                                                                                  
=1&body=ITRE 
J Bjornmose et al., “An Assessment of the Gas and Oil Pipelines in Europe”, 11/2009, p. 
22 
http://www.europarl.europa.eu/document/activities/cont/201106/20110628ATT22856/20
110628ATT22856EN.pdf 
European Commission, “Energy infrastructure priorities for 2020 and beyond -A 
Blueprint for an integrated European energy network”, Brussels, 17.11.2010, 
COM(2010) 677 final, pp. 33-35 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=SPLIT_COM:2010:0677(01):FI
N:EN:PDF 
816 European Gas Hub- Reports 
http://europeangashub.com/article/detail.php?parent_id=2&id=83 
Anthony J. Melling, “Natural Gas Pricing and Its Future: Europe as the Battleground”, 
04/10/2010, pp. 22, 23, 25 
http://carnegieendowment.org/files/gas_pricing_europe.pdf 
817 Ibid., pp. 16-17 
818 Ibid., p. 20 
819 Ibid., p. 22 
820 Ibid., p. 23 
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があるため、西北地域にある主要なハブであるベルギーの ZEE とオランダの TTF に強い
影響を与え、両ハブのスポット価格の形成をリードしている821。2010 年西北地域において
スポット価格による販売は約 25%を占め、スポット価格による販売は他の地域においても
拡大している822。天然ガスの需給関係を直接に反映しない石油連動価格形成方式がスポッ
ト価格形成方式に転換し、将来スポット価格が主要な価格形成メカニズムとなるべきであ
ると主張され823、その転換も発生しつつあるが、転換の程度において欧州大陸はイギリス
と大きな差があり、また大陸の各地域においても差がある824。 
 
②参入価格規制 
競争法による参入と価格の一般規制があるが、自由化される分野として事業法による特
別な規制は存在しない825。 
 
次に、卸売輸送分野について。 
①事業の概観 
欧州ガス協会連盟 2010 年の年次報告により、2009 年欧州 27 カ国卸売輸送と小売輸送パ
イプラインの総延長は 198.7 万千メートルで、そのうち、卸売輸送部分は 22.8 万千メート
ルで826、2008 年末時点での米国の 49.3 万千メートル827より少ないが 2009 年時点での中国
                                                  
821 Ibid., p. 23 
http://carnegieendowment.org/files/gas_pricing_europe.pdf 
European Gas Hub- Reports, RWE, “Energy Trading and Gas Supply in Europe”, Jan. 
2011, p. 10 
http://europeangashub.com/article/detail.php?parent_id=2&id=97 
822 Supra note, Anthony J. Melling, p. 25 
823 The Oxford Institute for Energy Studies,  
http://www.oxfordenergy.org/2011/03/the-transition-to-hub-based-gas-pricing-in-contine
ntal-europe/ 
Jonathan Stern and Howard Rogers, “The Transition to Hub-Based Gas Pricing in 
Continental Europe”, 31 Mar. 2011, p. 36 
http://www.oxfordenergy.org/wpcms/wp-content/uploads/2011/03/NG49.pdf 
824 Patrick Heather , “The Recent Evolution of the European Gas Market Towards 
Oil-Gas Decoupling”, Florence School of Regulation, Advanced Training on Gas Markets, 
Florence, 21st March, 2011, p. 25 
http://europeangashub.com/article/detail.php?parent_id=2&id=127 
825 Getting the Deal Through, Gas Regulation 2011, in 36 jurisdictions worldwide 
http://www.gettingthedealthrough.com/updates/article/28381/gas-regulation-covering-3
6-jurisdictions-worldwide-contributing-editor-alexandre-ancel-jean-yves-ollier-florence-
ninane/ 
Wim Vandenberghe and René Gonne, “Gas Regulation 2011- European Union”, p. 92 
http://www.dechert.com/files/Publication/9a4a1009-ca35-44c2-a302-006bee68e830/Pres
entation/PublicationAttachment/6d3279ab-5dc9-4ac8-84a4-030c6ab1ae99/European%2
0Union.pdf 
826 Eurogas- Annual Report(http://www.eurogas.org/publications_annualReport.aspx) 
Eurogas, “Eurogas Annual Report 2008-2009”, 11/01/2010, p. 32 
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の 3.8 万千メートル828と日本の 0.4 万千メートル829よりは明かに多い。2009 年欧州 27 カ
国の LNG 年間輸入能力は 20 基で 1540 億立方メートルであり830、同期米国 8 基約 1343.6
億立方メートル（毎日約 130 億立方インチあるいは 3.7 億立方メートル）の年間輸入能力
よりも若干大きい831。貯蔵能力について、欧州 27 カ国 2009 年最大貯蔵能力は 130 個地下
貯蔵タンクで 835.4 億立方メートルであり、全消費量の 18.2%を占めており832、米国の 2007
年の 400 個 1158.9 億立方メートル（40910 億立方インチ）833、同期全体消費量に占める
17.7%の割合834、また、中国 2009 年の 6 個全体消費量の 3.6%835、ほとんどない日本と比
べると、全体の数字だけではなおよい状況にあると見られるが、需要の増大と域内生産の
減少で欧州の輸入依存度の増加による安定供給の問題、域内統一市場の形成の問題、世界
をリードしようとしている高い温暖化ガス排出削減目標の達成の任務等欧州特殊な事情が
あるため、更なるインフラの整備が重要な任務とされている。これについて、前記「エネ
                                                                                                                                                  
http://www.eurogas.org/uploaded/Annual%20Report%202008%20-%202009_final110110
.pdf 
827 EIA（U.S. Energy Information Administration）Natural Gas > About U.S. Natural 
Gas Pipelines 
http://www.eia.gov/pub/oil_gas/natural_gas/analysis_publications/ngpipeline/index.htm
l 
828蒲 明「2009 年我国油气管道新进展」国际石油经济 2010 年第 3 期 14 页。 
http://wenku.baidu.com/view/815301c76137ee06eff91858.html 
829 経済産業省資源エネルギー庁低炭素社会におけるガス事業のあり方に関する検討会 
http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/k_9.html 
ガスのインフラ整備に関するワーキンググループ「ガスのインフラ整備に向けて～ガスの
インフラ整備に関するワーキンググループ報告書～」（平成 23 年 3 月）7 頁。 
http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy/gas_infra/1103_houkoku_01.pdf 
830 GIE (Gas Infrastructure Europe), Publications> GLE> GLE Publications 
GLE presentation to CEER LNG Workshop, “LNG Terminals in Europe”, September 06, 
2011, pp. 4, 6 
http://www.gie.eu/index.php/publications/gle 
831 EIA, Energy in Brief, “What role does liquefied natural gas (LNG) play as an energy 
source for the United States?” 
http://www.eia.gov/energy_in_brief/liquefied_natural_gas_lng.cfm 
832 Eurogas, “Eurogas Statistical Report 2010”, p.10 
http://www.eurogas.org/uploaded/Eurogas%20Statistical%20Report%202010_Final%20
291110.pdf 
BP2011 年統計により、2009 年欧州の天然ガス総消費量は 4585 億立方メートルである。 
BP, “Statistical Review of World Energy 2011”, pp. 22, 24 
http://www.bp.com/liveassets/bp_internet/globalbp/globalbp_uk_english/reports_and_pu
blications/statistical_energy_review_2011/STAGING/local_assets/pdf/natural_gas_secti
on_2011.pdf 
833 EIA, Natural Gas > About U.S. Natural Gas Pipelines > Underground Natural Gas 
Storage 
http://www.eia.gov/pub/oil_gas/natural_gas/analysis_publications/ngpipeline/undrgrnd_
storage.html 
834 EIA, Natural Gas > Publications > Natural Gas Annual, Natural Gas Annual 2009 
http://www.eia.gov/oil_gas/natural_gas/data_publications/natural_gas_annual/nga.html 
835 霍瑶「北美天然气储气库建设的经验与启示」集输工程 2010 年第 11 期 4 页。 
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ルギー2020」と並んで、エネルギーインフラ整備の構想を内容とし、最新エネルギー戦略
の重要な一部を成す「エネルギー―インフラ（Energy： Infrastructure）」836において次
のように述べられている。「2010 年 11 月 10 日に採択された『エネルギー2020』意見書は、
我々がエネルギーインフラを計画、建設と運営する方法において一歩進んだ変化を求めて
いる。エネルギーインフラの整備は『欧州 2020 戦略』の旗艦インセンティブ（flagship 
initiative）である『資源効率の高い欧州』において重要な項目として取り上げられている
ものである。適切で、統合的かつ安定的なエネルギーネットワークは、EU のエネルギー政
策目標の実現のためだけではなく、EU の経済戦略実現のためでも極めて重要な前提条件で
ある。我々のエネルギーインフラを発展させることが、EU に適切に機能する域内エネルギ
ー市場の構築を実現させることを可能にすることだけではなく、供給の安定性を強化する
こと、再生可能エネルギー資源を融合させること、エネルギー効率性を向上させること、
新しい技術と高い智能の持つエネルギー利用により消費者に利益をもたらすことを可能に
することでもある。」837 
まず、需要と供給とのバランスの視点からは、既存の施設は基本的に需要を満たしてい
るが、統一的な域内エネルギー市場の構築という視点からは、加盟国間の相互連係パイプ
ラインあるいは逆流のできる連係パイプライン（interconnection）が不足しており、その
ため、天然ガスの加盟国間の流動は不可能となり、市場は分断されている838。例えば 2008
年現在リトアニアとポーランドとの間、エストニアとフィンランドとの間、ポーランドと
デンマークとの間、デンマークとイギリスとの間、ポーランドとスロバキアとの間、スロ
バキアとハンガリーとの間、イタリアとギリシャとの間、フランスとイタリアとの間、イ
ギリスとフランスとの間の相互連係パイプラインが欠いており、またドイツとデンマーク
とスウェーデンとの間、ブルガリアとルーマニアとの間、ハンガリーとオーストリアとの
間、フランスとスペインとの間の相互連係パイプラインがあるものの輸送能力は不足して
いる839。それから、逆流のできる連係パイプライン、例えば、代表的なイギリスとベルギ
                                                  
836 European Commission, “Energy infrastructure priorities for 2020 and beyond- A 
Blueprint for an integrated European energy network”, Brussels, 17.11.2010, 
COM(2010) 677 final 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=SPLIT_COM:2010:0677(01):FI
N:EN:PDF 
837 Ibid., p. 4 
838 European Commission, COMMISSION STAFF WORKING DOCUMENT, 
“2009-2010 Report on progress in creating the Internal Gas and Electricity Market”, 
Brussels, 9 June 2011, p. 14 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/legislation/doc/20100609_internal_market_re
port_2009_2010.pdf 
839 European Commission> Energy> Energy infrastructure> Studies 
http://ec.europa.eu/energy/infrastructure/studies/ten_e_en.htm 
Mercados, “T E N - ENERGY Priority Corridors for Energy Transmission, Part One: 
Legislation, Natural Gas and Monitoring”, November 2008, pp. 49-50 
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ーとの間の Interconnector というパイプライン等多くあるが、逆流のできない連係パイプ
ライン、例えば、ドイツからポーランドへの Yamal- Europe パイプライン、スペインから
フランスへのパイプライン、ハンガリーからオーストリアへのパイプライン、イギリスか
らオランダへの BBL パイプライン等もある840。他方、前にも触れたが、たとえ相互間の連
係パイプラインが存在しても、各加盟国の運用ルールの違いにより、連係パイプラインの
欠如と同様な効果で、市場が分断され、特に小規模の事業者にとって参入障壁となる卸売
輸送コストの増大をもたらすという問題も存在している841。 
次に、今後需要の増加、域内生産の減少により輸入が増加すること、また供給の安定を
向上させるための供給の多元化を図ることによるインフラに対する需要を満たすには、既
存インフラは不十分であるとされている842。2007 年現在、主要な輸入加盟国のパイプライ
ンによる年間最大輸入能力はスロバキア 1080 億立方メートル、ドイツとオランダ 439 億立
方メートル、イギリス 419 億立方メートル、イタリア 417 億立方メートル、ルーマニア 415
億立方メートル、フランス 186 億立方メートル、ベルギー146 億立方メートル、ハンガリ
ー143 億立方メートルとリトアニア 105 億立方メートルで、また LNG による主要な輸入加
盟国の年間最大輸入能力はスペイン 544 億立方メートル、フランス 183 億立方メートル、
ベルギー84億立方メートル、イギリス55億立方メートルとイタリア47億立方メートルで、
パイプラインと LNG の合計は 4900 億立方メートルである843。LNG 輸入は天然ガスの供
給の確保と多元化において重要な役割を果たせるにもかかわらず、現在なお 20の加盟国が、
そのうち 15 が沿岸国で、LNG 輸入能力はゼロである844。安定供給において貯蔵施設も同
                                                                                                                                                  
y_transmission-natural_gas.pdf 
840 Ibid., p. 50 
841 European Commission, COMMISSION STAFF WORKING DOCUMENT, 
“2009-2010 Report on progress in creating the Internal Gas and Electricity Market”, 
Brussels, 9 June 2011, p. 14 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/legislation/doc/20100609_internal_market_re
port_2009_2010.pdf 
842 European Energy Regulators> National Reporting 2010 
http://www.energy-regulators.eu/portal/page/portal/EER_HOME/EER_PUBLICATION
S/NATIONAL_REPORTS/National%20Reporting%202010 
ERGEG, “2010 Status Review of the Liberalisation and Implementation of the Energy 
Regulatory Framework”, Ref. C10-URB-34-04, 7 December 2010, p. 11 
http://www.energy-regulators.eu/portal/page/portal/EER_HOME/EER_PUBLICATION
S/NATIONAL_REPORTS/National%20Reporting%202010/C10-URB-34-04_StatusRevi
ew2010_v101201.pdf 
843 European Commission> Energy> Energy infrastructure> Studies 
http://ec.europa.eu/energy/infrastructure/studies/ten_e_en.htm 
Cambridge Econometrics, “The revision of the trans-European energy network policy 
(TEN-E)”, 21 Oct. 2010, p. 17 
http://ec.europa.eu/energy/infrastructure/studies/doc/2010_11_ten_e_revision.pdf 
844 European Energy Regulators> National Reporting 2010 
ERGEG, “2010 Status Review of the Liberalisation and Implementation of the Energy 
Regulatory Framework”, Ref. C10-URB-34-04, 7 December 2010, p. 51 
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様に重要な役割を果たすが、地理的な分布において半分以上（51%）は西部の加盟国に集中
している845。2009 年現在、貯蔵施設を持つ主要な加盟国は、ドイツ 196 億立方メートル、
イタリア 143億立方メートル、フランス 123億立方メートル、オランダ 50億立方メートル、
イギリス 43 億立方メートル、オーストリア 42 億立方メートルとスペイン 41 億立方メート
ルである846。欧州委員会 2009 年のインパクト分析により、同委員会が提出した N－1 基準、
つまり供給ネットワークのうち、輸入パイプラインであれ、域内生産供給パイプラインで
あれ、LNG 基地であれ、貯蔵施設等であれ、最も重要な１つが供給あるいは機能しなくな
った場合、一定の期間において、例えば 60 日間に、残りの施設は依然として国内の需要を
満たせる供給能力を持っているかどうかを判断する基準に基づいて、20 年に 1 度の最も需
要の多い冬のケースを想定し、天然ガスを利用していないキプロスとマルタを除いて、25
の加盟国に対し分析した結果、9 カ国は基準に満たしていない847。 
戦略的なレベルにおいて、前記「エネルギー―インフラ（Energy: Infrastructure）」に
おいて、前にも言及したように、三つの優先プロジェクトが提示されている。つまり、カ
スピ海盆地、中央アジア、中東からのガスを欧州に輸送し、ガス供給の多元化を図るため
の南方ルート（Southern Corridor）、バルト海、黒海、アドリア海とエーゲ海諸国の連係
を強化する BEMIP と南北ルート（North-South Corridor）と、域内のボトルネックを除
去し、短期の供給能力を増強するため、アフリカからを含めて可能なほかの域外からの供
給を十分利用し、現存のインフラ、特に現存の LNG 基地と貯蔵施設を最大限に利用する西
欧南北ルート（North-South Corridor in Western Europe）である848。これらの優先プロ
ジェクトはエネルギーを議題にした 2011 年 2 月 4 日の欧州理事会においても支持されてい
る849。かつ、同理事会において、2015 年まで欧州ネットワークに繋がっていない、あるい
                                                  
845 Ibid. 
846 24th World Gas Conference, Argentina, 5-9 Oct. 2009 
http://www.igu.org/html/wgc2009/papers/woc2.html 
Jean-Marc Leroy, “The role of natural gas storage in the changing gas market 
landscape”, p. 8 
http://www.igu.org/html/wgc2009/papers/docs/wgcFinal00559.pdf 
847 Commission staff working document - Accompanying document to the Proposal for a 
Regulation of the European Parliament and of the Council concerning measures to 
safeguard security of gas supply and repealing Directive 2004/67/EC - Impact 
assessment , Brussels, 16.7.2009, SEC(2009) 979 final, pp. 26, 33-34 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=SEC:2009:0979:FIN:EN:PDF 
この 9 カ国はアイルランド、スウェーデン、デンマーク、リトアニア、フィンランド、ブ
ルガリア、ルーマニア、ハンガリー、スロベニアである。 
848 European Commission, “Energy infrastructure priorities for 2020 and beyond -A 
Blueprint for an integrated European energy network”, Brussels, 17.11.2010, 
COM(2010) 677 final, p. 11 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=SPLIT_COM:2010:0677(01):FI
N:EN:PDF 
849 European Council> Conclusions 
http://www.european-council.europa.eu/council-meetings/conclusions.aspx?lang=en 
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は適切な連係の欠如により安定供給が危険にさらされている加盟国を無くすことを明確に
した850。 
エネルギーインフラの整備を促進するため、具体的なプロジェクトの建設を支援する
TEN－E（Trans-European Networks for Energy）という計画がある。当計画は単一市場
を完成するための一環として 1996 年に始められたもので、その後、持続可能性と供給安定
性の基準が計画の中にも取り込まれることになった。その実施は、一連のガイドラインと
財政支援によって遂行されてきた。特に 2006 年ガイドライン851において、財政支援をする
232 個の TEN－E プロジェクト（電力を含めて全体 550 個）を、10 個の「欧州の利益に適
うプロジェクト（Projects of European interest）」、100 個の「優先プロジェクト（Priority 
Projects）」と 122 個の「共通の利益に適うプロジェクト（Projects of common interest）」
という三つのカテゴリに分類されている852。欧州委員会の概算では、2020 年まで卸売輸送
パイプライン、LNG 基地、貯蔵施設、逆流のできる連係パイプライン等含めてこれらのプ
ロジェクトを建設するに必要な投資は約 700 億ユーロである853。他方、投資のギャップ
（investment gap）、長引く許可申請手続等の問題も多くあるとされている854。 
卸売輸送パイプラインの分離の実施状況について、新興市場あるいは孤立市場であるラ
トビア、エストニア、フィンランド、ルクセンブルク、キプロスとマルタは新興市場
（emergent market）あるいは孤立市場（isolated market）として適用免除を受けている
                                                                                                                                                  
EUROPEAN COUNCIL - 4 FEBRUARY 2011 – CONCLUSIONS, 4/2/2011 Nr: EUCO 
2/1/11, p. 2 
http://www.consilium.europa.eu/uedocs/cms_data/docs/pressdata/en/ec/119175.pdf 
850 Ibid., European Council> Conclusions 
http://www.european-council.europa.eu/council-meetings/conclusions.aspx?lang=en 
EUROPEAN COUNCIL - 4 FEBRUARY 2011 – CONCLUSIONS, 4/2/2011 Nr: EUCO 
2/1/11, p. 2 
http://www.consilium.europa.eu/uedocs/cms_data/docs/pressdata/en/ec/119175.pdf 
851 European Commission, DECISION No 1364/2006/EC OF THE EUROPEAN 
PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL of 6 September 2006 laying down guidelines 
for trans-European energy networks and repealing Decision 96/391/EC and Decision No 
1229/2003/EC, OJ L 262 of 22.9.2006 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2006:262:0001:0023:EN:P
DF 
852 European Commission, REPORT FROM THE COMMISSION TO THE EUROPEAN 
PARLIAMENT, THE COUNCIL, THE EUROPEAN ECONOMIC AND SOCIAL 
COMMITTEE AND THE COMMITTEE OF THE REGIONS ON THE 
IMPLEMENTATION OF THE TRANS-EUROPEAN ENERGY NETWORKS IN THE 
PERIOD 2007-2009, Pursuant to Article 17 of Regulation (EC) 680/2007 and Articles 
9(2) and 15 of Decision 1364/2006/EC, Brussels, 4.5.2010, COM(2010)203 final, pp. 3-4 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2010:0203:FIN:EN:PDF 
853 European Commission, COMMISSION STAFF WORKING PAPER Energy 
infrastructure investment needs and financing requirements, Brussels, 6.6.2011, 
SEC(2011)755 final, p. 3 
http://register.consilium.europa.eu/pdf/en/11/st11/st11056.en11.pdf 
854 Ibid., pp. 4-6 
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ためその他の加盟国は法的な分離レベル以上の分離が実施され、そのうち、ハンガリー、
ポーランド、ポルトガル、ルーマニア、オランダとイギリスが所有分離が実施され、卸売
輸送系統運営者 TSO が複数のドイツ、イタリア、スペインとスウェーデンにおいては少な
くとも 1 つの TSO が分離が実施されている855。 
 
②参入価格規制 
2009 年 7 月に採択され、2011 年 3 月 3 日に執行された第三次域内エネルギー市場自由
化法令パッケージの中の一つである「域内ガス市場の共通ルールに関する指令（指令
2009/73/EC）」856により、卸売輸送パイプライン、LNG、貯蔵施設の建設とこれらの施設
へのアクセス料金は各加盟国の決定事項である。 
参入規制について、同指令第 4 条において、次のように規定されている。天然ガス施設
の建設あるいは運営のため許認可が必要な場合、当該加盟国あるいは当該加盟国が指定し
た所管官庁はこれらの施設及び付属施設を建設あるいは運営するための許認可を与える
（同条 1 項）。許認可制度のある加盟国において、これらの加盟国は客観的で非差別的な基
準を定めなければならない（同条 2 項）。これらの加盟国は基準を満たす申請に対し許可を
与えることと、許可しない理由が客観的で非差別的であることを保証しなければならない
し、かつ許可しない理由を委員会に報告しなければならない（同条 3 項）。そのほか、同指
令 13 条 1 項の(a)において、卸売輸送、貯蔵、あるいは LNG の系統運営者は、開放的な市
場を確保するための安全的、安定的かつ効率的な卸売輸送、貯蔵、あるいは LNG 施設を、
経済情勢に基づいて運営、維持、発展し、供給義務を果たすために適切な手段を確保しな
ければならないとされている。欧州において、エネルギーインフラは主として卸売輸送系
統運営者 TSO（Transmission System Operators）によって建設されている857。 
                                                  
855 European Parliament- ITRE( Industry, Research and Energy) Committee- Expertise 
Studies 
http://www.europarl.europa.eu/activities/committees/editoDisplay.do;jsessionid=025EC
2AFA277C8C481FC31D68D814DA5.node2?language=EN&id=1&body=ITRE 
M Altman et al., “EU Energy Markets in Gas and Electricity – State of Play of 
Implementation and Transposition”, 05/2010, p. 42 
http://www.europarl.europa.eu/document/activities/cont/201106/20110629ATT22899/20
110629ATT22899EN.pdf 
856 Directive 2009/73/EC of the European Parliament and of the Council of 13 July 2009 
concerning common rules for the internal market in natural gas and repealing Directive 
2003/55/EC, OJ L 211, 14.8.2009, p. 94-136 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2009:211:0094:0136:EN:P
DF 
857 Report from the Commission to the European Parliament, the Council, the 
European Economic and Social Committee and the Committee of the Regions on the 
implementation of the Trans-European energy networks in the period 2007-2009 
Pursuant to Article 17 of Regulation (EC) 680/2007 and Articles 9(2) and 15 of Decision 
1364/2006/EC Brussels, 4.5.2010, COM(2010)203 final, p. 4 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2010:0203:FIN:EN:PDF 
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加盟国レベルの規制は汎欧州、あるいは国境を跨る施設の建設について規制の限界があ
るが、EU 運営条約において、この欠点を補う規定がある858。同条約 170 条 1 項において、
欧州連合は運輸、通信及びエネルギーの社会的基盤の分野において、欧州横断ネットワー
クの構築及び発展に寄与すると規定されている。同条約 171 条 1 項において、欧州連合は
170 条の目的を達成するため、欧州横断ネットワーク構想における目標、優先プロジェクト
及び実施方法の概要について一連のガイドラインを作成しなければならなく、これらのガ
イドラインは共通の利益に適うプロジェクトを認定しなければならない等という欧州連合
に対する義務付けは規定されている。このような条約規定は、前記パッケージの中の一つ
である「天然ガス卸売輸送パイプライン（網）へのアクセスに関する規則（規則 No 715/2009）」
859においても反映されている。同規則 8 条 3 項の(b)において、ENTSO（European Network 
of Transmission System Operators、欧州卸売輸送系統運営者ネットワーク）は 2 年毎に、
供給能力の適合性に対する見通しを含めて非拘束的な欧州規模の 10年ネットワーク発展計
画（TYNDPs：10-year network development plans ）を作成しなければならないと規定
されている。 
価格規制について、同ガス指令（指令 2009/73/EC）41 条 1 項の(a)において、各加盟国
の規制当局は透明な基準に従って卸売輸送あるいは小売輸送料金、あるいはそれらの計算
方法を設定あるいは認可する責務があると規定されている。同条 6 項(a)において、各加盟
国の規制当局は、少なくとも卸売輸送及び小売輸送料金を含めて国内ネットワークへの連
係とアクセス条件及び LNG 基地へのアクセス条件の設定、計算に用いられる方法を、これ
らの方法が実施される前に設定あるいは許可する責務があると規定されている。また、同
条 10 項において、各加盟国の規制当局は、必要のある場合、卸売輸送、貯蔵、LNG 及び
小売輸送の系統運営者に料金と計算方法を、これらのものが適切でかつ非差別的に運用さ
れることを確保するため、修正することを求める権限を有すると規定されている。そのほ
か、貯蔵施設の場合、規制型アクセス（regulated access）のほか、交渉型アクセス（negotiated 
access）もあるため、後者のアクセス料金、その他の利用条件について、同指令 33 条 3 項
により、公開が求められている。 
 
                                                  
858 COMMISSION STAFF WORKING DOCUMENT, IMPACT ASSESSMENT, 
Accompanying document to the COMMUNICATION FROM THE COMMISSION TO 
THE EUROPEAN PARLIAMENT, THE COUNCIL, THE EUROPEAN ECONOMIC 
AND SOCIAL COMMITTEE AND THE COMMITTEE OF THE REGIONS 
Energy infrastructure priorities for 2020 and beyond - A Blueprint for an integrated 
European energy network, Brussels, 17.11.2010, SEC(2010) 1395 final, p. 26 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=SEC:2010:1395:FIN:EN:PDF 
859 Regulation (EC) No 715/2009 of the European Parliament and of the Council of 13 
July 2009 on conditions for access to the natural gas transmission networks and 
repealing Regulation (EC) No 1775/2005, OJ L 211, 14.8.2009, pp. 36–54 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2009:211:0036:0054:EN:P
DF 
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三、下流分野において 
下流分野は、小売分野と小売ガスを輸送する小売輸送分野という二つの分野を含む。 
まず、小売分野について。 
①事業の概観 
2011 年欧州委員会のベンチマーキング・レポートにより、小売市場の統合はまだ十分で
はなく、価格水準と供給業者の変更率において各加盟国においてかなりのばらつきが存在
し、独立供給業者の新規参入が少なく市場が依然として高度に集中している860。トップ 1
社で市場シェアが 80%以上の加盟国は 9 カ国があり861、大手三社の市場シェアが 80%以上
の加盟国は 13 カ国があり、ギリシャ、リトアニア、ラトビアとポーランドはさらに 100%
であり、ドイツは大手三社の市場シェアが最も低い国である862。 
供給業者の変更率は多くの加盟国において依然として低く、例えば、2008 年、チェコ共
和国、デンマーク、スロバキア、スウェーデンの家庭消費者の変更率は 1%以下で、他方に
おいて、イギリス、オランダとスペインの家庭消費者を含めて全体の変更率はそれぞれ 19%、
9.1%と 6.1%である863。 
 
                                                  
860 European Commission> Energy> Internal market> Electricity & Gas markets> 
Benchmarking reports 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/legislation/benchmarking_reports_en.htm 
European Commission, “2009-2010 Report on progress in creating the Internal Gas and 
Electricity Market”, Brussels, 9 June 2011, p. 14 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/legislation/doc/20100609_internal_market_re
port_2009_2010.pdf 
861 European Commission, Eurostat, “Natural gas market indicators”, Data from March 
2011. 
http://epp.eurostat.ec.europa.eu/statistics_explained/index.php/Natural_gas_market_in
dicators 
862 European Energy Regulators> National Reporting 2010 
http://www.energy-regulators.eu/portal/page/portal/EER_HOME/EER_PUBLICATION
S/NATIONAL_REPORTS/National%20Reporting%202010 
ERGEG, “2010 Status Review of the Liberalisation and Implementation of the Energy 
Regulatory Framework”, Ref. C10-URB-34-04, 7 December 2010, p. 28 
http://www.energy-regulators.eu/portal/page/portal/EER_HOME/EER_PUBLICATION
S/NATIONAL_REPORTS/National%20Reporting%202010/C10-URB-34-04_StatusRevi
ew2010_v101201.pdf 
863 European Parliament- ITRE( Industry, Research and Energy) Committee- Expertise 
Studies 
http://www.europarl.europa.eu/activities/committees/editoDisplay.do;jsessionid=025EC
2AFA277C8C481FC31D68D814DA5.node2?language=EN&id=1&body=ITRE 
M Altman et al., “EU Energy Markets in Gas and Electricity – State of Play of 
Implementation and Transposition”, 05/2010, p. 43 
http://www.europarl.europa.eu/document/activities/cont/201106/20110629ATT22899/20
110629ATT22899EN.pdf 
そのほか、イタリアは、供給変更者の数でみる変更率がわずか 1.2%であるが、消費量で見
る変更率は 34.9%であるというような場合もある。 
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②参入価格規制 
小売市場の供給側の参入について、欧州レベルではそれに関する規制が存在しないが、
多くの加盟国において許認可が必要であるとされている864。需要側の参入について、2003
年 6 月に採択され、2004 年 7 月に執行された第二次域内エネルギー市場自由化法令パッケ
ージの中の一つである「域内ガス市場の共通ルールに関する指令（指令 2003/55/EC）」86523
条 1 項の(b)、(c)の規定により、既に 2004 年 7 月 1 日より少なくともすべての非家庭消費
者、2007年7月1日より家庭消費者を含めてすべての消費者が自由化の対象となったため、
需要側に関する参入規制は存在しない。 
価格に関する規制は前記同様な理由で、同指令により、つまり自由化された以上価格が
需要と供給によって決められるべきであるため、なくなったはずであるが、2009 年現在な
お 16 の加盟国が家庭小売価格、13 の加盟国が非家庭小売価格、そのうち、イタリア、スロ
バキアとスペイン 3 カ国が家庭小売価格のみを規制している866。価格規制をしている加盟
国において、規制価格で供給される家庭需要が家庭需要の全体の消費量に占める割合は、
スペインの 47%、イタリアの 95%、オランダの 94%とフランスの 92%を除いて、9 カ国が
98%であって、非家庭需要の全体非家庭需要の占める割合は、4%から 100%までばらつき
があり、価格を規制していない加盟国を含める需要者件数で見ると、規制価格で供給を受
けた家庭需要者数（約 5 千 5 百万）は全体家庭需要者数の約 55%、供給量で見ると約 57%
を占めている867。エンドユーザーの価格規制が前記指令違反として、欧州委員会はこれら
の加盟国に対して一部は指令規制遵守の意見を出し、一部はさらに欧州司法裁判所に提訴
している868。2010 年現在、9 の加盟国は問題視され、14 のケースは係争中である869。 
                                                  
864 Wim Vandenberghe and René Gonne, “Getting the Deal Through- Gas Regulation 
2011, European Union”, p. 92 
http://www.dechert.com/files/Publication/9a4a1009-ca35-44c2-a302-006bee68e830/Pres
entation/PublicationAttachment/6d3279ab-5dc9-4ac8-84a4-030c6ab1ae99/European%2
0Union.pdf 
865 Directive 2003/55/EC of the European Parliament and of the Council of 26 June 
2003 concerning common rules for the internal market in natural gas and repealing 
Directive 98/30/EC, OJ L 176, 15.7.2003, pp. 57-78 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2003:176:0057:0078:EN:P
DF 
866 European Energy Regulators> National Reporting 2010 
http://www.energy-regulators.eu/portal/page/portal/EER_HOME/EER_PUBLICATION
S/NATIONAL_REPORTS/National%20Reporting%202010 
ERGEG, “2010 Status Review of the Liberalisation and Implementation of the Energy 
Regulatory Framework”, Ref. C10-URB-34-04, 7 December 2010, p. 27 
http://www.energy-regulators.eu/portal/page/portal/EER_HOME/EER_PUBLICATION
S/NATIONAL_REPORTS/National%20Reporting%202010/C10-URB-34-04_StatusRevi
ew2010_v101201.pdf 
867 Ibid. 
868 European Commission> Energy> Infringements> Proceedings  
Infringement proceedings in the field of Internal market of electricity and natural gas 
http://ec.europa.eu/energy/infringements/proceedings/electricity_gas_en.htm 
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次に、小売輸送分野について。 
①事業構造の特徴 
前記欧州ガス協会連盟 2010 年の年次報告により、2009 年欧州 27 カ国卸売輸送と小売輸
送パイプラインの総延長は 198.7 万千メートルで、そのうち、小売輸送部分は 175.9 万千
メートルである870。 
2009 年小売事業から所有分離が実施されている加盟国は、ブルガリア、イギリス、イタ
リア、ルーマニア、オランダ等があり、また多くの加盟国は法的な分離を実施しているが、
需要者数十万戸以下の小売輸送系統運営者 DSO による適用免除も多く利用されている871。 
フランス、ドイツ、ハンガリー、ポーランド、スロバキアは需要者数十万戸以下の小売
事業者の DSO の適用免除、オーストリアは五万戸以下の適用免除、チェコ共和国は九万戸
以下の適用免除をそれぞれ実施しているほか、フィンランド、エストニア、ラトビア、ル
クセンブルク等の新興市場や投資を促進するための一部特殊地域のDSOも適用が免除され
ている872。このように、多くの DSO は所有分離がなく、また適用免除が実施されているた
め、垂直統合企業の一部となり独自に行動することができないと指摘されている873。 
                                                                                                                                                  
869 European Commission> Energy> Internal market> Electricity & Gas markets> 
Benchmarking reports 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/legislation/benchmarking_reports_en.htm 
European Commission, “2009-2010 Report on progress in creating the Internal Gas and 
Electricity Market”, Brussels, 9 June 2011, p. 11 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/legislation/doc/20100609_internal_market_re
port_2009_2010.pdf 
870 Eurogas- Annual Report(http://www.eurogas.org/publications_annualReport.aspx) 
Eurogas, “Eurogas Annual Report 2008-2009”, 11/01/2010, p. 32 
http://www.eurogas.org/uploaded/Annual%20Report%202008%20-%202009_final110110
.pdf 
871 European Commission, Benchmarking Reports, “Report on progress in creating the 
Internal Gas and Electricity Market”, Brussels, 11.3.2010, COM(2010)84 final, p10 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/legislation/doc/20100609_internal_market_re
port_2009_2010.pdf 
Technical Annex p. 39 
表 7.4 Unbundling of Network Operators-Gas Distribution -2009 を参照。 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/legislation/doc/20100609_internal_market_re
port_2009_2010_annex.pdf 
872 European Parliament- ITRE( Industry, Research and Energy) Committee- Expertise 
Studies 
http://www.europarl.europa.eu/activities/committees/editoDisplay.do;jsessionid=025EC
2AFA277C8C481FC31D68D814DA5.node2?language=EN&id=1&body=ITRE 
M Altman et al., “EU Energy Markets in Gas and Electricity – State of Play of 
Implementation and Transposition”, 05/2010, p. 42 
http://www.europarl.europa.eu/document/activities/cont/201106/20110629ATT22899/20
110629ATT22899EN.pdf 
873 European Energy Regulators> National Reporting 2010 
http://www.energy-regulators.eu/portal/page/portal/EER_HOME/EER_PUBLICATION
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②参入価格規制 
小売輸送分野の参入と価格規制は、前述した卸売輸送分野のパイプライン（網）の建設、
卸売輸送料金の設定に関する規制と同じで、つまり、ガス指令 2009/73/EC により、小売輸
送パイプライン（網）の建設と小売輸送料金は各加盟国の決定事項である。参入規制につ
いて、同指令第 4 条において規定され、建設あるいは運営のため許認可が必要な場合、当
該加盟国あるいは当該加盟国が指定した所管官庁はこれらの施設及び付属施設を建設ある
いは運営するための許認可を与える（同条 1 項）。許認可制度のある加盟国において、これ
らの加盟国は客観的で非差別的な基準を定めなければならない（同条 2 項）。これらの加盟
国は基準を満たす申請に対し許可を与えることと、許可しない理由が客観的で非差別的で
あることを保証しなければならないし、かつ許可しない理由を委員会に報告しなければな
らない（同条 3 項）。ただし、小売輸送パイプライン（網）建設の場合、卸売輸送パイプラ
イン（網）の建設の場合と異なって、同条 4 項において二重道管規制がある。つまり、新
規地域の開発を奨励し、既存あるいは計画中のパイプライン（網）を十分に利用するため、
もし当該地域において既に建設され、あるいは計画された小売輸送システムが存在し、か
つ当該システムの利用がまだ飽和状態でない場合、加盟国はそれ以外の小売輸送システム
の建設と運営の許可を与えないことができると規定されている。価格規制について、卸売
輸送料金の規制と同様で、ガス指令（指令 2009/73/EC）41 条 1 項の(a)により、各加盟国
の規制当局は透明な基準に従って小売輸送料金、あるいはそれらの計算方法を設定あるい
は認可する責務があり、同条 6 項(a)により、各加盟国の規制当局は、少なくとも小売輸送
料金の設定、計算に用いられる方法を、これらの方法が実施される前に設定あるいは許可
する責務があり、また、同条 10 項により、各加盟国の規制当局は、必要のある場合、小売
輸送の系統運営者に料金と計算方法を、これらのものが適切でかつ非差別的に運用される
ことを確保するため、修正することを求める権限を有する。 
 
第 3 節 天然ガス事業自由化の経緯 
一、第 1 次自由化法令 
1998 年 6 月 22 日に天然ガス第 1 次自由化法令に当たる指令 98/30EC（以下「1998 年ガ
ス指令」874とも略称する）が採択されたことは、欧州天然ガス自由化への大きな一歩とな
                                                                                                                                                  
S/NATIONAL_REPORTS/National%20Reporting%202010 
ERGEG, “2010 Status Review of the Liberalisation and Implementation of the Energy 
Regulatory Framework”, Ref. C10-URB-34-04, 7 December 2010, p. 60 
http://www.energy-regulators.eu/portal/page/portal/EER_HOME/EER_PUBLICATION
S/NATIONAL_REPORTS/National%20Reporting%202010/C10-URB-34-04_StatusRevi
ew2010_v101201.pdf 
874 Directive 98/30/EC of the European Parliament and of the Council of 22 June 1998 
concerning common rules for the internal market in natural gas, OJ L 204, 21.7.1998, p. 
1-12 
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った。欧州天然ガス自由化の原動力となった歴史背景としては、2 年ぐらい先行した電力の
自由化と同様で、主に二つがあると考えられる。一つには 1995 年に WTO の成立が象徴す
る経済のグローバル化で、もう一つは積極的な評価を受けた米国とイギリスで行われてき
た自由化の先例である875。例えば前者について、1990 年代欧州工業用電力の価格は当時米
国のそれより 25％から 40%も高く、エネルギーの高価格は欧州の工業を世界の主要な貿易
相手と不利な競争地位に置かせていたと指摘されていた876。しかし、欧州レベルで自由化
を推進する権限があるかどうかは一つの問題でもあった877。2009 年に発効した欧州連合運
営条約878第 21 編において、エネルギー政策に関し特別な一編が設けられ、同編 194 条にお
いて、域内市場の確立及び運営にあたって、エネルギー市場の機能を確保することなどを
目的とするエネルギー政策を遂行するため、欧州議会及び理事会は通常の立法手続に従っ
て必要な措置をとることができると明記されているが、それまで石炭、原子力を除いてガ
ス電力に対するエネルギー政策に関する欧州の権限はそれほど明確ではなかった。1951 年
に署名されたパリ条約により設立された 50 年を有効期間とされる欧州石炭鉄鋼共同体
（ECSC）、また 1957 年に署名されたローマ条約により設立された有効期限なしの欧州原
子力共同体（EAEC）は言うまでもなく、エネルギー源に対してそれぞれ石炭と原子力を対
象とし、天然ガスはその対象ではなかった。ローマ条約により EAEC と同時に設立された
欧州経済共同体（EEC）は、経済統合に関するもっと一般的な組織であるにもかかわらず、
同共同体を設立する条約（EEC 条約）においてエネルギー政策に関し一言もなかった879。
このようにEEC条約においてエネルギーに関し特別な規定がないため欧州レベルのエネル
ギー法と政策の形成と発展に支障が生じ、特に 1958 年から 1972 年の間、エネルギー問題
に対する関心がその当時の状況において十分にあったにもかかわらず、エネルギーに関す
る共通の政策の形成はなかった。1973 年の石油禁輸をきっかけに、各加盟国は、エネルギ
ーの需給バランス等の目標を達成するため、欧州レベルの特別な政策と措置をとることに
                                                                                                                                                  
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:1998:204:0001:0012:EN:P
DF 
875 Peter D. Cameron, “Competition in Energy Market: Law and Regulation in the 
European Union (second edition)”, Oxford, 2007, pp. 15-16 
Robert H. Tudway ba Hons ed. “Energy Law & Regulation in the European Union”, 
Thomson, 2007, p. 1101 
876 Ibid. 
877 エネルギー政策に関する欧州レベルの権限と意思決定手続について、須網隆夫「EU の
エネルギー政策―エネルギー政策実施権限の観点から―」国際貿易投資研究所『平成 19 年
度エネルギーおよび環境問題への EU の新たな取り組み報告書』（平成 20 年 3 月）を参照
されたい。 
878 Consolidated versions of the Treaty on the Functioning of the European Union, OJ C 
83, 30.3.2010 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:C:2010:083:FULL:EN:PDF 
879 Eugene D. Cross et al., “ EU Energy Law”, Martha M. Roggenkamp eds., Energy 
Law in Europe: National, EU and International Regulation(Second edition), Oxford, 
2007, p. 227 
174 
 
同意した。欧州連合理事会も石油と天然ガス分野に関連しエネルギーの合理的な利用に関
するいくつかの立法措置をとったが、そのうち、一部は拘束力のない勧告に留まった880。
エネルギー市場の統合を含めて欧州の経済統合にとって条約上もっと強力な法的根拠とな
ったのは 1987 年に発効した単一欧州議定書（SEA）881である。同議定書は前記三つの共同
体を設立する条約をそれぞれ修正したが、最も重要なのは、EEC 条約に対する修正であっ
た。追加条文 8a 条（SEA 条約 13 条）において、物、人、サービス、資本という四つの要
素が自由に移動できる「域内市場（internal market）」という概念が新たに導入され882、
且つ 1992 年までに実現することが明記された。また、追加条文 100a 条（SEA 条約 18 条）
において、欧州連合理事会が全会一致（unanimity）ではなく特定多数決（qualified majority）
で関連法案を採択することができると明記された。欧州委員会は、これらの規定を利用し、
特に「域内市場」に関する規定、具体的には、前記修正を経た EEC 条約88357 条 2 項「開
業の権利」に関する規定、66 条「サービス供給の自由」に関する規定と前記 100a 条「域
内市場完成のための法の接近」に関する規定884を根拠に、ガスと電力分野に関連する法案
の提出が可能となった885。そして、1992 年にマーストリヒトで署名された欧州連合条約8863
条において、欧州が共通の政策措置をとることのできるいくつの分野の中、エネルギー分
野も一つとして取り上げられた（measures in the spheres of energy）ことは、一つ重要な
法的根拠となった。そのほか、同条約 129b 条において、欧州が運輸、電気通信、エネルギ
ーインフラ分野における汎欧州ネットワーク（TENｓ: Trans-European Networks）の構
築と発展に寄与すべきであることも明記された。 
天然ガス第 1次自由化指令案は電力の第 1次自由化指令案とともに 1991年に最初に委員
会によって公表され、1992 年に正式に欧州連合理事会と欧州議会に提案され、また修正を
経て 1994 年に再提案887となったが、電力との一括処理あるいは同時進行で加盟国からの合
                                                  
880 Ibid., p. 228 
881 Single European Act, OJ L 169, 29.6.1987, pp. 1-28 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:1987:169:0001:0019:EN:P
DF 
882 須網隆夫『ヨーロッパ経済法』（新世社、1997 年）73 頁を参照。 
883 Treaty establishing the European Community (Consolidated version 1992) 
Official Journal C 224 of 31 August 1992 
http://eur-lex.europa.eu/en/treaties/dat/11992E/tif/JOC_1992_224__1_EN_0001.pdf 
884 同前掲注、須網隆夫「EU のエネルギー政策―エネルギー政策実施権限の観点から―」
国際貿易投資研究所『平成 19 年度エネルギーおよび環境問題への EU の新たな取り組み報
告書』（平成 20 年 3 月）25 頁。 
885 Eugene D. Cross et al., “ EU Energy Law”, Martha M. Roggenkamp eds., Energy 
Law in Europe: National, EU and International Regulation(Second edition), Oxford, 
2007, pp. 228, 237 
天然ガスが物（goods）に該当されたのは Commission v France 事件 (Case C-159/94, 
ECRⅠ-5815, 1997)である。 
886 Treaty on European Union, OJ C 224.1, 31 August 1992 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:C:1992:224:FULL:EN:PDF 
887 Amended proposal for a EUROPEAN PARLIAMENT AND COUNCIL DIRECTIVE 
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意が得られずその審議はいずれも進展せず行き詰まりとなったため、1994 年 11 月理事会
は電力自由化指令案の審議に集中しそれを先行させることにした888。第 1 次ガス指令案の
審議の再開は、その後の 1996 年 9 月となり889、その採択は、前記のように 1998 年 6 月 22
日となって、電力第 1 次自由化指令案が採択された 1996 年 12 月 19 日より約 1 年半の遅
れとなった。加盟国に与えた国内法制化期限は電力が 1999 年 2 月 19 日であるのに対して
ガスは同指令が官報に掲載された後 2 年の 2000 年 7 月 21 日であった。このように、ガス
分野の自由化は、電力分野もともに、前記単一欧州議定書（SEA）で定められた 1992 年ま
でに域内市場の完成期限を明らかに超えていた890。また、1996 年 9 月に再開された審議に
使われた法案は、前記 1994 年の修正案そのものではなく、当然なことでもあるが、先に成
功に採択された電力指令（96/92/EC）をモデルにした。1998 年ガス指令の主な内容は次の
ように纏めることができる。 
①参入規制と自由化の範囲 
卸売輸送と小売輸送分野において、パイプライン等のインフラの建設許認可は各加盟国
の決定事項とされる（同指令 4 条 1 項）。卸売と小売供給分野においても同様である（同条
同項）。許認可制度を有する加盟国は、その許認可をするにあたって客観的で非差別的な基
準に従わなければならない（同条 2 項）。許可をしない場合、その理由が客観的で非差別的
でなければならなく、かつ欧州委員会に報告しなければならない（同条 3 項）。ただし、新
規地域の開発を奨励し、既存あるいは計画中のパイプライン（網）を十分に利用するため、
もし当該地域において既に建設され、あるいは計画された小売輸送システムが存在し、か
つ当該システムの利用がまだ飽和状態でない場合、加盟国はそれ以外の小売輸送システム
の建設と運営の許可を与えないことができるとされる（小売輸送分野の二重道管規制）（同
条 4 項）。 
小売分野において、供給業者から自由に選択できるあるいは供給業者を自由に選択でき
る自由化の対象である「適格ユーザー」（eligible customer）は、少なくともガス指令が発
                                                                                                                                                  
concerning common rules for the internal market in natural gas, COM/93/643FINAL, 
OJ C 123, 4.5.1994, pp. 26-47 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:C:1994:123:0026:0047:EN:P
DF 
888 UK Parliament home page > Parliamentary business > Publications and Records > 
Committee Publications > All Select Committee Publications > Lords Select Committees 
> European Union > European Union 
House of Lords, Session 2003-04, Publications on the internet, European Union - 
Seventeenth Report, para. 8 
http://www.publications.parliament.uk/pa/ld200304/ldselect/ldeucom/105/10502.htm 
Supra note, Eugene D. Cross et al., p. 364 
889 UK Parliament home page > Parliamentary business > Publications and Records > 
Committee Publications > All Select Committee Publications > Lords Select Committees 
> European Union > European Union 
House of Lords, Session 2003-04, Publications on the internet, European Union - 
Seventeenth Report, para. 9 
890 Ibid., para. 7 
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効した最初の 5 年間はすべてのガスタービン発電事業者とその他年間 25 万立方メートル以
上のユーザーで（18 条 2 項）、5 年後は 15 万立方メートル以上、さらに 10 年後は 5 万立
方メートル以上のユーザーである（同条 6 項）。各加盟国はガス指令が発効した最初の 5 年
間における自由化の範囲は全体消費量の 20%、5 年後 28%、さらに 10 年後 33%以上でな
ければならない（同条 3 項、4 項）。 
②施設の開放と価格規制 
 施設の開放は、交渉型と規制型という二つの選択肢がある。交渉型（15 条 1 項）を採
用するかそれとも規制型（16 条 1 項）を採用するかは各加盟国の決定事項である。価格規
制について、交渉型が採用される場合、事業者が主要な利用条件を公表しなければならな
い（15 条 2 項）。規制型が採用される場合、事業者が公表された利用料金その他の条件に従
わなければならない（16 条 2 項）。ただし、施設の利用能力に余剰がない場合、あるいは開
放により自分の公共サービス義務の遂行が妨げられる場合、あるいはテーク・オア・ペイ
契約を執行するため重大な経済と財務上の困難をもたらす場合、当該事業者は施設の開放
を拒否することができる（17 条 1 項）。ただし、施設の利用容量に余剰がない場合、あるい
は連係パイプラインが欠如する場合、各加盟国は当該事業者に、商業として成り立つ限り、
あるいは潜在的な顧客が使用料を支払う意欲がある限り、施設容量の増強、連係パイプラ
インの建設をさせるために一定の措置をとることができる（同条 2 項）。そのほか、施設利
用の差別禁止規定（7 条 2 項、10 条 2 項）、施設利用情報の公開義務規定（7 条 3 項、10
条 3 項、15 条 2 項）もある。 
③分離規制 
差別、内部補助、競争の歪みを防止する視点から、垂直統合ガス事業者は、卸売輸送、
小売輸送、貯蔵事業をガス販売事業から会計分離をしなければならない（13 条 3 項）。分離
規制は会計分離に留まる。そのほか、顧客情報の守密義務、内部流用の禁止規定（8 条）も
ある。 
④適用免除 
まず個別な施設開放義務の一時免除を申請する規定がある。施設の開放によってテー
ク・オア・ペイ契約の執行には重大な経済と財務上の困難をもたらす場合、当該事業者は
加盟国あるいは加盟国が指定した規制機関に交渉型を含めて施設開放の一時的な免除を申
請することができる（25 条 1 項）。免除を与えた場合、欧州委員会に遅延なく報告しなけれ
ばならないし、欧州委員会が当該免除の修正又は撤回を要求することもでき（同条 2 項）、
且つすべての免許決定を官報に公表する（同条 5 項）。さらに、同条 3 項において、加盟国、
加盟国が指定した規制機関、欧州委員会が審査にあたって考慮すべき 9 つの要素が明記さ
れている。前記のように、欧州大陸において天然ガス供給はテーク・オア・ペイ条項付き
の長期契約が主流で、パイプライン等の施設をすべて開放するとされると、高コストの天
然ガスが手に残って、契約の執行が困難となるおそれがある。これは立法当時一つ大きな
焦点となり、そのために、施設の開放義務には規制型のほか交渉型の選択肢も加盟国に与
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えたのであるとされている891。 
それから、他の加盟国のガスシステムとの連係がなくかつ 75%以上のガス供給が 1 社に
依存する孤立市場（26 条 1 項）、新興市場（26 条 2 項）の場合、当該加盟国は施設の建設・
運営許認可と市場開放の規制を実施しないことを決定することができる。また、インフラ、
特に卸売輸送関連インフラの投資を奨励すべき特定新興地域の場合、前記免除を欧州委員
会に申請することができる（26 条 3 項）。同条 4 項において、欧州委員会が審査にあたって
考慮すべき六つの要素が明記されている。委員会に許可されうるのが、当該地域において
ガスインフラがまだ存在していない、あるいは存在しても 10年が立っていない場合であり、
且つ可能な一時免除の期間は最初のガスが供給された後 10 年を超えないことである（同条
同項）。 
⑤規制機関 
各加盟国は事業者間の紛争を処理するため事業者から独立した規制機関を指定しなけれ
ばならないとされる（21 条 2 項）。 
 
二、第 2 次自由化法令 
 前記のように、ガス分野の自由化は、電力分野もともに、単一欧州議定書（SEA）で
定められた 1992 年までに域内市場の達成目標に照らすと明らかに遅れをとっていた。域内
市場の完成を促進し、そしてグローバル経済における欧州の競争力を強化する努力の一部
として、欧州理事会は、2000 年 3 月リスボン会議で電力とガス分野の自由化を加速するこ
とを求めた892。これは、1998 年ガス指令の執行さえ始められていない時であったとも指摘
されている893。そして、欧州議会は同年 7 月 6 日の決議案において、欧州委員会にエネル
ギー市場自由化が達成する具体的な日程表の提出を求めた894。このような背景の下で、欧
                                                  
891 Ibid., para. 31 
892 UK Parliament home page > Parliamentary business > Publications and Records > 
Committee Publications > All Select Committee Publications > Lords Select Committees 
> European Union > European Union 
House of Lords, Session 2003-04, Publications on the internet, European Union - 
Seventeenth Report, para. 10 
Directive 2003/55/EC of the European Parliament and of the Council of 26 June 2003 
concerning common rules for the internal market in natural gas and repealing 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2003:176:0057:0078:EN:P
DFDirective 98/30/EC, OJ L 176, 15.7.2003, pp. 57-78 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2003:176:0057:0078:EN:P
DF 
前文（3）参照。 
893 Ian Cronshawiea et al., “DEVELOPMENT OF COMPETITIVE GAS TRADING IN 
CONTINENTAL EUROPE: How to achieve workable competition in European gas 
markets?” IEA INFORMATION PAPER, May 1998, p. 25 
http://www.iea.org/papers/2008/gas_trading.pdf 
894 UK Parliament home page > Parliamentary business > Publications and Records > 
Committee Publications > All Select Committee Publications > Lords Select Committees 
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州委員会は 1998 年ガス指令の修正、即ち第 2 次ガス指令案の策定に着手した。 
今回は第 1 次と異なって、ガス指令案は電力指令案と一緒に審議されるので、後に続い
て制定された電力規則とガス規則と合わせて第 2 次自由化法令パッケージとも称されるわ
けである895。2003 年 6 月 26 日第 2 次ガス指令（以下「2003 年ガス指令」896とも称する）
は採択された。1998 年ガス指令に比べ、2003 年ガス指令は量と質の両方で進歩があったと
委員会自身がこのようにコメントしたと指摘されている897。量というのは自由化の範囲あ
るいは自由化の対象の拡大ということで、質というのは、開放・分離レベルの引上げ、加
盟国間規制ルールの均一化、そのほか、消費者権利保護の強化等のことである898。いずれ
も 1998 年ガス指令の足りないところである899。そのほか、加盟国に与えた国内法制化の期
限は 2004 年 7 月 1 日までとされ、移行時間は第 1 次指令の半分程度であったとも指摘され
                                                                                                                                                  
> European Union > European Union 
House of Lords, Session 2003-04, Publications on the internet, European Union - 
Seventeenth Report, para. 10 
895 Supra note, Ian Cronshawiea et al., p. 25 
欧州委員会の最初の提案では、電力とガスを一つの指令に纏めることすらあったが、欧
州議会の反対で別々の指令にしたのである。 
Eugene D. Cross et al., “ EU Energy Law”, Martha M. Roggenkamp eds., Energy Law in 
Europe: National, EU and International Regulation(Second edition), Oxford, 2007, p. 
365 
896 Directive 2003/55/EC of the European Parliament and of the Council of 26 June 
2003 concerning common rules for the internal market in natural gas and repealing 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2003:176:0057:0078:EN:P
DFDirective 98/30/EC, OJ L 176, 15.7.2003, pp. 57-78 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2003:176:0057:0078:EN:P
DF 
897 UK Parliament home page > Parliamentary business > Publications and Records > 
Committee Publications > All Select Committee Publications > Lords Select Committees 
> European Union > European Union 
House of Lords, Session 2003-04, Publications on the internet, European Union - 
Seventeenth Report, para. 10 
898 Peter D. Cameron ed., “Legal Aspects of EU Energy Regulation: Implementing the 
New Directives on Electricity and Gas Across Europe”, Oxford, 2005, p. 11 
Eugene D. Cross et al., “ EU Energy Law”, Martha M. Roggenkamp eds., Energy Law 
in Europe: National, EU and International Regulation(Second edition), Oxford, 2007, p. 
365 
UK Parliament home page > Parliamentary business > Publications and Records > 
Committee Publications > All Select Committee Publications > Lords Select Committees 
> European Union > European Union 
House of Lords, Session 2003-04, Publications on the internet, European Union - 
Seventeenth Report, paras. 32-34 
899 Ibid., Peter D. Cameron ed., p. 11 
Directive 2003/55/EC of the European Parliament and of the Council of 26 June 2003 
concerning common rules for the internal market in natural gas and repealing 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2003:176:0057:0078:EN:P
DFDirective 98/30/EC, OJ L 176, 15.7.2003, pp. 57-78 
前文参照。 
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ている900。2003 年ガス指令の主な内容は、1998 年ガス指令と比べながら以下のように纏
めることができる。 
①参入規制と自由化の範囲 
卸売輸送と小売輸送分野における許認可制度、新興地域における先行投資を保護するた
めの小売輸送分野における二重道管規制においては 1998 ガス指令との変わりがない。つま
り許認可制度をとるかどうかは各加盟国の裁量事項であり、前記状況に該当する小売輸送
パイプラインシステムの建設許認可申請に対し、加盟国は拒否することができる（2003 年
ガス指令 4 条）。参入規制として 1998 年ガス指令と異なるところは系統運営者の指定規定
である。つまり、各加盟国は卸売輸送パイプライン（網）、貯蔵施設、LNG 基地、小売輸
送パイプライン（網）を所有する天然ガス事業者にそれぞれ一つ又は一つ以上の系統運営
者（system operator）の指定を求め、あるいは自ら指定しなければならない（同指令 7 条、
11 条）。 
自由化の範囲は、2004 年 7 月 1 日以降すべての非家庭需要者、2007 年 7 月 1 日以降す
べての需要者まで拡大された（23 条）。2007 年 7 月 1 日まで全面自由化となるわけで、1998
年発効以後 10 年 33%自由化という 1998 ガス指令の自由化目標に比べ早くなった。 
②施設の開放と価格規制 
1998 ガス指令と異なって、貯蔵施設以外、その他の施設（卸売輸送パイプライン、小売
輸送パイプラインと LNG 基地）の開放レベルを一律に規制型に引き上げられた（18 条）。
貯蔵施設（卸売と小売の輸送パイプライン上の圧縮貯蔵（ linepack）、付随サービス
（ancillary service）も加えられ）は交渉型と規制型を選択できるとされる（19 条）。1998
ガス指令と同様に、ただし、施設の利用容量に余剰がない場合、あるいは開放により自分
の公共サービス義務の遂行が妨げられる場合、あるいはテーク・オア・ペイ契約を執行す
るため重大な経済と財務上の困難をもたらす場合、当該事業者は施設の開放を拒否するこ
とができる（21 条 1 項）。また、施設の利用容量に余剰がない場合、あるいは連係パイプラ
インが欠如する場合、各加盟国は当該事業者に、商業として成り立つ限り、あるいは潜在
的な顧客が使用料を支払う意欲がある限り、施設容量の増強、連係パイプラインの建設を
させるために一定の措置をとることができる（同条 2 項）。そのほか、施設利用の差別禁止
規定（8 条 1 項、12 条 2 項）、施設利用情報の公開義務規定（8 条 1 項、12 条 3 項）もあ
る。 
貯蔵施設の利用料金は各事業者の決定事項で事前公表のみが要求される（19 条）が、卸
売輸送パイプライン、小売輸送パイプラインと LNG 基地の利用料金又はその設定方法は、
公表されるほか、執行される前に加盟国の規制機関による認可が必要とされる（18 条）。 
③分離規制 
卸売輸送パイプラインと小売輸送パイプラインの系統運営者を販売事業から法的な分離
が要求され、分離の最低基準を 1998 ガス指令の会計分離から法的分離に引き上げられた（9
                                                  
900 Ibid., Peter D. Cameron ed., p. 11 
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条、13 条）。会計分離の対象は、卸売輸送パイプライン、小売輸送パイプライン、LNG 基
地と貯蔵施設の各系統運営者すべてである（17 条 3 項）。ただし、供給範囲の需要者数が 1
万以下の小売輸送パイプライン系統運営者は法的分離の対象ではなく、各加盟国が決定す
ることができる（13 条 2 項）。さらに、各系統運営者の独立性を確保するため、系統運営者
の職員の販売活動への参加の禁止、系統運営者の系統を運営、維持、発展するために必要
な決定権限を確保する等の規定も設けられている（9 条 2 項、13 条 2 項）。そのほか、顧客
情報の守密義務、内部流用の禁止規定（10 条、14 条）もある。 
④適用免除 
2003 年ガス指令において、1998 ガス指令になく、新たに設けられた規定がある。それは
申請による新規インフラに対する開放の適用免除規定である（22 条）。主要な新規インフラ
は、新規の加盟国間の連係パイプライン、LNG 基地、貯蔵施設（同条 1 項）のほか、既存
インフラの輸送容量の大幅な増強、また、新しいガス供給源の開発に寄与する既存インフ
ラの改修も含む（同条 2 項）。その申請にあたって、5 つの条件を満たさなければならない
（同条 2 項）。それらの条件とは、（a）当該投資はガス供給において競争を促進し、供給の
安定性を強化するものでなければならないこと、（b）当該適用免除がなければ当該投資が
発生し得ないこと、（c）当該インフラの所有者が当該インフラを建設する系統運営者と少な
くとも法的レベルでの分離をしなければならないこと、（d）利用料金は当該インフラの利
用者のみに対し徴収すること、（e）当該適用免除は、域内ガス市場の競争あるいは有効な
機能、または当該インフラと連係し規制を受けている系統の有効な機能に不利な影響を与
えないことということである（同条 2 項）。また適用免除規定は規制機関により速やかに欧
州委員会に報告しなければならない（同条 4 項）。欧州委員会は一定期間において加盟国の
規制機関に対し当該決定の修正又は撤回を求めることができる（同項）。 
そのほか、テーク・オア・ペイ契約の執行と関連する施設開放適用免除申請規定（27 条）、
他の加盟国のガス系統に繋がらない孤立市場（isolated market）、新興市場（emergent 
market）及び特に卸売輸送関連インフラの投資を奨励すべき特定新興地域（geographically 
limited area）に対する許認可制度・法的分離・市場開放等の適用免除申請規定（28 条 1
項、2 項、4 項）は、1998 ガス指令の規定とはほとんど変わらない。つまり、施設の開放
によってテーク・オア・ペイ契約の執行には重大な経済と財務上の困難をもたらす場合、
当該事業者は加盟国あるいは加盟国が指定した規制機関に交渉型を含めて施設開放の一時
的な免除を申請することができる（27 条）。免除を与えた場合、欧州委員会に遅延なく報告
しなければならないし、欧州委員会が当該免除の修正又は撤回を要求することもでき（同
条 2 項）、且つすべての免許決定を官報に公表する（同条 5 項）。さらに、同条 3 項におい
て、加盟国、加盟国が指定した規制機関、欧州委員会が審査にあたって考慮すべき 9 つの
要素が明記されている。1998 ガス指令と同様に、テーク・オア・ペイ条項付きの長期契約
に対し特別な配慮が与えられている。それから、他の加盟国のガスシステムとの連係がな
くかつ 75%以上のガス供給が 1 社に依存する孤立市場（28 条 1 項）、ガス新興市場（28 条
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2 項）の場合、当該加盟国は施設の建設・運営許認可と市場開放の規制を実施しないことを
決定することができる。また、インフラ、特に卸売輸送関連インフラの投資を奨励すべき
特定新興地域の場合、前記免除を欧州委員会に申請することができる（28 条 4 項）。同条 5
項において、欧州委員会が審査にあたって考慮すべき六つの要素が明記されている。委員
会に許可されうるのが、当該地域においてガスインフラがまだ存在していない、あるいは
存在しても 10 年が立っていない場合であり、且つ可能な一時免除の期間は最初のガスが供
給された後卸売輸送パイプラインの場合 10 年、小売輸送パイプラインの場合 20 年を超え
ないことである（同条同項）。最後にルクセンブルクとギリシャ両国にも一定の適用免除が
与えられた（同条 6 項、8 項）。 
⑤規制機関 
開放と分離のレベルが引き上げられたことによって各加盟国の規制機関の権限も強化さ
れた901。 
                                                  
901 具体的には、各加盟国はガス業界の利益から完全に独立した一つ又は一つ以上の規制機
関を指定しなければならない（25 条 1 項）。各加盟国の規制機関は卸売輸送パイプライン、
小売輸送パイプライン及び LNG 基地の利用料金、少なくともその計算方法及びその他の利
用条件を設定、認定する職責、又はそれらの修正を求める権限を有する（25 条 2 項、4 項）。
ただし、加盟国によって規制機関に当該加盟国の他の関連組織に正式な決定を求めさせる
場合も認め、この場合に当該関連組織は規制機関の仮決定を認可あるいは却下することが
できる（同条 3 項）。 
 そのほか、マドリード・フォーラム（Madrid Forum）も重要な役割を果たしている。マ
ドリード・フォーラム
（http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/forum_gas_madrid_en.htm）というのは、欧
州委員会主催の欧州ガス規制フォーラムで、各加盟国の規制機関、パイプライン（網）利
用者、加盟国政府、消費者団体等の関係者の参加によって構成されるものである。第 2 次
自由化法令パッケージの一部であり、2005 年 9 月 28 日に採用された卸売輸送パイプライ
ンの開放規制に関する規則（Regulation (EC) No 1775/2005 of the European Parliament 
and of the Council of 28 September 2005 on conditions for access to the natural gas 
transmission networks , OJ L 289, 3.11.2005, pp. 1-13 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2005:289:0001:0013:EN:P
DF、本稿では「2005 年ガス規則」という）は、同フォーラムにおける議論に基づいて作成
されたものである。2003 年ガス指令により、2004 年 7 月 1 日より非家庭需要、2007 年 7
月 1 日よりすべての需要が自由化の対象となる。これらの自由化対象を自由に選べるため
の必要なパイプラインへのアクセスを供給事業者に提供することを確保しなければならな
いため、同指令はそれを確保するための枠組みを規定したのであるが、具体的なルールに
ついて、特に加盟国を跨る卸売輸送パイプラインのアクセスルールについて、同フォーラ
ムにおいて検討されることになっていた。同フォーラムに参加する各関係者は、国を跨る
パイプラインへの共通のアクセスルールの作成の必要性において意見が一致していた。
2003 年 9 月第 7 回フォーラムにおいて、それまでの経験（good practice）と検討成果に基
づいて、2 度の修正も経た後、卸売輸送パイプライン網へのアクセスを確保するための最低
基準を規定する一つ法的拘束力のない自主的なガイドラインが採択された。同ガイドライ
ンの実施を確保するため、同ガイドラインを加盟国に対し直接に拘束する規則にする必要
があるという考えの下で、同年 12 月、欧州委員会は卸売輸送パイプラインへのアクセスに
関する共通のルールという規則案を提出した。そして前記の通り 2005 年 9 月 28 日に同規
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三、第 3 次自由化法令 
2005 年 10 月ハンプトンコート（Hampton Court）で開かれた欧州理事会が真正な欧州
エネルギー政策を求めたことをきっかけに、欧州委員会は 2006 年 3 月 8 日に「持続的、競
争力のある、安定的なエネルギーのための欧州戦略」をタイトルとするグリーンペーパー902
を公表し、意見公募を行った903。また、ガスと電力市場の競争状況について既に 2005 年に
調査し始めた。2007 年 1 月 10 日欧州委員会はこの市場調査の最終報告904を採択したと同
時に、「欧州のためのエネルギー政策」をタイトルとする意見書905を提出した906。同意見書
は前記グリーンペーパーの内容と意見公募の結果を反映し、初めて現在欧州エネルギー政
策の三本柱である「競争力」、「持続可能性」と「安定供給」の実現を域内エネルギー市場
の達成に組み込んだ907。つまり、「競争力」、「持続可能性」と「安定供給」という三つの問
題をこれまで908のように域内エネルギー市場と内在関係のないエネルギー問題として別々
                                                                                                                                                  
則案は採択されたのである。主な内容としては、（a）アクセス料金設定あるいはその設定
の計算方法に関する共通のルール（同規則 3 条）、（b）第三者アクセスサービス（third party 
access services）の創設（4 条）、（c）輸送容量配分のメカニズムと混雑管理手続に関する
共通のルール（5 条）、（d）透明性の要求に関する規定（6 条）、（e）バランシングルールと
アンバランシング料金に関する規定（7 条）、（f）施設輸送容量の取引権利に関する規定で
ある。（Eugene D. Cross et al., “ EU Energy Law”, Martha M. Roggenkamp eds., 
Energy Law in Europe: National, EU and International Regulation(Second edition), 
Oxford, 2007, pp. 373, 374; UK Parliament home page, House of Lords, Session 2003-04, 
Publications on the internet, European Union - Seventeenth Report, para. 36 
(http://www.publications.parliament.uk/pa/ld200304/ldselect/ldeucom/105/10502.htm)） 
902 European Commission, GREEN PAPER, A European Strategy for Sustainable, 
Competitive and Secure Energy, Brussels, 8.3.2006, COM(2006) 105 final 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2006:0105:FIN:EN:PDF 
903 European Commission, Proposal for a Directive of the European Parliament and of 
the Council amending Directive 2003/55/EC concerning common rules for the internal 
market in natural gas, Brussels, 19.9.2007, COM(2007) 529 final, p. 2 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2007:0529:FIN:EN:PDF 
904 European Commission, Communication from the Commission - Inquiry pursuant to 
Article 17 of Regulation (EC) No 1/2003 into the European gas and electricity sectors 
(Final Report), Brussels, 10.1.2007, COM(2006) 851 final 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2006:0851:FIN:EN:PDF 
905 European Commission, Communication from the Commission to the European 
Council and the European Parliament - an energy policy for Europe, Brussels, 10.1.2007, 
COM(2007) 1 final 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2007:0001:FIN:EN:PDF 
906 European Commission, Proposal for a Directive of the European Parliament and of 
the Council amending Directive 2003/55/EC concerning common rules for the internal 
market in natural gas, Brussels, 19.9.2007, COM(2007) 529 final, pp. 2-3 
907 European Commission, Communication from the Commission to the European 
Council and the European Parliament - an energy policy for Europe, Brussels, 10.1.2007, 
COM(2007) 1 final, p. 6 
 
908 EUROPA > Publications and documents > Official documents > White Papers 
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に解決するのではなく、域内エネルギー市場の達成を通じて一体的に解決する問題とする
ようになった。同意見書は、真正な域内エネルギー市場の完成が、前記三つの問題を解決
するための最も理想な方法であると位置付け、域内エネルギー市場と「競争力」、「持続可
能性」及び「安定供給」との関係について具体的に次のような見解を示した909。まず、競
争力について、「競争的な市場は市民と事業者の支出とコストを減らし、エネルギー効率の
向上と投資を刺激する」910。それから、持続可能性について、「競争的な市場は、温暖化ガ
ス排出権取引制度を含めた経済的手段の効果的な利用、このような手段の適切な機能にと
って重要である。もっと重要なのは、卸売輸送系統運営者に、再生可能エネルギー、熱電
併給とミクロ発電を系統との接続、中小企業と個人の非在来型エネルギー供給への取り組
みとイノベーションの刺激を促進することに利益をもたらせることである」911。また、安
定供給について、「有効的に機能し、競争的な域内エネルギー市場は、安定供給と高水準な
公共サービスの提供という点においては大きな利点をもたらすことができる。電力とガス
事業の競争的部門からネットワークの有効な分離は、事業者の新規インフラの建設、連係
パイプラインの建設と輸送容量の増強、新規発電施設の建設への投資を促進することがで
き、そして、停電や不必要な価格の高騰を回避することができる。本当な単一市場は供給
の多元化に貢献する」912。 
正にこのような画期的な報告書において、欧州委員会は前記意見募集と市場調査の結果
が域内エネルギー市場の達成がまだまだであることを明らかに示していることとし、現在
のままでは持続できず、首尾一貫した更なる措置をとる必要があると判断し913、後の第 3
次自由化法令の主な内容となる一連の措置を提案した。同年 9 月 19 日第 3 次自由化法案が
提出され、そして、2009 年 7 月 13 日に採択された。第 3 次自由化法令はガスと電力を合
わせて二つの指令、三つの規則によって構成され、且つ一括に審議、採択されたこともあ
って、「第 3 次自由化法令パッケージ」914とも言われる。ガス部分に関しては、「域内天然
                                                                                                                                                  
http://europa.eu/documentation/official-docs/white-papers/index_en.htm 
European Commission, WHITE PAPER - An energy policy for the European Union, 
Brussels, 13. 12. 1995, COM(95)682 final,  
http://europa.eu/documentation/official-docs/white-papers/pdf/energy_white_paper_com
_95_682.pdf 
909 European Commission, Communication from the Commission to the European 
Council and the European Parliament - an energy policy for Europe, Brussels, 10.1.2007, 
COM(2007) 1 final, p. 6 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2007:0001:FIN:EN:PDF 
910 Ibid. 
911 Ibid. 
912 Ibid. 
913 Ibid., p. 7 
914 European Commission> Energy> Internal market> Electricity & Gas markets 
Third package for Electricity & Gas markets 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/legislation/third_legislative_package_en.htm 
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ガス市場の共通ルールに関する指令（2009/73/EC）」915（以下「2009 年ガス指令」とも称
する）、「天然ガス卸売輸送系統へのアクセス条件に関する規則（No 715/2009）」916（以下
「2009 年ガス規則」とも称する）があるほか、電力と共通で「エネルギー規制機関間の協
力のための機構の設立規則（No 713/2009）」917（以下「2009 年機構設立規則」とも称する）
がある。第 3 次自由化法令の最大の特徴、あるいは第 2 次自由化法令にない新しいものは、
一つ目は、本稿で言う「第 2 段階改革」を象徴する「構造規制」である所有分離規制の導
入を含めて三つの分離モデルの導入を代表とする分離規制の強化、二つ目は、Agency と
ENTSO-G の設立を代表とする規制機関の強化とそれによりフレームワーク・ガイドライン
（framework guideline）とネットワーク・コード（network code）の策定を中心内容とす
る地域間又は加盟国間の卸売輸送系統の協力の強化、三つ目は 10 年ネットワーク発展計画
（TYNDP）の作成義務規定が象徴する、前記エネルギー政策の三本柱である「競争力」、「持
続可能性」及び「安定供給」という三つの問題を一体的に解決する最良の方法である域内
エネルギー市場の形成に不可欠なインフラ建設の重視、四つ目は競争的な市場の形成に不
可欠な消費者選択の支援であると考えられる918。第 2 次自由化法令と比べながら、第 3 次
自由化法令の主な内容を以下のように纏めることができる。 
①参入規制と自由化の範囲 
第 2 次自由化法令と異なるところは、前記の消費者の選択の支援で、その以外は変わり
がない。消費者の選択の支援について、まず加盟国はガス系統に繋がる消費者が供給を受
                                                  
915 Directive 2009/73/EC of the European Parliament and of the Council of 13 July 2009 
concerning common rules for the internal market in natural gas and repealing Directive 
2003/55/EC, OJ L 211, 14.8.2009, pp. 94-136 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2009:211:0094:0136:EN:P
DF 
916 Regulation (EC) No 715/2009 of the European Parliament and of the Council of 13 
July 2009 on conditions for access to the natural gas transmission networks and 
repealing Regulation (EC) No 1775/2005 (Text with EEA relevance), OJ L 211, 14.8.2009, 
pp. 36-54 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2009:211:0036:0054:EN:P
DF 
917 Regulation (EC) No 713/2009 of the European Parliament and of the Council of 13 
July 2009 establishing an Agency for the Cooperation of Energy Regulators (Text with 
EEA relevance), OJ L 211, 14.8.2009, pp. 1-14 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2009:211:0001:0014:EN:P
DF 
918 EUROPA >Press Room>Press Releases 
Questions and answers, Reference: MEMO/07/362, Date: 19/09/2007 
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=MEMO/07/362&format=HTM
L&aged=1&language=en&guiLanguage=en 
EUROPA >Press Room>Press Releases 
Energising Europe: A real market with secure supply, Reference: IP/07/1361, Date:  
19/09/2007 
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=IP/07/1361&format=HTML&a
ged=1&language=en&guiLanguage=en 
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ける権利の行使を保証しなければならない一方、供給業者の提供に障壁を作ってはいけな
いことを保証するための必要な措置を取らなければならない（2009 年ガス指令 3 条 5 項）。
そして、加盟国は、消費者が供給業者を切り替えた場合、3 週間以内に系統運営者がその小
売輸送のサービスを提供することを保証しなければならない（同 3 条 6 項）。また、加盟国
は消費者の権利に関する必要な情報等を提供するための集中した一つの窓口を提供するこ
とを保証しなければならない（同 3 条 9 項）。欧州委員会の説明資料により、もしより安い
供給業者に切り替えたら、たとえ年間平均 100 ユーロが節約できるとしても、実際に切り
替えた消費者が 12%しかいなかった919。 
②施設の開放と価格規制 
第 2 次自由化法令の規定とは変わりがない。詳細な内容について、現行規制として後の
第 10 章で説明する。 
③分離規制 
前記のように、所有分離という構造規制をはじめ三つの分離モデルの導入は第 3 次自由
化法令の一つ大きな特徴である。欧州委員会の法案説明資料により、第 2 次自由化法令に
規定された法的分離の下では、分離された系統運営者が垂直統合事業者の中の一つの別法
人に過ぎず、競争者に対する差別取扱い、競争者情報内部流用禁止の不能、投資インセン
ティブの歪みの発生という三つの問題が生じるとされる920。具体的な規定を含めて、詳細
な内容については、開放規制と同様、現行規制として、後の第 10 章において説明する。 
④適用免除 
第 3 次自由化法令において規制機関の新設に伴い手続期限の具体化を含めて手続法上の
一部の変更、また新興市場国・孤立市場国等に関する各種適用免除可能な加盟国のリスト
の変更があったほか、実体法上の規定においても一つ大きな変更があった。まず手続法上
の規定の変更について、例えば、新規インフラ適用免除の場合、次のような期限が規定さ
れた。加盟国を跨るインフラの場合、欧州委員会は関係加盟国の中最後の申請と受けた日
から 2 カ月以内に各加盟国規制機関に委員会の意見を提出することができ、且つ同意見は
各加盟国の審査する基本根拠となる（36 条 4 項）。それから、最後の加盟国規制機関から適
用免除許可を受けた日から 6 カ月以内欧州委員会に報告しなければならない（同条同項）。
そして、関係加盟国の中最後の申請を受けた日から 6 カ月以内各加盟国の合意が得られな
い場合、前記機構（Agency）が許可を与えるかどうかを決定することができ、かつ各加盟
国の共同申請により審査期間が最大 3 カ月延長することができる（同条同項、2009 年機構
                                                  
919 EUROPA >Press Room>Press Releases 
Questions and answers, Reference: MEMO/07/362, Date: 19/09/2007 
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=MEMO/07/362&format=HTM
L&aged=1&language=en&guiLanguage=en 
920 European Commission, Proposal for a Directive of the European Parliament and of 
the Council amending Directive 2003/55/EC concerning common rules for the internal 
market in natural gas, Brussels, 19.9.2007, COM(2007) 529 final, p. 4 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2007:0529:FIN:EN:PDF 
186 
 
設立規則 9 条 1 項）。また、加盟国規制機関の適用免除決定に対する委員会の承認は、その
承認がなされた日から 2 年以内にインフラの建設をまだ始めていない場合、また、その承
認がなされた日から 5 年以内にまで操業していない場合、すべての遅延が、適用免除が認
められた当事者のコントロールできる範囲外の重大な障害に起因すると委員会が認めた場
合を除いて、その効力が失う（2009 年ガス指令 36 条 9 項）。新興市場国、孤立市場国と特
定新興地域の場合の各種適用免除可能な加盟国リストの変更について、そのリストには、
2003 年ガス指令において挙げられたルクセンブルクとギリシャほか、エストニア、ラトビ
ア、フィンランド、マルタが追加された（2009 年ガス指令 49 条 1 項、2 項、6 項、8 項）。
実体法上の規定の変更について、その大きな変更というのは、2009 年ガス指令において、
新規インフラの場合の適用免除の範囲が 2003 年ガス指令の開放規制と料金設定・変更を含
めて利用条件の規制を加えて、分離規制も適用免除の対象となったということである（2009
年ガス指令 36 条 1 項）。 
⑤規制機関 
2009 年自由化法令において、加盟国レベルと欧州レベルの両方において、規制機関の権
限と独立性が大きく強化された921。 
                                                  
921 具体的には以下のようである。 
まず加盟国のレベルにおいて、2003 年ガス指令において既述のように、各加盟国はガス
業界の利益から完全に独立した一つないし一つ以上の規制機関を指定しなければならない
（同指令 25 条 1 項）とされるのに対して、2009 年ガス指令において、各加盟国は一つだ
けの規制機関を指定しなければならなく（同指令 39 条 1 項）、かつ各加盟国は当該機関が
法によって設立され、すべての他の公的と私的の団体から機能的に独立した組織であるこ
とを保証しなければならないとされる（同 39 条 4 項）。規制機関のスタッフは規制任務を
遂行するにあたって、すべての市場利益から独立して行動し、如何なる政府機関あるいは
その他の公的と私的の団体から指示を求めることあるいは指示を受けることをしてはいけ
ない（同条 4 項）。各加盟国の規制機関は NRA（National Regulatory Authority）とも言
う。 
次に欧州のレベルにおいて、前記 Agency と ENTSO-G という二つの機関が新しく設立
された（前者 2009 年機構設立規則 1 条、後者 2009 年ガス規則 5 条）。 
Agency というのは、各加盟国のエネルギー規制機関間の協力のための機構（Agency for 
the Cooperation of Energy Regulators）（以下「欧州エネルギー規制機構（ACER）」とも
称する）であり（2009 年機構設立規則 1 条）、欧州委員会が 2003 年に創設した自主規制機
関である欧州電力ガス規制機関グループ（ERGEG: European Regulators Group for 
Electricity and Gas）を取って代わってその後任となる。欧州エネルギー規制機構は法人格
を有する共同体組織で（同規則 2 条 1 項）、訴訟の当事者にもなり（同条 2 項）、その運営
経費の一部は欧州連合の総予算に入り（21 条 1 項）、欧州委員会、各加盟国政府、エネルギ
ー事業者から独立した機関である（Press Releases, Questions and answers, Reference: 
MEMO/07/362, Date: 
19/09/2007http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=MEMO/07/362&for
mat=HTML&aged=1&language=en&guiLanguage=en）。主な権限と責務として、まず後
述する ENTSO-G との関係で、（a）、ENTSO-G の責務である前記ネットワーク・コード
（network code）、汎欧州10年ネットワーク発展計画（TYNDP）の作成・実施及びENTSO-G
のその他の任務の遂行に対して、監督と意見を提供すること（6 条 2 項、3 項、4 項、6 項、
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域内エネルギー市場の形成とインフラの建設に関して、2011 年 2 月 4 日欧州理事会にお
いて、2014 年まで域内エネルギー市場の完成、2015 年以降欧州の天然ガスネットワークに
繋がっていない孤立した加盟国を無くすことを目標に決定されている922。他方、第 2 次、
第 3 次の自由化法令の実施の状況について、2001 年に欧州理事会に最初に要求され、2003
年ガス指令（31 条）と 2009 年ガス指令（52 条）に明記され、毎年提出義務となっている
欧州委員会の自由化法令の実施状況を報告する最新のベンチマーキング・レポート
                                                                                                                                                  
8 項）、（b）ネットワーク・コードを法的拘束力のあるものに、あるいは法令化するために
欧州委員会の採択を求めること（同条 4 項）、（c）ネットワーク・コード作成の指針となる
拘束力のない前記フレームワーク・ガイドライン（framework guideline）を作成すること
（同条同項）、それらの作成のため及びその他の事項で欧州委員会に意見を求めること（同
条 1 項）、（d）卸売輸送系統運営者間の協力を監督すること（同条 9 項）、それから、加盟
国規制機関との関係で、（e）技術事項に関し個別な決定を採決することができること（7 条
1 項）、（f）加盟国規制機関間の協力を促進すること（同条 2 項、3 項）、（g）加盟国規制機
関の決定等がフレームワーク・ガイドラインに合致するかどうかを監督すること、最後に、
加盟国を跨るインフラへのアクセスの条件等との関係で、（h）加盟国の間 6 カ月以内共通
な意見を達成できない場合、欧州エネルギー規制機構が料金等のアクセス条件について決
定することができること（7 条 7 項、8 条 1 項）、（i）加盟国を跨る新規インフラの適用免
除について 6 カ月以内加盟国規制機関の間共通の意見を達成できない場合、欧州エネルギ
ー規制機構は決定を出すことができること（9 条 1 項）である。 
ENTSO-G というのは、欧州天然ガス卸売輸送システム運営者ネットワーク（European 
Network of Transmission System Operators for Gas）のことで、国境を越す域内天然ガス
市場の機能の強化と完成を促進するため、また天然ガス卸売輸送システムの最適な管理、
よく調整された運営と健全な技術革新を確保するため、欧州レベルでのすべての天然ガス
卸売輸送システム運営者の協力機関であり（2009 年ガス規則 4 条）、同機関の設立（同規
則 5 条）及び同機関に与えられた責務（8 条）に関する規定は 2003 年ガス規則に比べて 2009
年ガス規則の最大な特徴である。ENTSO-G に与えられた責務の中、最も重要なのが、前記
のネットワーク・コード（network code）と 10 年ネットワーク発展計画（TYNDP）の作
成である。ENTSO は欧州委員会の要請（2009 年ガス規則 6 条 6 項）に基づいて、欧州エ
ネルギー規制機構が作成したフレームワーク・ガイドラインと一致するネットワーク・コ
ードを作成しなければならない（6 条 6 項、8 条 1 項）。このネットワーク・コードは、（a）
ネットワークの安全と安定運営に関するルール、（b）ネットワークの連係ルール、（c）ネ
ットワークの開放ルール、（d）データの交換と清算ルール、（e）相互運営性に関するルー
ル、（f）緊急状況の運営手続、（g）輸送容量の配分と混雑管理に関するルール（h）技術的
及び運営上のネットワークへのアクセスサービスとシステムバランシングの提供に関する
ルール、（i）透明性に関するルール等の内容を含まなければならない（8 条 6 項）。また
ENTSO-G は、2 年毎に拘束力のない汎欧州 10 年ネットワーク発展計画（TYNDP）を作
成しなければならない（同条 3 項）。この計画は、統合的なネットワーク・モデル、発展の
シナリオ、欧州供給適性の展望とシステムの復元力の評価という内容を含まなければなら
ない（同条 10 項）。 
922 European Council meetings>Conclusions 
http://www.european-council.europa.eu/council-meetings/conclusions?lang=en 
EUROPEAN COUNCIL, 4 FEBRUARY 2011, CONCLUSIONS, 4/2/2011 Nr: EUCO 
2/1/11 
http://www.consilium.europa.eu/uedocs/cms_data/docs/pressdata/en/ec/119175.pdf 
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（benchmarking report）により、2009 年ガス指令の実施の期限は 2011 年 3 月 3 日とな
っているにもかかわらず、2011 年 6 月 1 日時点で、欧州委員会に国内法制化を含め実施措
置をとった報告を提出した加盟国は一つもいなかった923。また、第 2 次自由化法令に従っ
てない加盟国もまだ多くいる。欧州委員会は 2009 年 6 月に 2003 年ガス指令と 2005 年ガ
ス規則に従っていない 25 の加盟国に対し公式通知書（Letters of Formal Notice）を送付し、
その後、公式通知書への回答を分析し、デンマーク、エストニア、フィンランドとラトビ
アが法令に従った措置をとったと認め、その以外の加盟国924に対して、違反審査の第二段
階手続に進め、2010 年 6 月に 35 の理由付き意見書（Reasoned Opinion）を送付し、2011
年 6 月現在意見書への回答を分析し、欧州司法裁判所（European Court of Justice）に提
訴するかどうかを検討していたところである925。2011 年 11 月 24 日、加盟国から前記理由
付き意見書への回答を分析した結果、なおブルガリアとルーマニアが法令に従っていない
ところがあるため、欧州委員会は両国を司法裁判所に提訴した926。各加盟国の自由化法令
の実施状況について、このような指摘もあった。「全体として、ベンチマーキング・レポー
トは多くの加盟国において欠如している指令と規則の実施状況に対し厳しく批判し、且つ
実施された条文が法律文書上の規定に留まり、本当の域内市場を創設する精神には重点を
置いていないと指摘している。」927。 
                                                  
923 Ibid., European Commission> Energy> Internal market> Electricity & Gas markets 
Benchmarking reports 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/legislation/benchmarking_reports_en.htm 
European Commission, “2009-2010 Report on progress in creating the Internal Gas and 
Electricity Market”, Brussels, 9 June 2011, pp. 3-4 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/legislation/doc/20100609_internal_market_re
port_2009_2010.pdf 
924 具体的には、オーストラリア、ベルギー、ブルガリア、チェコ共和国、ドイツ、スペイ
ン、フランス、ギリシャ、ハンガリー、アイルランド、イタリア、ルクセンブルク、オラ
ンダ、ポーランド、ポルトガル、ルーマニア、スロベニア、スロバキア、スウェーデンと
イギリスである。 
925 European Commission> Energy> Internal market> Electricity & Gas markets 
Benchmarking reports 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/legislation/benchmarking_reports_en.htm 
European Commission, “2009-2010 Report on progress in creating the Internal Gas and 
Electricity Market”, Brussels, 9 June 2011, p. 3 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/legislation/doc/20100609_internal_market_re
port_2009_2010.pdf 
926 European Commission> Energy> Infringements Proceedings 
http://ec.europa.eu/energy/infringements/proceedings/proceedings_en.htm 
Press Release, “EU gas market: Commission refers Bulgaria and Romania to court to 
ensure European law is properly implemented”, Reference: IP/11/1437, Date:  
24/11/2011  
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=IP/11/1437&format=HTML&a
ged=0&language=en&guiLanguage=en 
927 IEA> Home > Publications and Papers  
http://www.iea.org/publications/free_new_Desc.asp?PUBS_ID=2045 
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第 10 章  不可欠施設の開放・分離に関する規制の現状 
第 1 節 事業法において 
一、開放規制について 
日本ガス事業法において、卸売輸送と小売輸送パイプラインには開放の義務が課されて
いるが、欧州において、それらに加えて LNG 基地あるいは施設と規制型の貯蔵施設及びラ
インパック（linepack）・付随サービス（ancillary service）、そのほか、上流分野のパイプ
ラインにも開放の義務が課されている（2009 年ガス指令第 4 章）。 
まず、卸売と小売の輸送パイプライン、LNG 施設の開放規制について、2009 年ガス指令
32 条において次のように規定されている。 
「第 32 条（第三者アクセス） 
1、各加盟国は、公開された料金に基づく卸売輸送・小売輸送系統と LNG 施設への第三
者アクセスを、供給事業者を含めてすべての適格な顧客に、客観的且つ系統ユーザー間に
非差別的に提供するという制度の実施を確保しなければならない。各加盟国は、それらの
料金、又はそれらの料金の計算根拠となる方法が執行される前に、41 条に基づいて 39 条 1
項に規定される規制機関によって承認されること、また、それらの料金と料金計算方法の
みが承認された場合の料金計算の方法が執行される前に公開されることを確保しなければ
ならない。 
2、卸売輸送系統運営者が、国境を跨る卸売輸送に関して、任務を遂行するため必要な場
合、他の卸売輸送系統運営者のネットワークにアクセスすることができる。 
3、当指令のこれらの規定は、長期契約の締結を、これらの契約が欧州競争法に一致する
限り、妨げてはならない。」 
次に、貯蔵施設並びにラインパック（linepack）・付随サービス（ancillary service）の開
放規制について、同指令 33 条において次のように規定されている。 
「第 33 条（貯蔵施設へのアクセス） 
1、貯蔵施設、顧客への供給のため系統への有効なアクセスを提供するのに技術的かつ（又
は）経済的に必要な場合のラインパック、へのアクセスの制度設計に関して、及び付随サ
ービスへのアクセスの制度設計に関して、各加盟国は、3 項と 4 項に規定される手続の一つ
又は二つとも選択することができる。それらの手続は、客観的に、透明的且つ非差別的な
基準に基づいて行われればなければならない。 
各加盟国の指定があった場合の規制機関又は各加盟国は、貯蔵施設及びラインパックに
適用するアクセス制度が規定される根拠となるアクセス基準を決定かつ公表しなければな
らない。これらの規制機関又は各加盟国は、3項と4項に規定される異なる手続に基づいて、
どちらの貯蔵施設若しくは貯蔵施設のどちらの部分、又はどちらのラインパックが提供さ
                                                                                                                                                  
IEA Energy Policies Review: The European Union 2008- 2008 Review, p. 41 
http://www.iea.org/textbase/nppdf/free/2008/EU2008.pdf 
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れるのかを公表し、又は貯蔵施設及び卸売輸送系統運営者に公表させなければならない。 
第二段落の後段において規定される義務は、第一段落において各加盟国に与えた選択権
利を侵害することがあってはならない。 
2、第 1 項の規定は、LNG 施設に関連しかつ気化プロセス及び後の卸売輸送系統への小
売輸送に必要な付随サービスと一時的な貯蔵には適用しない。 
3、交渉型アクセスの場合、各加盟国又は各加盟国の指定があった場合の規制機関は、相
互に連係する系統にカバーされる地域の内側あるいは外側の天然ガス事業者及び適格な顧
客が、系統への有効なアクセスを提供するためのほか、その他の付随サービスへのアクセ
ス準備に、技術的かつ（又は）経済的に必要な場合の貯蔵施設及びラインパックへのアク
セスに関し交渉できるための必要な措置を講じなければならない。当事事業者は、貯蔵施
設、ラインパック及びその他の付随サービスへのアクセスに関し、誠意をもって交渉する
義務がある。 
貯蔵施設、ラインパック及びその他の付随サービスへのアクセスへのアクセスに関する
契約は、関連貯蔵施設系統運営者又は天然ガス事業者との交渉によって形成される。各加
盟国の指定があった場合の規制機関又は各加盟国は、貯蔵施設系統運営者及び天然ガス事
業者に、貯蔵施設、ラインパック及びその他の付随サービスを利用するための主要な取引
条件を、2005 年 1 月 1 日まで、かつその後一年毎に公表することを命じなければならない。 
第二段落において規定される条件を設定するに当たって、貯蔵施設運営者及び天然ガス
事業者は、系統ユーザーの意見を求めなければならない。 
4、規制型アクセスの場合、各加盟国の指定があった場合の規制機関又は各加盟国は、相
互に連係する系統にカバーされる地域の内側又は外側の天然ガス事業者及び適格な顧客に、
系統への有効なアクセスを提供するためのほか、その他の付随サービスへのアクセス準備
に、技術的かつ（又は）経済的に必要な場合の貯蔵施設及びラインパックを利用するため
の公表された料金及び（又は）その他の条件及び義務に基づいて、貯蔵施設、ラインパッ
ク及びその他の付随サービスにアクセスする権利を与えるために、必要な措置を講じなけ
ればならない。各加盟国の指定があった場合の規制機関又は各加盟国は、それらの料金又
はそれらの料金を決定するための方法を設定するに当たって、系統ユーザーの意見を求め
なければならない。適格な顧客に与えるアクセス権利は、系統又は関連事業の所有者かつ
（又は）運営者のほか、競争している天然ガス事業者と供給契約を締結できるようにする
ことを通じて実現される。」 
最後に、上流分野のパイプライン網へのアクセスについて、34 条において次のように規
定されている。 
「第 34 条 上流パイプライン網へのアクセス 
1、各加盟国は、天然ガス事業者及び適格な顧客が、どこに位置するのかを問わず、ガス
が生産される場所にあり現地生産用に供される一部のパイプライン網及び施設を除いて、
本条に従うアクセスに付随する技術サービスを提供する施設を含めた上流パイプライン網
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へのアクセスを獲得することができることを確保するために必要な措置を講じなければな
らない。これらの措置は、54 条の規定に従って委員会に報告されなければなければならな
い。 
2、（省略） 
3、（省略） 
4、（省略）」。 
そのほか、アクセスを拒否できる場合等について、35 条において次のように規定されて
いる。 
「第 35 条 アクセスの拒否 
1、天然ガス事業者は、輸送容量が不足している場合、又は系統へのアクセスが 3 条 2 項
の規定により割り当てられた公共サービス任務の遂行に支障をきたす場合、又は 48 条に規
定される基準と手続、及び同条 1 項に従って各加盟国が選ばれた別の方法に従ったテーク・
オア・ペイ契約の執行に重大な経済と財務上の困難がある場合、系統へのアクセスを拒否
することができる。すべてこのような拒否には十分に立証される理由が必要である。 
2、各加盟国は、輸送容量の不足又は連係パイプラインの不足を理由に系統へのアクセス
を拒否した天然ガス事業者が、経済的に成り立つ限り、又は潜在的な顧客が支払う意欲が
ある場合、必要な増強を行うことを、確保するため必要な措置を講じることができる。各
加盟国が 4 条 4 項928を適用している場合、各加盟国はこのような措置を講じなければなら
ない。」 
以上を要する、次に説明する適用免除の場合を除いて、35 条に規定される正当な理由が
なければ、32 条、33 条及び 34 条に規定される開放義務が、それぞれの卸売輸送パイプラ
イン網、小売輸送パイプライン網、LNG 基地、規制型の貯蔵施設とラインパック・付随サ
ービス、及び上流パイプライン網に課されている。それから、例外（derogation）を含めて
適用免除（exemption）となるのは、主として、36 条適用免除規定の新規インフラ（new 
infrastructure）、48 条例外規定のテーク・オア・ペイ契約（take-or-pay commitment）と
49 条例外規定の新興及び孤立市場（emergent and isolated market）という三つの場合で
ある。投資の保護、インフラの整備を促進するための適用免除となるのは、新規インフラ
と新興及び孤立市場の中の特定新興地域（geograghically limited area）の場合である。し
たがって、以下において、この二つの場合について実体法規定を中心に具体的に説明する。 
まず、新規インフラの適用免除について、36 条は次のように規定している。 
「第 36 条（新規インフラ） 
1、重要な新規インフラ、即ち連係パイプライン、LNG 及び貯蔵施設は、申請に基づい
て、以下の条件を満たす場合、一定の期間において、9 条929、32 条、33 条、34 条及び 41
                                                  
928 小売輸送分野における二重道管規制。 
929 卸売輸送分野の所有分離規制。 
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条930の 6 項、8 項と 10 項の規定から適用免除されることができる。 
（a）当該投資は、ガスの供給において競争を促進し、かつ供給の安定を強化するもので
なければならない； 
（b）当該投資に伴うリスクのレベルは、適用免除が認められない限り、当該投資が行わ
れないだろうという程度でなければならない； 
（c）当該インフラは、系統の中に当該インフラが建設される予定のその系統の運営者か
ら少なくとも法人レベルの分離をしている自然人又は法人に所有されなければならない； 
（d）利用料金は当該インフラのユーザーのみに課すものでなければならない；かつ 
（e）当該適用免除は、域内天然ガス市場の競争若しくは有効な機能、又は当該インフラ
と連係し規制を受けている系統の有効な機能を阻害することがあってはならない。 
2、1 項は、既存インフラ容量の顕著な増強及び、新しいガス供給源の開発を可能にする
既存インフラの改造にも適用する。 
3、8 章に規定される規制機関は、ケース・バイ・ケースで 1 項と 2 項に規定される適用
免除を決定することができる。 
4、問題になっているインフラが一つ以上の加盟国に位置する場合、適用免除申請を最後
の規制機関が受領した日から 2 カ月以内に、欧州エネルギー規制機構が関連する加盟国の
規制機関に、それらの決定の根拠として利用されうる助言的意見を提出することができる。 
関連するすべての規制機関が、最後の規制機関が適用免除申請を受領した日から 6 カ月
以内に当該適用免除申請に同意した場合、その決定を欧州エネルギー規制機構に報告しな
ければならない。 
欧州エネルギー規制機構は、以下の場合に、関連する加盟国の規制機関に与えられた責
務を遂行しなければならない。 
（a）関連するすべての規制機関が、最後の規制機関が適用免除申請を受領した日から 6
カ月以内に当該適用免除申請に合意を達しない場合；又は、 
（b）関連するすべての規制機関から共同要請がある場合。 
関連するすべての規制機関が、共同で、第三段落の（a）に規定される期間が最大 3 カ月
まで延長されることを申請することができる。 
5、決定する前に、欧州エネルギー規制機構は、関連する規制機関と申請者に意見を求め
なければならない。 
6、適用免除は新規インフラ又は容量が顕著に増強される既存インフラの容量の全部また
は一部を対象にすることができる。 
適用免除を決定するにあたって、適用免除の期間の長さ及びインフラへの非差別的なア
クセスの確保という観点から、条件を付ける必要性を考慮しなければならない。これらの
条件を決める際、特に、建設された追加的な容量若しくは既存容量が改造される部分、又
                                                  
930 料金規制。つまり、開放義務が課される施設の開放の利用料金及びその計算方法の設定
（4 項）、設定原則（6 項）と変更（10 項）を規制するもの。 
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はプロジェクト計画の対象期間及びその国の事情について考慮しなければならない。 
適用免除を認める前に、規制機関は新規インフラの運営と容量の配分のルール及びメカ
ニズムを設定しなければならない。 
ルールを設定するに当たって、自分が利用する分を含める新規インフラの容量配分が行
われる前に、当該インフラのすべての可能なユーザーに、契約容量において自分の利益を
表す機会を与えなければならない。規制機関は、混雑管理ルールの中に市場に利用されて
いない容量を提供する義務規定を入れること、及びインフラのユーザーが二次市場におい
て自分が契約した容量を転売することができる規定を入れることを求めなければならない。
1 項の（a）、（b）、（e）に規定される基準を満たしているかどうかを評価する際、規制機関
は容量配分の結果を考慮しなければならない。 
適用免除の決定は、本項第二段落において規定されるすべての付加条件を含めて、十分
な理由根拠があって、且つ公表されなければならない。 
7、（省略） 
8、規制機関は、すべての適用免除申請とレシートのコピーを遅延なく委員会に送付しな
ければなければならない。決定に関連する情報とともに決定が所管官庁によって委員会に
遅延なく送付されなければならない。その情報は、委員会が根拠の確かな決定を出すよう
にするため、纏めた形で委員会に提供することができる。特に以下の情報を含まなければ
ならない。 
（a）このような決定が 1 項の何号規定に基づいたのかの明示及び適用免除の必要性を証
明する財務情報を含めて、規制機関又は加盟国が適用免除申請を認可又は拒否した根拠と
なる詳細な理由； 
（b）適用免除の認可により競争及び域内天然ガス市場の有効的な機能に対する影響に関
する分析； 
（c）適用免除が認めた期間及び問題になっているガスインフラの全容量に占めるシェア
の決定に関する理由； 
（d）加盟国を跨る連係パイプラインに関する適用免除の場合、関連規制機関との協議の
結果；及び 
（e）当該インフラがガス供給の多元化に対する貢献。 
9、報告を受けた日から 2 カ月以内、委員会は規制機関に適用免除を認めた決定を修正又
は撤回することを求める決定をすることができる。更なる情報が委員会に請求される場合、
その 2 カ月の期間はさらに 2 カ月を延長されることができる。その延長期間はすべての情
報が受領した日から計算される。その最初の 2 カ月の期間は、委員会と規制機関の双方の
同意がある場合、延長されることもできる。 
（省略） 
（省略） 
（省略） 
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規制機関又は加盟国の適用免除決定に対する委員会の承認は、その承認がなされた日か
ら 2 年以内にインフラの建設をまだ始めていない場合、また、その承認がなされた日から 5
年以内にまで操業していない場合、すべての遅延が、適用免除が認められた当事者のコン
トロールできる範囲外の重大な障害に起因すると委員会が認めた場合を除いて、その効力
が失う。」 
特定新興地域の適用免除について、49条4項と5項において次のように規定されている。 
「4、本指令の実施が加盟国の地理的特定地域においてかなりの問題を引き起こす恐れが
ある場合、特に卸売輸送と主要な小売輸送インフラの発展に関して、かつ投資を促進する
観点から、その地域の発展のため、当該加盟国は委員会に当該地域の範囲内において 4 条931
と 9 条932、13 条 1 項と 3 項933、14 条934と 24 条935、25 条 5 項936、26 条937・31 条938と 32
条939、37 条 1 項940と（又は）38 条941から例外として一時的な適用免除を申請することが
できる。 
5、委員会は、特に、以下の基準を照らして、4 項に規定される例外を認めることができ
る。 
――インフラ投資の必要性、それは競争的な市場環境では運営すると経済的には成り立
たないもので、 
――必要な投資の規模と回収期間の見通し、 
――関係地域におけるガス系統の規模と成熟度、 
――関係ガス市場に対する見通し、 
――関係地域あるいは地区の地理的な大きさと特性、及び社会経済と人口ファクター。 
小売輸送インフラ以外のガスインフラに関して、当該地域においてガスインフラがまだ
建設されていない場合、又は、ガスインフラが建設されてから 10 年を満たさない場合にの
み、例外が認められることができる。この一時的な例外はこの地域において最初のガスが
供給されてから 10 年を超えてはならない。 
小売輸送インフラに関しては、例外は当該地域において当該インフラを通じてガスが最
初に供給された時から 20 年を超えない期間において認められることができる。」 
                                                  
931 参入規制に係る許認可手続きに関する規定。つまり、ガスインフラの建設と運営、ガス
の供給分野に従事するための許認可制度に関する規定。 
932 卸売輸送系統運営者の所有分離に関する規定。 
933 卸売輸送・貯蔵施設と LNG 系統運営者（TSO・SSO・LSO）の責務に関する規定。 
934 卸売輸送分野の独立系統運営者（ISO）の指定、その責務等に関する規定。 
935 小売輸送分野の小売輸送系統運営者（DSO）の指定に関する規定。 
936 小売輸送系統運営者の料金設定等責務に関する規定。 
937 小売輸送系統運営者の分離に関する規定。 
938 会計分離に関する規定。 
939 施設の開放に関する規定。 
940 市場自由化の範囲に関する規定。 
941 ガス事業者が適格な顧客に直線パイプラインで供給する場合に関する規定。 
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前記新規インフラに関する 36 条の適用免除規定であれ、特定新興地域に関する 49 条 4
項、5 項の例外規定であれ、現行規制でありながら、開放規制において 2011 年 3 月 3 日か
ら、分離規制において 2012 年 3 月 3 日、一部にはさらに 2013 年 3 月 3 日からの執行とな
るため、現段階では条文番号として使われることはまだないが、規定される内容について、
2003 年ガス指令に比べて 2009 年ガス指令において規制機関の変更により一部手続の変更
（例えば 4 項、9 項）、又は適用免除となる対象の範囲の拡大（1 項）、つまり、新規インフ
ラの場合、分離規制（9 条）も適用免除の対象となるのと「一定の期間において」という一
つの文言が付け加えられたのがある以外、実体法上の判断基準に関する規定（主として 1
項の（a）から（e）まで、及び 2 項、6 項）は変わっていない。したがって、以下のように、
よく利用されている新規インフラの場合を例にして2003年ガス指令に基づいた過去の運用
と実体法規定について説明することも参考の価値があると考えている。 
欧州委員会が公表した統計資料により、2004 年から 2011 年までの間、新規インフラと
して適用免除を受けたパイプラインは 9 件、LNG 基地は 11 件、貯蔵施設は 1 件がある942。
例えば、パイプラインの場合、早いものは、2005 年に決定された BBL（イギリスとオラン
ダとの間）、2007 年に決定された Poseidon（ギリシャとイタリアとの間）、2008 年に決定
された Nabucco（オーストリア部分）等があり、最近のものは、2009 年に決定された OPAL
（ドイツとチェコ共和国との間）、2011 年 Gazelle（チェコとドイツとの間）等があり、LNG
基地の場合、早いものは、2005 年に決定された LNG Grain（イギリス）、South Hook（イ
ギリス）、Rovigo（イタリア）、Dragon（イギリス）、LNG Brindisi（イタリア）等があり、
最近のものは、2010 年に決定された LNG Shannon（アイルランド）、同年 LNG Dunkerque
（フランス）等があり、貯蔵施設の場合、2011 年に決定された Damborice（チェコ共和国）
の 1 件である943。 
以上の適用免除はすべて 2003 年ガス指令の 22 条に基づいて決定されたものである。そ
の 22 条の実体法規定について、欧州委員会からガイドラインにあたる解説がある。同解説
により、次の点について以下のように述べられている。 
まず、新規投資に対する一般的な政策について 
①、新規インフラは域内エネルギー市場の完成にとって、また有効な競争を確保するに
は、絶対必要である。ガス指令は、系統の長期的な輸送能力を確保するため、卸売輸送に
                                                  
942 European Commission> Energy> Energy infrastructure> Exemptions 
http://ec.europa.eu/energy/infrastructure/exemptions/exemptions_en.htm 
European Commission, “Notifications and pending notifications of exemption decisions 
for gas and electricity”, (last updated 16/09/2011) 
http://ec.europa.eu/energy/infrastructure/exemptions/doc/exemption_decisions.pdf 
943 European Commission> Energy> Energy infrastructure> Exemptions 
http://ec.europa.eu/energy/infrastructure/exemptions/exemptions_en.htm 
European Commission, “Notifications and pending notifications of exemption decisions 
for gas and electricity”, (last updated 16/09/2011) 
http://ec.europa.eu/energy/infrastructure/exemptions/doc/exemption_decisions.pdf 
196 
 
対する合理的な需要に応じて必要な投資をすることを、卸売輸送系統運営者（TSO）に義
務を付けている。必要な投資は、コストが規制料金によって回収される限り、TSO によっ
て実現されるはずである。規制機関は、このような投資を促進するためインセンティブ料
金と適切な経済的なシグナルを提供しなければならない944。 
②、適用免除は、それがなければ当該投資が発生しないだろうというレベルのリスクを
伴う投資を促進するために設計されたものである945。 
③、適用免除を審査するに当たって、各加盟国の規制機関は、一方では、インフラ投資
を促進しなければならないし、他方において、エネルギー市場自由化の重要な原則の一つ
であるインフラへの公正で非差別的なアクセスを通じる競争をも確保しなければならない
し、この二つの目的のバランスをとることが必要である946。 
④、したがって、各加盟国の規制機関は、新規インフラの適用免除をケース・バイ・ケ
ースで審査しなければならない。各加盟国の規制機関は、個別の適用免除が競争、供給の
安定と域内市場の機能に対する影響を具体的に審査しなければならない。各加盟国の規制
機関は、適用免除がなく規制を受けているインフラと適用免除されているインフラとの間
の競争の歪みをもたらすことのないように配慮しなければならない947。 
⑤、すべての適用免除は、ガス指令の 22 条に規定されている条件に順守しなければなら
ない。その順守は累積的なもので、相殺するものであり得ない。しかし、規制機関は、ガ
ス指令 22 条の規定を順守するため、当該プロジェクトに条件を付け加えることを決定する
ことができる948。 
⑥、適用免除の決定は、すべての義務をカバーする（全面適用免除）必要がなく、一部
の義務に限定する（部分適用免除）ことができる。また、適用免除は、インフラ投資の全
体能力の一定のシェアに限定されることができる949。 
⑦、部分適用免除は、二種類がある。一つは、インフラの一部に限定する適用免除であ
る。この場合、一部の容量だけは第三者アクセス（TPA）の規制から免除されるが、ほかの
容量は TPA の規制を受ける。例えば 2005 年のイタリアの LNG 基地 Rovigo と Brindisi
は適用免除を受けているのが全容量の 80%である。例えば、往路だけは適用免除を受ける
                                                  
944 European Commission Energy Internal market Interpretative notes 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/interpretative_notes/interpretative_note_en.h
tm 
European Commission, Commission Staff working document on Article 22 of Directive 
2003/55/EC concerning common rules for the internal market in natural gas and Article 
7 of Regulation (EC) No 1228/2003 on conditions for access to the network for 
cross-border exchanges in electricity, SEC(2009)642, 6/05/2009, para. 9 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/interpretative_notes/doc/sec_2009-642.pdf 
945 Ibid., para. 10 
946 Ibid., para. 11 
947 Ibid., para. 12 
948 Ibid., para. 13 
949 Ibid., para. 16 
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が、帰路あるいは逆流は受けないやり方もある。2005 年の BBL はその例である。オラン
ダからイギリスへの往路には適用が免除されているが、イギリスからオランダへの帰路に
は適用が免除されていない。もう一つは、例えば、TPA の規制を免除しないが、料金ある
いは料金設定の方法の規制を免除するやり方である950。 
⑧、適用免除は、規制を受ける第三者アクセス（TPA）一般原則の例外である。このよう
な例外は投資を実現するために厳重に必要なものに限定しなければならないし、且つ適用
免除の範囲はバランスのとれたものでなければならない951。 
次に、具体的基準について 
①、適用対象となる適格なインフラの類型について 
ガス指令 22952条 1 項において、「重要な新規インフラ、即ち連係パイプライン、LNG 及
び貯蔵施設」とされている。また、同条 2 項において、「既存インフラ容量の顕著な増強」
及び「新しいガス供給源の開発を可能にするインフラの改造」も適用対象であるとされて
いる。「重要」というのは、当該プロジェクトが高いコストがかかっていることで、市場の
大きさ及び連係される系統に係る追加的なコストの大きさと関連している。「顕著」も同様
である953。 
②「供給の安定を強化する」について 
供給の多元化に貢献するもので、とりわけ、新しい供給源からの供給と既存供給源から
新しいルールによる供給を促進するものである。また、緊急の場合に追加的なガスを市場
に提供する柔軟性が高ければ高い程、供給の安定に強化するものである。例えば、LNG 基
地の供給の安定に対する貢献は、LNG が一般的には輸入先の選択がもっと広いため、パイ
プラインの貢献より高い。それから、市場の大きさに照らして、計画されているプロジェ
                                                  
950 Ibid., para. 18 
951 Ibid., para. 17 
952 1 項と 2 項の条文規定： 
「第 22 条（新規インフラ） 
1、重要な新規インフラ、即ち連係パイプライン、LNG 及び貯蔵施設は、申請に基づいて、
以下の条件を満たす場合、18 条、19 条、20 条及び 25 条 の 2 項、3 項と 4 項の規定から
適用免除されることができる。 
（a）当該投資は、ガスの供給において競争を促進し、かつ供給の安定を強化するものでな
ければならない； 
（b）当該投資に伴うリスクのレベルは、適用免除が認められない限り、当該投資が行われ
ないだろうという程度でなければならない； 
（c）当該インフラは、系統の中に当該インフラが建設される予定のその系統の運営者から
少なくとも法人レベルの分離をしている自然人又は法人に所有されなければならない； 
（d）利用料金は当該インフラのユーザーのみに課すものでなければならない；かつ 
（e）当該適用免除は、域内天然ガス市場の競争若しくは有効な機能、又は当該インフラと
連係し規制を受けている系統の有効な機能を阻害することがあってはならない。 
2、1 項は、既存インフラ容量の顕著な増強及び、新しいガス供給源の開発を可能にする既
存インフラの改造にも適用する。」 
953 Ibid., paras. 22, 23  
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クトは大きければ大きいほど供給の安定に貢献する954。 
③「競争を促進」について 
インフラにおける投資は、増加される容量によって競争に積極的な効果を与える可能性
がある。もし適用免除がなければ、当該プロジェクトはやめてしまったあるいはより小さ
な規模となったのであれば、投資を誘発する適用免除が通常競争に対し積極的な効果をも
たらす。しかし、適用免除の容認は、適用免除となったインフラへのアクセスが制限され
るので、有る程度その効果を相殺したのであり、特にその容量が明らかに市場力のある事
業者に支配される場合である。決定的なのは、比較考慮して当該プロジェクトが競争を促
進するかどうかの問題である955。 
新規インフラの供給対象市場における支配的事業者よる適用免除の申請は、この適用免
除が競争を阻害する可能性があるので、特に精査する必要がある956。 
支配的な事業者が適用免除の直接的な受益者である場合、あるいは直接な受益者から容
量の重要な部分を予約することによって間接的な受益者となる場合、競争上の懸念を有効
に解決しない限り、積極的な競争評価はないだろう。少なくとも、適用免除となった当該
投資は、当該市場に参入するためあるいは市場地位を拡大するための非支配的な競争者に
顕著に増大される機会を与えなければなければならない。これは通常、当該インフラの容
量を配分する適用免除受益者の自由裁量権を制限することが必要である。例えば、自由裁
量できる容量に制限（capacity cap）をかける。新規インフラは支配的事業者の市場力を弱
める効果があるはずである。新規インフラにおいて一つ又は二つ以上の支配的事業者に支
配される容量のシェアは、そのあるいはそれらの事業者の市場シェアより明らかに低くて
なければならない957。 
過去の例では、プロジェクトの興行主あるいは規制機関は適用免除となるインフラが競
争を促進するようにするため、容量キャップ（capacity cap）を提案したことがある958。 
オランダの LNG 基地 Gate のケースにおいて、規制機関はプロジェクトの興行主が当該
ガス市場において支配的地位を有するどんな事業者にも主要な容量の最大 50%までだけを
配分することを求めた959。 
Nabucco ガスパイプラインのケースにおいて、委員会は一つ又はそれ以上の関連のある
上流ガス市場あるいは下流ガス市場を支配しているどんな事業者にも、パイプラインのオ
ーストラリア部分の全容量の最大 50%までだけが配分されることを求めた。一定の柔軟性
を与えるために、パイプラインの拡大を阻止する第三者による関心が不足している場合、
50%のキャップが超えられることができる。しかし、この場合、50%のキャップを超えたガ
                                                  
954 Ibid., paras. 25, 26, 27 
955 Ibid., para. 32 
956 Ibid., para. 33 
957 Ibid., para. 34 
958 Ibid., Box 4 
959 Ibid. 
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スの分は、公開で、透明かつ非差別的な手続で市場に販売されなければならない960。 
アイルランドとイギリス（ウェールズ）との間の East-West-Cable のケースにおいて、
当該プロジェクトの興行主は、提供できるどれ一つの事業者にも 70%を、またアイルラン
ドの電力供給既存独占事業者 ESB の場合 40%を制限することを提案した。もしそのキャッ
プが超えられる場合、事業者が超えた容量を購入する前に、規制機関は競争分析を行わな
ければならない961。 
④「リスクのレベル」について 
リスクに関して基本的な基準としては適用免除がない限り、当該投資が行わないだろう
ということである962。 
サンクコストに関するリスクについて、リスクの評価に影響のあるリスクは主として二
種類がある。一つは上流の供給源あるいは下流の市場の確保ができないことにより容量が
利用されないことによるリスクで、もう一つは将来においてコストと収入の変化によるリ
スクである963。 
新規重要なインフラの建設は、通常上流の供給又は輸送容量を確保するため長期契約の
締結に付きまとわれる。このような契約は、プロジェクト興行主にとって投資の経済リス
クを減少するため原則として合理的なやり方である。さらに、供給事業者が通常、自分の
投資リスク、例えば開発、生産設備あるいは LNG 場合の液化設備への投資リスク、を回避
するため長期的な契約でエネルギーを販売することを好む。そのため、プロジェクト興行
主はほとんど選択肢がなく、十分な供給を引くために一部の能力を長期契約で提供するこ
とのもやむを得ないことである964。 
長期容量留保契約に対する適用免除の場合、この場合に、競争と供給の安定が強化され
ることを確保するため、このような契約の閉鎖効果を減少する必要がありそうである。特
に、自分が使わなければ他人が使う（use-it-or-lose-it）ルールを適用し、また、二次市場
において容量の取引を促進する必要があるかもしれない965。 
⑤所有構造について 
22 条 1 項（c）において、「少なくとも法人レベルの分離」と明確に規定されている。こ
の規定は、価格規制から免除される連係パイプライン部分の如何なるコストも規制を受け
ている卸売輸送料金から引き受けてはならないことを明らかにしている。この規定は、規
制を受けていない卸売輸送運営者（TSO）の活動に制限をかけることを目的とする966。 
⑥料金請求について 
22 条 1 項（d）において、「当該インフラのユーザー」と明確に規定されている。この規
                                                  
960 Ibid. 
961 Ibid. 
962 Ibid., para. 40 
963 Ibid., para. 41 
964 Ibid., Box 5 
965 Ibid. 
966 Ibid., paras. 53, 54 
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定も、規制を受けていない TSO の活動に制限をかけることを目的とするものである967。 
 ⑦適用免除のマイナスな効果について 
 22 条 1 項（e）において、「当該適用免除は、域内天然ガス市場の競争若しくは有効な機
能、又は当該インフラと連係し規制を受けている系統の有効な機能を阻害することがあっ
てはならない」とされている。本号は、同項（a）の投資の競争効果に焦点を当てているの
に対して、適用免除のマイナス効果に焦点を当てている。他のプロジェクトが規制を受け
ているのか、適用免除を申請しているのかを含めて、当該適用免除の他のプロジェクトに
対する影響を考慮しなければならない968。 
そのほか、前記 2009 年ガス指令において付け加えられた「一定の期間において」につい
て、2003 年ガス指令 22 条に関する委員会の解説においては当然に言及し得なえなかった
ものであるが、前記欧州委員会が公表した 2004 から 2011 まで適用免除を受けた新規イン
フラのリストから見てもわかるように、実際としても適用免除の期間を限定してきたし、
また、一部には 10 年、15 年の免除期間であるが、多くは 19 年から 25 年までの適用免除
期間である969。 
 
二、分離規制について 
 日本ガス事業法において、競争部門と非競争部門の分離について、会計分離のみが義務
付けられているが、これに対し、欧州 2009 年ガス指令においては、会計分離から所有分離
まで一定条件の下で義務付けされている。以下において、卸売輸送パイプライン、LNG 基
地、貯蔵施設、小売輸送パイプラインという順で、それから最低限規制できる会計分離規
制及び前記適用免除となった新規インフラの分離規制について、最後に適用免除について
それぞれ説明する。 
 
まず、卸売輸送パイプラインの分離規制について。 
所有分離モデル、独立系統運営者（ISO）モデルと独立卸売輸送運営者（ITO）モデルと
いう三つの分離モデルが提供され、以下のように、それぞれ 9 条（所有分離）、15 条（規制
                                                  
967 Ibid., paras. 55, 56 
968 Ibid., para. 60 
969 European Commission> Energy> Energy infrastructure> Exemptions 
http://ec.europa.eu/energy/infrastructure/exemptions/exemptions_en.htm 
European Commission, “Notifications and pending notifications of exemption decisions 
for gas and electricity”, (last updated 16/09/2011) 
http://ec.europa.eu/energy/infrastructure/exemptions/doc/exemption_decisions.pdf 
CEER>Gas>Papers>2009 
http://www.energy-regulators.eu/portal/page/portal/EER_HOME/EER_PUBLICATION
S/CEER_PAPERS/Gas/2009 
ERGEG, European Regulators’ Experience with Article 22 exemptions of Directive 
2003/55/EC, Ref. E08-GIF-02-03, 10 March 2009, p. 13 
http://www.energy-regulators.eu/portal/page/portal/EER_HOME/EER_PUBLICATION
S/CEER_PAPERS/Gas/2009/E08-GIF-02-03_Experience-Art.%2022%2010-03-09.pdf 
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機関指定信託型法人分離、機能分離）、17 条（独立性強化従来型法人分離、機能分離）にお
いて規定されている。 
 
①9 条規定 
「第 9 条（卸売輸送系統及び卸売輸送系統運営者970の分離） 
1、各加盟国は、2012 年 3 月 3 日まで、以下のことを確保しなければならない。 
（a）卸売輸送系統運営者であって卸売輸送系統を所有する事業者； 
（b）同一の者が同時に以下のことをしてはならない； 
  （ⅰ）直接又は間接的に生産又は供給の機能を担う事業者を支配することと、直接
又は間接的に卸売輸送系統運営者又は卸売輸送系統に対して支配し又は権利を行使するこ
と；又は 
  （ⅱ）直接又は間接的に卸売輸送系統運営者又は卸売輸送系統に対して支配するこ
とと、直接又は間接的に生産又は供給の機能を担う事業者を支配し又は権利を行使するこ
と； 
（c）同一の者が、卸売輸送系統運営者又は卸売輸送系統の監督委員会、運営委員会、又
は事業者を合法的に代表する組織のメンバーを指定することと、直接又は間接的に生産又
は供給の機能を担う事業者に対して支配し又は権利を行使すること； 
（d）同一の者が、同時に、生産又は供給の機能を担う事業者と卸売輸送系統運営者又は
卸売輸送系統の監督委員会、運営委員会、又は事業者を合法的に代表する組織のメンバー
であってはならない。 
2、1 項（b）と（c）に規定される権利とは、具体的には以下の権利を指す。 
（a）投票権を行使する権利； 
（b）監督委員会、運営委員会、又は事業者を合法的に代表する組織のメンバーを任命す
る権利；又は 
（c）過半数の株を所有する。 
3、（省略） 
4、各加盟国は、卸売輸送系統運営者が垂直統合事業者の一部でない限り、1 項（b）と（c）
の規定を 2013 年 3 月 1 日まで適用免除することができる。 
5、（省略） 
6、本条を実施するにあたって、1 項（b）（c）（d）に規定される者が加盟国又はその他の
公的組織である場合、二つ別々の公的組織が卸売輸送系統運営者又は卸売輸送系統を支配
し、他方、生産又は供給の機能を担う事業者も支配することは、同一の者と見なさない。 
7、各加盟国は、垂直統合事業者の一部である卸売輸送系統運営者によって所有され 16
条に規定される商業秘密情報と、卸売輸送系統運営者のスタッフと、どちらも生産と供給
の機能を担う事業者に移されないことを確保しなければならない。 
                                                  
970 TSO（Transmission System Operator）とも略称する。 
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8、2009 年 9 月 3 日現在、垂直統合事業者に所属する卸売輸送系統に対して 1 項を実施
しないことを、各加盟国が決定することができる。 
このような場合、関係加盟国は 
（a）14 条に従って独立系統運営者を指定しなければならない。又は、 
（b）第 4 章の規定に従わなければならない。 
9、（省略） 
10、（省略） 
11、（省略） 
12、（省略）」。 
 
②15 条規定 
「第 15 条（卸売輸送系統所有者及び貯蔵施設系統運営者の分離） 
1、独立系統運営者が指定された場合の卸売輸送系統所有者、及び垂直統合事業者の一部
である貯蔵施設系統運営者は、少なくとも法人格、組織及び決定の形成という点において、
卸売輸送、小売輸送及び貯蔵と関連しないその他の活動から独立しなければならない。 
本条は、33 条に規定される顧客への供給のため系統への有効なアクセスを提供するには
技術的にかつ、又は、経済的に必要な貯蔵施設のみに適用する。 
2、（省略） 
3、（省略）」 
 
③17 条規定 
「第 17 条（資産、設備、スタッフ及び性格） 
1、卸売輸送系統運営者は、当指令に規定される義務を履行するため、及びガス卸売輸送
活動を遂行するために必要なすべての人的、技術的、物理的及び財務的な資源を充実され
なければならない。具体的には： 
（a）卸売輸送系統を含めて、ガス卸売輸送活動に必要な資産は、卸売輸送系統運営者に
所有されなければならない； 
（b）すべての法人としての任務の遂行を含めて、ガス卸売輸送活動に必要な人員は、卸
売輸送系統運営者によって雇用されなければならない； 
（c）垂直統合事業者の如何なる部門から、及びその部門には、人を貸すこと及びサービ
スを提供することは、禁止される。ただし、卸売輸送系統運営者は、以下の条件を満たす
場合、垂直統合事業者にサービスを提供することができる： 
（ⅰ）それらのサービスの提供は、系統ユーザーの間差別をしないこと、同一の料金
と条件ですべての系統のユーザーにとって利用可能なことと、生産と供給における競争を
制限、歪曲又は阻害しないこと、及び； 
（ⅱ）それらのサービスの提供の料金と条件は、規制機関に認可されたこと； 
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（d）20 条に規定される監督機関の決定を妨げることがない限り、将来の投資プロジェク
トと、又は、既存資産の更新のため適切な資金源は、卸売輸送系統運営者から妥当な請求
に基づいて、卸売輸送系統運営者にとって都合がよく利用できるように、適時に垂直統合
事業者によって提供されなければならない。 
2、（省略） 
3、卸売輸送系統運営者は、理事会指令 68/151/EEC9711 条に規定される法人格で組織さ
れなければならない。 
4、卸売輸送系統運営者は、垂直統合事業者又はそのほかの部門とは別法人であるという
点から、企業イメージ、通信、ブランド設定及び施設において、混同を生じることを避け
なければならない。 
5、卸売輸送系統運営者は、垂直統合事業者の如何なる部門と、IT システム又は設備、物
理的な施設及びアクセス保安体制を共用してはならないほか、同一のコンサルタント、又
は IT システム若しくは設備及びアクセス保安体制のための外部請負業者も、共用してはな
らない。 
6、卸売輸送系統運営者の会計は、垂直統合事業者又はそのほかの部門を監査する者以外
の監査官によって監査されなければならない。」 
 
次に、LNG 基地と貯蔵施設の分離規制について。 
2009 年ガス指令において、LNG 基地に関して、後述する全施設共有の会計分離以外、そ
れ以上の分離に関する規定はない。ただし、前述した新規インフラの適用免除規定により、
適用免除を受けた新規 LNG 基地は法人分離が求められている（36 条 1 項（c））。同規定は
LNG 基地（2 条 11 号定義規定により）以外の適用免除を受けたその他の施設、具体的には
連係パイプライン（2 条 17 号）、貯蔵施設（2 条 9 号）及び既存施設の顕著な増強と改造（36
条 2 項）にも適用する。 
貯蔵施設の分離規制について、前記独立系統運営者の場合と同様で、15 条に規定されて、
法人分離と機能分離となっている。 
「第 15 条（卸売輸送系統所有者及び貯蔵施設系統運営者の分離） 
1、独立系統運営者が指定された場合の卸売輸送系統所有者、及び垂直統合事業者の一部
である貯蔵施設系統運営者は、少なくとも法人格、組織及び決定の形成という点において、
卸売輸送、小売輸送及び貯蔵と関連しないその他の活動から独立しなければならない。 
本条は、33 条に規定される顧客への供給のため系統への有効なアクセスを提供するには
技術的にかつ、又は、経済的に必要な貯蔵施設のみに適用する。 
2、（省略） 
3、（省略）」 
 
                                                  
971 First Council Directive 68/151/EEC, OJL65, 14.3.1968, p. 8 
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次に、小売輸送パイプラインの分離規制について。 
小売輸送パイプラインに関する分離規制は、26 条において以下のように規定されている。 
「第 26 条（小売輸送系統運営者972の分離） 
1、小売輸送系統運営者は、垂直統合事業者の一部である場合、少なくとも法人格、組織
及び決定の形成という点において、小売輸送と関連しないその他の活動から独立しなけれ
ばならない。そのための規定は、垂直統合事業者から小売輸送系統の資産の所有権を分離
するまでの義務を作り出してはならない。 
2、1 項に規定される要件のほか、小売輸送系統運営者が、垂直統合事業者の一部である
場合、組織と決定の形成という点において、小売輸送と関連しないその他の活動から独立
しなければならない。これを達成するため、以下のような最低基準を適用しなければなら
ない。 
（a）小売輸送系統運営者の運営責任を有する者は、天然ガスの生産、卸売輸送及び供給
の日常的運営責任を直接又は間接的に有する統合した天然ガス事業者の企業組織に参加し
てはならない； 
（b）小売輸送系統運営者の運営責任を有する者の職務上の利害関係は、彼らが独立に活
動できることを確保するまで、考慮されるための適切な措置を講じなければならない； 
（c）小売輸送系統運営者は、ネットワークを運営、維持又は発展するには必要な資産と
いう点において、垂直統合天然ガス事業者から独立した有効な決定権を有しなければなら
ない。それらの任務を遂行するため、小売輸送系統運営者は、人員、技術的、資金的及び
物理的な資源を含めて必要な資源を自由に処分できるようにしなければならない。これは、
41 条 6 項により間接的に規制される資産収益という点に関して、親会社の経済的及び経営
的監督権が保護されることを確保するための既存の適切な調整メカニズムを妨げてはなら
ない。具体的には、これは、親会社が小売輸送系統運営者の年間財務計画又は如何なるそ
の他の相当な手段を承認すること、及び、自分の子会社の債務水準に全体的な制限をかけ
ることを可能にしなければならない。これは、日常的な運営に関しても、承認された財務
計画又は如何なるその他の相当な手段の条件を超えない小売輸送パイプラインの建設又は
更新に関する個別的な決定に関しても、親会社が指示を与えることを認めない；また、 
（d）小売輸送系統運営者は、差別行為が排除され、かつその順守が適切に監視されるこ
とを確保するために講じられる措置を規定する順守プログラムを設立しなければならない。
順守プログラムは、その目的を達成するため、従業員の具体的義務を規定しなければなら
ない。講じられた措置を詳細に説明する年間報告書は、小売輸送系統運営者の順守担当者
である順守プログラムを監視する責任を有する者又は組織によって、39 条 1 項に規定され
る規制機関へ提出されなければならない。小売輸送系統運営者の順守担当者は、完全に独
立でなければならないし、かつ、その任務を遂行するため、小売輸送系統運営者及びその
関係事業者のすべての必要な情報にアクセスすることができる。 
                                                  
972 DSO（Distribution System Operator）とも略称する。 
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3、小売輸送系統運営者が垂直統合事業者の一部である場合、垂直統合を利用して競争を
歪曲することがないように、各加盟国は、小売輸送系統運営者の活動が規制機関又はその
他の所管官庁によって監視されることを確保しなければならない。特に、垂直統合されて
いる小売輸送系統運営者は、コミュニケーション及びブランド設定において、垂直統合事
業者の供給部門とは別の法人格である点に関して、混同を生じてはならない。 
4、各加盟国は、パイプラインに繋がる 100,000 未満の顧客にサービスを提供する統合事
業者には、1 項、2 項と 3 項を適用しないことを決定することができる。」 
 
最後に、会計分離について。 
会計分離規制は、31 条において、次のように規定されている。 
「第 31 条（会計分離） 
1、（省略） 
2、（省略） 
3、天然ガス事業者は、差別、内部補助及び競争の歪曲を防止するため、そのような問題
のある行為が独立の事業者によって行われる場合に要求されることと同様で、内部会計に
おいて、卸売輸送、小売輸送、LNG 及び貯蔵活動の会計をそれぞれにしなければならない。
天然ガス事業者は、卸売輸送、小売輸送、LNG 及び貯蔵の関連のないその他の統一される
おそれのあるガス活動の会計をも別々にしなければならない。天然ガス事業者は、2007 年
7 月 1 日まで、適格な顧客向けの供給活動及び非適格な顧客向けの供給活動の会計を別々に
しなければならない。卸売輸送又は小売輸送ネットワークの所有権による収益は、会計に
おいて特定されなければならない。必要に応じて、天然ガス事業者は、その他の非ガス関
連活動の統一される会計をしなければならない。内部会計は各活動のバランスシートと損
益表を含む。 
4、（省略） 
5、（省略） 
6、（省略）」。 
 
分離規制について、欧州委員会が公表した解説により、次のような説明がある。 
①卸売輸送パイプラインの三つの分離モデルを設定する趣旨について 
2003 年ガス指令において設定された卸売輸送系統運営者に対する法人分離と部門分離は
有効な分離をもたらしなかった。2009 年ガス指令において設定された所有分離モデル、独
立系統運営者モデル（ISO）と独立卸売輸送運営者（ITO）という三つの分離モデルは、生
産と供給活動から分離の程度の違いがあるが、生産事業者、供給事業者と卸売輸送系統運
営者との利益の衝突を無くすことが期待される。つまり、ネットワークへのアクセス、ネ
ットワーク運営関連情報へのアクセス、ネットワーク投資という点において、競争者を差
別する垂直統合事業者のインセンティブを無くすこと、あるいは、必要な投資をするイン
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センティブを強化し、透明かつ有効な規制体制によって新規参入者のアクセスを確保する
ことが期待される973。 
②三つのモデルの選択について 
ISO と ITO モデルは、2009 年ガス指令が発効した日、即ち 2009 年 9 月 3 日に、垂直統
合事業者に属していた TSO のみが選択できる。新規卸売輸送系統は、その時にまだ存在し
なかったので、所有分離となる。加盟国は所有分離を選択した場合、事業者は ISO と ITO
を選択できない。TSO 複数ある加盟国は、TSO ごとに、前記の条件を満たせば、所有分離、
ISO あるいは ITO を複数に選択することができる974。 
③所有分離モデル 9 条の 1 項（b）、（c）規定における「支配」について 
「支配」の定義は 2 条 36 号に規定されているが、それは 2004 年 1 月 20 日理事会規則
（EC）No 139/2004975から導入したもので、その解釈は同規則に従う。それにより、「支配」
とは「権利、契約又は如何なるその他の手段により、単独又は組み合わせで、その状況又
は関連する法規も考慮に入れて、事業者に決定的な影響を行使する可能な状態」を指す。「決
定的な影響」はキー・ワードである。また、この「支配」は、法律上と事実上、また、直
接と間接も含む。例えば、中間子会社を通じての支配である976。 
④9 条 1 項（b）、（c）、（d）規定における「者」について 
「者」の概念は、個人、事業者、又は如何なるその他の公的団体若しくは私的団体を含
む。分離規制は、私的企業と公的企業の両方に適用する。所有分離の場合、二つ分かれた
公的企業は、二つ異なる「者」と見なすべきで、別の公的組織による共通の影響がない限
り、それぞれ供給活動と卸売輸送活動に従事することができる。重要なのは、その二つの
公的企業が本当に分かれていることである977。 
⑤ISO モデルの ISO 責務に関する 14 条 4 項規定について 
ISO は、所有分離の TSO と見なすべきで、所有分離の TSO に適用するすべての責務は
ISO にも適用する。具体的には、アクセスの許可、また、アクセス料金、混雑料金、ガス
規則に規定される TSO 間の支払の請求を含めて第三者アクセスの管理、また、卸売輸送系
統の運営、維持及び発展の責務等がある。卸売輸送系統所有者は、第三者アクセスの許可
と管理に関して、責任と権限を有しない。投資に関して、ISO は、投資計画を通じて合理
                                                  
973 European Commission> Energy> Internal market> Interpretative notes 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/interpretative_notes/interpretative_note_en.h
tm 
, Notes for the implementation of the Electricity Directive 2009/72/EC and the Gas 
European Commission Directive 2009/73/EC , “The Unbundling Regime”, Brussels, 22 
Jan. 2010, p. 4 
http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/interpretative_notes/doc/implementation_not
es/2010_01_21_the_unbundling_regime.pdf 
974 Ibid., p. 5 
975 OJ L 24, 29.1.2004, p. 1 
976 Ibid., p. 8 
977 Ibid., pp. 9, 10 
207 
 
的な需要を満たすために系統の長期能力を確保する全面的な責任を有する。これに対し、
卸売輸送系統所有者は投資計画に関して責任と権限を有しない978。 
⑥ISO モデルの卸売輸送系統所有者の責務に関する 14 条 5 項規定について 
その最初の責務は、ISO の責務を遂行するためのすべての関連性のある協力、特にネッ
トワークに関連するすべての情報、を提供する。ネットワークの融資に関して、ISO に決
定された投資に、規制機関に認可された限り、原則として資金を提供する義務を有する。
ネットワークの所有者は、自分が投資に資金を提供したくない場合、ISO を含めて、如何
なる利益関係者による資金の提供を同意しなければならない。これは、ネットワークの所
有者が、自分が出資しない新しい部分のネットワークの所有者でなくなることを意味して
いる。関連融資の取り決めは、規制機関が、卸売輸送系統所有者のほか、ISO を含めてそ
の他の利益団体に意見を聴取する義務を有するが、同機関による承認が必要である。ネッ
トワークの所有者は、自分がその他の関係者による出資を同意した場合と除いて、ネット
ワークの拡大の融資を手助けするため融資担保を提供する義務を有する979。 
⑦ITO モデルについて 
ITO モデルでは、ITO はまだ垂直統合事業者の一部（子会社）であるため、有効な分離
を確保するため多くの具体的な規定が設けられている。ITO は垂直統合事業者の一部では
あるが、自立的でなければならない。そのため、ITO は、卸売輸送の活動を遂行するため
に必要なすべての資金的、技術的、物理的及び人的資源が充実されなければならない980。 
⑧DSO の分離について 
26 条において規定される DSO の分離は、法人分離、機能分離、会計分離、一部適用免
除の可能という点においては、前のガス指令とは変わりがない。しかし、同条 2 項におい
て、DSO が順守プログラムの設立が求められている。このプログラムの設立の主な目的は、
すべての小売輸送活動が非差別な原則に従うことを確保するために正式なフレームワーク
を提供することである。DSO の場合、法的分離と機能分離と違って、会計分離は最低限な
規制として適用免除できない981。 
 
最後に分離規制の適用免除について。 
分離規制の適用免除は、既述した開放規制の適用免除とは、適用免除となる対象が若干
異なるところがあるが、ともに適用免除の対象となるところ、具体的には、新規インフラ
の場合（36 条）、新興市場の場合（49 条 2 項）と特定新興地域の場合（49 条 4 項）、にお
いては、実体法規定は全く同じである。異なる対象としては、顧客数 100,000 未満の小売
輸送系統運営者の場合（26 条 4 項）、テーク・オア・ペイ契約の場合（48 条）及び孤立市
場の場合（49 条 1 項）である。26 条 4 項の場合、分離規制の適用免除の対象となるが、48
                                                  
978 Ibid., p. 12 
979 Ibid., pp. 12, 13 
980 Ibid., pp. 14, 15 
981 Ibid., pp. 23, 26, 28 
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条と 49 条 1 項の場合、分離規制の適用免除の対象ではない。 
 
第 2 節 競争法において 
一、開放規制について 
１、関連条文規定 
開放規制は、つまりアクセス拒絶に対する規制である。アクセス拒絶は、供給拒絶の一
種として、EU 運営条約（TFEU）102 条が禁止する支配的地位の濫用に該当する場合、規
制の対象となる。102 条の条文は周知なことで、その引用を省略するが、条文だけを見ても、
規制対象であるかどうかは実は明白ではない。これに対して、2009 年 2 月 9 日欧州委員会
が公表した同条（旧条文 82 条）の運用ガイダンスペーパーは、同ガイダンス第 4 章におい
て、供給の拒絶を濫用行為の具体な形態の一つとして列挙し、さらに、供給拒絶について、
「供給拒絶の概念は、広い範囲の行為を含んでいる。例えば、既存若しくは新規顧客に対
する製品供給の拒絶、知的財産権のライセンスに必要なインターフェース情報を含めてそ
のライセンスの拒絶、又は、不可欠施設（essential facility）若しくはネットワークへのア
クセス許可の拒絶。」982と説明し、アクセス拒絶が 102 条の規制対象であることを明白にし
ている。 
そして、引き続き、同ガイダンスペーパーは、以下の要件をすべて満たした拒絶行為に
対し、重要な規制対象と考えるとする。 
「―当該拒絶は下流市場において有効に競争するため明かに必要な製品又はサービスと
関連し、 
 ―当該拒絶は下流市場における有効な競争の減殺をもたらすおそれがあり、 
 ―当該拒絶は消費者に損害を与えるおそれがある。」983 
 
2、実際の運用 
（1）不可欠施設理論を積極的に応用する委員会 
アクセス拒絶に対し、欧州委員会と司法裁判所は異なるアプローチと姿勢で法の運用を
展開してきた。欧州委員会が始終、不可欠施設理論（essential facility doctrine）に基づい
て積極的に展開してきたのに対して、司法裁判所は、米国起源の同理論の応用に慎重的で
それを一度応用したこともなく984、専ら 82 条の支配的地位の濫用要件に基づいて法の運用
を行ってきた。それだけではなく、裁判所は、委員会が積極的に応用する不可欠施設理論
                                                  
982 European Commission, “Guidance on its enforcement priorities in applying Article 
82 (EC) to abusive exclusionary conduct by dominant undertakings”, OJ C 45, 24.2.2009, 
p. 7–20, pp. 12, 18, para. 78 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:C:2009:045:0007:0020:EN:P
DF 
983 Ibid., para. 81 
984 P. D. Cameron, Competition in Energy Market: Law and Regulation in the European 
Union ( 2nd ed.), 2007, Oxford, p. 357 
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に歯止めをかけたところさえある985。 
委員会は最初に不可欠施設理論を応用したのは 1992 年 Sealink/B&I holyhead 事件986で
ある987。 
Seelink Harbours は、ウェールズのホリーヘッドにある港湾の所有者と操業者である。
そのため、委員会は、同社がウェールズとアイルランド間の中央ルートにおいて港湾施設
が提供するフェリーサービスのイギリス側の市場において支配的な地位にあると認定した。
同社がそのルーツにおいてフェリーを運航している。B&I もその港湾からフェリーを運航
している。B&I は Admiralty Pier という特別なバースを利用し、そのバースの問題は、
Sealink のフェリーがバースを通過する度に、水の引上げと大荒れにより、B&I はすべて積
荷と荷揚げ活動を中止しなければならない。B&I は、B&I のスケジュールにこのようによ
り大きな混乱を引き起こすために意図的に新しい時刻表を導入しようとしたという苦情を
委員会に申し立てた。委員会は、Sealink に前の時刻表に戻ることを命じる暫定措置決定を
採択した。その紛争は和解で解決されたため、最後の決定まで行かなかった988。 
 同暫定措置決定 41 パラグラフにおいて、委員会は、不可欠施設の所有者が競争者に非
差別的なアクセスを提供しなければならない場合があるという基本原則を明白にした。委
員会は、後に港湾と関連する三つの事件において同原則を適用した。その三つの事件とは、
Sea Containers Ltd v. Stena 事件989、Port of Rodby(Euro-port) v. Denmark 事件990と
Morlaix(Port of Rscoff)事件991である。例えば、Sea Containers Ltd v. Stena事件において、
Sea Containers Stena Sealink は、軽量双胴船を使ってウェールズとアイランドの間の中
央ルートにおいて新しい快速フェリーサービスを展開しようとするある会社に依頼された
アクセスの提供を拒絶した。委員会は、これを濫用として B&I の決定を繰り返した。Sea 
Containers v. Stena 決定は、Sealink v. B&I 決定において設立された不可欠施設を提供す
る義務が既存事業者のほか、新規参入者に適用することを明白にした992。 
以上のような委員会の運輸分野における一連の決定に対し、次のように説明されている。
「特筆すべきなのは、以上の委員会の決定はすべて運輸分野に関連しているものであると
いうことである。EC 法における不可欠施設理論の展開は、この分野における自由化と深く
結びついている。これは偶然ではない。委員会は、これまで独占となってきた分野におけ
る競争を促進するために同理論を応用したのである。不可欠施設理論は、運輸及びその他
の公益事業分野における自由化と特に関連している。これらの分野は全共同体に渡って競
                                                  
985 A. Jones and B. Sufrin, Ec Competition Law: Text, Cases, and Materials ( 3rd. ed), 
Oxford, 2008, p. 552 
986 Sealink/B&I holyhead: Interim Measures [1992] 5 CMLR 255. 
987 Supra note, A. Jones and B. Sufrin. p. 537 
988 Ibid., p. 540 
989 Sea Containers Ltd/Stena Sealink [1994] OJ L 15/8, [1995] 4 CMLR 84 
990 [1994] OJ L 55/52, [1994] 5 CMLR 457 
991 [1995] 5 CMLR 177 
992 Supra note, A. Jones and B. Sufrin. p. 541 
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争に開放されてきた。しかし、競争が可能となるのは、簡単に複製できないかつ、もとも
と公的資金で作られたのかもしれないそれらの既存施設、例えばネットワークへのアクセ
スを新規競争者に認められる場合のみである。たとえ複製できるとしでも、環境の配慮等
の点から公共の利益に反する場合もある。」993 
不可欠施設理論の最近の応用事例994としては、エネルギー分野においてである。主な事
例としては、2009 年 RWE 事件995、2010 年 ENI 事件996、2009 年 GDF Suez 事件997と 2010
年 E.ON 事件998である。この 4 件はいずれも欧州委員会が 2005 年に始めた分野調査（sector 
inquiry）の結果に基づいて問題を解消するために提起した事件である。この分野調査は、
前にも言及したが、エネルギー分野自由化の進展状況を把握するために欧州委員会が行っ
たものである999。2007 年 1 月に最終報告書が公表されたが、多くの問題が発見された。其
の報告書が採択された直後記者会見で、当時委員会競争法担当の Neelie Kroes 委員が次の
ような発言があった。「このレポートは、エネルギー市場が適切に機能していないことを確
認した。その失望的な結論というのは、自由化を始めて十年も経過したが、我々は、単一
な、競争的かつよく機能する欧州エネルギー市場を達成するにはまだ程遠いものであると
いうことである。その結果、欧州の消費者、事業者及び全体の経済が、低価格とよりよい
サービスの選択という点において、欧州エネルギー市場の開放から生じてくるはずのすべ
ての有利な点から利益を得ていない。二回の欧州自由化指令の動きはある程度、過去にお
いて独占的なエネルギー市場の非効率性に取り組んだが、既存事業者はサプライ・チェイ
ンの全体に渡って依然自分の伝統市場における支配的な地位を維持している。・・・したが
って、このレポートに基づいて委員会から何を期待できるのか？私に言わせれば、我々の
最終レポートはストーリーの終わりではなく、新しい更なる始まりである。」1000 
                                                  
993 Ibid., p. 542 
994 厳密に言うと、「不可欠施設(essential facility)」、GDF Suez 事件では「不可欠な投入
(essencial input)」の概念を使いながら、優越的地位の濫用を構成する要件に従って検討し
たもので、不可欠施設理論を単独の要件としたものではない。そのほか、この 4 件はいず
れも理事会規則(EC)No 1/2003 の 9 条に基づいて決定されたものである。9 条に基づく決定
はコミットメント決定といい、同規則 7 条に基づく委員会の決定と異なるが、法的な拘束
力のあるものである。 
995 Case COMP/39.402 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39402 
996 Case COMP/39.315 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39315 
997 Case COMP/39.316 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39316 
998 Case COMP/39.317 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39317 
999  European Commission > Competition > Energy>Sector Inquiry 
http://ec.europa.eu/competition/sectors/energy/inquiry/index.html 
1000 Neelie Kroes, European Commissioner for Competition Policy on Final Report of 
Energy Sector Competition Inquiry Press Conference, Brussels, 10th January 2007 
(Reference: SPEECH/07/4 Date: 10/01/2007) 
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このような背景の下で、前記 4 つの事件をはじめいくつの事件が提起されたのである。
以下において、GDF Suez と E.ON 事件について簡単に説明する。RWE と ENI 事件は構
造措置がとられたため、次の分離規制のところで説明する。 
GDF Suez は、2008 年に Gaz de France SA（GDF）と Suez SA との合併によってつく
られた事業者で、世界において主要なエネルギー供給事業者の一つであり、電力と天然ガ
ス分野の産業全チェインにおいて事業がある。2008 年 GDF Suez グループの売上は 830 億
ユーロである。フランスにおいて、GDF は既存事業者で、天然ガス分野における垂直統合
事業者である。GDF の子会社である GRTgaz は、フランスの多くの地域においてガス卸売
輸送パイプライン網を所有し、運営している。GDF のもう一つ子会社である Elengy は、2
基稼働中の LNG 基地を所有し、運営している。そのほか、GDF のもう一つ子会社である
Storengy は、フランスの大部分のガス貯蔵施設を所有している1001。 
委員会のコミットメント決定において、次のように説明されている。 
「GRTgaz のネットワークの北と南のバランシング・ゾーン間の連係パイプラインを含め
て、GDF Suez のフランスにおけるガスインフラ及び輸入能力は、不可欠なインプット
（essential input）となっている。その理由は、このインフラ及び輸入能力へのアクセスが、
GRTgaz ネットワークのバランシング・ゾーンにおいてガスを供給できるために客観的に必
要なものであるからである。」1002 
「技術的、法的及び経済的な障壁のため、シッパーにとって、単独、あるいはその他の
シッパーと共同で、GDF Suez のインフラを建設し、あるいはさらに、GDF のインフラに
有効的な競争制限を構成しうる輸入能力を作り、そしてフランスにおける自分のガス供給
活動に利用することは、不可能、少なくとも極めて困難である。」1003 
「GDF Suez は、長期に渡って、GRTgaz のネットワークのすべてのバランシング・ゾー
ンにおける固定的な輸入能力を予約し、その結果、第三者のシッパーが、これらの地域の
下流のガス供給市場において彼らに有効な競争を発揮させうる条件でこの能力へのアクセ
スを有しなかった。・・・この状況は、GDF Suez による不可欠なインプットの供給への拒
絶を構成し、支配的地位の濫用に該当されうる。」1004 
GDF Suez は委員会の競争懸念に従って、理事会規則（EC）No 1/2003 の 9 条に基づい
て、委員会にコミットメントを提出することに同意した。その内容は、E.ON 事件を共通点
があるため、後で纏めて説明する。当事件において、委員会は「不可欠なインプット」と
                                                                                                                                                  
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=SPEECH/07/4&format=HTM
L&aged=0&language=EN&guiLanguage=en 
1001 COMMISSION DECISION of 3.12.2009 relating to a proceeding under Article 102 
of the Treaty on the Functioning of the European Union and Article 54 of the EEA 
Agreement(Case COMP/39.316 – Gaz de France), para. 3 
http://ec.europa.eu/competition/antitrust/cases/dec_docs/39316/39316_2298_1.pdf 
1002 Ibid., para. 26 
1003 Ibid., para. 27 
1004 Ibid., para. 30 
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いう新しい表現を使っているが、文脈において不可欠施設理論の考え方に沿ったものであ
る。 
それから、E.ON は、ドイツ、EU の他の加盟国及び世界範囲で、エネルギー（主として
電力とガス）の生産、卸売輸送、小売輸送及び供給活動を行うドイツの事業者である。2009
年 E.ON の売上高は 818.2 億ユーロである。E.ON AG は、自分の完全子会社である E.ON 
Rhrgas を通じて圧倒的な力でドイツのガス事業に従事し、ドイツ最大の天然ガス供給業者
かつ欧州におけるリーディング・プレーヤーの一つであり、地域と地方の小売事業者、工
業ユーザー及び電力発電工場に供給をしている。E.ON Ruhrgas の完全子会社である EGT
は、ドイツにおける E.ON のガス卸売輸送系統を所有し、運営している。2007 年、E.ON 
Ruhrgasの全世界の売上高は227.5億ユーロに達した。E.ON AG、EGT及びE.ON Ruhrgas
は TFEU102 条の意味では一つの事業者と見なされる1005。 
 委員会のコミットメント決定において、次のように説明されている。 
「E.ON のガス卸売輸送ネットワークを不可欠な施設（essential facility）」と考えられ、
その理由は、それへのアクセスが E.ON グリッド地域内のガス供給市場において事業を遂
行するためには客観的に必要であるからである。」1006 
「卸売輸送グリッドにおける卸売輸送能力は、供給事業者にとって、ガスを自分の（潜
在的な）顧客に輸送するために必要なインプットである。EGT のグリッドの顧客に供給し
たい競争ガス供給事業者が、自分の顧客に到達するため EGT のエントリー・ポイントを利
用する以外の選択肢はなかった。E.ON の卸売輸送インフラを複製するのは、とりわけ、高
圧パイプラインの高い投資コスト、計画のリスク及び建設期間という理由で、ガス供給事
業者にとって非現実的な選択肢である。」1007 
「E.ON は、EGT のグリッドへアクセスするためのエントリー・ポイントにおける大部
分の固定及び自由に配分する能力を、長期の原則で予約した。その結果、EGT のネットワ
ークにガスを卸売輸送したい競争者には、ほんの少ししか提供できず、あるいはフリーの
能力がない。このようなタイトな能力状況は、卸売輸送ネットワークにおける競争の結果
ではなく、E.ON によるほとんど独占的な予約のためである。」1008 
「E.ON のネットワークへのエントリー能力の大部分の長期予約は、不可欠なインプット
の供給の拒絶を構成し、競争者の下流のガス供給市場へのアクセスを妨げ、消費者に損害
を与えるため、支配的地位を濫用し、TFEU102 条に違反するおそれがある。」1009 
前記事件 GDF Suez と同様に、委員会の競争懸念にそって、E.ON は理事会規則（EC）
                                                  
1005 COMMISSION DECISION of 4.5.2010 relating to a proceeding under Article 102 of 
the Treaty on the Functioning of the European Union and Article 54 of the EEA 
Agreement(Case COMP/39.317 – E.ON Gas), para. 3 
http://ec.europa.eu/competition/antitrust/cases/dec_docs/39317/39317_1942_3.pdf 
1006 Ibid., para. 32 
1007 Ibid., para. 33 
1008 Ibid., para. 36 
1009 Ibid., para. 41 
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No 1/2003 の 9 条に基づいて、委員会にコミットメントを提出した。 
委員会がコミットメント決定において妥当と認めたその GDF Suez と E.ON が提出した
コミットメントの内容は以下のようである。 
GDF Suez と E.ON は、高カロリーガスネットワークへのバランシング・ゾーンあるい
はエントリー・ポイントにおける輸入能力への長期予約シェアを最大 50%まで減らすこと
に同意した。予約シェアの大幅な減少による契約調整、能力増強措置が必要となるため、
その減少は二段階に分けられた。第一段階は、それぞれ 2010 年と 2011 年まで約 10－15%
の即時減少で、第二段階は、それぞれ 2014 年と 2015 年まで最大 50%の最終減少である。
また、GDF Suez と E.ON は、その後 10 年以内にその限度を超えないことも約束した。 
2010 年の E.ON 事件のコミットメント決定において、2009 年の GDF Suez 事件の表現
を修正し、「不可欠な施設（essential facility）」という表現を明白に採用し、かつ、完全に
前記 EC 条約 82 条のガイダンス 81 パラグラフに明記された三要件に従って検討した点、
また、前記先例である Sea Containers Ltd v. Stena 事件、Port of Rodby(Euro-port) v. 
Denmark事件等も引用した点1010から、委員会の不可欠施設理論の応用の一貫性が分かる。
不可欠施設理論に対し、このような見解がある。「不可欠施設を保有する支配的事業者が自
己の所有権の行使を正当事由として主張することを許さないという意味で不可欠施設理論
に依拠することが分かりやすい面がある。」1011。委員会が不可欠施設理論を積極的に運用す
る理由はこのような見解と同様な考えがあるからであるのかもしれない。自由化を推進す
るため、不可欠施設理論を武器にしているように思われる。 
 
（2）委員会が積極的に応用する不可欠施設理論に歯止めをかけた欧州裁判所 
委員会と係って不可欠施設理論に歯止めをかけた最初の裁判所事件は European Night 
Service 事件1012であろう。 
同事件は EC85 条に基づいて決定された事件であるが、同 82 条と似た問題であった。同
事件において、委員会は不可欠施設（essential facility）の言葉を使っていなかったが、委
員会の同事件の決定を取消した当時の第一審裁判所（CFI）がその言葉に言及した1013。 
同事件において、イギリス、フランス、ドイツ及びオランダの鉄道事業者が、英仏海峡
トンネルを通じてイギリスと欧州大陸との間夜間の旅客運送サービスを提供するジョイン
ト・ベンチャー（ENS）事業を立てた。委員会は、親会社が、同様なサービスの提供に競
争したい如何なる他の事業者に、ENS に提供した同様な条件で、列車、列車乗務員、列車
軌道を提供することを条件で、競争法の適用免除を認めた。CFI は、委員会がなぜその提
供の請求が正当であるかを適切に分析しなかったこと、この条件を課す適切な理由付けを
提供しなかったことを理由に、列車及び列車乗務員に関する条件を破棄した。同事件の取
                                                  
1010 Ibid., p. 12, Note 44 
1011 越知保見『日米欧独占禁止法』（商事法務、2005 年）556 頁。 
1012 [1994] OJ L 259/20, [1995] 5 CMLR 76, ECR Ⅱ-3141 
1013 Supra note, A. Jones and B. Sufrin, p. 545 
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消判決1014において、CFI は不可欠施設（essential facility）の言葉を明白に言及し、ある
施設が不可欠となるには、代替品がない場合のみであり、単に競争者によって有利なこと
だけでは足りないと強調した1015。 
不可欠施設理論に歯止めをかけた最も有名な裁判所事件は欧州司法裁判所（ECJ）の
Bronner 事件1016であろう。 
同事件はオーストラリア裁判所に対する先決裁定事件ではあるが、同裁定において ECJ
が施設へのアクセスが命じられる限定的な条件を設定したため、リーディング事件となっ
た1017。 
Bronner は、発行部数という点でオーストラリアにおける日刊新聞市場の約 3.6%、広告
収入という点で 6%を有する Der Standard と新聞を発行していた。Neue Kronen Zeitung
と Kurier は合計で、発行部数において 46.8%のシェア、広告収入において 42%のシェアを
有していた。自分の新聞を配達するため、Mediaprint は全国的規模の宅配組織を立てた。
Bronner は、Mediaprint にその配達組織に Der Standard を入れてほしかったが、
Mediaprint は拒絶した。Mediaprint は確かに自分の組織で発行しなかったある新聞を入れ
たのであるが、その新聞の印刷と販売の全部を担当した。Bronner は、オーストラリア裁
判所に、Standard に問題視された宅配市場における支配的地位の濫用を中止することと、
合理的な報酬を返しとして Der Standard をその宅配サービスに入れることを命ずる命令
を求めた。Bronner は、郵便小売輸送のようなその他の販売方法が宅配に比べ有利な点少
なくかつ Der Standard の発行部数が少ないため自分の全国的な卸売輸送サービスを組織
するのは完全に採算できないはずであると主張した1018。 
オーストラリア裁判所は、問題にされている行為が支配的地位の濫用に該当したのかど
うかに関して、ECJ に先決裁定を求めた。オーストラリア国内の取引にしか関連しなかっ
たにもかかわらず、その解釈が国内法と EC 法との間の不一致を避けるため先決裁定を求め
たのである1019。 
同裁定において、ECJ は Bronner が主張した「不可欠施設（essential facility）」という
用語を引用したが、自らの表現ではその使用を避けた。同裁定パラグラフ 41 において、ECJ
は、拒絶が濫用に該当されるには、四つの要件が必要であるとした。その四つの要件とは、
①そのサービスの拒絶はそのサービスを求める者が所在する下流市場におけるすべての競
争を消滅すること、②その拒絶は客観的な理由で正当化できないこと、③そのサービスは
同サービスを請求する者が事業を遂行するには絶対に必要であることと、④実際あるいは
                                                  
1014 [1998] ECR Ⅱ－3141, [1998] 5 CMLR 718 
1015 Supra note, A. Jones and B. Sufrin, pp. 545, 546 
1016 [1998] ECR Ⅰ－17791, [1999] 4 CMLR 112 
1017 Supra note, A. Jones and B. Sufrin, p. 547 
1018 Ibid., p. 547 
1019 Ibid., p. 548 
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潜在的にその代替品が存在しないことということである1020。 
ECJ がその四つの要件を満たさないから Bronner の主張を退けたが、その四つの要件を
必要とする理由については、同裁定の法務官（Advocate General）の意見から読み取るこ
とができる。同意見 57 パラグラフにおいて、次のように説明されている。 
「競争政策の観点から支配的事業者の契約の自由に介入することを正当化するためには、
矛盾する考え方に対し慎重なバランスが求められる。自分の事業のために開発されてきた
施設を自分の利用に保有することを事業者に認めることは、通常、長期的には競争促進的
でかつ消費者の利益に合致する。例えば、生産、購入あるいは販売施設へのアクセスはあ
まりにも簡単に認められると、競争者にとって競争施設を開発するインセンティブはない
はずである。このように、短期的には競争が促進されるが、長期的にはその競争は減少さ
れるだろう。さらに、もし競争者が要請さえあれば利益を分けることができるのであれば、
支配的事業者にとって効率的な施設に投資するインセンティブは減少されるだろう。した
がって、自分用のために施設を保有することによって支配的事業者が競争者に対し優位に
立つという事実だけでは、その施設へのアクセスの請求を正当化することができない。」 
Bronner 事件の意義について、このような評価がある。 
「Bronner 事件は、施設へのアクセスを認める義務が例外的な場合（exceptional 
circumstances）にしか生じないことを明らかにした。Bronner 事件は、裁判所によって当
然簡単な事件であった。それは、当事件が私的事業者によって自分の資源で作られた施設
に関連したものにすぎなく、かつほかの事業者がその施設へのアクセスがなくても下流市
場において満足に事業活動を行っていた状況もあったからである。しかし、仮に、裁判所
は、本件のような状況でも不可欠施設理論に適しているとすれば、必ず誰かほかの人が有
用であると感じるはずの施設を所有あるいは支配しているすべての支配的事業者は心配と
なるはずであり、そして、イノベーションのインセンティブがひどく阻害されるだろう。
しかし、当事件は、施設を簡単に『不可欠（essential）』であると名付けることができない
し、アクセスも簡単に請求できないことを明白にした。不可欠施設理論は裁判所に制御さ
れた。」1021 
Bronner 事件で設定された前記四つの要件は、その後の判例で多少の変更が見られる。
まず、IMS 事件1022において。IMS 事件は、委員会の不可欠施設理論の運用に歯止めをかけ
たもう一つ重要な事件であろう。知的財産権と関連する事件であるため、本稿では事案の
説明を省略するが、IMS 事件で、前記四つの要件が何か変更されたのかについてだけを説
明する。IMS 事件において、Bronner 事件と同様な先決裁定で、ECJ は三つの要件を示し
                                                  
1020 Ibid., p. 551 
1021 Ibid., p. 552 
1022 IMS Health v. Commission, [2001] ECR 2-3193, [2002] 4 CMLR 58 
IMS Health v. Commission, [2002] ECR 1-3401, [2002] 5 CMLR 44 
NDC Health/IMS: Interim Measures [202] OJ L59/18, [2002] 4 CMLR 111 
IMS Heath GmbH & Co OUG v. NDC Health BmbH & Co KG [2004] 4 CMLR 1543 
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た。その三つの要件とは、①ライセンスの提供により、著作権の保有者が提供していなか
った新しい商品が提供されること、②ライセンス提供の拒絶に正当な理由がないこと、③
ライセンス提供の拒絶により、市場におけるすべての競争が排除される結果となることと
いうことである1023。 
ECJ が示したこの三つの要件には、一つの前提がある。つまり著作権が必要不可欠なも
のであることを前提にしていた。したがって、正確に言うと、示されたのが、四要件であ
る。この四要件を Bronner 事件の四要件と対照すると、Bronner 事件の四番目の要件（④
実際あるいは潜在的にその代替品が存在しないこと）が IMS 事件の一番目の要件（①新し
い製品が提供されること）に変わった。 
そして、Microsoft 事件1024において、さらに「新製品」の要件が破棄され、「業界全体に
おいてイノベーションのインセンティブの減少のおそれがあること」というもっと柔軟な
基準に変わった1025。 
また、前記 82 条の排除行為に関する委員会のガイダンスにおいて明記された三要件と比
較すると、「新製品」という要件もなく、その代わりに「消費者の利益」、具体的には「そ
の拒絶が消費者に損害をもたらしうること」という要件が使われている。 
Microsoft 事件は委員会の決定であるので、前記裁判所の二つの裁定と区別されるべきで
ある。全体的にみると、委員会の方の基準が緩いで、裁判所の方の基準がやや厳しいであ
ることがこの比較によってもわかる。 
 
二、分離規制について 
1、関連条文規定 
 実体法における条文規定は、前記開放規制と同様で、主として TFEU102 条である。
欧州の場合、TFEU102 条の違反に該当され、一定の条件を満たす場合、分離措置が取られ
ることは次のように、前記理事会規則（EC）No 1/20031026の 7 条において明記されている。 
「第 7 条（違反の発見と中止） 
1、委員会は、申告又は職権調査により、EC 条約 81 条又は 82 条違反があることを発見
した場合、決定により、関連事業者及び事業者団体にその違反を中止することを求めるこ
                                                  
1023 越知保見『日米欧独占禁止法』（商事法務、2005 年）566 頁。 
1024 Mirosoft, Commission Decision, 24 Mar. 2004, Case COMP/C-3/37.792, [2005] 4 
CMLR 965 
1025 M. D. Diathesopoulos, “Third Party Access and Refusal to Deal: How Sector 
Regulation and Competition Law Meet Each Other”, Dec. 29, 2010, p. 11 
http://papers.ssrn.com/sol3/papers.cfm?abstract_id=1732210 
 
1026 Council Regulation (EC) No 1/2003 of 16 December 2002 on the implementation of 
the rules on competition laid down in Articles 81 and 82 of the Treaty, OJ L 1, 4.1.2003, 
pp. 1-25 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2003:001:0001:0025:EN:P
DF 
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とができる。そのため、それらの事業者及び事業者団体に、当該違反に比例し、かつ違反
行為を有効的に中止するために必要な、如何なる行為的又は構造的な救済措置を課すこと
ができる。構造的救済措置は、同等に有効な行為的救済措置が存在しない場合、又は、同
等に有効な行為的救済措置が構造的救済措置より関連事業者により大きな負担となる場合
にのみ課される。 
2、1 項のため申立をする資格のある者は、合法的な利害関係を示すことのできる自然人
又は法人及び加盟国である。」 
 
2、実際の運用 
 エネルギー分野において構造措置が取られたのは、前記ガス関連の 2009 年 RWE 事件
1027と2010年ENI事件1028のほか、また電力関連の2008年E.ON事件1029と2010年Svenska
事件1030がある1031。この後者の二つ事件も 2005 年に始められた分野調査の結果に基づいて
委員会に提起された事件である。E.ON と RWE 事件はそれぞれ電力とガスにおいて最初に
構造措置が取られた事件である1032。以下において、ガス関連の 2009 年の RWE 事件と 2010
年の ENI 事件について簡単に説明する。 
RWE は、ドイツを拠点にするエネルギーと公益事業者で、主に電力とガスの生産と供給
分野において事業活動をする。RWE は、ガスの生産と輸入分野、ガスの卸売輸送と貯蔵分
野のほか、下流の小売輸送分野においても事業があり、完全に垂直統合したガス事業者で
ある。2007 年の売上高は 42.507 億ユーロである1033。 
委員会のコミットメント決定において、次のように説明されている。 
「RWE TSO のガス卸売輸送ネットワークは、不可欠な施設（essential facility）と考え
られ、その理由は、RWE のグリッド地域内のガス供給市場において事業活動を遂行するに
                                                  
1027 Case COMP/39.402 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39402 
1028 Case COMP/39.315 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39315 
1029 Case COMP/39.388 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39388 
1030 Case COMP/39.351 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39351 
1031 M. D. Diathesopoulos, “From Energy Sector Inquiry to Recent Antitrust Decisions 
in European Energy Markets: Competition Law as a Means to Implement Sector 
Regulation”, July 14, 2010 
http://papers.ssrn.com/sol3/papers.cfm?abstract_id=1639883 
1032 EuroWatch, July 15, 2009 
http://www.mcguirewoods.com/news-resources/publications/international/rfid.pdf 
1033 COMMISSION DECISION of 18 III 2009 relating to a proceeding under Article 82 
of the EC Treaty and Article 54 of the EEA Agreement(Case COMP/39.402 – RWE Gas 
Foreclosure), para. 3 
http://ec.europa.eu/competition/antitrust/cases/dec_docs/39402/39402_576_1.pdf 
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は客観的に必要であるからである。」1034 
「RWE TSO は、特にその容量管理に関連する各種の手段を通じて、自分のネットワーク
へのアクセスを拒絶したのかもしれない。実際に、証拠により、RWE TSO は体系的に自
分のネットワークの卸売輸送容量を自分のために留保するという戦略をとってきたのかも
しれない。」1035 
「RWE は、自分の卸売輸送ネットワークのほとんど全部の容量を長期のベースで予約し
たため、競争者にとって RWE の卸売輸送ネットワークへのアクセスの可能性は低くなっ
た。」1036 
「その結果、第三者シッパーは、RWE の卸売輸送グリッドの卸売輸送容量の僅かしか利
用できず、下流の供給分野において有効に競争できなかった。」1037 
また、「証拠により、RWE が、ネットワーク利用料金の引き上げ、下流の競争者そして
最終の消費者に損害を与える体系的なコスト構造によって競争者の下流市場のマージンを
スクウィーズしたことは濫用に該当するのかもしれない。」1038 
委員会の競争懸念に従って、RWE は次のような措置を内容とするコミットメントの提出
に同意した。 
RWE は、主として約 4000 キロメートルのドイツにある高圧ガス卸売輸送ネットワーク
を、一見して（prima facie）競争懸念を生じないと見られる適切な購入者に売却する。こ
れは、Bergheim 地域にある約 100 キロメートルのネットワークを除いて、RWE のドイツ
にある高圧卸売輸送ネットワークの全部に相当する規模である。そのほか、卸売輸送ネッ
トワークの運営に必要な付属設備等も売却する1039。 
次に、ENI 事件について。 
ENI は、エネルギー分野、特に天然ガスと石油分野において、生産、卸売輸送及び供給
チェインの複数の分野において事業活動を行い、イタリア政府に支配される会社である。
同社は、ガスの生産と輸入活動、ガスの卸売輸送と貯蔵事業のほか、下流市場におけるガ
スの小売輸送小売事業もあり、完全に垂直統合した会社である。同社は、イタリアとリビ
アにおいて自自分が生産したガスのほか、長期契約により主要なガス生産事業者、特にロ
シア、オランダ及びアルジェリアの事業者のガスを購入している。同社は国際輸送サービ
ス事業も従事する。特に、オーストリアの事業者 OMV と共同で、オーストリアとスロバキ
アの国境に近い Baumgarten とイタリアの間のパイプライン（TAG）を運営している Trans 
Austria Gasleitung（TAGGmbH）を所有・支配している。また、ドイツの事業者 E.ON 
Ruhrgas AG（E.ON）と共同で、オランダ、ベルギーとドイツの国境とドイツ・スイスの
                                                  
1034 Ibid., para. 22 
1035 Ibid., para. 23 
1036 Ibid., para. 24 
1037 Ibid., para. 25 
1038 Ibid., para. 36 
1039 Ibid., para. 38 
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国境にある Wallbach の間のパイプライン（TENP）を所有する Trans E うろパイプライン
Naturgas Pipeline GmbH AG（TENP KG）を所有・支配している。TENP パイプライン
を通過したガスは、さらに ENI とスイスの会社 Swissgas AG（Swissgas）と共同で所有・
支配している Transitgas パイプラインによって、スイスを通過した後、イタリアに輸送さ
れる。2008 年 ENI の売上高は 1080 億ユーロに達した1040。 
委員会のコミットメント決定において、ENI の行為について、次のように説明されてい
る。 
「ENI は、利用可能な自分の卸売輸送ネットワークへのアクセスを拒絶する（容量の買
い溜め）こと、アクセスを魅力的でない方法（容量利用の悪質化）で許可すること、戦略
的に投資を制限する（過少投資）ことによって、自分の競争者を排除してきたのかもしれ
ない。」1041 
まず、容量の買い溜めについて。 
「ENI は、イタリアへのガス卸売輸送インフラの容量へのアクセスと体系的に減少する
戦略をとってきたのかもしれない。」1042 
「短期と長期のベースで第三者による容量に対する安定的かつ明かな需要があるにもか
かわらず、ENI は、利用可能なあるいは利用されていない TENP/Transitgas と TAG パイ
プラインの容量をその他のシッパーに提供するのを拒絶した。」1043 
「ENI は、第三者に技術的に提供可能な容量を過小評価し、不公正な拒絶を以って、第
三者からの卸売輸送容量への請求を妨げた。」1044 
「第三者のシッパーが限られた卸売輸送容量へのアクセスがしかできず、その結果、下
流のガス供給市場における有効な競争は妨げられた。これらの行為は、第三者に容量の提
供において構成的な供給拒絶を成すと考えられる。」1045 
次に、容量利用の悪質化について。 
「たとえパイプラインの容量がある場合でも、ENI はいろんな手段でその利用をもっと
困難にかつ価値の少ないものにさせた。」1046 
「ENI は意図的に利用可能な新しい容量の配分を遅延し、あるいは長期的なベースで提
供されてきたものであっても、その後の販売に通じて、短期的なベースで第三者に提供し
た（零細化）。」1047 
                                                  
1040 COMMISSION DECISION of relating to a proceeding under Article 102 of the 
Treaty on the Functioning of the European Union (‘TFEU’) and Article 54 of the EEA 
Agreement (Case COMP/39.315 – ENI), paras. 3, 4, 5, 6 
http://ec.europa.eu/competition/antitrust/cases/dec_docs/39315/39315_3019_9.pdf 
1041 Ibid., para. 43 
1042 Ibid., para. 45 
1043 Ibid., para. 46 
1044 Ibid., para. 48 
1045 Ibid., para. 50 
1046 Ibid., para. 51 
1047 Ibid., para. 52 
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最後に、過少投資について。 
「ENI の輸送能力を強化する決定は、主に新規契約による自分の需要、及びガスの供給
をタイトのままにする目的に基づいたもので、第三者の請求を受けて容量の増強を考慮せ
ず、そのための増強をするとしてもしぶしぶとした。」1048 
「ENI の戦略的な投資の制限は、全体の利益を最大化にするため、卸売輸送分野の利益
を犠牲にして下流市場の利益を確保することを意味している。卸売輸送パイプラインの運
営者として自分のパイプラインで『独立した第三者』のガスをもっと卸売輸送することに
よって得られる追加的な利益を追求するインセンティブは、ENI にとって、イタリア卸売
市場の顧客へのガスの販売における ENI の利益に対するマイナスなインパクトに大きく超
えられた。」1049 
「ENI は、イタリアへのガスを輸入するガス卸売輸送インフラを支配している垂直統合
された支配的な会社として、第三者の容量へのアクセスを究極的に制限し、それによって、
下流市場における競争と低価格を妨害するため、意図的に容量拡大を回避する戦略に着手
したのかもしれない。」1050 
「容量の買い溜め、容量利用の悪質化、戦略的な過少投資によって構成される ENI の行
為は、イタリアへの第三者によるガス輸入を制限することによって自分のイタリアにおけ
るガス供給事業の利益を確保する意図によってしか解釈できない。さらに、イタリアへの
絶対に必要なガス卸売輸送容量への競争者のアクセスを制限するこの行為は、下流のガス
供給市場における競争と価格に悪影響を及ぼし、TFEU102 条に規定される濫用に該当する
のかもしれない。」1051 
ENI は、以上の委員会の競争懸念に従って、コミットメントにおいて以下のような救済
措置に同意した。 
「ENI は、国際ガス卸売輸送パイプライン（TENP、Transitgas 及び TAG）に関連する
会社の現在の株式を、一応競争懸念を生じなく、ENI から独立しかつ ENI と関係のない適
切な購入者に、売却することに約束した。TAG に関して、ENI は、その株式を、イタリア
政府に直接又は間接的にコントロールされる公共事業者に売却する。ENI も、2009 年 12
月 22 日と売却終了の日の間、今後可能な入札及びイタリア以外の市場向けの逆流卸売輸送
容量に関するその他の公的配分手続を除いて、TAG、TENP 及び Transitgas パイプライン
において、シッパーとして自分の利益のため、如何なる卸売輸送契約を延長し、又は更新
し、又は如何なる新しい卸売輸送契約を締結しないことを約束した。」1052 
                                                  
1048 Ibid., para. 57 
1049 Ibid., para. 59 
1050 Ibid., para. 60 
1051 Ibid., para. 61 
1052 Summary of Commission Decision of 29 September 2010 relating to a proceeding 
under Article 102 of the Treaty on the Functioning of the European Union and Article 
54 of the EEA Agreement(Case COMP/39.315 — ENI), OJ C 352/8, 23.12.2010, paras. 7, 
8, 9 
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ENI 事件は、不可欠施設理論を応用するための分析判断の枠組みを最も明確にた事件で
あると思われる。同事件コミットメント決定 4.5（供給拒絶戦略の競争懸念）において、ま
ずパラグラフ 39 において、不可欠施設について説明し、それからパラグラフ 40 において、
82 条ガイダンスパラグラフ 81 に明記された三要件を引用し、最後にその三要件に従って分
析した。 
RWE 事件と ENI 事件は、ガス分野において、不可欠施設理論を武器に、行為規制の開
放規制はもちろん、構造規制の分離規制もできるようになったことで、ガス市場の自由化
を推進するため、重要な意義を有する事件であると考えられる。 
 
第 3 節 事業法と競争法の役割分担 
1、事後規制としての競争法の積極的な運用 
欧州において、表題の通り、競争法は事後規制として積極的に運用されている。その積
極性は、三つの場面において表されていると考えられる。その一は、事業法による規制の
ある場合でも、競争の余地がある限り、競争法による規制は排除されず、積極的に行われ
る。その代表事例は、1985 年の Stichting Sigarettenindustrie 事件1053と 2010 年の
Deutsche Telekom AG 事件1054であると思われる1055。この二つの事件は、ガス分野の事件
ではないが、事業法と競争法の関係に関する先例であるため、ここでは取り上げることに
した次第である。その二は、事業法による規制のない場合、競争法は積極的に適用される。
その代表事例は、前述した 2005 年に始められた分野調査で明らかになった問題を解消する
ための一連事件であると考えられる。つまり、主として長期供給契約に関する 2007 年の
Distrigas 事件1056と 2010 年の EDF 事件1057、主として長期輸送契約に関する前記の 2009
年の RWE 事件1058、2010 年の ENI 事件1059、2009 年の GDF Suez 事件1060と 2010 年の
                                                                                                                                                  
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:C:2010:352:0008:0010:EN:P
DF 
1053 C-240/82 - Stichting Sigarettenindustrie v Commission 
http://curia.europa.eu/juris/showPdf.jsf?text=&docid=92101&pageIndex=0&doclang=E
N&mode=doc&dir=&occ=first&part=1&cid=176585 
1054 C-280/08 P - Deutsche Telekom v Commission 
http://curia.europa.eu/juris/document/document.jsf?text=&docid=82938&pageIndex=0&
doclang=EN&mode=doc&dir=&occ=first&part=1&cid=177169 
1055 Michael D. Diathesopoulos, “Access to European Energy Networks: The Relation 
between Third Party Access and Refusal to Deal Concepts”, December 31, 2010, pp. 
18,19 
http://papers.ssrn.com/sol3/papers.cfm?abstract_id=1733103 
1056 Case COMP/B-1/37966 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_37966 
1057 Case COMP/39.386 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39386 
1058 Case COMP/39.402 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39402 
1059 Case COMP/39.315 
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E.ON 事件1061である。その三は、行為規制としての開放規制だけではなく、構造規制とし
ての所有分離規制も積極的に行われる。その代表事例は、前記の2009年のRWE事件と2010
年の ENI 事件であると考えられる。以下において、既述した事例を除いて、前記事例、つ
まり、1985 年の Stichting Sigarettenindustrie 事件、2010 年の Deutsche Telekom AG 事
件、2007 年の Distrigas 事件と 2010 年の EDF 事件について簡単に説明する。 
①、1985 年 Stichting Sigarettenindustrie 事件 
Stichting Sigarettenindustrie（SSI）は、1955 年にオランダ法に基づいて創立されたオ
ランダタバコ産業協会である。そのメンバーは、オランダにおいて操業するタバコ製品の
ほとんどの製造と輸入業者である。その創立の宗旨は、メンバーの共通の利益を促進する
ことである。その SSI の場において、1976 年 12 月 20 日 SSI のメンバーが、特に消費者
への販売価格、卸売業者と小売業者の利幅に関して所管官庁と交渉するため SSI を唯一の
代弁者として委任することを主な内容とする基本契約が締結されたほか、欧州委員会の決
定1062により、その基本契約も含めて、EEC 条約 85 条（TFEU101 条）に違反する多くの
協定と協調行為がなされた。同決定において、欧州委員会は、タバコ製品の卸売業者と小
売業者の利幅に関する協定が同条約 85 条に違反したと認定し、SSI のメンバーにそれらの
協定の破棄と協調行為の中止を求めるほか、制裁金を課した。取消訴訟において、同決定
は欧州司法裁判所に支持された。 
同事件において関連した事業法は、オランダの消費税法（Excise Duty Law）と価格法
（Prices Law）である。消費税法 30 条により、タバコ製品が納税印紙に示される小売価格
以上又は以下の価格を販売してはならないとされ、また同法 28 条において、許可による例
外を除いて、同一タバコ製品を同一の価格で販売しなければならないとされる。価格法が
インフレを抑止するため毎年更新される省令（Ministerial Order）によって実施されてい
るが、その当時の省令 2 条と 3 条において、それぞれタバコの製造業者と卸売業者に対し、
一定の販売価格以上の価格で販売してはならないことが求められている1063。 
事業者側が関連法令の規制により価格競争が不可能であると主張するのに対して、司法
裁判所は次のように判定した。「まず指摘しなければならないのは、消費税法 30 条に規定
され、納税印紙に示される価格に従う義務が小売業者のみに対し適用されるもので、製造
                                                                                                                                                  
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39315 
1060 Case COMP/39.316 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39316 
1061 Case COMP/39.317 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39317 
1062 Case IV/29.525 and IV/30.000, OJ L 232, 6 August 1982, p. 1 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:1982:232:0001:0038:EN:P
DF 
1063 C-240/82 - Stichting Sigarettenindustrie v Commission, paras. 13, 15, 16 
http://curia.europa.eu/juris/showPdf.jsf?text=&docid=92101&pageIndex=0&doclang=E
N&mode=doc&dir=&occ=first&part=1&cid=176585 
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業者の小売価格を設定する自由を剥奪するものではないということである」1064。「したがっ
て、上述したことに対する結論として、オランダの関連規制は、タバコ製造業者の価格競
争の範囲を狭くしたものの、自分の価格を減少すること、あるいは他の製造業者が価格を
引き上げる時自分の価格を現水準に維持することによって、自分の異なる製品間の価格の
差及び他の競争者との価格の差を付ける方法はなお残されている」1065。 
要するに、本件判決は、事業法規制がある範囲の競争を制限した場合でも、その以外の
競争の余地が残される限り、事業者はそれ以上に競争を制限することをしてはならないし、
その範囲内において競争する義務を有し、かつ競争法の規制対象となることを示している。 
②、2010 年 Deutsche Telekom AG 事件 
Deutsche Telekom AG（DT）は、ドイツの垂直統合電気通信既存事業者（incumbent）
で 、 1996 年 8 月 1 日 自 由 化 を 目 的 と す る ド イ ツ 電 気 通 信 法
Telekommunikationsgesetz(TKG)が実施されるまで、自分が運営する固定電話回線網によ
る通信サービス市場を独占していた。その後、DT は、他の通信事業者に自分の回線網への
アクセスを提供することによって、下流の通信サービス市場において他の通信事業者と競
争することになる。下流の通信サービス市場においては、二つの市場に分けられている。
一つは、DT 現存の回線網による従来のアナログ通信サービス及びデジタル狭帯域通信サー
ビス市場で、もう一つは、インターネットへの接続が速くなる現存回線網の増強によるデ
ジタル広帯域通信サービス（ADSL）市場である。前者の場合、エンドユーザーの回線網へ
の個別の小売アクセス料金、通信サービス料金を含めたパッケージ料金は、プライス・キ
ャップ制でドイツ電気通信と郵政規制機関（RegTP）によって規制されている。パッケー
ジ料金は、RegTP による事前許可が必要であるが、その内訳は DT が調整できる。後者の
場合、TKG パラグラフ 30 の規定により、エンドユーザーの回線網への個別の小売アクセ
ス料金は前者のような事前のプライス・キャップ規制がなく、事後規制となっている。他
方、TKG パラグラフ 25（1）の規定により、他の競争通信事業者に提供する DT の回線網
へのアクセス料金は卸売料金として、RegTP による事前許可が必要である。1999 年欧州委
員会は DT の競争者の苦情に基づいて調査を行い、DT が競争者に対し EC 条約 82 条
（TFEU102 条）に該当される「マージンスクイズ（margin squeeze）」という濫用行為を
行ったことを認定した。つまり、DT が自分のエンドユーザーに請求する個別の小売アクセ
ス料金より高い卸売アクセス料金を競争者に請求していることである。これに対し、DT は、
卸売料金が RegTP による事前規制があるため、マージンスクイズによる価格の濫用行為が
あり得ないと主張する。本件に対して、欧州司法裁判所は次のように判決した。 
「RegTP のような加盟国の規制機関の介入があるからこそ、少なくとも上告人と同等な
効率的な競争者に対しマージンスクイズをもたらした価格設定行為が維持されているとい
う事実があるだけでは、上告人の EC 条約 82 条に規定される責任を免れることができない」
                                                  
1064 Ibid., para. 24 
1065 Ibid., para. 29 
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1066。 
「そのような介入があるにもかかわらず、上告人が自分のエンドユーザーの小売アクセ
ス料金を調整する余地があるため、これだけでは、一般裁判所（General Court）が問題と
なったマージンスクイズの責任を上告人に帰することができる」1067。 
「要するに、上告人は、エンドユーザーの小売アクセス料金、具体的には、1998 年 1 月
1 日と 2001 年 12 月 31 日との間の狭帯域アクセス小売料金と、2002 年 1 月 1 日以降の広
帯域アクセス小売料金を調整するための許可を当時 RegTP に申請することができるわけで
あった」1068。 
「さらに、取消訴訟判決パラグラフ 120 において一般裁判所が判決したように、EC 条約
82 条に従って、委員会は、如何なる場合においても、加盟国機関の決定に縛られることが
できない。本件において、上告人は、RegTP の決定が委員会を拘束することができないこ
とを実に否定している」1069。 
「確かに、上告人が述べたように、EC 条約 10 条により加盟国の規制機関自身が EC 条
約 82 条に違反していたのかもしれないため、委員会が当該加盟国に対し義務違反を理由に
訴訟を提起することができるはずであったことが考えられないことではない。しかし、こ
のような状況は、上告人が自分のエンドユーザーのアクセス小売料金を調整しなければな
らないことに影響しない。したがって、本件判決パラグラフ 44 から 49 において既に示し
たように、当該違反を上告人に帰するべきかどうかに関する一般裁判所の判決を争うこと
は役に立たない」1070 
「同様に、上告人の主張に対し言うべきことは、RegTP の規制の目的が関連市場を競争
に開放することであるということである。EC 条約において設定される競争ルールが、事後
規制の観点から、事前規制としての電気通信市場の規制のための連合の立法によって採択
された法の枠組みを補完しているため、その規制が決して上告人の自分のエンドユーザー
のアクセス小売料金を調整する可能性、あるいは、そして、EC 条約 82 条に従って独自な
行為を行う可能性を否定していなかったことは共通の立場である」1071。 
要するに、本件判決は、加盟国の規制が競争法の規制を排除することができないことを
示している1072。これは、同事件の委員会の決定においても示されたことで、つまり、競争
                                                  
1066 C-280/08 P - Deutsche Telekom v Commission, para. 84 
http://curia.europa.eu/juris/document/document.jsf?text=&docid=82938&pageIndex=0&
doclang=EN&mode=doc&dir=&occ=first&part=1&cid=177169 
1067 Ibid., para. 85 
1068 Ibid., para. 86 
1069 Ibid., para. 90 
1070 Ibid., para. 91 
1071 Ibid., para. 92 
1072 Press Release, Antitrust: Commission welcomes Court judgement in Deutsche 
Telekom "margin squeeze" case, Reference: MEMO/10/493, Date: 14/10/2010 
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=MEMO/10/493&format=HTM
L&aged=0&language=EN&guiLanguage=en 
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法は、事業法が事業者の競争を排除、制限し、あるいは歪める行為を阻止することができ
ない限り、如何なる場合でも（in any case）規制することができるということである1073。 
 
③、2007 年 Distrigas 事件 
 Distrigasは、ベルギーにおける主要な電力の発電事業者と供給業者であるElectrabelと、
ガス及び電力の再販売事業者である Electrabel Customer Solutions N.V.を含む Suez グル
ープの一部である。98 年ガス指令の国内法制化の結果ガス分野の自由化が始まる前に、
Distrigas はベルギーにおいてガスを卸売輸送し、またガスを地下に貯蔵する独占権を有し、
かつ唯一の大手顧客へのガス供給者であった。自由化以後、Distrigas はベルギーにおける
最大のガス輸入と供給事業者の地位を維持している。同社はフランス、ドイツ及びオラン
ダのガス供給市場、また、ガスの卸売輸送及び LNG 市場においても事業活動を行っている。
2006 年 Distrigas の売上高は 46.26 億ユーロで、そのうち 36.91 億ユーロはベルギーにお
ける売上である。 
委員会の初期評価（preliminary assessments）において、Distrigas は、ベルギーの大
手顧客へのガス供給市場における支配的事業者であり、同社の長期ガス供給契約は、契約
期間及び供給量の両方において、顧客の他のガス供給事業者への転換を妨害し、他の供給
業者が顧客と契約を結ぶ可能性を制限し、それらの供給業者の当該市場へのアクセスを排
除する行為が、EC 条約 82 条に規定される濫用行為に該当されるおそれがあるとされる。 
委員会の競争懸念に従って、Distrigas は主に次のような内容のコミットメントに同意し
た。 
「Distrigas は、ベルギーにおける工業ユーザーと電力発電事業者への自分あるいは関連
企業の提供によるガス供給量の少なくとも単年度で 65%かつ供給年度の全体平均で 70%を
市場に返還すること、換言すれば、他の供給業者が対象顧客への競争的な提供が可能なこ
とを保証しなければならない」1074。 
「工業ユーザーと電力発電事業者との新規契約は、5 年を超えてはならない。5 年あるい
はそれ以上を期間とされる契約を有する既存顧客には、損害賠償なく事前通知で一方的に
契約を中止する権利を与え、それらの契約を一年契約と扱うことを過渡的措置として
Distrigas に認める」1075。 
「Distrigas は、再販売事業者と 2 年以上を期間とする供給契約を締結してはならない」
                                                  
1073 Case COMP/C-1/37.451, 37.578, 37.579 – Deutsche Telekom AG, OJ 2003 L 263, p. 
9, para. 54 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2003:263:0009:0041:EN:P
DF 
1074 European Commission, Commission Decision of 11.10.2007 relating to a proceeding 
pursuant to Article 82 of the EC Treaty (Case COMP/B-1/37966, Distrigaz), para. 27 
http://ec.europa.eu/competition/antitrust/cases/dec_docs/37966/37966_639_1.pdf 
1075 Ibid. 
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1076。 
「Distrigas は、新規ガス供給契約において如何なる利用、転売若しくは目的地を制限す
る条項、又は如何なる黙示的な更新条項を設置してはならなく、かつ、既存ガス供給契約
から全てのこのような条項を削除しなければならない（あるいは執行してはならない）」1077。 
「このコミットメントは、2007 年より 4 年間を期限とする。しかし、Distrigas の市場
シェアが 40%以上を占め、かつ最も接近の競争者のシェアより 20%を超える限り、このコ
ミットメントは適用される」1078。 
④、2010 年 EDF 事件 
EDF は、EDF S.A.を親会社として、その EDF S.A.の子会社、またその支配下にある他
の会社の総称である。EDF S.A.はフランス電力市場の垂直統合既存事業者である。フラン
ス法に基づいて、フランス政府が少なくとも EDF 全体株の 70%を所有しなけれならないた
め、2008 年 12 月 31 日現在 84.7%の株と議決権を所有している。EDF S.A.及び EDF S.A.
が直接あるいは間接的に支配している会社を通じて、EDF はフランス及び世界各地で多く
の事業活動を行っており、2008 年フランスにおける売上が全体売上の 53.3%である。フラ
ンスにおける事業内容は電力の発電、卸売輸送、小売輸送、供給と販売を含む。 
 委員会の初期評価において、EDF は、フランスにおける大手工業ユーザーへの電力供給
市場において支配的な地位を有し、当社は、契約期間、契約量等において他の供給業者の
フランスにおける大手工業ユーザーとの電力供給契約の締結の可能性を著しく制限し、他
の供給業者の参入を妨害する契約を締結すること、また、大手工業ユーザーとの供給契約
において取引市場の流動性の不足を拡大する転売制限条項を設置することにより、
TFEU102 条に基づいて、その地位を濫用するおそれがあるとされる。 
委員会の競争懸念に従って、EDF は主に次のような内容のコミットメントに同意した。 
「EDF は、2010 年 1 日 1 日よりこのコミットメントが適用される間、大手工業ユーザ
ーへの電力の供給量の少なくとも単年度で 65%かつ供給年度の全体平均で 65%を、直接あ
るいは購入グループを通じて、市場に返還しなければならない」1079。 
「EDF は、大手工業ユーザーへの電力供給新規契約の最大期間が 5 年を超えないことを
保証しなければならない」1080。 
「フランスにおける大手工業ユーザーへの電力供給市場の閉鎖性に関して、このコミッ
トメントは、2010 年 1 月 1 日より 10 年間適用される。その間、二次市場において EDF に
よる販売量が 40%を超えた場合、適用されない。2 年以上連続で関連市場における販売量
                                                  
1076 Ibid. 
1077 Ibid. 
1078 Ibid. 
1079 COMMISSION DECISION relating to a proceeding under Article 102 of the Treaty 
on the Functioning of the European Union and Article 54 of the EEA Agreement (Case 
COMP/39.386 – Long-term contracts France), para. 43 
http://ec.europa.eu/competition/antitrust/cases/dec_docs/39386/39386_1536_3.pdf 
1080 Ibid., para. 45 
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の全体の 40%を超えない場合、このコミットメントは中止される」1081。 
「EDF は、2010 年 7 月 1 日より、大手工業ユーザーとの新規契約が、転売制限条項を
設置しないことを保証する。EDF は、電力供給契約を締結した大手工業ユーザーに、転売
を制限するすべての条項が無効となることと、それらの供給契約の規定がそれらの契約に
基づいて購入された電力の転売を制限しないことを通知しなければならない」1082。 
 
2、競争法の積極的運用の理由 
その理由は少なくとも三つを取り上げることができると思われる。その一は、共通の目
標の下で、事業法による事前規制が不足であったためである。その二は、理事会規則
No1/2003 の実施により競争法の執行力が強化されたためである。その三は、一次法である
競争法による規制が二次法である事業法の規制に排除されることなく独自性があるためで
ある。以下においてこの三つの理由についてそれぞれ説明する。 
①、共通の目標と事前規制の不足について 
その目標というのは、「域内エネルギー市場（internal energy market）」あるいは「統一
的な欧州エネルギー市場（single European energy market）」の形成を促進することであ
る。リスボン戦略で確立された広範な戦略を絞るための改定されたリスボン戦略（renewed 
Risbon Strategy）において、統一的なエネルギー市場の完成、それを完成するには障害と
なるものを取り除くために競争政策の活用、そして分野調査を行うことが求められている
1083。そして、その後の競争総局による前記 2005 年に始められた分野調査の報告書におい
ても、このように述べられている。「競争的な価格で安定的なエネルギーの供給を確保する
上で機能するエネルギー市場は、欧州における経済の成長と消費者の福祉を達成するには
キーファクターである。この目標を達成するために、EU は欧州のガスと電力市場を競争に
開放し、統一的な欧州エネルギー市場を形成させることにした」1084。「欧州のガスと電力市
場に競争を導入することは、競争的で効率的なエネルギー産業、供給の安定と持続性とい
う三つの相互に緊密に関連する目標を達成することを目指している欧州エネルギー政策の
不可欠な一部である。欧州のすべての消費者、即ち、家庭、商業ユーザー及び工業ユーザ
ーが、競争的な価格で安全、安定なエネルギーの供給に大きく依存している。連合の環境
に対する適切な保護の目標の達成にも欠かせないもので、その重要性が、京都議定書の実
                                                  
1081 Ibid., para. 47 
1082 Ibid., para. 49 
1083 European Commission, Communication to the Spring European Council - Working 
together for growth and jobs - A new start for the Lisbon Strategy - Communication 
from President Barroso in agreement with Vice-President Verheugen , Brussels, 
2.2.2005, COM(2005) 24 final, pp. 4, 5, 15, 16, 18 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2005:0024:FIN:EN:PDF 
1084 European Commission, Communication from the Commission - Inquiry pursuant to 
Article 17 of Regulation (EC) No 1/2003 into the European gas and electricity sectors 
(Final Report), Brussels, 10.1.2007, COM(2006) 851 final, para. 1 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2006:0851:FIN:EN:PDF 
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施において温暖化ガス排出を削減する約束に示されている。この分野調査はこのような大
きな政策背景の下で行われたものであると理解されるべきである」1085。このように、欧州
の場合、域内市場の形成を促進することが競争法の一つの目標であると言える。この点に
おいて、事業法と共通の目標を持っている。 
事業法による事前規制の不足というのは、主として事業法において関連規定があるが加
盟国の国内法制化を含めて効果的に実施されない場合と、そもそも事業法において関連規
定がないことによる場合という二つの場合である。 
まず、第一の場合について。この場合の不足は、二次に渡る集中的な委員会による事業
法違反審査手続の発動及び前記 2005 年からの分野調査の結果に表されている。第一次集中
的に行われた違反審査手続は、2006 年 4 月 4 日から行われたものである1086。前記分野調
査の結果に基づいて域内ガス電力市場のビジョンに関する委員会の意見書において、この
ように述べられている。「市場を機能させるため、また 2007 年 7 月 1 日にそれをすべての
消費者に効果的に開放されるために、現行欧州レベルの法令が適切に国内法制化されるこ
とは不可欠である。そのため、委員会は、2006 年 4 月、現行の指令に違反し、あるいは国
内法制化していない 20 の加盟国に対し 34 の違反手続を発動した。これらの公式通知書が
送付された後、必要な場合欧州司法裁判所にも提訴するが、その前の 2006年 12月 12日に、
委員会はすべて主要な加盟国を含めて 16の加盟国に対し 26の理由付き意見書を送付した」
1087。「指令の国内法制化の完成期限である 2004 年 7 月 1 日より 2 年半も存在し続けてきた
この違反の状態は、指令に起因する現行の EC 法令の枠組みの不十分さと欠点を明らかに示
している」1088。第二次集中的に行われた違反審査手続は、前にも述べた 2009 年 6 月から
行われたものである1089。欧州委員会はまず同日に 2003 年ガス指令と 2005 年ガス規則に従
っていない 25 の加盟国に対し公式通知書を送付し、その後、4 の加盟国が法令に従った措
置をとったと認めたため、その以外の加盟国に対して、違反審査の第二段階手続に進め、
2010 年 6 月に 35 の理由付き意見書を送付し、さらに、2011 年 11 月 24 日に、加盟国から
前記理由付き意見書への回答を分析した結果、なおブルガリアとルーマニアが法令に従っ
                                                  
1085 Ibid., para. 6 
1086 Press Release, The Commission to act over EU energy markets (Reference: 
MEMO/06/481, Date: 12/12/2006) 
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=MEMO/06/481&format=HTM
L&aged=0&la 
1087 , European Commission Communication from the Commission to the Council and 
the European Parliament - Prospects for the internal gas and electricity market, 
Brussels, 10.1.2007, COM(2006) 841 final, p. 6 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2006:0841:FIN:EN:PDF 
1088 Ibid. 
1089 Press Release, Energy: Commission requests 20 Member States to implement and 
apply Single Market rules without delay - country fact sheets (Reference: MEMO/10/275,    
Date: 24/06/2010) 
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=MEMO/10/275&format=HTM
L&aged=0&language=FR&guiLanguage=en 
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ていないところがあるため、欧州委員会は両国を司法裁判所に提訴した1090。部門調査にお
いて、事業法で解決されていない多くの問題が発見された1091。主要な問題としては、例え
ば、多くの加盟国において市場が集中しすぎること、市場の流動性の欠如により新規参入
が阻害されること、加盟国間の市場の統合の程度が低いこと、透明で入手可能な市場情報
の欠如により価格設定メカニズムに対する不信を招くこと、現在のネットワークと供給事
業間の分離水準が市場の機能と投資インセンティブに不利な影響を与えていること、消費
者が長期的な下流契約によって縛られていること及び現在のバランシング市場と小範囲の
バランシング地区が既存事業者に有利であること等が取り上げられている1092。また、委員
会競争政策担当の委員が分野調査の最終報告書が委員会において採択された後の記者会見
で、一部には前にも言及されたが、次のように述べている。 
「この報告は、エネルギー市場が適切に機能していないことを確認した。その失望的な
結論というのは、自由化を始めて十年も経過したが、我々は、単一な、競争的かつよく機
能する欧州エネルギー市場を達成するにはまだ程遠いものであるということである。 
その結果、欧州の消費者、事業者及び全体の経済が、低価格とよりよいサービスの選択
という点において、欧州エネルギー市場の開放から生じてくるはずのすべての有利な点か
ら利益を得ていない。 
二回の欧州自由化指令の動きはある程度、過去において独占的なエネルギー市場の非効
率性に取り組んだが、既存事業者はサプライ・チェインの全体に渡って依然自分の伝統市
場における支配的な地位を維持している。 
市場に参入し、現実の競争を提供するには、新規プレーヤーはエネルギー供給、ネット
ワーク及び消費者へのアクセスが必要である。しかし、三つの主要な構造問題、また多く
のその他の障害が存在している。 
第一に、多くのエネルギー市場があまりにも高度に集中している。分野調査報告は、既
存事業者がそれぞれの加盟国ガス市場において非常に高い市場シェアを有することを示し
ている。集中のレベルは多くの電力市場においても維持されているが、一部の市場におい
                                                  
1090 European Commission> Energy> Infringements Proceedings 
http://ec.europa.eu/energy/infringements/proceedings/proceedings_en.htm 
Press Release, “EU gas market: Commission refers Bulgaria and Romania to court to 
ensure European law is properly implemented”, Reference: IP/11/1437, Date:  
24/11/2011  
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=IP/11/1437&format=HTML&a
ged=0&language=en&guiLanguage=en 
1091 Press Release, Competition: Commission energy sector inquiry confirms serious 
competition problems (Reference: IP/07/26, Date: 10/01/2007) 
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=IP/07/26&format=HTML&age
d=0&language=EN&guiLanguage=en 
1092 Press Release, Energy sector competition inquiry – final report – frequently asked 
questions and graphics (Reference: MEMO/07/15, Date: 10/01/2007) 
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=MEMO/07/15&format=HTML
&aged=0&language=EN&guiLanguage=en 
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て公平的な競争も存在する。 
一言で言えば、多くの既存事業者が自由化された市場に対する堅い支配を維持してきた
と言っても間違いがないだろう。新規参入は少なく、市場は各加盟国の国内範囲に留まっ
ている。これらすべては、既存事業者に市場力を行使し、そして高価格を強制する余地を
大きく残されている。市場の地位と利益を確保するため、既存事業者は、新規参入者にと
って競争をもっと難しくするさまざまな行為を行う。 
第二に、多くのエネルギー市場が高度な垂直的統合の特徴を有し、言い換えれば、ネッ
トワークと供給活動の分離が不十分である。既存事業者がネットワークを支配する場合、
供給市場も支配する。したがって、既存事業者が自分のネットワークを差別によって競争
を排除することのできる戦略的な財産と見なしていることには驚くべきではない。さらに、
ネットワークと供給が統合される場合、ネットワークに投資するインセンティブはなさす
ぎる。これは新規参入の主な障壁かつ供給の安定に対する脅威である。多くの欧州の電力
連係パイプラインが長期的に混雑している。言い換えれば、ネットワークのユーザーより
容量に対する請求が利用可能な容量を超えている。 
この報告は、欧州がもっと多くの連係容量が必要であることを示している。しかし、現
時点では追加的な連係容量拡大への投資が不十分である。例えば、この報告は、調査対象
に選定された TSOｓと称される卸売輸送系統運営者が巨額の混雑による収入を得ているこ
とを示している。これらの収入は少ない連係容量を競売することによって得られたもので
ある。2001 年と 2005 年の間、これらの TSOｓに徴収された収入の総額は約 130 億ユーロ
があった。しかし、僅か 2 億 5000 万ユーロ、つまり 20%にも達していない収入が容量の拡
大に還元された。垂直統合事業者、即ち、供給とネットワークに同時に従事する事業者が
ネットワークの拡大に投資しないことには、特に憂慮すべきである。 
垂直統合と関連する懸念は別の形にも存在する。エネルギー市場における取引可能な供
給は不十分である。言い換えれば、エネルギー市場はニーズに応える流動性を有していな
い。長期契約は市場閉鎖の原因となる。例えば、これらの契約は他の供給業者の小売市場
の顧客への供給を妨げている。 
第三に、国境を跨る統合及び国境を跨る競争はない。既存事業者は、基本的に自分の伝
統的市場から離れることがなく、大規模の競争者として他の加盟国市場に参入することは
稀である。この報告は、商業ユーザーへのエネルギー価格が加盟国によって大きく異なる
ことを示している。これらの差異は輸入の競争によって無くされていない。その一つの原
因は、これらの既存事業者が自分の国内市場を固執しているからである。 
加盟国間の異なる市場設計は、エネルギーを欧州の一つのところから別のところへ移動
させるのを困難にする不明瞭な市場状況を形成する一因となる。 
さらに、この旧態依然の市場構造において、透明性、例えば、利用可能な卸売輸送容量
に関する情報の欠如は、既存事業者以外誰にも不利な結果をもたらしている。その結果、
価格設定のメカニズムに対する信用がない。価格が実際の供給と需要の変化に反応しなけ
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れば、供給の安定と代替エネルギー源への投資は脅かされる」1093。 
そして、第二の場合について、つまり、そもそも事業法において関連規定がないことに
起因する場合である。例えば、長期供給契約、長期輸送契約については、事業法において
規定されていない。また、所有分離について、第二次自由化法令パッケージまでには規定
されなかったし、第三次自由化法令パッケージにおいて規定があるが、既存インフラに対
し強制的なものでもなく、卸売輸送分野においてあくまでも三つの選択肢中の一つである。
もともと、前記域内ガス電力市場のビジョンに関する委員会の意見書1094及び第三次自由化
法令パッケージの提案書1095において、卸売輸送系統に対し FOU（完全所有分離）と ISO
（独立系統運営者）という二つのモデルがしか提案されなかったし、且つ FOU モデルを最
も理想なモデルと明確にされていたが、その後の欧州連合理事会及び議会の審議において、
ドイツとフランスをはじめ 8 の加盟国に反対されたため、従来の法的分離と似ている ITO
（独立卸売輸送運営者）という比較的に緩い第三のモデルが追加され、委員会と反対加盟
国間の一つの妥協の産物となる1096。このことからでも、事業法の弱点あるいは不足が窺え
る。前記ガス関連の 2009年RWE事件1097と 2010年ENI事件1098、電力関連の 2008年E.ON
事件1099と 2010 年 Svenska 事件1100において完全所有分離という構造規制がとられたこと
は、第三次自由化法令の所有分離規制が原則として 2012 年 3 月 3 日に実施される予定の前
                                                  
1093 Press Release, Neelie Kroes, European Commissioner for Competition Policy on 
Final Report of Energy Sector Competition Inquiry, Press Conference, Brussels, 10th 
January 2007 (Reference: SPEECH/07/4, Date:10/01/2007) 
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=SPEECH/07/4&format=HTM
L&aged=0&language=EN&guiLanguage=en 
1094 European Commission, Communication from the Commission to the Council and 
the European Parliament - Prospects for the internal gas and electricity market, 
Brussels, 10.1.2007, COM(2006) 841 final, p. 11 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2006:0841:FIN:EN:PDF 
1095 European Commission, Proposal for a Directive of the European Parliament and of 
the Council amending Directive 2003/55/EC concerning common rules for the internal 
market in natural gas, Brussels, 19.9.2007, COM(2007) 529 final, pp. 5, 6 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2007:0529:FIN:EN:PDF 
1096 René H. Gonne, “The European Third Energy Package: A Radical Change in 
Control and Governance of Energy Networks”, Dechert Publication, July 9, 2009, p. 2 
http://www.dechert.com/files/Publication/bcbf7e9b-2577-49ae-8d7a-67caeb48feba/Prese
ntation/PublicationAttachment/4a3553e5-6531-4298-93d5-68e8fe1f9e27/Energy_SA_7-
09_The_Third%20Energy%20Package.pdf 
1097 Case COMP/39.402 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39402 
1098 Case COMP/39.315 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39315 
1099 Case COMP/39.388 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39388 
1100 Case COMP/39.351 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39351 
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に行われたもので1101、かつ前記 ITO モデルを提案したそれらの加盟国において今後特に
FOU モデルが選択されないことが想像でき、それを防ぐため、競争法は、実は事業法をよ
りよい規制にリードしている1102とも言えるし、後述の競争法の独自性とも関連して、つま
り事業法とは関係なく独自に実施しているとも言えると思われる。 
 
②、理事会規則 No1/2003 について 
前述した分野調査、その調査の結果に基づいてコミットメントの形で処理された一連の
事件、またそれらの一部の事件においてとられた構造措置等は、当然ではあるがいずれも
競争法の実施規則である理事会規則 No1/2003（それぞれ 17 条、9 条及び 7 条）に基づい
て行われたものである。 
同規則は、2004 年 5 月 1 日より実施され、1962 年も前に制定された規則 No17/621103を
取って代わるもので、よく知られていることでもあっていくつの点において競争法実施の
現代化（modernization）であると言われている1104。簡単に説明すると、それらの点は、
主として、各加盟国の競争当局も EC81 条と 82 条（TFEU101 条と 102 条）を直接に適用
できること（5 条）、同 82 条 3 項に基づく適用免除に対する委員会の個別事前審査制度が廃
止され事業者独自の判断となったこと（1 条）、より効果的な実施を目指し、各加盟国の競
争当局と委員会によって構成される欧州競争ネットワーク（ECN）が設立されること（前
文 15）が特に挙げられている1105。委員会の負担を軽減し、限られた資源を重要な事件の処
理に集中することと委員会の調査の権限を強化することが同規則の主要な目的である1106。
そのほかに、前記 17 条、9 条、7 条など非常に重要でユニークな規定もある。 
17 条において次のように規定されている。 
「第 17 条（経済の各分野と協定の各類型に対する調査） 
1、加盟国間の貿易の動向、価格又はその他の状況の硬直化は、共同市場の競争が制限さ
れ、又は歪められているおそれがあることを示唆している場合、委員会は、すべての分野
に渡って、特定の経済分野、又は特定の協定の類型に対し調査を実施することができる。
調査にあたって、委員会は関連事業者又は事業者団体に対し、81 条と 82 条が効果的に実施
                                                  
1101 Michael D. Diathesopoulos, “Third Party Access and Refusal to Deal: How Sector 
Regulation and Competition Law Meet Each Other”, Dec. 29, 2010, p. 32 
http://papers.ssrn.com/sol3/papers.cfm?abstract_id=1732210 
1102 2004 年 Marathon 事件もその一つの例である。Press Release, Commission settles 
Marathon case with Gaz de France and Ruhrgas (Reference: IP/04/573, Date: 
30/04/2004) 
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=IP/04/573&format=HTML&ag
ed=0&language=EN&guiLanguage=en 
1103 Regulation (EEC) 17/62 [1962] OJ L 13/204 
1104 Peter D. Cameron, “Competition in Energy Market: Law and Regulation in the 
European Union (second edition)”, Oxford, 2007, p. 282 
1105 Ibid., pp. 282, 283, 284 
1106 Ibid., p. 283 
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されるための必要な情報の提供を求めることができ、かつ、そのための必要などんな検査
でも行うことができる。 
委員会は、場合によって、関連事業者又は事業者団体に対し、すべての協定、決定及び
共同行為を委員会に報告させることを求めることができる。 
委員会は、すべての分野に渡って、特定の経済分野又は特定の協定の類型に対する調査
の結果に基づいた報告書を公表すること、また利害関係者からがコメントを依頼すること
ができる。 
2、（省略）」。 
委員会の調査権限の強化との関連で、17 条のほか、18 条から 22 条までの規定もある。
18 条により、委員会は簡単な請求、あるいは決定を以って、事業者あるいは事業者団体に
対しすべての情報の提供を求めることができる。17 条、18 条により、事実を求めるため委
員会が事業者あるいは事業者団体に対し商業秘密資料も請求できることが認められている
1107。19 条により、委員会は関係のあるどんな自然人あるいは法人に対しても口頭説明を求
めることができる。20 条と 21 条により、委員会は立入検査により必要なすべての検査を実
施することができる。22 条により、委員会は加盟国の競争当局に調査を依頼することがで
きる。商業秘密情報を含めて 17 条から 22 条までの規定に基づいて得た情報は、28 条の規
定により保護されるとともに、委員会の調査に対し協力しない事業者あるいは事業者団体
に対し、23 条の罰則規定により、前事業年度の全売上の 1%を超えない限度での制裁金を
課すことができる。 
9 条は次のように規定されている。 
「第 9 条（コミットメント） 
1、委員会が違反の中止を求める決定を採択する前に、関連事業者が委員会の初期評価に
おいて表明される懸念に応じてコミットメントを提供する場合、委員会は、決定を以って
これらのコミットメントを事業者に対し法的拘束力のあるものにすることができる。この
ような決定は、一定の期間を限定することで採択されることができ、且つ委員会による更
なる法的な行為がないことを表明しなければならない。 
2、委員会は以下の場合において、要請に基づいて又は自分の職権で手続を再開すること
ができる。」 
（a）その決定が依拠した如何なる事情においても実質的な変化が生じた場合、 
（b）関連事業者の行為が自分のコミットメントに反した場合、又は 
（c）その決定が当事者に提供された不完全、不正確又は誤解を招きやすい情報に基づい
た場合。」 
事業者が 9 条に基づいたコミットメントを実施しない場合、同規則 23 条 2 項により、
EC81 条 82 条違反と同様に、前事業年度の全売上の 10%を超えない限度での制裁金が課さ
れることになる。 
                                                  
1107 Ibid., p. 295 
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事業者にとって、コミットメント手続のメリットは、コミットメントに約束した措置、
行動措置であれ、構造措置であれ、それに従えば、委員会の審判決定で競争法の違反とさ
れることがなく、制裁金も課されないという点であろう1108。委員会にとっては、競争問題
の解決を確実に実現できること、かつ事件を迅速に処理することができることはそのメリ
ットであろう。 
7 条については、その条文規定が前の分離規制のところにおいて説明したため、ここでは
それを省略するが、要するに、委員会が、EC81 条と 82 条に違反した事業者に対し、一定
の条件の下で構造措置をとることができることが明記されているということである。その
一定の条件というのは、同等に有効な行為的救済措置が存在しない場合、又は、同等に有
効な行為的救済措置が構造的救済措置より関連事業者にとってより大きな負担となる場合
にのみ課されるということである。 
同規則は、前記のように、2004 年 5 月 1 日より実施されたが、2005 年 6 月より分野調
査が始められ、2005 年 11 月に中間報告書（Issues Papers）が提出され1109、2007 年 1 月
10 日に最終報告書が提出された一方、2006 年 4 月より前記 RWE、E.ON、GDF 等に対し
て企業別の調査も始められ1110、そして 2007 年 10 月 11 日に前記 Distrigaz に対し最初の
コミットメント決定が出されてから1111、2010 年 9 月 29 日に前記 ENI に対しコミットメ
ントが出されたまで、分野調査をきっかけに合計 9 件が同規則に基づいて処理された1112。
同規則は、「委員会の執行の考え方を受動的な（re-active）執行から主動的な（pro-active）
執行に変化させることによって、その EC 競争法の実施方式を変えた。」と評価されている
1113。 
③、競争法の独自性について 
2009 ガス指令前文 33 と 2009 年ガス規則前文 34 において、同指令あるいは規則の実施
が競争法の実施を妨げないことが明記されている。 
                                                  
1108 M. D. Diathesopoulos, “From Energy Sector Inquiry to Recent Antitrust Decisions 
in European Energy Markets: Competition Law as a Means to Implement Sector 
Regulation”, July 14, 2010, p. 7 
http://papers.ssrn.com/sol3/papers.cfm?abstract_id=1639883 
1109 Supra note, Peter D. Cameron, p. 295 
1110 Ibid., p. 296 
1111 Case COMP/B-1/37966- Distrigaz 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_37966 
Press Release, Antitrust: Commission opens Belgian gas market to competition 
(Référence: IP/07/1487, Date: 11/10/2007) 
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=IP/07/1487&format=HTML&a
ged=0&language=EN&guiLanguage=fr 
1112 Press Release, Antitrust / ENI case: Commission opens up access to Italy's natural 
gas market (Reference: IP/10/1197, Date: 29/09/2010) 
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=IP/10/1197&format=HTML&a
ged=1&language=EN&guiLanguage=en 
1113 Supra note, Peter D. Cameron, pp. 293, 294 
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また、前記 2010 年の Deutsche Telekom AG 事件1114判決も示したように、競争法は、事
業法が事業者の競争を排除、制限し、又は歪める行為を阻止することができない限り、如
何なる場合でも（in any case）規制することができ、事業法規制は、競争法の規制を排除
することができない。もともと、競争法が条約の一部で、一次法であるため、競争法によ
る規制は二次法である事業法の規制に排除されることは考えにくいとされる1115。 
そのほか、競争法が一次法であるという同様な理由で、二次法のように理事会と議会で
審議されることもなく、また国内法制化される必要もなく、委員会が各加盟国の実施に依
頼することもなく直接に執行することができることから、前に言及したように、その独自
性が窺える。特に各加盟国の規制機関が事業法の規制を怠ける（lazy or captured）場合、
競争法の規制の独自性が大変重要となるとされる1116。 
2007 年 9 月 19 日第三次自由化法令案が委員会によって提出されたにあたって、Neelie 
Kroes 競争政策担当委員が、事業法と競争法の関係について、次のようなの発言があった。 
「ご存じのように、これらの市場において、我々は競争法の実施が非常に積極的である。
しかし、我々はどんなに厳格であろうとも、競争のツールはすべての問題を解決すること
ができない。競争のツールは反競争的行為を処罰するのみに利用されることができる。市
場を自由化するには、競争法の実施が必要であるが十分な手段ではない。したがって、こ
れらの分野における問題に対処するため事業法規制が必要な第二の足である。」1117 
2009 年 4 月 28 日、同委員は、ドイツ連邦カルテル庁のある会議において、専ら事業法
と競争法の関係をテーマに、両者の関係について次のように述べている。 
「もし現在の金融と経済危機が我々に何かを教えたのであれば、それは、規制が失敗し
たら高い対価を払わなければならないことと、経済の良好な運営を維持するため競争政策
が必要であるということである。すべての政策制定者と国の諸機関にとってもっと大きな
視野での教訓としては、共通の目標を有している者は協力しなければならない。例えば、
競争当局と中央銀行は自分達の小さい世界で活動するわけにはいかない。我々は、銀行の
資本と構造の再編成のような課題において協力しなければならない。」1118 
                                                  
1114 C-280/08 P - Deutsche Telekom v Commission 
http://curia.europa.eu/juris/document/document.jsf?text=&docid=82938&pageIndex=0&
doclang=EN&mode=doc&dir=&occ=first&part=1&cid=177169 
1115 Supra note, Michael D. Diathesopoulos, pp. 22, 23 
http://papers.ssrn.com/sol3/papers.cfm?abstract_id=1732210 
1116 Ibid., p. 40 
1117 Press Release, Neelie Kroes, European Commissioner for Competition Policy, More 
competitive energy markets: building on the findings of the sector inquiry to shape the 
right policy solutions, European Energy Institute, Brussels, 19th September 2007, 
Reference: SPEECH/07/547, Date: 19/09/2007 
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=SPEECH/07/547&format=HT
ML&aged=0&language=EN&guiLanguage=en 
1118 Press Release, Neelie Kroes, European Commissioner for Competition Policy, The 
interface between regulation and competition law, Bundeskartellamt conference on 
'Dominant Companies – The Thin Line between Regulation and Competition Law, 
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「したがって、最初から理解する必要のあることは、規制と競争法が並行的な措置で、
相互に排除する措置ではないことである。」1119 
「過去十年の展開を振り返ると、電気通信とエネルギー間の違いが明らかである。電気
通信分野において、国有独占から激しい競争に変化したことが分かる。価格は下落し、イ
ノベーションは消費者に新しくよりよい製品を提供してきた。これに対して、エネルギー
において、このような変化が見られない。私が就任して以来、より良いかつ競争的なエネ
ルギー市場へ変化させることが、Piebalgs 委員、委員会のその他の委員とともに、私の主
要な目標の一つであった。同分野において分野調査を始めると、競争が効かない原因は明
らかになった。市場の構造と既存事業者の行動は競争が活発になることを許さなかったか
らだけである。・・・エネルギー市場において我々が処理してきた、且つ処理し続けている
多くの事件は、ある程度で、不完全な規制体制あるいは執行体制に起因している。」1120 
「第三パッケージの提案により、我々は正しい方向へ重要な一歩を踏み出した。したが
って、結論として、私は、私が市場をよりよく機能させるため規制と競争法の両方にとっ
てそれぞれ重要な役割があることを明確にしたことを願う。我々は最初の段階から最後の
段階まで、市場の監督権を手に入れなければならない。重要なことは、規制と競争法のそ
れぞれの限界と役割を理解することである。我々の経験は、競争原理を擁護する規制が最
も有効な規制タイプであるということである。規制が競争的な市場の創出において成功す
れば、消費者にとっても競争法の執行者によっても、両方にとって心配はいらなくなる。
他方、たとえ最善に設計された規制であっても、濫用のリスクを除去することができない。
そのため、競争法の役割がまだ存在し続ける。両者のバランスをよくとるため、規制当局
と競争当局間の絶えず協調が求められる。両者の関係が分野によって異なり、且つ事前規
制と事後規制間のバランスが各市場の状況にも依存するため、両者のバランスをよりよく
とることは容易なことではない。しかし、その原則は変わらない。つまり、規制と競争法
は協力し合う場合にのみ効果的である。」1121 
このような代表的な考え方のように、欧州の場合、第三次自由化法令パッケージの実施
に伴い、事業法の規制が強化されると同時に、事業法規制の不足を補うため、競争法も積
極的に実施されてきた。欧州の場合の競争法と事業法の関係は、正に Neelie Kroes 委員の
前記の発言のように、相互に排除するものではなく、相互に補完するものである。共通の
目標の下で、その目標を達成するため、事業法であれ、競争法であれ、協力し合って適用
していく。特に、その目標に照らして、事業法による規制が不足である場合、競争法は積
極的に適用していく、ということは、欧州の実態であろう。 
                                                                                                                                                  
Hamburg, 28th April 2009 ( SPEECH/09/202, Date: 28/04/2009) 
http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=SPEECH/09/202&format=HT
ML&aged=0&language=EN&guiLanguage=en 
1119 Ibid. 
1120 Ibid. 
1121 Ibid. 
237 
 
 
3、Trinko 事件1122との比較 
 本件では、地域通信網を保有する既存事業者（incumbent LEC）である Verizon の競争
者（competitive LEC）AT&T の顧客である Trinko が、Verizon が競争者に自己の通信網
へのアクセスを提供するにあたって必要な稼働サポートシステム（OSS）の提供を遅延し
ていた又はそれを全く提供しなかったこと等を理由に、Verizon の行為が 1996 年通信法に
違反すると主張すると同時に、シャーマン法 2 条に違反するとして、クラスアクションに
より 3 倍額損害賠償請求と差止請求の訴訟を提起したのである。地裁は原告の請求を棄却
したが、高裁は地裁の判決を破棄した。しかし、最高裁は高裁の判決を覆した。本件は、
不可欠施設理論と関連する事件であると同時に、競争法と事業法の関係とも関連する事件
である。競争法と事業法の関係について、最高裁の判決において、次のようなことが述べ
られている。 
 「本件を判決するには、我々はまず、従来の反トラスト原理の適用に対して 1996（通信）
法が（もしあれば）どんな影響があるのかについて判断しなければならない。」1123 
「1996 年法 601 条(b)(1)は反トラスト法に関する但し書きで、『本法の規定又は本法に基
づく修正は、反トラスト法の適用を修正、阻害、又は代替するものではないと解されるべ
きである』と規定している。この規定は黙示的な適用免除（implied immunty）を否定し
ている。」1124 
 「不可欠施設にアクセスできないことが、当理論を適用する必要な条件である。本件で
はアクセスが存在するため、これだけで、当理論を適用する余地がなくなる。このように、
『州又は連邦の規制機関が、アクセスを強制し、また、その範囲と条件を決定する有効な
権限を有する場合、不可欠施設の主張が否定されるべきである』と主張されている。」1125 
 「一つ特に重要な点は、反競争による損害を阻止かつ救済するための規制枠組みが存在
していることである。このような枠組みが存在する場合、反トラストの執行による追加的
な競争の利益が小さくなり、且つ、反トラスト法がこのような更なる監視を考慮すること
が妥当でない。・・・本件に存在している規制の枠組みは、一定の状況において、『規制が
大きな反トラスト損害の可能性を著しく減少する』ことを示している。」1126 
 「本件における OSS 提供の問題への規制側の反応が、規制制度が如何に機能しているの
かについて一つ鮮明な例を示している。いくつの競争者（competitive LECs）が Verizon
の注文に対するサービスの不足に対して苦情を申し入れた時、FCC（連邦通信委員会）と
PSC（ニューヨークの公共サービス委員会）は応じた。FCC は、Verizon が 1996 年通信法
                                                  
1122 Verizon Communications Inc. v. Trinko LLP 124 S.Ct. 872 
1123 Ibid., p. 5 
http://www.law.cornell.edu/supct/pdf/02-682P.ZO 
1124 Ibid., p. 6 
1125 Ibid., p. 11 
1126 Ibid., p. 12 
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251 条(c)に規定される共同利用の義務違反であるとすぐ判断し、多大な制裁金を課し、か
つ、毎週報告と実施しない場合の特別な処罰という条件付きで、改善を測るための複雑な
測定方法を設定した。PSC はもっと早く Verizon の PAP（行動保証計画）の違反を認定し、
付加的金銭処罰を課し、且つ毎日報告という条件付きでの測定方法を設立した。要するに、
その体制は反トラスト機能の効果的な執行者であった。」1127 
 「反トラストの介入の非常に小さいな効果に対して、我々はここにおいて、その介入の
コストの実際的評価を考慮しなければならない。」1128 
 「過剰規制のコストに関する助言はシャーマン法 2 条適用の不必要な拡大を反対してい
る。」1129 
 「たとえ過剰規制の問題が存在しなかったとしても、我々が既に認定したように、コス
ト以上の略奪的価格設定に関し、（1996 年通信法）251 条違反の反競争的行為が、『それを
コントロールする裁判所の実際の能力を超えている。』」1130 
「反トラスト裁判所は、これらの詳細な共同利用義務の毎日の効果的な執行者でありそ
うもない。」1131 
要するに、1996 年通信法は反トラスト法の適用を排除するものではないが、通信法のき
め細かくかつ効果的な規制があった場合には、反トラスト法が介入する実益が少なく、過
剰規制となるおそれもあり、かつ得意でないため、介入すべきでないとされている。 
 本件において、不可欠施設理論についてそれが否定もされなく肯定もされなかったが、
本件行為がシャーマン法 2 条にも該当しないと次のように判決された。 
 「（不可欠施設理論との関連で）競争者に協力しない拒絶行為をシャーマン法 2 条違反と
されたリーディング・ケース、また、被告が当然ながら最大なあてにしているケースは、
Aspen Skiing 事件である。」1132 
 「本件で訴えられた取引拒絶は、Aspen Skiing 事件で認められた限定的な例外には該当
しない。・・・注目された両事件の最大の違いは価格設定行為である。Aspen Skiing 事件1133
において、被告が小売価格での販売要請さえを拒否したため、今後独占的な小売価格が高
くなるだろうと推定することができる。Verizon の通信法 251 条(c)(3)に規定され得られる
コストベースの報酬料金での連係への抵抗は、独占の企図があり得ない。」1134 
 競争法と事業法の関係と関連する前記欧州の事件、特に、分野調査の結果を追って委員
                                                  
1127 Ibid., p. 14 
1128 Ibid. 
1129 Ibid. 
1130 Ibid., p. 15 
1131 Ibid., p. 16 
1132 Ibid., p. 8 
1133 岡田外司博、「判例評釈：Aspen Skiing Co.v. Aspen Highlands Skiing Corp., 472 
U.S.585, 105 S.Ct.2847 (1985)」アメリカ法 1988(1), pp. 197-206 を参照されたい。 
1134 Verizon Communications Inc. v. Trinko LLP 124 S.Ct. 872, pp. 9, 10 
http://www.law.cornell.edu/supct/pdf/02-682P.ZO 
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会に処理された一連の事件を Trinko 事件と比較すると、欧州と米国の以下のような違いが
あると考えられる。 
 ①反トラスト法の介入に対し積極的でない米国に対し、欧州は競争法の介入に対し積極
的である。米国最高裁の Trinko 事件判決は、反トラスト法の適用に際して事業法の適用が
優先という事業法の「消尽（exhaustion）」ルールを示したと指摘されている1135。そして、
欧州の傾向を反 Trinko（reverse Trinko）とされる1136。このような違いの主な原因は、米
国の場合、事業法規制がきめ細かく成熟した段階に達し、効果的な規制が期待でき、反ト
ラスト法に対し優位を獲得しているのに対して、欧州の場合、事業法の規制が前記のよう
に不足しており、効果的な規制が期待できなかったことにあると思われる。そのほか、米
国の場合、3 倍額損害賠償請求制度があることも一因であると考えられる1137。 
 ②事業法の適用が競争法の適用を排除しない点で、欧米が一致しているが、さらに欧州
の場合、前記 2010 年の Deutsche Telekom AG 事件判決が示したように、競争法は、事業
法が事業者の競争を排除、制限し、又は歪める行為を阻止することができないあるいは阻
止していない限り、如何なる場合でも（in any case）規制することができる。当事件にお
いて、上流市場の通信回線網へのアクセス卸売料金と下流市場の ADSL 以外の通信サービ
スパッケージ料金に対し、加盟国の規制機関による事前認可があったにもかかわらず、
EC82 条が適用された。欧州においてこのようなことができる主な原因は、反トラスト法と
通信法がともに連邦法である米国と異なって、欧州の競争法が一次法で事業法が二次法で
あることにあると思われる。 
 ③Trinko 事件において、価格等の取引条件に関する規制、技術などによる複雑な判断を
要する専門領域に関する規制、また事後監督等日常的に変化しているものに関する規制に
おいて、反トラスト法裁判所が向かない（ill-suited）と指摘されている1138が、欧州の場合、
そのような理由で競争法の規制が回避されているようなケースはなかったようである。逆
に、前記分野調査の結果を追って処理された前記一連の事件において、例えば、長期供給
契約に関する 2007 年の Distrigas 事件1139と 2010 年の EDF 事件1140、主として長期輸送契
約に関する 2009 年の RWE 事件1141、2010 年の ENI 事件1142、2009 年の GDF Suez 事件1143
                                                  
1135 Michael D. Diathesopoulos, “Competition Law and Sector Specific Rules in 
European Energy Sector: A Comparison to Trinko, Recent Commission’s Antitrust 
Decisions and a Look to the Future”, July 14, 2010, p. 3 
http://papers.ssrn.com/sol3/papers.cfm?abstract_id=1639926 
1136 Ibid., p. 7 
1137 越知保見「規制産業における支配的事業者の排除型行為の規制とその立証負担」、土田
和博＝須網隆夫編著『政府規制と経済法』（日本評論社、2006 年）299 頁。 
1138 Supra note, Trinko case, pp. 8, 15 
http://www.law.cornell.edu/supct/pdf/02-682P.ZO 
1139 Case COMP/B-1/37966 
1140 Case COMP/39.386 
1141 Case COMP/39.402 
1142 Case COMP/39.315 
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と 2010 年の E.ON 事件1144において、数量等の具体的な取引条件に関する規制もあった。
さらに、これらの事件において、事業者のコミットメントの実施を監督するため、独立し
た受託機関（independent trustee）がそれぞれ指定された。実施を監督するため独立した
第三機関を指定するという欧州の実践も特徴的であろう。他方、競争法が限界なく積極的
に適用されていることに対し、正しいとは限らないが異なる見解も見られる1145。例えば、
事業法が競争以外の政策目標をもち、競争法が投資の保護、市場の設計などの長期的目標
の代わりに、公平な競争を維持する等の短期的な目標を重視しがちであると指摘されてい
る1146。 
 
 
第 11 章  中国に与える示唆 
第 1 節 開放規制について 
一、事業法において 
本稿第 4 章第 1 節において既述のように、中国において現段階では事業法分野で不可欠
施設の開放に関する規定はない。他方、関連規定のある制定中の「エネルギー法」は、現
段階ではまだ成立の目処が立っていない1147。検討の対象となるものが、既述の 2007 年 12
月 4 日に公表された「エネルギー法」草案1148であることには変わりがない。同草案におい
て、分離規制に関する実体法規定は、48 条で、手続法規定は、53 条と 127 条である。検討
の便宜上、繰り返しになるが、以下において 48 条と 53 条の条文規定を再引用する。 
「第四十八条『エネルギー輸送パイプライン網施設開放』 
エネルギー輸送パイプライン網施設は資格のあるエネルギーユーザー及び取引主体に開
放しなければならならず、エネルギー輸送パイプライン網施設を経営する企業は法に従っ
て公平で、差別のないアクセスの受け入れ及び輸送サービスを提供しなければならない。 
エネルギー輸送パイプライン網につなぐ施設は、国あるいは業界の関連技術標準に合
致しなければならない。」 
「第五十三条『エネルギー自然独占分野の規制』 
国務院エネルギー主管部門は他の関連部門と共同で法に従って自然独占性を有する電力、
石油、ガス等のエネルギー輸送パイプライン網の公平な開放、ユニバーサルサービス、消
                                                                                                                                                  
1143 Case COMP/39.316 
1144 Case COMP/39.317 
1145 Michael D. Diathesopoulos, “Third Party Access and Refusal to Deal: How Sector 
Regulation and Competition Law Meet Each Other”, Dec. 29, 2010, p. 41 
http://papers.ssrn.com/sol3/papers.cfm?abstract_id=1732210 
1146 Ibid. 
1147 吴钟瑚「能源法的尴尬 如何破局」能源评论 2011 年 12 期 28 页。 
http://www.indaa.com.cn/zz/nypl/201112/201112/P020111215514961493670.pdf 
1148 同前掲注、「中华人民共和国能源法(征求意见稿)」（2007 年 12 月 4 日公表）  
http://www.law-lib.com/fzdt/newshtml/20/20071204085749.htm 
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費者権益の保護等に対して専門的な規制を行う。具体的な方法は国務院によって制定する。」 
 53 条により今後国務院がどんな具体的な方法を制定するのかが分からないが、少なくと
も 48 条のような規定だけでは、三つの問題があると考えられる。 
 一つ目の問題は、適用対象が過少であるという問題である。48 条により、開放義務のあ
る対象施設は、上流分野のパイプラインを含むかどうか不明であるが、明確となっている
のが卸売輸送と小売輸送のパイプライン網のみである。これに対して、欧州の 2009 年ガス
指令において、開放義務のある対象施設は、卸売輸送小売輸送パイプライン網（32 条）の
ほか、上流分野のパイプライン（34 条）1149、LNG 基地（32 条）である。そのほか、貯蔵
施設、ラインパック1150、付随サービス1151に対し、規制型と交渉型という二つ類型の開放義
務が設けられている。そのうち、LNG 基地と貯蔵施設に開放義務を課す理由説明について、
第三自由化法令パッケージ提案説明において、それぞれ次のように説明されている。まず、
LNG について、「欧州にとってガス供給における LNG の役割は益々重要となり、かつ LNG
基地における多くの投資が計画されている又は行われている。そのため、LNG 基地へのア
クセスに関する明白な規定が必要である。規制機関はその必要性を認めてきた。そのほか、
ERGEGはLNG基地の第三者アクセスに関する共通のルールを定めることを目的とするガ
イドラインも制定した」1152。それから、貯蔵施設について、「域内ガス市場に関する現行指
令は、顧客への供給を可能するには貯蔵施設が不可欠施設である場合、施設の運営者が第
三者にアクセスを提供しなければならない。加盟国は、規制機関によって定められた条件
を通じて、又は義務のある貯蔵系統運営者がアクセス条件について顧客と交渉することに
よって、これらの貯蔵施設へのアクセスを確保するための選択肢がある。指令において要
求されることは原則に留まり、規制の枠組みの決定において、加盟国に大きな自由度を与
えている」1153。 
 以上のように、上流パイプライン、LNG 基地、貯蔵施設、ラインパック、付随サービス
について、不可欠施設になる場合もあるし、そうでない場合もある。これらの施設に対し、
欧州において、以上のような貯蔵施設貯蔵施設等に対し、交渉型開放義務と規制型開放義
務という選択肢を設けるほか、もう一つのやり方は、後に説明する適用免除のやり方であ
る。例えば、LNG 基地の場合、貯蔵施設のような選択肢が指令において設けられていない
                                                  
1149 上流分野のパイプラインというのは、生産施設の一部で、例えば井戸から処理工場まで
のパイプラインがその対象である（2009 年ガス指令 2 条 2 項定義）。 
1150 卸売輸送と小売輸送パイプライン網において圧縮されているガスである（同指令 2 条
15 項定義）。 
1151 卸売・小売輸送パイプライン網、LNG 基地あるいは貯蔵施設の運営及びこれらの施設
へのアクセスに必要なサービスで、負荷バランシング、混合、惰性気体の注入を含む（同
指令 2 条 14 項定義）。 
1152 European Commission, Proposal for a Directive of the European Parliament and of 
the Council amending Directive 2003/55/EC concerning common rules for the internal 
market in natural gas, Brussels, 19.9.2007, COM(2007) 529 final, p. 17 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2007:0529:FIN:EN:PDF 
1153 Ibid., p. 16 
242 
 
が、適用免除によって、開放義務を免除することができる。ただ、適用免除の場合、期間
の制限があるため、適用免除期間が終了したら、また開放義務が課される。この点におい
て、交渉型開放義務を設定するやり方と異なるところがある。したがって、実際の状況に
応じて適切に規定する必要がある。しかし、「エネルギー法」草案において、このような規
定が全く設けられていない。そのため、不可欠施設に該当される場合には、過少規制とな
り、「不十分な自由化」となりかねない。 
 二つ目の問題は、合理的な理由でアクセスを拒絶できる場合の規定がない問題である。
48 条の規定に従えば、不可欠施設を保有する事業者が、例えば利用可能な容量が不足して
いる場合、テーク・オア・ペイ契約を遂行する場合等の合理的な理由がある場合に、第三
者からのアクセスの拒絶もできないことになりそうである。これに対して、欧州の場合、
前記のように、このように規定されている。 
「第 35 条 アクセスの拒否 
1、天然ガス事業者は、輸送容量が不足している場合、又は系統へのアクセスが 3 条 2 項
の規定により割り当てられた公共サービス任務の遂行に支障をきたす場合、又は 48 条に規
定される基準と手続、及び同条 1 項に従って各加盟国が選ばれた別の方法に従ったテーク・
オア・ペイ契約の執行に重大な経済と財務上の困難がある場合、系統へのアクセスを拒否
することができる。すべてこのような拒否には十分に立証される理由が必要である。 
2、各加盟国は、輸送容量の不足又は連係パイプラインの不足を理由に系統へのアクセス
を拒否した天然ガス事業者が、経済的に成り立つ限り、又は潜在的な顧客が支払う意欲が
ある場合、必要な増強を行うことを、確保するため必要な措置を講じることができる。各
加盟国が 4 条 4 項1154を適用している場合、各加盟国はこのような措置を講じなければなら
ない。」 
 言及すべきことは、この 35 条 2 項の規定である。つまり、同項の規定により、不可欠施
設を保有する事業者が、第三者に利用可能な容量が不足しているからと言ってそのアクセ
スを拒絶するだけでは済まないことである。加盟国は、同事業者に容量の増加をさせる方
策を講じなければならない。 
 三つ目の問題は、適用免除規定がない問題である。適用免除規定がないと、既に述べた
ことで、例外なく施設を開放させ、場合によって、競争基盤としてのハード面の整備ある
いはインフラの投資に悪影響を及ぼし、ハード面の整備に「過少投資」となりかねない。
この場合に、ソフト面の整備とハード面の整備とのバランスが取れなくなり、「行過ぎた自
由化」となる。したがって、本稿の視点から、前記第四十八条あるいは国務院の規定にお
いて適用免除規定を設けるべきであると考える。 
適用免除規定について、前述した欧州の規定から中国にとって参考となるものが多いと
思われる。特に以下の点において強調しておきたい。 
①適用免除の類型。既述のように、2009 年ガス指令において、新規インフラ（new 
                                                  
1154 小売輸送分野における二重道管規制。 
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infrastructure）（36 条）、テーク・オア・ペイ契約（take-or-pay commitment）（48 条）
及び新興と孤立市場（emergent and isolated market）（49 条）という三つの場合の適用免
除規定が設けられている。そのうち、投資の保護、インフラの整備を促進するための適用
免除は、新規インフラ及び新興と孤立市場の中の特定新興地域（geograghically limited 
area）の二つの場合である。 
②適用免除の要件。新規インフラの場合、36 条 1 項において、以下のように五つの条件
が設けされている。 
「（a）当該投資は、ガスの供給において競争を促進し、かつ供給の安定を強化するもの
でなければならない； 
（b）当該投資に伴うリスクのレベルは、適用免除が認められない限り、当該投資が行わ
れないだろうという程度でなければならない； 
（c）当該インフラは、系統の中に当該インフラが建設される予定のその系統の運営者か
ら少なくとも法人レベルの分離をしている自然人又は法人に所有されなければならない； 
（d）利用料金は当該インフラのユーザーのみに課すものでなければならない；かつ 
（e）当該適用免除は、域内天然ガス市場の競争若しくは有効な機能、又は当該インフラ
と連係し規制を受けている系統の有効な機能を阻害することがあってはならない。」 
特定新興地域の場合、49 条 5 項において、以下のように述べられている。 
「委員会は、特に、以下の基準を照らして、4 項に規定される例外を認めることができる。 
――インフラ投資の必要性、それは競争的な市場環境では運営すると経済的には成り立
たないもので、 
――必要な投資の規模と回収期間の見通し、 
――関係地域におけるガス系統の規模と成熟度、 
――関係ガス市場に対する見通し、 
――関係地域あるいは地区の地理的な大きさと特性、及び社会経済と人口ファクター。 
小売輸送インフラ以外のガスインフラに関して、当該地域においてガスインフラがまだ
建設されていない場合、又は、ガスインフラが建設されてから 10 年を満たさない場合にの
み、例外が認められることができる。この一時的な例外はこの地域において最初のガスが
供給されてから 10 年を超えてはならない。 
小売輸送インフラに関しては、例外は当該地域において当該インフラを通じてガスが最
初に供給された時から 20 年を超えない期間において認められることができる。」 
③新規インフラ投資に対する一般政策。2003 年ガス指令 22 条における同規定に関する
ガイドラインではあるが、適用免除の実体法規定において 2009 年ガス指令においても変更
がないため、今後とも参考となると思われる。同ガイドラインにより、以下のようなこと
が述べられている。 
(a)、新規インフラは域内エネルギー市場の完成にとって、また有効な競争を確保するに
は、絶対必要である。ガス指令は、系統の長期的な輸送能力を確保するため、卸売輸送に
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対する合理的な需要に応じて必要な投資をすることを、卸売輸送系統運営者（TSO）に義
務を付けている。必要な投資は、コストが規制料金によって回収される限り、TSO によっ
て実現されるはずである。規制機関は、このような投資を促進するためインセンティブ料
金と適切な経済的なシグナルを提供しなければならない。 
(b)、適用免除は、それがなければ当該投資が発生しないだろうというレベルのリスクを
伴う投資を促進するために設計されたものである。 
(c)、適用免除を審査するに当たって、各加盟国の規制機関は、一方では、インフラ投資
を促進しなければならないし、他方において、エネルギー市場自由化の重要な原則の一つ
であるインフラへの公正で非差別的なアクセスを通じる競争をも確保しなければならない
し、この二つの目的のバランスをとることが必要である。 
(d)、したがって、各加盟国の規制機関は、新規インフラの適用免除をケース・バイ・ケ
ースで審査しなければならない。各加盟国の規制機関は、個別の適用免除が競争、供給の
安定と域内市場の機能に対する影響を具体的に審査しなければならない。各加盟国の規制
機関は、適用免除がなく規制を受けているインフラと適用免除されているインフラとの間
の競争の歪みをもたらすことのないように配慮しなければならない。 
(e)、すべての適用免除は、ガス指令の 22 条に規定されている条件に順守しなければなら
ない。その順守は累積的なもので、相殺するものであり得ない。しかし、規制機関は、ガ
ス指令 22 条の規定を順守するため、当該プロジェクトに条件を付け加えることを決定する
ことができる。 
(f)、適用免除の決定は、すべての義務をカバーする（全面適用免除）必要がなく、一部
の義務に限定する（部分適用免除）ことができる。また、適用免除は、インフラ投資の全
体能力の一定のシェアに限定されることができる。 
(h)、部分適用免除は、二種類がある。一つは、インフラの一部に限定する適用免除であ
る。この場合、一部の容量だけは第三者アクセス（TPA）の規制から免除されるが、ほかの
容量は TPA の規制を受ける。例えば 2005 年のイタリアの LNG 基地 Rovigo と Brindisi
は適用免除を受けているのが全容量の 80%である。例えば、往路だけは適用免除を受ける
が、帰路あるいは逆流は受けないやり方もある。2005 年の BBL はその例である。オラン
ダからイギリスへの往路には適用が免除されているが、イギリスからオランダへの帰路に
は適用が免除されていない。もう一つは、例えば、TPA の規制を免除しないが、料金ある
いは料金設定の方法の規制を免除するやり方である。 
(i)、適用免除は、規制を受ける第三者アクセス（TPA）一般原則の例外である。このよう
な例外は投資を実現するために厳重に必要なものに限定しなければならないし、且つ適用
免除の範囲はバランスのとれたものでなければならない。 
④適用免除となる新規インフラの範囲。その範囲は、重要な新規インフラに限られる。
即ち、連係パイプライン、LNG 及び貯蔵施設である。そのほか、36 条 2 項において、既存
インフラ容量の顕著な増強及び新しいガス供給源の開発を可能にするインフラの改造も適
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用対象であるとされている。 
⑤安定供給における LNG の役割。前記ガイドラインにより、LNG が一般的には輸入先
の選択範囲が広いため、供給の安定に対する貢献度が高い。 
⑥支配的事業者に容量の制限（capacity cap）。支配的な事業者が適用免除の直接的な受
益者である場合、あるいは直接な受益者から容量の重要な部分を予約することによって間
接的な受益者となる場合、当該市場に参入するためあるいは市場地位を拡大するための非
支配的な競争者に顕著に増大される機会を与えることである。これは通常、当該インフラ
の容量を配分する適用免除受益者の自由裁量権を制限することである。つまり、自由裁量
できる容量に制限（capacity cap）をかけることにって、支配的事業者の市場力を弱める。
例えば、オランダの LNG 基地 Gate のケースにおいて、規制機関はプロジェクトの興行主
が当該ガス市場において支配的地位を有するどんな事業者にも主要な容量の最大 50%まで
だけを配分することを求めた。また、Nabucco ガスパイプラインのケースにおいて、委員
会は一つ又はそれ以上の関連のある上流ガス市場あるいは下流ガス市場を支配しているど
んな事業者にも、パイプラインのオーストラリア部分の全容量の最大 50%までだけが配分
されることを求めた。一定の柔軟性を与えるために、パイプラインの拡大を阻止する第三
者による関心が不足している場合、50%のキャップが超えられることができる。しかし、こ
の場合、50%のキャップを超えたガスの分は、公開で、透明かつ非差別的な手続で市場に販
売されなければならないとされた。 
⑦use-it-or-lose-it ルール。長期容量契約に対する適用免除の場合、この場合に、競争と
供給の安定が強化されることを確保するため、このような契約の閉鎖効果を減少する必要
があり、特に、自分が使わなければ他人が使うという use-it-or-lose-it ルールを適用し、ま
た、二次市場において容量の取引を促進する必要があるとされる。 
 
二、競争法において 
中国の反壟断法において、既述のように、同法第 6 条、7 条、17 条と 47 条の規定により、
また、同法執行機関の一つである工商管理総局が 2011 年 1 月 7 日に公表し同年 2 月 1 日よ
り施行された「工商行政管理機関が市場支配的地位の濫用行為の禁止に関する規定」11554
条と 14 条の規定により、不可欠施設の開放に関する規制の展開が可能であることが既述の
通りである。つまり、不可欠施設を持つ事業者が、正当な理由がなく、不可欠施設の開放
を拒絶した場合、当該行為は、反壟断法 6 条もしくは 7 条、又は 17 条 1 項の 1 号、3 号、
7 号のいずれの規定に違反し、反壟断法執行機関は、同法 47 条の規定により、当該行為を
中止することを命じること、あるいは当該施設を開放させることを命じることに相当する
ことができる。 
反壟断法において、「正当な理由」について具体的な説明がない。前記全人代常務委員会
                                                  
1155 「工商行政管理机关禁止滥用市场支配地位行为的规定」（2011 年 2 月 1 日より施行） 
http://www.saic.gov.cn/fldyfbzdjz/zcfg/zcfg/201101/t20110107_103379.html 
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の立法解釈においても具体的な説明がない。前記国家工商行政管理総局が制定した規定に
より、正当化理由に相当されるものは、既述のように、次のように説明されている。「前項
（五）号を認定するに当たって」、①「別途に当該施設を投資し建設する可能性」、②「取
引相手が生産経営活動を効果的に行うために当該施設に依存する程度」、③「当該事業者が
当該施設を提供する可能性」及び④「それによって自己の生産経営活動に対する影響」「等
のファクターを総合的に考慮しなければならない」。本稿の関心事であるハード面面での競
争基盤の整備にどういう影響を及ぼすかという点についてはこの「正当な理由」において
考慮されていないようである。本稿の視点から、「正当な理由」において、前記①－④以外
に、⑤「施設への投資、インフラの整備に対する影響」という内容が追加されるべきであ
ることは、既述の通りである。 
これに対して、欧州において、既述のように、2009 年 2 月 9 日欧州委員会が公表した
EC82 条（TFEU102 条）に関する運用ガイダンス1156により、不可欠施設へのアクセス拒
絶が 102 条の規制対象であることが明白にされている（パラグラフ 78）。かつ、同ガイダ
ンスにおいて、既述のように、当該拒絶を構成する三つの要件が次のように明記されてい
る。 
「―当該拒絶は下流市場において有効に競争するため明かに必要な製品又はサービスと
関連し、 
 ―当該拒絶は下流市場における有効な競争の減殺をもたらすおそれがあり、 
 ―当該拒絶は消費者に損害を与えるおそれがある。」（パラグラフ 81） 
実際の運用において、既述のように、欧州委員会は、不可欠施設理論を積極的に展開し
ている。 
欧州委員会が不可欠施設理論を積極的展開する一つ大きな理由は、既述のように、域内
エネルギー市場の形成を促進するためである。域内エネルギー市場の形成が、欧州におい
て極めて重要な位置付けを与えられている。その重要性について、欧州エネルギー政策に
関し、既に述べたように、大変重要な意義を有する政策文書である「欧州のためのエネル
ギー政策」において、次のように述べられている。 
「3.1. 域内エネルギー市場 
真正な域内エネルギー市場は、欧州エネルギーが直面する以下の三つの挑戦に対処する
ため最も根幹的なものである。 
競争力：競争的な市場は、市民の支出と事業者のコストを削減し、エネルギー効率と投
資を刺激する。 
持続性：競争的な市場は、排出権取引制度が適切に機能するのを含む経済的手段の効果
                                                  
1156 European Commission, “Guidance on its enforcement priorities in applying Article 
82 (EC) to abusive exclusionary conduct by dominant undertakings”, OJ C 45, 24.2.2009, 
pp. 7-20, pp. 12, 18 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:C:2009:045:0007:0020:EN:P
DF 
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的な運用に対し極めて重要である。また、卸売輸送系統運営者に、再生可能エネルギー、
熱電併給ミクロ発電を系統へのつなぎを促進すること、イノベーションを刺激すること及
び小規模事業者と個人が非在来型のエネルギー供給を開発するのを促すことにおいて興味
を持たせる。 
供給の安定：有効に機能し且つ競争的な域内エネルギー市場は、安定の供給と公共サー
ビス水準の向上という視点から、大きな役割を果たせる。電力とガス事業の競争的部門か
らネットワークの有効的な分離は、事業者に、新規インフラ、相互連係パイプライン及び
新規発電能力への本当の投資インセンティブをもたらし、それによって停電と不必要な価
格の上昇を防ぐことができる。」1157 
また、前記文書と同時に公表された「域内ガスと電力市場の展望」という文書の最後の
結論の部分において、域内エネルギー市場に対し次のように述べられている。 
「委員会の観点では、競争的で統合された市場が、欧州にとって安定かつ持続性のある
エネルギーの将来を実現できる唯一の道である。この 5 億の消費者によって構成される一
体的な電力とガス市場において、すべての市場参加者は同一の競争と規制枠組みに従って
活動する。」1158 
以上のように、欧州において域内エネルギー市場に対する重要な位置付けは、中国にと
って大変大きな参考価値のあるものである。開放規制を代表とし自由化を促進するための
市場の基盤であるソフト面の整備と、インフラの整備を内容とし市場の基盤であるハード
面の整備という両方から、中国国全体の統一的なガス市場を形成させることは、中国にお
いても欧州と同様にある前記三つの問題を統一的な市場の形成を通じて一体的に解決する
には、必要でかつ大変重要なことである。統一的エネルギー市場の重要性に対し、特に統
一的市場と、競争力、持続性及び供給の安定との内在関係を十分に理解することは一番重
要である。自由化は安定供給とは矛盾するものではなく、むしろ自由化を通じて、国内統
一的な市場の形成によって、安定供給が強化されるのである。自由化の内容を含んでいる
中国「エネルギー法」の制定がなかなか進まない原因の一つは、一部の関係者がエネルギ
ー安定供給の問題を理由に、市場の自由化、市場の開放を反対しているからであるようで
ある1159。 
 
                                                  
1157 European Commission, “An energy policy for Europe”, Communication from the 
Commission to the European Council and the European Parliament, Brussels, 
10.1.2007, COM (2007) 1 final, p. 6 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2007:0001:FIN:EN:PDF 
1158 European Commission, Communication from the Commission to the Council and 
the European Parliament - Prospects for the internal gas and electricity market, 
Brussels, 10.1.2007, COM(2006) 841 final, p. 22 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2006:0841:FIN:EN:PDF 
1159 「《能源法》今年将上国务院常务会审议」（财经网、2010 年 02 月 09 日） 
http://www.caijing.com.cn/2010-02-09/110375049.html 
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第 2 節 分離規制について 
一、事業法において 
本稿第 4 章第 1 節において既述のように、中国において、現行規制では、分離に関する
規定はない。また前記「エネルギー法」草案においても分離規定はない。中国は分離規制
に対し開放規制より慎重であることがある程度読み取ることができる。しかし、これは、
欧州の経験から見ると、後に説明するが、間違った考え方である。 
これに対し、欧州において、既述のように、2009 年ガス指令において、会計分離、機能
分離、法人分離、所有分離等という各レベルの分離形態、特に卸売輸送系統に対し完全所
有分離（FOU）モデル（9 条）、独立系統運営者（ISO）モデル（15 条）、独立卸売輸送運
営者（ITO）モデル（17 条）という三つの分離モデルが、加盟国、施設対象、時間によっ
てそれぞれ適用されている。そのほか、適用免除規定（同 36 条、26 条 4 項、48 条、49 条）
も設けられている。中国にとって参考となるものは少なくとも以下の 4 点である。 
①過渡的措置を設ける。所有分離を実施するには、施設を所有する事業者から大きな抵
抗があることは想像できる。これは 2009 年ガス指令の制定においても反映されている。前
にも述べたように、同指令の法案が提出された当初、委員会が卸売輸送系統に対し完全所
有分離（FOU）と独立系統運営者（ISO）との二つのモデルしか提案しなかったが、理事
会審議の段階でドイツとフランスをはじめ 8 の加盟国が反対したため、従来の法的分離と
似ている独立卸売輸送運営者（ITO）という比較的に緩い第三のモデルが追加された。その
結果、2009 年ガス指令において、卸売輸送系統の分離に関して、前記三つのモデルが選べ
られることになった。ただし、同指令において、既述のように、モデルの選べるための前
提条件が設けられている。つまり、ISO と ITO モデルは、2009 年ガス指令が発効した日、
即ち 2009 年 9 月 3 日に、垂直統合事業者に属していた TSO のみが選択できる。新規卸売
輸送系統については、その時にまだ存在しなかったので、所有分離となる。中国にとって
は、欧州のようにいくつのモデルを設ける必要があるかどうかについては、後で検討する
か、既存インフラに対して、過度措置として、モデル間の選択のほか、卸売輸送系統に対
し所有分離、小売輸送系統、LNG 基地、貯蔵施設に対し法人分離を一律に適用した上で、
期間限定の適用免除規定を設ける方法も考えられる。そして、新規インフラに対して同様
である。つまり、新規卸売輸送系統に対し所有分離、新規の小売輸送系統・LNG 基地・貯
蔵施設に対し法人分離を一律適用した上で、期間限定の適用免除規定を設ける。 
②すべての卸売輸送系統に対し所有分離を実施する。その理由について、まず、法人分
離と機能分離の問題点について、第三次自由化法令パッケージ法案説明において次のよう
に述べられている。 
「いくつの加盟国において、法人分離と機能分離は競争的な電力とガス市場の形成にお
いて積極的な貢献をしてきた。しかし、これまでの経験は、卸売輸送系統運営者が垂直統
合企業の中の一法人である場合、次の三つの問題が生じることを示している。 
第一に、卸売輸送系統運営者が競合他社より自分の関連企業を優遇するかもしれない。
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実際には、統合事業者は自分のネットワーク施設を利用して競争者にとって参入をもっと
困難にすることがある。その根本的な原因は、法人的と機能的分離が統合事業者内部の利
益の矛盾の問題を解決していないからである。というのは、ネットワーク運営部門が競争
者に非差別的なアクセスを提供しなければならないが、他方では、供給と生産部門が自分
の販売と市場シェアを最大化しようとしている、ということである。統合事業者の内部に
ある卸売輸送系統運営者の独立性を、過大な負担となり煩わしい規制がなければ監督する
のが不可能であるため、この内在的な利益の矛盾は規制手段によって解決されるのがほと
んど不可能である。 
第二に、現行の分離規制（法人分離と機能分離）の下では、卸売輸送系統運営者が商業
秘密情報を統合事業者の生産又は供給部門に流用することを防ぐ有効な手段がないため、
情報への非差別的なアクセスは保証されることができない。」 
第三に、統合事業者内部の投資インセンティブが歪曲される。垂直的に統合されている
ネットワーク運営者は、生産又は供給分野において新規参入を助けることとなるため、市
場の全体の利益の中でネットワークを発展させるインセンティブがない。逆に、競争者に
有益となり、既存事業者の『本拠市場（home market）』に新しい競争をもたらす場合、既
存事業者は新規投資を制限する内在的なインセンティブを有する。したがって、垂直統合
事業者による投資決定は供給事業者のニーズから見て偏っている。垂直統合事業者は、自
分の本拠市場における競争を激化することとなる連係パイプライン、又はガス輸入能力の
増加を拒否する強い傾向にある。これは、域内市場の形成に有害である。 
要するに、垂直統合事業者は、新しいネットワークへの過少投資（このような投資が、
競争者を助け、自分の本拠市場の競争を激化するだろうと恐れるから）と、ネットワーク
へのアクセスを提供するにあたって、可能な場合、自分の販売部門への優遇、という二つ
の内在的なインセンティブを有する。このことは、EU の競争力、供給の安定及び、気候変
動と環境に関する目標の達成に損害を与える。 
近年の投資数字は、垂直統合事業者が、完全所有分離事業者より、例えば、国境を跨る
連係パイプラインの混雑による料金収入から新規連係パイプラインへの再投資が明らかに
少ないことを示している。有効な分離は、典型的に垂直統合されている卸売輸送系統運営
者の歪んだ投資インセンティブを無くした。これは供給の安定の向上に貢献している。委
員会は、卸売輸送系統運営者の有効な分離が TSO 投資活動を促進するという立場をとって
きた。」1160 
それから、所有分離モデルのメリットについて、前記分野調査最終報告において、次の
ように述べられている。 
「経済上の証拠は、エネルギーユーザーの選択を確保し、投資を促進するには、完全所
                                                  
1160 European Commission, Proposal for a Directive of the European Parliament and of 
the Council amending Directive 2003/55/EC concerning common rules for the internal 
market in natural gas, Brussels, 19.9.2007, COM(2007) 529 final, pp. 4, 5 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2007:0529:FIN:EN:PDF 
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有分離が最も有効な手段であることを示している。これは、分離されたネットワーク事業
者が、投資決定に関し生産又は供給との利益の重なりによって影響されないからである。
完全所有分離は、過剰できめ細かくかつ複雑な規制及び不均衡な管理上の負担を避けるこ
ともできる。ISO モデルは、ある程度現状を改善することができるだろうが、もっと詳細
で規範的なコストのかかる規制が必要であるし、ネットワークへの投資インセンティブを
阻害する要因を取り除くには非効率的であろう。 
さらに、公開意見募集において、垂直統合に関連する顕著な相乗効果は何も示されてい
ない。実際に、所有分離が実施されている場合、ネットワーク事業と供給（又は生産）事
業の両方の活動が分離後も活発であることが実証されている。」1161 
以上において示されたように、所有分離規制なしでの開放規制のみでは、その内在の利
益の矛盾が解決されない限り、インフラ投資に対する逆効果が生じうる。例えば、前記 2010
年 ENI 事件1162において、委員会のコミットメント決定において、既述のように、ENI の
過少投資行為に対し次のように述べられている。 
「ENI の輸送能力を強化する決定は、主に新規契約による自分の需要、及びガスの供給
をタイトのままにする目的に基づいたもので、第三者の請求を受けて容量の増強を考慮せ
ず、そのための増強をするとしてもしぶしぶ、これを行った。」1163 
「ENI の戦略的な投資の制限は、全体の利益を最大化にするため、卸売輸送分野の利益
を犠牲にして下流市場の利益を確保することを意味している。卸売輸送パイプラインの運
営者として自分のパイプラインで『独立した第三者』のガスをもっと卸売輸送することに
よって得られる追加的な利益を追求するインセンティブは、ENI にとって、イタリア卸売
市場の顧客へのガスの販売における ENI の利益に対するマイナスなインパクトに大きく超
えられた。」1164 
「ENI は、イタリアへのガスを輸入するガス卸売輸送インフラを支配している垂直統合
された支配的な会社として、第三者の容量へのアクセスを究極的に制限し、それによって、
下流市場における競争と低価格を妨害するため、意図的に容量拡大を回避する戦略に着手
したのかもしれない。」1165 
③適用免除を設ける。前記①の過渡的措置を実施する場合でも、②のすべての卸売輸送
                                                  
1161 European Commission Communication from the Commission - Inquiry pursuant to 
Article 17 of Regulation (EC) No 1/2003 into the European gas and electricity sectors 
(Final Report), Brussels, 10.1.2007, COM(2006) 851 final, p. 12 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2006:0851:FIN:EN:PDF 
1162 Case COMP/39.315 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39315 
1163 COMMISSION DECISION of relating to a proceeding under Article 102 of the 
Treaty on the Functioning of the European Union (‘TFEU’) and Article 54 of the EEA 
Agreement (Case COMP/39.315 – ENI), para. 57 
http://ec.europa.eu/competition/antitrust/cases/dec_docs/39315/39315_3019_9.pdf 
1164 Ibid., para. 59 
1165 Ibid., para. 60 
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系統に対し所有分離を実施する場合でも、投資の保護、投資リスクの回避、インフラ投資
の促進という観点から、適用免除が必要な場合がある。適用免除の要件については、前記
新規インフラと特定新興地域の場合の開放規制に対する適用免除の要件が参考となる。 
④会計分離を最低限規制とする。つまり、会計分離は適用免除の対象外である。 
 
二、競争法において 
欧州の場合、既述のように、競争法実施規則である理事会規則(EC)No1/2003 の 7 条にお
いて、行動措置とともに構造的救済措置を課すことができることが明記されている。委員
会に分離規制が課された実際の例もあった。例えば、前記のガス関連の 2009 年 RWE 事件
1166と 2010 年 ENI 事件1167、電力関連の 2008 年 E.ON 事件1168と 2010 年 Svenska 事件1169
があった。 
これに対し、中国の場合、不可欠施設を保有する事業者が、正当な理由がなく、不可欠
施設の開放を拒絶した場合、当該行為は、反壟断法 6 条もしくは 7 条、又は 17 条 1 項の 1
号、3 号、7 号のいずれの市場支配的地位の濫用禁止規定に違反し、反壟断法執行機関は、
同法 47 条の規定により、当該濫用行為を中止することを命じること、あるいは当該施設を
開放させることを命じることに相当することができる。これは、前記事業法の場合の開放
規制において既述した通りであるが、反壟断法執行機関は当該施設を他の事業部門から所
有分離、法人分離等の分離をさせる構造措置を命じることができない。第 4 章第 2 節にお
いて既述のように、反壟断法において、構造措置は、違法な事業者集中のみに命じられる
処罰措置で、その他の違法行為に対しては適用できない。このように、反壟断法において、
分離規制ができず、開放規制のみが可能であるため、前記のように、分離規制がなく、開
放規制のみでは、垂直統合事業者の内在の利益の矛盾が有効に解決されないため、インフ
ラ投資に対する逆効果が生じうる。このような逆効果を防ぎ、インフラの整備を促進する
ため、既に述べたように、反壟断法も分離規制ができるように法の改正が必要である。つ
まり、同法の罰則規定である 47 条の条文規定（「事業者が本法の規定に違反し、市場の支
配的地位を濫用した場合、反壟断法執行機関が違法行為の停止を命じ、違法所得を没収し、
かつ前年度の売上高の 100 分の 1 以上 100 分の 10 以下の罰金に処する。」）に、「同様な行
為の再発を防止するため構造措置を含めて必要な措置を命じることができる」というよう
な内容を追加すべきである。 
 
                                                  
1166 Case COMP/39.402 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39402 
1167 Case COMP/39.315 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39315 
1168 Case COMP/39.388 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39388 
1169 Case COMP/39.351 
http://ec.europa.eu/competition/elojade/isef/case_details.cfm?proc_code=1_39351 
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第 3 節 事業法と反壟断法の役割分担について 
既述のように、欧州において、競争法は事後規制として積極的に運用されている。その
積極性は、三つの場面において表されている。その一は、事業法による規制のある場合で
も、競争の余地がある限り、競争法による規制は排除されず、積極的に行われる。その二
は、事業法による規制のない場合、競争法は積極的に適用される。その三は、行為規制と
しての開放規制だけではなく、構造規制としての所有分離規制も積極的に行われる。 
これに対して、中国において、既述のように、不可欠施設の開放規制と分離規制に関す
る事業法規定が存在しなく、「エネルギー法」草案において開放規制のみで、分離規制がな
い。他方、反壟断法において、開放規制のみが可能であるが、分離規制はできない。また
反壟断法による開放規制の実例もまだない。両法の関係について、「エネルギー法」草案に
おいても、反壟断法においても明白な規定がない。ただし、反壟断法第 7 条の規定から、
事業法がある場合には、その事業法に保護されているいわゆる「合法的」な事業活動には、
反壟断法が規制しないことを読み取ることができないこともない。第 7 条の条文を、再び
引用すると、次のようである。「第 7 条 国有経済が支配的地位を占める、国民経済の命脈
と国家の安全に関わる業界及び法に基づき専業専売を行う業界に、国家はその事業者の合
法的な事業活動を保護し、かつ事業者の事業行為及びその商品と役務の価格について法に
基づき監督と規制を実施し、消費者の利益を保護し、技術の進歩を促進する。 
前項に定める業界の事業者は、法に基づき経営し、誠実に信義を守り、厳格に自らを律
し、社会公衆の監督を受けなければならず、その支配的地位又は専業専売の地位を利用し、
消費者の利益を損なってはならない」。 
同条について、全人代常務委員会の解釈において、既述のように、次のように説明され
ている。 
「本条は、我が国の現況に基づいて、国有経済が支配的地位を占める、国民経済の命脈
と国家の安全に関わる業界及び法に基づき専業専売を行う業界の事業者の行為に対する規
定である。我が国の社会主義市場経済の特徴と国民経済の健全で秩序のある発展の要求に
基づいて、国民経済の命脈と国家安全に関わる業界は、例えば送電線網、鉄道網、水・ガ
ス・熱の供給パイプラインネットワーク、長距離石油ガスを輸送するパイプライン等のイ
ンフラが重複して建設し、複数の事業者による経営をすべきではなく、自然独占性を有す
る業界、及び法に基づき専業専売を行う業界、例えばタバコ産業、製塩産業等に対し、通
常国家が単独投資で設立する、あるいは支配株を持つ企業によって経営を行う。これらの
企業は数が多くなく、競争が不十分であるため、国家はその経営行為に対し規制する必要
がある。」1170 
この解釈により、支配的地位の濫用行為に対し反壟断法が規制できることが明らかにさ
れているが、事業法との関係について言及されていない。もし前記のように、事業法によ
                                                  
1170 全国人大常委会法制工作委员会经济法室编『中华人民共和国反垄断法条文说明、立法理
由及相关规定』（北京大学出版社、2007 年 9 月）34 页。 
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って保護されている「合法的な」事業活動には、反壟断法が規制しないとすれば、言い換
えると、事業法に明記されていない事業活動が、反壟断法の規制ができるということにな
るのであろうか。いずれにしても、欧州のように、自由化を促進するため、事業法による
規制がある一方、他方において、反壟断法も積極的に活用された方が望ましいと思われる。
と同時に、インフラ投資に対する影響も配慮されるべきである。つまり、事業法と反壟断
法の両方による開放規制と分離規制の効果的な実施を内容とする自由化のソフト面の整備
が促進されると同時に、市場の基盤であるハード面の整備も促進されるべきである。効果
的な開放規制と分離規制のない自由化は、「不十分な自由化」となるが、インフラの整備が
なく、あるいはインフラの整備が阻害される自由化は、また「行過ぎた自由化」となるた
め、両者のバランスをよりよくとることが必要であることは、本稿において何回も繰り返
して強調されてきたことである。 
 
結論：中国に対する政策提言を含めて 
１、開放規制のみではなく、分離規制も実施されるべきである。既存事業者は、自分の
根拠市場での利益を確保するため、不可欠施設を競争者である新規参入者に開放するに当
たって、拒絶し、遅延し、差別する傾向があるので、分離規制がなければ、新規参入者は、
既存事業者の根拠市場に順調に参入することができないし、参入できたとしても既存事業
者との公平な競争が期待できない。分離規制を伴わない開放規制は、不完全な規制となる。
これだけではなく、分離規制がなければ、既存事業者は競争者の自分の根拠市場への参入
を阻止するため、意図的にインフラの投資を抑止する傾向があり、その結果、インフラは
「過少投資」となる。インフラの整備がなければ、自由化もあり得ない。要するに、分離
規制のない自由化は、「不十分な自由化」となりかねない。中国「エネルギー法」草案にお
いて、開放規制のみが規定されているが、分離規制についても規定されるべきである。他
方、反壟断法においても、開放規制のみが可能となっているため、分離規制もできるよう
に法改正が必要である。具体的には、同法罰則規定である 47 条の条文規定に、「同様な行
為の再発を防止するため構造措置を含めて必要な措置を命じることができる」というよう
な内容が追加されるべきである。 
２、適用免除が設けられるべきである。日本のガス事業法においても、欧州の 2009 年ガ
ス指令においても、インフラの投資を促進するため、不可欠施設の開放と分離規制の適用
免除規定が設けられている。適用免除規定のない開放と分離規制は、インフラの投資イン
センティブが阻害されるおそれがある場合でも回避できないため、硬直的な規制となり、
インフラの投資が過少となり、その整備が阻害されるおそれがある。したがって、投資の
保護、インフラ整備の促進という視点から、中国の「エネルギー法」、あるいは国務院の別
の規定、あるいは今後制定される「ガス事業法」において、適用免除が規定されるべきで
ある。そのほか、反壟断法においても、開放規制あるいは分離規制が実施される場合、同
様な視点が必要である。適用免除あるいは投資保護の配慮のない開放と分離規制の下では、
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競争的な市場基盤を整備するための共に必要な同規制を内容とする市場基盤のソフト面の
整備（自由化）が一方的に進められ、他方において、市場基盤のハード面の整備が阻害さ
れるため、そのような自由化はバランスのとれない「行過ぎた自由化」となる。 
３、適用免除の要件、また不可欠施設理論の適用要件が明確化されるべきである。日本
のガス事業法においても、欧州のガス市場自由化法令においても、適用免除の要件が明記
されている。前記のように、安易に不可欠施設の開放と分離規制の適用を免除すると、「不
十分な自由化」となりかねない。したがって、中国の場合でも、適用免除の要件が、国務
院の別の規定、あるいは「ガス事業法」において明記されるべきである。具体的な規定に
ついて、新規インフラの場合、日本ガス事業法 22 条 3 項に規定されている「特例措置」、
欧州 2009 年ガス指令 36 条 1 項に規定されている五つの要件が参照されるべきである。 
日本の特例措置の概要： 
「①託送供給約款の作成・届出・公表義務の猶予 
自らが維持し、及び運用する全ての導管が特例対象となる導管であり、かつ、使用開始
時からガスを供給する事業の用に供するものであって使用開始後 5 年を経過していない導
管であれば、使用開始後 5 年間までは託送供給約款の作成・届出・公表義務が猶予される。 
②託送供給に係る事業報酬率の高めの設定 
自らが維持し、及び運用する全て又は一部の導管が特例対象となる導管であれば、全て
又は一部に係るレートベースに 5 年を超えない範囲内において当該事業者が任意に定める
一定の期間で算定した導管投資に係る投下資本利益率の範囲内において、適切な事業報酬
率を設定することができる」。 
欧州の五つの適用免除要件： 
「（a）当該投資は、ガスの供給において競争を促進し、かつ供給の安定を強化するもの
でなければならない； 
（b）当該投資に伴うリスクのレベルは、適用免除が認められない限り、当該投資が行わ
れないだろうという程度でなければならない； 
（c）当該インフラは、系統の中に当該インフラが建設される予定のその系統の運営者か
ら少なくとも法人レベルの分離をしている自然人又は法人に所有されなければならない； 
（d）利用料金は当該インフラのユーザーのみに課すものでなければならない；かつ 
（e）当該適用免除は、域内天然ガス市場の競争若しくは有効な機能、又は当該インフラ
と連係し規制を受けている系統の有効な機能を阻害することがあってはならない」。 
特定新興地域の場合、同ガス指令 49 条 5 項が参考されるべきであろう。 
49 条 5 項規定： 
「委員会は、特に、以下の基準を照らして、4 項に規定される例外を認めることができる。 
――インフラ投資の必要性、それは競争的な市場環境では運営すると経済的には成り立
たないもので、 
――必要な投資の規模と回収期間の見通し、 
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――関係地域におけるガス系統の規模と成熟度、 
――関係ガス市場に対する見通し、 
――関係地域あるいは地区の地理的な大きさと特性、及び社会経済と人口ファクター。 
小売輸送インフラ以外のガスインフラに関して、当該地域においてガスインフラがまだ
建設されていない場合、又は、ガスインフラが建設されてから 10 年を満たさない場合にの
み、例外が認められることができる。この一時的な例外はこの地域において最初のガスが
供給されてから 10 年を超えてはならない。 
小売輸送インフラに関しては、例外は当該地域において当該インフラを通じてガスが最
初に供給された時から 20 年を超えない期間において認められることができる。」 
また、競争法において、不可欠施設理論の適用要件について、日本では同理論の明確な
適用事例がまだないが、欧州では、同理論の適用によって、または EC 競争法 82 条のガイ
ダンスにおいて、その適用要件が明確化されている。他方、欧州委員会の同理論の積極な
運用に対し、投資の保護という視点から欧州裁判所も同理論の適用に対し歯止めをかけて
いる。これに対し、中国の反壟断法の市場支配的地位の濫用規制に関するガイドラインで
ある中国「工商行政管理機関が市場支配的地位の濫用行為の禁止に関する規定」4 条 2 項に
おいて、同理論適用の四つの要件が明記されているが、投資の保護、インフラ整備の促進
に関する要件が明記されていないため、同ガイドラインの四つの要件、すなわち、①別途
に当該施設を投資し建設する可能性、②取引相手が生産経営活動を効果的に行うために当
該施設に依存する程度、③当該事業者が当該施設を提供する可能性及び、④それによって
自己の生産経営活動に対する影響のほか、⑤「施設への投資、インフラの整備に対する影
響」というようなことを内容とする要件が追加されるべきである。 
４、部分適用免除を講ずるべきである。例えば、インフラの一部の容量だけは開放規制
から免除され、ほかの容量は同規制を受ける。 
５、正当な理由でアクセスを拒否できる場合が規定されるべきである。日本のガス事業
法においても、欧州のガス市場自由化法令においても、正当な理由によりアクセスの請求
を拒否できる規定が設けられている。このような規定がなければ、すべてのアクセス請求
に対し受け取らなければならないという不都合が生じてしまうからである。「エネルギー法」
草案において、そのような場合が規定されていない。そのような規定が「エネルギー法」
において規定されなくても国務院の別の規定、あるいは将来の「ガス事業法」において規
定されるべきである。この場合、日本のガス事業法 22 条 6 項、欧州の 2009 年ガス指令 35
条の規定、特に欧州の同条 2 項の規定が参考されるべきである。同条 2 項というのは、つ
まり、不可欠施設を保有する事業者が、第三者に利用可能な容量が不足しているからと言
ってそのアクセスを拒絶するだけでは済まず、同事業者に容量の増加をさせる方策も講じ
なければならないということである。 
欧州 2009 年ガス指令 35 条規定： 
「第 35 条 アクセスの拒否 
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1、天然ガス事業者は、輸送容量が不足している場合、又は系統へのアクセスが 3 条 2 項
の規定により割り当てられた公共サービス任務の遂行に支障をきたす場合、又は 48 条に規
定される基準と手続、及び同条 1 項に従って各加盟国が選ばれた別の方法に従ったテーク・
オア・ペイ契約の執行に重大な経済と財務上の困難がある場合、系統へのアクセスを拒否
することができる。すべてこのような拒否には十分に立証される理由が必要である。 
2、各加盟国は、輸送容量の不足又は連係パイプラインの不足を理由に系統へのアクセス
を拒否した天然ガス事業者が、経済的に成り立つ限り、又は潜在的な顧客が支払う意欲が
ある場合、必要な増強を行うことを、確保するため必要な措置を講じることができる。各
加盟国が 4 条 4 項1171を適用している場合、各加盟国はこのような措置を講じなければなら
ない。」 
６、すべての卸売輸送系統に対し所有分離を実施すべきである。過渡的措置として、一
定の条件を満たす場合、期間限定の適用免除が認められる。「エネルギー法」においてこの
ような原則規定が設けられるべきである。日本において、ガス事業における分離の問題が
まだ大きく浮上していないが、欧州の場合、特に 2009 年 7 月 13 日に採択された第 3 次自
由化法令の制定に当たって、分離規制が 1 つの大きな焦点となった。一部の加盟国の反対
があったにもかかわらず、欧州委員会の積極的な推進により、政治的な妥協案でありなが
ら、同法令において、少なくとも新規インフラに対し、分離規制が第 2 次自由化法令であ
る2003年ガス指令の法人分離のレベルから所有分離のレベルに引き上げられることに成功
した。所有分離は、欧州の経験により、最も有効な規制手段である。所有分離こそ、イン
フラ整備の促進に有益である。そのほか、中国において、所有分離を実施するにあたって、
民営化あるいは私有経済の導入も視野に入れるべきである。 
７、すべての小売輸送系統、LNG 基地、貯蔵施設に対し法人分離を実施すべきである。
過渡的措置として、期間限定の適用免除が認められる。「エネルギー法」において、このよ
うな原則規定が設けられるべきである。ただし、下流の都市ガス分野において、「特許経営」
が既に実施されている場合を除く。 
８、会計分離は最低限規制とすべきである。会計分離に対し適用免除ができない。 
９、開放規制はすべての施設に適用されるべきである。「エネルギー法」草案において、
パイプライン網のみが開放規制の対象とされている。卸売と小売の輸送パイプライン網の
ほか、上流パイプライン網、LNG 基地、貯蔵施設、ラインパック、付随サービスも開放規
制の対象とすべきである。かつすべては規制型の開放規制にされるべきである。 
１０、欧州の競争法は、市場自由化の推進において積極的な役割を果たしている。反壟
断法も中国の天然ガス市場の自由化において積極的な役割を果たすべきである。事業法に
よる規制が不足している限り、同法は積極的に運用されるべきである。同法の市場支配的
地位の濫用規制を担当する中国国家工商行政管理総局は国有企業の独占を打破し、自由化
を推進する重要な担い手となるべきである。 
                                                  
1171 小売輸送分野における二重道管規制。 
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１１、欧州において、「域内エネルギー市場」の形成が極めて重要な位置付けを与えられ
ている。中国において、国内統一的なガス市場の形成が安定供給に対する貢献を行うこと
が再認識されるべきである。国内統一的なガス市場の形成によって、輸入、国内生産、非
在来型ガスの供給等による供給の多元化が実現でき、その形成が供給の安定に貢献するも
のである。ガス市場の自由化は決して安定供給を脅かすものではない。 
１２、ガス市場の自由化は、世界の潮流であり、時代の流れである。中国エネルギーの
将来は市場の自由化にあり、「エネルギー法」の根本的な目的は市場自由化を促進すること
であることは既に指摘されている1172。 
１３、「エネルギー法」を早期に成立させ、「ガス事業法」も早期に制定されるべきであ
る。母法にあたる「エネルギー法」、その子法にあたる「ガス事業法」の欠如が、中国エネ
ルギー産業の効果的な規制が展開できない原因となっていることは既に指摘されている1173。 
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